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１．計画の基本的事項  

(1) 計画の基本的な考え方 

令和７ 年（２０２５ 年）にいわゆる「団塊の世代」が全て７５ 歳以上となる超高齢社

会を迎える中、鳥取県においては、老年人口割合が３２．３％（鳥取県人口移動調査（令

和元年７月１日現在））と高く、５０％を超える町もあるなど、高齢化が進行している状況

にある。  
こうした中で、県民一人一人が、医療や介護が必要な状態となっても、できる限り住み

慣れた地域で安心して生活を継続し、その地域で人生の最期を迎えることができる環境を

整備していくことは喫緊の課題である。 
一方で、近年の医師・看護師不足により医師や看護師の負担は増大しており、医療従事

者の過重労働により地域の医療が維持されている現状では、一人の医師が辞めると地域の

医療が崩壊しかねない状況にある。また、高齢者の多くは、住み慣れた地域の中での療養

等を希望しており、地域での連携が一段と必要となっている。 
このことから、医療従事者等の負担軽減や、それぞれの地域の実情に応じた安心して暮

らせるための医療と介護の連携が必要であり、利用者の視点に立って切れ目のない医療及

び介護の提供体制を構築し、県民一人一人の自立と尊厳を支えるケアを将来にわたって持

続的に実現していく体制整備に向けた取組を進めていく。 
 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

鳥取県における医療介護総合確保区域については、県東部（鳥取市、岩美郡、八頭郡）、

県中部（倉吉市、東伯郡）、県西部（米子市、境港市、西伯郡、日野郡）地域とする。 
☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 
□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 
（異なる理由：                     ） 

 

(3) 計画の目標の設定等 

■鳥取県全体 
 
１．目標 
鳥取県においては、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従

事者の確保と資質の向上等の課題を解決し、医療や介護が必要な者が、地域において安心

して生活できるよう以下を目標に設定する。 
 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

高齢化が進む中で医療機関が機能分担し、連携して必要な医療を適切な場所で提供

できる体制を整備する 
（ア）急性期医療だけでなく、回復期・慢性期の医療を提供 
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（イ）精神科医療をはじめ、入院医療から地域生活への移行を推進 
（ウ）医療機関（医科、歯科）、訪問看護ステーション、薬局、福祉サービスを行う   

機関の相互の連携を深め、災害時の連携にも対応 
 
 【定量的な目標値】 
 ・おしどりネット患者登録数：4,790 件（平成 30 年度末）→6,600 件（令和元年度末） 
・急性期病床等から回復期病床への病床転換（R1：１２０床） 
・慢性期機能の病床を令和５年までに２１８床減少 

 
※地域医療構想で記載する平成 37 年度の医療機能ごとの病床数（参考値） 

医療機能 
将来の病床数（参考値） 

（平成３７年） 

現在の病床数 

（平成３０年） 

高度急性期 ５８３床 ８６６床 

急性期 ２，０１９床 ２，９６２床 

回復期 ２，１３７床 １，２５７床 

慢性期 １，１５７床 １，８５４床 

（病床機能報告（各年 7 月 1 日現在）） 
 
② 居宅等における医療の提供に関する目標 

   希望すれば在宅で療養できる地域の実現に向け、在宅医療（歯科・薬科を含む。）を

推進する。 
    （ア）在宅医療を調整する拠点を整備し、在宅医療を提供する機関の連携や多職種の

連携を強化（ただし、市町村の範囲を超える事業が対象） 
    （イ）在宅医療を担う機関を整備・充実するとともに、人材を確保・育成 
    （ウ）かかりつけ医を持つこと、医療機関の機能分担、在宅医療などを住民へ啓発 
 
 【定量的な目標値】 
・訪問診療を実施する診療所・病院数：１７８か所（H26）→１９５か所（R2） 

 ・訪問診療実施件数：5,510 件（H26）→6,006 件（R2） 
 ・在宅看取りを実施している診療所・病院数：２７か所（H26）→３０か所（R2） 
・退院支援ルールを設定している二次医療圏数：１か所（H29）→３か所（R2） 
・在宅療養支援歯科診療所：６３か所（H29）→６７か所（R2） 
・県内訪問看護師数（人）：３２８人（H30）→３８８人（R2） 
 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域の実情に応じた地域密着型サービス施

設等の整備を行う。 
（ア）地域密着型サービス施設等の整備への助成 
（イ）（ア）の開設準備経費等への支援 
（ウ）既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修 
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（４床） 
（エ）介護療養病床から介護医療院への転換整備への助成（４１床） 
（オ）介護療養病床から介護医療院への転換に必要な準備経費の支援 

【定量的な目標値】     
   ・認知症高齢者グループホーム 

<県東部>３１５人（２６カ所）→３６０人（３１カ所） 
<県中部>４６８人（２９カ所）→４９５人（３１カ所） 
<県西部>５８５人（３７カ所）→６０３人（３８カ所） 

   ・小規模多機能型居宅介護事業所 
<県中部>２４９人／月分（９カ所）→２７８人／月分（１０カ所） 
<県西部>４７２人／月分（１８カ所）→５０１人／月分（１９カ所） 
 

   ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 
<県中部>１カ所→2 カ所 

 
  ④ 医療従事者の確保に関する目標 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療人材の育成・定着を進める。 
    （ア）質の高い医療人材を養成・確保 
    （イ）高度・多様化する医療に対応できる医療人材のキャリア形成 
    （ウ）就労環境の整備・改善などにより医療従事者等の負担軽減及び定着促進 
 
【定量的な目標値】 
・病院勤務医師数の増加：1,142 人（H30）→1,161 人（R1 年度） 
・女性医師数の増加：171 人（H30）→173 人（R1 年度） 
・医師の時間外勤務の縮減 １人あたり４００時間／年以内 
・手当支給施設の産科・産婦人科医師数：46 名(H30)→50 名(R1) 
・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数：20.8(H30)→21.0(R1) 
・病院勤務看護師数の増加 5,595 人（H30）→5,675 人（R1） 
・県内就業看護職員数 9,954 人（H30）→10,091 人（R2） 
・看護学生の県内就業者数：264 人（H30）→357 人（R2） 
※H30 は県内学生数における県内就業者数 

・県内訪問看護師数：３２８人（H30）→３８８人（R2） 
・病院看護職員の離職率の低下 

看護職員の離職率の低下：７．２％（H30）→７．０％（R1） 
・新人看護職員の離職率の低下：４．７％（H30）→４．３％（R1） 
・分娩を取り扱う産科医療機関数：２１施設(H30)→２１施設(R1) 
・歯科衛生士の復職者数：４名（平成２９年度：４名） 
・歯科技工士養成所の学生の県内就業者数：１人（H30）→３人（R1） 
・鳥取大学医学部附属病院における小児科医師一人あたりのＮＩＣＵに入院した新生児

数の減少：６．０人（令和１年度）（※平成 29 年度：６．２人） 



4 
 

・休日の小児救急医療体制の確保日数：休日７１日(H30)→休日７５日(R1) 
・二次救急医療機関を受診した患者のうち、入院・高次医療機関への転送を行わなかっ

た割合の減少 90.0％（H29）→ 88.0％（R1） 
・小児初期救急医療機関の受診者数：18,362 人(H29 年)→20,400 人(R1 年) 
・二次救急医療機関の小児救急患者搬送受入状況 

軽症：14,460 人（H30）→13,400 人（R1） 
中等症以上：1,179 人（H30）→1,130 人（R1） 
 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
    鳥取県においては、介護職員の増加（１９０人）を目標とする。その際、労働市場

の動向や介護分野への定着状況を踏まえ、特に介護未経験者に対する介護や介護の

仕事に対する理解促進、介護分野への高年齢者層の参入促進及び介護職員の離職防

止等の対策を進める。 
 
 【定量的な目標値】  

  ・介護の入門的研修の開催 受講者９０人 

  ・介護助手制度の導入支援 ３０事業所 

・鳥取県介護人材育成事業者認証評価制度実施事業者 １０事業所 

 

２．計画期間 
  平成３１年４月１日～令和４年３月３１日 
 
■県東部 

 

１．目標 
県東部では、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従事者

の確保と資質の向上等の課題が存在しており、これらの課題の解決に向け精力的に取り

組む。 
  
※目標値については、地域保健医療協議会、地域医療構想調整会議において検討 
 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  
      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度の医療機能ごとの病床数（参考値） 

医療機能 

将来の病床数（参考

値） 

（平成３７年） 

現在の病床数 

（平成３０年） 

高度急性期 ２１８床 １０３床 

急性期 ７４０床 １，２３５床 

回復期 ６９９床 ３７８床 

慢性期 ５８６床 ９３９床 
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（病床機能報告（各年 7 月 1 日現在）） 
 
③ 介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域の実情に応じた地域密着型サービス施

設等の整備を行う。 
・地域密着型サービス施設等の整備（認知症高齢者グループホーム ５か所） 
・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修（４

床） 
・介護療養病床から介護医療院への転換整備（１施設４１床を整備） 

 
２．計画期間 
  平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

 
■県中部 

 

１．目標 
県中部では、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従事者

の確保と資質の向上等の課題が存在しており、これらの課題の解決に向け精力的に取り

組む。 
  
※目標値については、地域保健医療協議会、地域医療構想調整会議において検討 
 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  
      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度の医療機能ごとの病床数（参考値） 

医療機能 

将来の病床数（参考

値） 

（平成３７年） 

現在の病床数 

（平成３０年） 

高度急性期 ８３床 １０６床 

急性期 ４０２床 ４７４床 

回復期 ４４９床 ４３５床 

慢性期 ２２４床 ２７５床 

（病床機能報告（各年 7 月 1 日現在）） 
 
③ 介護施設等の整備に関する目標 
・地域密着型サービス施設等の整備 

   （認知症高齢者グループホーム ２か所、小規模多機能型居宅介護事業所 １か所、 
   定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １か所） 
 
２．計画期間 
  平成３１年４月１日～令和４年３月３１日 
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■県西部 

 

１．目標 
県西部では、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従事者

の確保と資質の向上等の課題が存在しており、これらの課題の解決に向け精力的に取り

組む。 
  
※目標値については、地域保健医療協議会、地域医療構想調整会議において検討 
 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  
      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度の医療機能ごとの病床数（参考値） 

医療機能 
将来の病床数（参考値） 

（平成３７年） 

現在の病床数 

（平成３０年） 

高度急性期 ２８２床 ６５７床 

急性期 ８７７床 １，２５３床 

回復期 ９８９床 ４４４床 

慢性期 ３４７床 ６４０床 

（病床機能報告（各年 7 月 1 日現在）） 
 
③ 介護施設等の整備に関する目標 
・地域密着型サービス施設等の整備 

   （認知症高齢者グループホーム １か所、小規模多機能型居宅介護事業所 １か所） 
 
２．計画期間 
  平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 
 

 

(4) 目標の達成状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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２．事業の評価方法  

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

【医療】 
平成３０年 
１１月２８日 東部圏域地域医療構想調整会議の開催 

→ ３１年度基金の事業メニュー等について審議 
（地域医療構想を推進するために東部圏域として必要な事業を提案） 

 西部圏域地域医療構想調整会議の開催 
→ ３１年度基金の事業メニュー等について審議 
（地域医療構想を推進するために西部圏域として必要な事業を提案） 

１２月１１日 県地域医療対策協議会の開催（３１年度基金の実施方針等について審議） 
１２月１４日 県医療審議会の開催（３１年度基金の実施方針等について審議） 
１２月～   平成３１年度基金事業の要望照会実施 

（照会先：県・地区医師会、県・地区歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、

県助産師会、県理学療法士会、県作業療法士会、県言語聴覚士会、養成施

設、病院、訪問看護事業所、産科診療所、市町村等） 
 
平成３１年 
  ２月１３日 中部圏域地域医療構想調整会議の開催 

→ ３１年度基金の事業メニュー等について審議 
（地域医療構想を推進するために中部圏域として必要な事業を提案） 

３月８日  県地域医療対策協議会の開催（国への要望事業・要望額を決定） 
３月１２日 県医療審議会の開催（国への要望事業・要望額を決定） 
 

【介護】 
平成３０年 
１０月２５日 平成３０年度第１回鳥取県介護人材確保対策協議会の開催 

→ 県及び各機関・団体による平成３０年度の介護人材確保に係る取組

及び平成３１年度の基金事業の予定等について意見交換 
 
平成３１年 

３月１８日 平成３０年度第２回鳥取県介護人材確保対策協議会の開催 
→ 県及び各機関・団体による平成３０年度の介護人材確保に係る事業 

実施状況及び平成３１年度の基金事業の取組等について意見交換 
 

 

(2) 事後評価の方法 

【医療】 
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計画の事後評価にあたっては、鳥取県医療審議会、鳥取県地域医療対策協議会等の意見を

聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しを行うことなどにより、計画を推進していく。 
【介護】 
計画の事後評価にあたっては、鳥取県介護人材確保対策協議会等の意見を聞きながら評価

を行い、必要に応じて見直しを行うことなどにより、計画を推進していく。 
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３．計画に基づき実施する事業 
 事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

       設備の整備に関する事業 

 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.１（医療分）】 

医療情報ネットワーク整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,503 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想に掲げる ICT を活用した医療連携体制を構築するために

は、前提として、県内の医療機関の患者情報等が電子的に管理されてい

る必要があるが、鳥取県においては４３病院中１１病院（約３割）が電

子的な患者情報の管理を行っていない。また、「おしどりネット」への

参加病院は１９病院に留まり、参加医療機関の拡大が今後の課題とな

っている。 

アウトカム指標：おしどりネット患者登録数： 

４，７９０件（平成３０年度末）→６，６００件（令和元年度末） 

事業の内容 鳥取大学医学部附属病院が整備している医療機関同士の電子カルテの

相互参照システム「おしどりネット」の運営及び医療機関が「おしど

りネット」への参加を目的とした患者情報を電子的に管理するシステ

ム整備等を行うために必要な経費を補助する。 
アウトプット指標 「おしどりネット」の参加医療機関数： 

６８機関（平成３０年度末）→７５機関（令和元年度末） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医療情報ネットワークを使った医療連携を推進することで、医療機関

同士の連携を強化し、病床の機能分化・連携を推進する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

21,503 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

8,446 

基金 国（Ａ） (千円) 

14,335 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,168 

民 (千円) 

5,889 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

21,503 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

(千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.２（医療分）】 

医療機関等連携ネットワーク基盤整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,390 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 三朝温泉病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、高齢患者等の増加が見込まれる中、地域医療構想の実現に向け、

病院を中心とした入院治療から地域生活への移行を円滑に進めるにあた

り、医療機関と訪問看護ステーション等がネットワーク体制を構築する

こと等、相互連携体制の強化が求められている。 

アウトカム指標：慢性期機能の病床を令和５年までに２１８床減少 

事業の内容 入院医療から地域生活への移行を推進するため、医療機関等が相互連携

を図るための基盤を整備するためのモバイル端末を活用した医療ネット

ワークの構築や医療現場におけるモバイル端末の導入等を支援する。 
アウトプット指標 設備整備医療機関数：３か所 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

医療現場におけるモバイル端末の導入、それらを活用した医療ネットワ

ークを整備することで、病床の機能分化を進めることで必要となる患者

の地域移行を支えるための体制強化を進める。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,390 

基金充

当額 

（国

費） 

におけ

る 

公民の

別 

（注

１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

796 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

398 

民 (千円) 

796 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,194 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,196 

備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.３（医療分）】 

精神科医療機関機能分化推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

606,442 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県中部 

事業の実施主体 倉吉病院 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

○ 身体合併症を有する精神疾患患者の入院については、精神病床だけで

なく、一般病床において受け入れている実態がある。 

○ 倉吉病院は、精神疾患患者の受入を中心に、鳥取県中部圏域の精神科医

療の中核的な役割を担っている。 

○ 人口減少や高齢者患者の増加による患者層の変化など病院に求められ

るニーズ変化や、施設の老朽化等に対応し、精神科医療の提供・受入れ

体制の充実を図るため、倉吉病院では、病床再編（病床削減）を含む全

面改修及び増改築し、新病院を整備することとしている。（倉吉病院の

全面改修及び増改築は平成３１年度～令和３年度の３か年で実施予

定） 

○ 倉吉病院の病床再編に係る施設整備、精神科救急外来を整備すること

により、県中部圏域における精神科の救急医療体制、受入れ体制の機能

強化等を図ることで、近隣の救急医療機関との連携、精神科の病床以外

で受け入れている精神科患者の受け入れ及び長期に渡る入院患者が社

会へ復帰する支援体制を強化することにより、在宅移行を推し進め、精

神科医療機関の病床機能分化を推進する。 

⇒ 倉吉病院は、今回の精神科医療機関の病床機能分化を進めることで、

精神病床を２７８床から２４０床への減少を予定している。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床等から回

復期病床への病床転換を行う。（Ｒ１：１２０床） 

事業の内容 県中部圏域における精神科長期療養患者の地域移行を進め、精神科医療機

関の機能分化を図るため、救急・外来機能の整備、充実等に対して補助す

る。 
アウトプット指標 精神科医療機関の設備整備：１病院 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

精神科医療機関における身体合併症を有する精神疾患患者の受け入れ体制

を強化し、一般病床を有する医療機関における同患者の急性期の受け入れ

が減少することにより、一般病床を有する医療機関の病床機能について、

急性期から回復期等への転換が進む。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

606,442 

基金充当

額 

公  (千円) 

0 
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基金 国（Ａ） (千円) 

202,146 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

101,074 

民 (千円) 

202,146 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

303,220 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

303,222 

備考（注３） 所要額：令和元年度 ２２，２３３千円 

    令和２年度 ８８，９３０千円 

    令和３年度 １９２，０５７千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.４（医療分）】 

地域医療支援病院・がん診療連携拠点病院等の

患者に対する歯科保健医療推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,066 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部 

事業の実施主体 岩美病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後、増加が見込まれる高齢の入院患者の早期回復等を図り、入院患者の地

域生活への移行を円滑に推進するため、入院患者に対する歯科医療（口腔ケ

ア）の充実が必要。 

アウトカム指標：慢性期機能の病床を令和５年までに２１８床減少 

事業の内容 地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対する口腔機能の向上

を図るため、歯科診療に必要な設備整備に対して補助する。 
アウトプット指標 設備整備医療機関数:２病院 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対する歯科医療（口腔

ケア）の充実を図り、がん患者への十分な歯科治療の提供や高齢の入院患者

の早期回復を図り地域生活への移行を推進することで、病床の機能分化・連

携を進める。 
事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,066 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,688 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,688 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,344 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,032 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

4,034 

備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.５（医療分）】 

急性期医療提供体制強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

287,850 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取市立病院、野島病院、山陰労災病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

急性期医療の提供が不足している分野又は地域における医療提供体制の強化 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床等から回

復期病床への病床転換を行う。（Ｒ１：１２０床） 

事業の内容 急性心筋梗塞等の医療機能が不足している救急医療分野や在宅移行に伴う在

宅患者の急性増悪時の受入体制が不十分な地域などにおいて、将来各医療機

関が担う予定である急性期機能を補うための機器等の整備に対して補助す

る。 
アウトプット指標 設備整備医療機関数：１２病院 

アウトカムとアウト

プットの関連 

急性期医療の提供が不足している分野又は地域の医療提供体制を充実させる

ことにより、急性期医療を担っている地域の他の医療機関の病床機能につい

て、急性期から回復期等への転換が進む。 
事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

287,850 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

26,667 

基金 国（Ａ） (千円) 

37,950 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

18,975 

民 (千円) 

11,283 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

56,925 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

230,925 

備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【No.６（医療分）】 

病床の機能分化・連携推進基盤整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

503,027 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 県立中央病院、県立厚生病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・

介護ニーズ 

２０２５年に向けて急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを

地域において総合的に確保していくため、病床の機能分化及び連携を進める必要

がある。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病

床等への病床転換を行う。（Ｒ１：１２０床） 

事業の内容 病床機能の転換に対する施設設備整備への支援を行うとともに、病床の機能分化

を推進するため、各医療機関の役割分担を明確にし、医療機関が将来の医療機能

を自主的に判断するための検討材料を提供するための分析調査を行う。 
アウトプット指標 病床転換及びそれに伴う施設・設備整備（３病院） 
アウトカムとアウ

トプットの関連 

当該整備の実施により、医療資源の効率的な活用が可能となり、地域医療構想達

成に向けて必要とされる回復期機能等の病床の整備促進につながる。 
事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

503,027 

基金充

当額 

（国

費） 

におけ

る 

公民の

別 

（注

１） 

公  (千円) 

89,762 

基金 国（Ａ） (千円) 

171,045 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

85,522 

民 (千円) 

81,283 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

256,567 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

246,460 

備考（注３）  
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事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

 
 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.７（医療分）】 

在宅医療連携拠点事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,000 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県東部医師会、鳥取県中部医師会、鳥取県西部医師会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

今後の高齢化の進展や地域医療構想の推進に伴い、高齢患者の増加、在宅医

療の需要の増加が見込まれるため、医療と介護の連携を図り、受け皿として

の在宅医療の提供体制の確保、更なる充実を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

・訪問診療を実施する診療所・病院数（H26：178 か所→R2：195 か所） 

・退院支援ルールを設定している二次医療圏数（H29:１か所→R2：３か所） 

事業の内容 在宅医療を提供する機関が連携するための圏域内での調整・支援、地域の医

療・介護関係者による協議の場の定期開催、地域の医療・介護資源の機能等

の把握・情報提供や地域包括支援センター等との連携など、連携拠点として

在宅医療を推進するための取組を支援する。 
アウトプット指標 ・在宅医療に関する協議会・講演会等の開催：３６回 

・地域連携パス推進に関する協議会等の開催：１５回 
・在宅医療に係る機器の貸出回数：１２回 

アウトカムとアウト

プットの関連 

在宅医療連携拠点が中心となり、在宅医療への理解促進、医療と介護の連携や、

在宅医療に取り組む医療機関を増やす取組みなど、在宅医療に取り組みやすい

体制づくりを進めることで、在宅医療の提供体制の充実が図られる。 
事業に要する費用の

額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

10,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,000 

民 (千円) 

10,000 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

15,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.８（医療分）】 

在宅歯科医療拠点・支援体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,250 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県歯科医師会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

在宅療養者は、口腔の健康等を保つことが困難であり、歯科治療が必要であ

るにも関わらず歯科治療を受診する方が少ない。今後、高齢化の進展により増

加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な医療・介護サービスが提供できる

よう、在宅歯科医療に係る提供体制の強化を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

在宅療養支援歯科診療所（H29：６３か所→ R2：６７か所） 

事業の内容 在宅歯科医療に係る患者、歯科医療機関との調整、相談業務等の在宅歯科医

療の提供に資する取組を行う在宅歯科医療連携室の運営に対して補助する。

また、通院が困難な在宅患者の元に訪問し、口腔ケアの指導等に従事する歯

科衛生士を養成するため、必要な研修の実施に係る支援を行う。 
アウトプット指標 ・訪問歯科依頼件数：５５０件（R1 年度） 

・歯科衛生士の訪問件数：２８０件（R１年度） 
・在宅歯科医療研修会延べ受講者数：４７０名（R1 年度） 
・訪問歯科衛生士養成研修会延べ受講者数：２００名（R1 年度） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

在宅歯科に係る人材育成、患者からの相談業務、歯科医療機関との調整等を行

うことで、在宅歯科医療に係る提供体制の強化を図る。 
事業に要する費用の

額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

21,250 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

14,167 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,083 

民 (千円) 

14,167 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

21,250 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.９（医療分）】 

訪問看護支援センター事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,257 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

在宅医療の需要の増加が見込まれる中、訪問看護サービスの安定的供給及び

在宅医療の推進体制の強化を図り、不足する訪問看護師を確保できるように

するためには、訪問看護事業に係る人材育成、経営支援、普及活動等への支

援が必要。 

アウトカム指標： 

県内訪問看護師数（人） ３２８人（H30）→３８８人（R2） 

事業の内容 人材育成機能、経営支援機能、普及活動機能を備えた鳥取県訪問看護支援

センターの運営を公益社団法人鳥取県看護協会に委託する。 
アウトプット指標 ・訪問看護師養成講習会受講者：２０人 

・フォローアップ講座受講者：１２０人 
・訪問看護出前講座：２０回 
・訪問看護ステーションの経営支援：２０か所 

アウトカムとアウト

プットの関連 

新規の訪問看護師養成、既に訪問看護師として従事している看護師のキャリ 
アアップ、訪問看護ステーションの経営支援により、訪問看護師数の増加を

図る。 
事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,257 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,505 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,752 

民 (千円) 

7,505 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

11,257 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

7,505 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.１０（医療分）】 

在宅医療を推進するための多職種連携等研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,451 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県歯科医師会、鳥取県薬剤師会等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後の在宅医療患者の増加に対応するためには、在宅医療に関する理解、在

宅医療関係の多職種により意見交換、課題共有など医療と介護の連携や各専

門職の質の向上等を進める必要がある。 

アウトカム指標 

訪問診療実施件数（H26：5,510 件→R2:6,006 件） 

在宅看取りを実施している診療所・病院数（H26：27 か所→R2：30 か所） 

事業の内容 在宅医療関係者の多職種連携研修や各専門職の質の向上に資する研修、医

療介護連携を支える人材を養成するための研修、在宅医療の普及啓発に関

する研修の実施に必要な経費に対する支援を行う。 
アウトプット指標 多職種連携、各専門職の資質向上等の研修受講者 1,000 人 
アウトカムとアウト

プットの関連 

在宅医療に係る人材育成、連携等が図られることで、患者の地域移行が円滑

に進むとともに、受け皿となる在宅医療の提供体制が充実する。 
事業に要する費用の

額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,451 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,420 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,300 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,151 

民 (千円) 

2,880 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

6,451 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１１（医療分）】 

在宅歯科診療設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,577 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県中部・県西部 

事業の実施主体 藤井政雄記念病院附属歯科クリニック、西伯病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、在宅でのＱＯＬの維持・向

上を図るためには、歯科を含めた在宅医療の提供体制の充実が必要 

アウトカム指標： 

在宅療養支援歯科診療所の増（H29：６３か所→R2：６７か所） 

事業の内容 在宅歯科医療を実施する医療機関に対して在宅歯科医療の実施に必要

となる在宅歯科医療機器等の整備を支援する。 
アウトプット指標 在宅歯科医療の提供体制の充実を図る医療機関の確保（３カ所） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅歯科医療の提供体制の充実を図る医療機関に対して支援すること

で、在宅療養支援歯科診療所の増加・維持を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,577 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,036 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,144 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

572 

民 (千円) 

108 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,716 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

861 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１２（医療分）】 

訪問看護ステーションサテライト設置事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,580 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部 

事業の実施主体 訪問看護ステーションコムパートナーズ 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、適切な医療サービスが供

給できるよう在宅医療にかかる提供体制の維持が必要。 

在宅医療の受け皿として、訪問看護ステーションが担う役割は重要

であり、訪問看護ステーション数は年々増加する一方で、小規模ステー

ションを中心に経営的に不安定なことから、廃止・休止となるステーシ

ョンも多い。 

中山間地域など交通の便が悪く訪問件数も限られることなどから、効

率的な事業経営が困難であり、サテライトの設置など訪問看護の効率

的な実施を支援することで、中山間地域等を中心に在宅医療にかかる

サービス提供を維持していくことが必要。 

アウトカム指標： 

訪問看護師数（人） ３２８人（H30）→３８８人（R2） 

事業の内容 高齢者や中山間地域等において、住み慣れた地域での療養生活を支え

るため、訪問看護を行うステーションのサテライトを設置するための

事務所設置等に要する経費を補助する。 
アウトプット指標 訪問看護ステーションサテライト設置支援：１カ所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

サテライト設置による訪問看護ステーションの効率的な運営・規模拡

大を支援することにより、自宅療養患者へのサービス提供維持を図る

とともに、訪問看護師数の増加を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,580 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,200 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

600 

民 (千円) 

1,200 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,800 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,780 

備考（注３）  
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事業区分３：介護施設等の整備に関する事業 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 
鳥取県地域医療介護総合確保基金（施設整備）補助

金 

【総事業費（計画期間

の総額）】 

499,115 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県東部、中部、西部 

事業の実施主体 鳥取市、倉吉市、米子市、八頭町、湯梨浜町、医療福祉法人明和会医療

福祉センター、社会福祉法人鳥取福祉会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・

介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：住民にとって身近な日常生活圏域を単位として介護拠

点の整備を図り、地域包括ケアシステム構築を進める。 

事業の内容 ① 地域密着型サービス施設等の整備への助成 
認知症高齢者グループホーム ８か所、小規模多機能型居宅介護事業

所 ２か所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １か所） 
② の開設準備経費等への支援 
③既存の特別養護老人ホームのユニット化改修等への支援（１施設４床

を整備） 
④ 介護療養病床から介護医療院への転換整備を支援（１施設４１床を

整備） 
⑤介護療養病床から介護医療院への転換に必要な準備経費の支援 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域の実情に応じた地域密着

型サービス施設等の整備を行う。 
・認知症高齢者グループホーム 

<県東部>３１５人（２６カ所）→３６０人（３１カ所） 
<県中部>４６８人（２９カ所）→４９５人（３１カ所） 
<県西部>５８５人（３７カ所）→６０３人（３８カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 
<県中部>２４９人／月分（９カ所）→２７８人／月分（１０カ所） 
<県西部>４７２人／月分（１８カ所）→５０１人／月分（１９カ所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 
<県中部>１カ所→2 カ所 

・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のた

めの改修（４床整備） 
・介護医療院 
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 〈東部〉２１２床 → ２７０床（６カ所） 
アウトカムとアウ

トプットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、地域密着型サービ

ス施設等の定員総数を増とする。 

事業に要す

る費用の額 事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
（注１） 

基金 
その他 
（Ｃ） 
（注２） 

国（Ａ） 都道府県
（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

 (千円) 

341,940 

(千円) 

227,960 

(千円) 

113,980 

(千円) 

 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経費 

(千円) 

108,524 

(千円) 

72,349 

 (千円) 

36,175 

(千円) 

 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

48,651 

(千円) 

32,434 

(千円) 

16,217 

(千円) 

 

金

額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 

(千円) 

499,115 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

332,743 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

166,372 

民 (千円) 

332,743 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

499,115 

うち受託事業

等（再掲）

（注２）

(千円) 

 
その他（Ｃ） 

(千円) 

0 

備考（注５）  
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事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

 
 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１３（医療分）】 
歯科衛生士復職支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

971 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県西部 

事業の実施主体 鳥取県西部歯科医師会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

歯科衛生士の不足状況の改善にあたり、結婚、出産により職を離れた者

の復職を支援する必要があるが、そのためには復職に不安を抱える歯

科衛生士等の技術面での支援及び相談体制の整備が必要。（参考：西部

歯科医師会が西部地区の歯科診療所に調査を行ったところ、半数近く

の診療所が自院の歯科衛生士は十分でないと回答した。） 

仕事と家庭の両立や知識、技術面での不安、勤務先の条件面での折り合

いがつかないなど、再就職を希望していても復職に至らない場合も多

いため、希望者に対して継続的にフォローアップしていく必要ことで、

復職に結び付けていく必要がある。 

アウトカム指標： 

歯科衛生士の復職者数：４名（平成２９年度：４名） 

事業の内容 出産・育児等の理由で離職した歯科衛生士の再就職に対する地区歯科

医師会の取組について支援する。 
アウトプット指標 ○歯科衛生士復職支援講習会開催：１回 

○講習会参加人数：１２人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地区歯科医師会における歯科機器の進歩に伴う技能講習会の開催、復

職相談等により、歯科衛生士の不安を解消する一助となり復職につな

がる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

971 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

647 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

  324 

民 (千円) 

647 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

971 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

(千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１４（医療分）】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

29,680 千円 
事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取医療センター、倉吉病院、博愛病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 
背景にある医療・介護ニー
ズ 

（１）医療の高度化や医療安全に対する意識の高まりなど、県民ニーズ

の変化を背景に、臨床現場で必要とされる臨床実践能力と看護基礎

教育で習得する看護実践能力との間に乖離が生じ、新人看護職員の

離職理由の一因となっている。 

（２）新人看護職員を採用した県内病院の多くは新人看護職員研修事

業を実施しているが、組織的な体制づくりや研修方法、研修時間等は

各病院に任されており、研修内容に差がある。 

（３）新人採用が少ない病院や小規模病院等は、自病院で十分な新人研

修を実施しにくい状況にある。 

アウトカム指標 

新人看護職員の離職率の低下 4.7%（H30）→4.3%（R1） 

事業の内容 新人看護職員の早期離職防止、質の向上を図るため、国の示した「新

人看護職員研修ガイドライン」に基づき、基本的な臨床実践能力を獲

得するための研修を実施する病院等に補助する。 
また、全ての新人が必要な研修を受けることができるよう、新人看護

職員研修を自施設で完結できない医療機関の新人看護職員を受け入れ

た病院及び新人看護職員を派遣した病院に対し補助する。 
更に、病院等が行う研修の充実を図るとともに、新人育成における施

設間の格差をなくすため、新人看護職員の研修を行う教育担当者・実

地指導者に対する研修を実施する。 
アウトプット指標 新人看護職員研修の研修者数（３００人） 

研修施設数（２０施設） 
アウトカムとアウトプット
の関連 

新人看護職員研修の充実により、新人看護職員の離職率の低下を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

29,680 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

6,129 

基金 国（Ａ） (千円) 

14,015 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

     7,008 

民 (千円) 

7,886 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

21,023 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

1,561 
その他（Ｃ） (千円) 

8,657 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１５（医療分）】 

看護師等養成所運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

295,941 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取看護高等専修学校、倉吉看護高等専修学校、米子看護高等専修学

校、鳥取市医療看護専門学校、米子医療センター附属看護学校 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材を育成・

定着 

アウトカム指標： 

看護学生の県内就業者数：264 人（H30）→357 人（R2） 

※H30 は県内学生数における県内就業者数 

事業の内容 看護師等養成所における教育内容の向上を図るため、養成所の運営に

対する支援を行う。 
アウトプット指標 支援養成所数：５か所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

県内の看護師等養成所の運営を支援して教育内容の向上を図ること

で、看護学生の養成数を維持し、県内就業する看護師等の確保につなげ

る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

295,941 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

12,265 

基金 国（Ａ） (千円) 

47,433 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

23,717 

民 (千円) 

35,168 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

71,150 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

224,791 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１６（医療分）】 

看護教育教材整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,862 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取看護大学、鳥取看護専門学校、米子医療センター附属看護学校等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

臨床現場で行われる最新の知識・技術や図書に触れ、看護知識・看護技

術を習得した看護職員を確保する必要がある。 

アウトカム指標： 

病院勤務看護師数の増加 5,595 人（H30）→5,675 人（R1） 

事業の内容 看護基礎教育を充実させるため、医療機関及び看護師養成所の図書・

教材の整備を行う。 
アウトプット指標 支援養成施設数：４か所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

看護教材や図書の購入により、看護師養成所における看護教育の充実

を進め、専門職としてキャリアアップできる環境を整えることで、質の

高い看護職員の確保を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,862 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,100 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,389 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,694 

民 (千円) 

3,289 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

8,083 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

2,779 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１７（医療分）】 

歯科技工士養成所施設・設備等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,110 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取歯科技工専門学校 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材を育成・

定着 

アウトカム指標： 

歯科技工士養成所の学生の県内就業者数 １人（H30）→３人（R1） 

事業の内容 歯科技工士を目指す学生の教育環境の改善を図るため、歯科技工士養

成所の管理運営に必要な設備整備等を行う。 
アウトプット指標 歯科技工士養成所における学生の養成者数（５人） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

歯科技工士養成所における教育環境の改善を図ることで、養成者を増

やし、県内就業する歯科技工士の数の増加につなげる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,110 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

937 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

469 

民 (千円) 

937 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,406 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

704 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１８（医療分）】 

病院内保育所運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

235,066 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 清水病院、野島病院、博愛病院、大山リハビリテーション病院、山陰労

災病院、鳥取大学医学部附属病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護職員等の多くは女性であり、出産・育児を理由とした離職が発生し

ている。継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材

を育成・定着させていくためには、医療現場において看護師が育児をし

ながら安心して働くことができる体制を確保していく必要がある。 

アウトカム指標：病院看護職員の離職率の低下 

看護職員の離職率の低下 7.2%（H30）→7.0%（R1） 

事業の内容 子育て中の看護職員等の医療従事者が安心して働くことができるよう

にするとともに、看護職員等の離職防止及び再就業支援を促進するた

め病院内保育所の運営を行う。 
アウトプット指標 病院内保育施設を運営する病院への補助（１０病院） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

院内保育施設の運営を支援することにより、子育てしながら働きやす

い環境を整備し、看護職員の出産・育児による離職防止を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

235,066 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

15,318 

基金 国（Ａ） (千円) 

27,711 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

13,856 

民 (千円) 

12,393 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

41,567 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

193,499 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１９（医療分）】 

医師等環境改善事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

137,843 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 日南病院、養和病院、境港総合病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師・看護師にとって、事務作業が負担となり、診療等の業務に支障を

きたしている 

アウトカム指標：医師の時間外勤務の縮減 １人あたり４００時間／

年以内 

事業の内容 医師等の業務サポートを行う医療クラークの人員の増加に対する補助

を行う。 
アウトプット指標 医療クラークの雇用：５０人（R1） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医師等の業務サポートを行う医療クラークの人員の増加により、医療

従事者の業務省力化、効率化、並びに勤務環境改善につながる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

137,843 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

20,299 

基金 国（Ａ） (千円) 

44,245 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

22,123 

民 (千円) 

23,946 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

66,368 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

71,475 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２０（医療分）】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

74,739 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 県立中央病院、県立厚生病院、山陰労災病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

分娩を取り扱う産科医・助産師の処遇を改善し、その確保を図る必要が

ある。 

アウトカム指標： 

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 46 名(H30)→50 名(R1) 

・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数  

20.8(H30)→21.0(R1) 

事業の内容 産科医・助産師に対して支給する分娩手当の一部の補助を行う。 
また、有床診療所においては、外部医師に帝王切開を依頼した場合に

支給する手当の一部を補助する。 
アウトプット指標 ・手当支給施設数：１３施設 

・手当支給者数：１７０人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

産科医・助産師に対して支給する分娩手当の一部の補助を行うことで、

産科医等を確保するための環境を整備し、分娩を取り扱う産科医師数

の増加を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

74,739 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

7,190 

基金 国（Ａ） (千円) 

16,609 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,304 

民 (千円) 

9,419 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

24,913 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

49,826 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２１（医療分）】 

助産師等待機手当支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,557 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取市立病院、山陰労災病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

時を選ばない分娩に対応するため、産科医療機関は夜間・休日において

も助産師・看護師を確保する必要があるが、他の診療科にはない勤務環

境の過酷さなどから確保が困難な状況がある。 

アウトカム指標： 

分娩を取り扱う産科医療機関数 ２１施設(H30)→２１施設(R1) 

事業の内容 分娩の際の救急呼び出しに備えて、助産師・看護師が自宅等において

待機した場合に、待機１回につき手当を支給する医療機関に対し、そ

の一部を助成する。（なお、待機の日に実際に呼び出しのあった場合

は、その日を控除する。） 
アウトプット指標 助産師等待機手当支給件数：２，１００件 
アウトカムとアウトプット

の関連 

助産師・看護師に対する待機手当の支給により、助産師等の勤務環境が

改善され、助産師等を確保するための環境が整備されることで、地域の

重要な医療資源である分娩を取り扱う産科医療機関の維持を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,557 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

602 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,000 

民 (千円) 

1,398 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

5,557 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２２（医療分）】 

新生児医療担当医確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,030 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

職務の複雑さや就労環境等が特殊なことから小児科医師の負担が過重

となっており、医師不足が懸念されていることから、負担軽減を図る必

要がある。 

アウトカム指標： 

鳥取大学医学部附属病院における小児科医師一人あたりのＮＩＣＵに

入院した新生児数の減少：６．０人（令和１年度） 

（※平成２９年度実績：６．２人） 

事業の内容 ＮＩＣＵにおいて新生児を担当する医師の処遇改善を目的として支給

されるＮＩＣＵに入院する新生児に応じて支給される手当（新生児担

当医手当）を支給する医療機関に対して補助する。 
アウトプット指標 新生児医療担当医手当支給件数 １００件 
アウトカムとアウトプット

の関連 

新生児医療担当医の処遇改善することにより、小児科医師の負担軽減

を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,030 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

451 

基金 国（Ａ） (千円) 

451 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

225 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

676 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,354 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２３（医療分）】 

小児救急医療支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,400 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県西部 

事業の実施主体 山陰労災病院、博愛病院、米子医療センター 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

小児の急な傷病にいつでも対応できる地域の医療体制の構築が求めら

れており、通常の診療時間外の休日・夜間の小児救急医療体制を確保す

る必要がある。 

アウトカム指標： 

休日の小児救急医療体制の確保日数 

休日７１日(H30)→休日７５日(R1) 

事業の内容 県西部区域における休日夜間の小児救急医療体制を整備するため、病

院に対して必要な給与費等を補助する。 
アウトプット指標 県西部地域で休日の小児救急医療を実施する医療機関数：３箇所 

 
アウトカムとアウトプット

の関連 

県西部地域における休日の小児医療体制を維持し、小児の急な傷病に

ついて対応できる日数を確保することで、小児保護者が安心して子育

てができる環境を提供する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,400 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,067 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,067 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

533 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,600 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

800 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２４（医療分）】 

看護教員養成支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,242 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部 

事業の実施主体 鳥取市医療看護専門学校等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

育児休暇職員の代替がおらず、退職教員の雇用延長で対応しているな

ど、看護教員が非常に不足している状況にあることから、県内看護師養

成所の看護教員の確保及び看護教員の資質向上に向けた支援が必要。 

アウトカム指標 

看護学生の県内就業者数：264 人（H30）→357 人（R2） 

※H30 は県内学生数における県内就業者数 

事業の内容 ・看護教員養成及び確保のため、看護教員養成講習会受講に係る経

費、大学で実施する看護教員の資格取得に必要な専門講座を受講する

看護師を派遣する病院に対して必要な経費について補助する。 
・看護教員を対象とした資質向上を図るための研修等を開催するため

の経費に対する支援を行う。 
アウトプット指標 ・看護教員養成講習会受講者数：２人  

・全県内看護師養成所の研修会受講参加（全１０機関） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

看護教員養成講習会に派遣し、養成校の看護教員の確保を行うととも

にスキルアップ研修により看護教育の質の向上を図ることで、看護職

員人材育成・確保を行う。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,242 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,947 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,828 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,414 

民 (千円) 

1,881 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

7,242 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２５（医療分）】 

実習指導者養成支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,832 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 渡辺病院、三朝温泉病院、博愛病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護学生の実習受入れに必要な実習指導者の育成を行うことは、看護

師の育成には重要であり、実習指導者を養成し、看護職員及び看護学生

の資質の向上を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

 看護学生の県内就業者数：264 人（H30）→357 人（R2） 

※H30 は県内学生数における県内就業者数 

事業の内容 ・病院や病院以外における看護実習の充実を図るための実習指導者養

成講習会を開催するとともに、実習指導者の資質向上を図り、実習体

制整備を図るためのフォローアップ研修を行う。 
・看護学生への臨地実習指導を充実させ、質の高い看護師養成を行う

ため、実習指導者養成に係る研修受講経費の助成を行う。 
アウトプット指標 ・施設講習会受講施設数：２０施設 

・看護実習指導者の養成数：３０人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

実習指導者を養成し、実習施設を増やすことにより、看護教育の質の向

上と、看護職員の人材確保を行う。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,832 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,181 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,238 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,619 

民 (千円) 

6,057 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

10,857 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,018 

その他（Ｃ） (千円) 

975 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２６（医療分）】 

看護師確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

64,914 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院、鳥取生協病院、清水病院等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

○今後高齢化の進展に応じて、需要増が見込まれる在宅医療や看取りに関わ

る看護職員、医療の高度化・専門化に対応できる質の高い看護職員の育成・

確保が必要。 

○特に小規模な事業所（訪問看護等）については、職員数も少ないため、現

任教育や新任教育をうける体制が整いにくく、資質の向上が図りにくい。 

また、緊急対応など 24 時間対応体制が必要な医療依存度の高い利用者など

に対応するため、夜間・休日においても緊急呼出待機の体制が取られ て

いるが、現在の 24 時間 365 日の訪問看護対応体制が継続するよう処遇

改善を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

県内就業看護職員数 9,954 人（H30）→10,091 人（R2） 

県内訪問看護師数 ３２８人（H30）→３８８人（R2） 

事業の内容 ・看護職員のスキルアップの一環として、訪問看護職員養成講習会に看護

職員を参加させる施設に対する受講者の人件費を助成する。 
・週 24 時間以上勤務する新人訪問看護師を新たに雇用し、新人訪問看護

師に同行する（先輩）看護師の人件費を助成する。 
・訪問看護の救急呼出（オンコール）に備えて看護師が自宅等において待

機した場合の手当（待機手当）を支給する事業所に対して経費を助成す

る。 
アウトプット指標 ・訪問看護職員養成講習会参加者数：１２人（H30）→２０人（R1） 

・訪問看護師待機手当を支給する事業所数：３９事業所（H30）→４１事業

所（R1） 
アウトカムとアウト

プットの関連 

訪問看護師の養成や処遇改善を行うことで、質の高い看護職員の確保及び定

着を図る。 
事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

64,914 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,205 

基金 国（Ａ） (千円) 

25,866 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

12,933 

民 (千円) 

24,661 

計（Ａ＋ (千円) うち受託事業等（再
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Ｂ） 38,799 掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

26,115 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２７（医療分）】 

鳥取県地域医療支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

22,861 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、地域医療を担う医師のキャリア形成支援や医師不足病院の支援

等、医師確保対策を総合的に推進する必要がある。 

アウトカム指標： 

病院勤務医師数の増加 1,142 人（H30）→1,161 人（R1 年度） 

事業の内容 地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に医師不足病

院への医師の配置等を行うため、地域医療支援センターを運営する。 
アウトプット指標 ・医師派遣・あっせん数（H30 年度:108 人→R1:128 人） 

・キャリア形成プログラムの作成数（H30 年度:108 人→R1:128 人） 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割

合（H30:100%→R1:100%） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医師のキャリア形成支援や医師不足病院の支援等、医師確保対策の総

合的な推進により、医師不足及び医師偏在の解消に努める。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

22,861 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

15,241 

基金 国（Ａ） (千円) 

15,241 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,620 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

22,861 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２８（医療分）】 

小児救急地域医師研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

453 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

小児救急患者が増加傾向にある中で、小児科標榜医療施設や医師数が

減少傾向にあることや、軽症患者が二次救急医療機関をすることによ

る負担過重など、地域の小児救急医療体制の確保策の推進が必要な状

況である。小児救急事案に対応できる地域の小児・内科等の医師の技能

維持・向上を図ることにより、小児初期救急医療体制の確保・強化を推

進する。 

アウトカム指標： 

・小児初期救急医療機関の受診者数 

 18,362 人(H29 年)→20,400 人(R1 年) 

・二次救急医療機関の小児救急患者搬送受入状況  

軽症：14,460 人（H30）→13,400 人（R1） 

中等症以上：1,179 人（H30）→1,130 人（R1） 

（出典：小児救急医療体制の現況調べ）  

事業の内容 各地区医師会に委託して、小児救急事例に対応できる小児科医の養成

を目的とした研修を開催する。 
アウトプット指標 小児救急地域医師研修受講者数 １００人 

（Ｈ３０年度実績：８０人） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

小児救急に対応できる医師を養成し、研修を受けた医師が小児の初期

救急を担うことで、小児の初期救急医療体制の強化を図る。初期救急医

療体制が充実することで、軽症患者が安易に二次救急医療機関を受診

することを抑制し、二次救急医療機関の負担を軽減する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

453 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

302 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

151 

民 (千円) 

302 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

453 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

302 

その他（Ｃ） (千円) 

0 



43 
 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２９（医療分）】 

女性医師就業支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,842 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県内の女性医師は増加傾向にあることから、働きやすい環境整備を

進め、出産・育児等による離職防止、キャリア継続を支援していく必要

がある。 

アウトカム指標： 

女性医師数の増加：171 人（H30）→173 人（R1年度）  

事業の内容 出産・育児等で一時的に業務を離れた女性医師が復職しやすい研修や

就業環境のプログラムを提供することで復職を支援し、ホームページ

等を通じた情報の提供など、若手を中心とした女性医師の就業を支援

することで、若手医師の確保を図る。 
アウトプット指標 ・キャリア形成・継続のための研修会・交流会参加者：20人 

・医学科学生キャリア教育の実施（2回）：210 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

女性医師のキャリア及び復職を支援することで、女性医師数の増加を

図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,842 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,228 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,228 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

614 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,842 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３０（医療分）】 

勤務環境改善支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,900 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療現場の厳しい勤務環境を改善することで、医療人材の定着及び安

定的確保を図る。 

アウトカム指標 

 病院勤務医師数の増加：1,142 人（H30）→1,161 人（R1年度） 

看護職員の離職率の低下：7.2％（H30）→7.0％（R1） 

事業の内容 医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ることを目指

し、PDCA サイクルを活用して勤務環境改善に向けた取組を行うため

の仕組みを活用して勤務環境改善に取り組む各医療機関に対して総合

的・専門的な支援を行うため、勤務環境改善支援センターの運営を県

医師会に委託する。 
アウトプット指標 センターの支援により勤務環境改善計画や医師勤務時間短縮計画等を

策定する医療機関数：２ 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医療機関での勤務環境改善事業の取り組みを支援することで、病院勤

務医師の増加、看護職員の離職防止を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,900 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,933 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,967 

民 (千円) 

3,933 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

5,900 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,933 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３１（医療分）】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,855 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

小児医療機関の診療時間外の小児救急医療体制を整備しているが、患

者数は増加傾向にあり、受診の必要のない患者の救急医療機関の受診

や、軽症患者の二次救急医療機関の受診など、医療関係者の負担が過重

になっており、負担を軽減する必要がある。 

アウトカム指標： 

二次救急医療機関を受診した患者のうち、入院・高次医療機関への転送

を行わなかった割合の減少 90.0％（H29）→ 88.0％（R1） 

（出典：小児救急医療体制の現況調べ） 

事業の内容 業者に委託して、小児の急な傷病に対する電話相談ができる体制を整

備する。 
アウトプット指標 小児救急医療相談件数：6,000 件（R1 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

受診の要否や対処方法などについて相談できる体制を整備することに

より、医療機関の適切な受診が促され、二次救急医療機関の負担が軽減

する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,855 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,237 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,618 

民 (千円) 

7,237 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

10,855 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,703 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業区分５：介護従事者の確保に関する事業 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.２（介護分）】 
介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置

等） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

455 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 
背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 R7 年 12,520 人(H29 年 10,494 人) 

離職率 15%以内（H25-29 平均 14.3%） 

事業の内容 関係機関等との役割分担・連携等を進める協議会の開催 

アウトプット指標 協議会の開催 年３回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

介護の事業者団体、職能団体、養成機関等との連携強化により、

介護人材確保の取組を充実させる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

455 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

303 

基金 国（Ａ） (千円) 

303 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

152 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

455 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事

業 

事業名 【No.３（介護分）】 
人材育成等に取り組む事業所の認証評価制

度実施事業  

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

593 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 R7 年 12,520 人(H29 年 10,494 人) 

離職率 15%以内（H25-29 平均 14.3%） 

事業の内容 介護人材の育成・定着に取り組む事業所の認証・評価制度の運用 

アウトプット指標 認証評価制度の実施 10 事業所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

認証評価制度創設により、個々の介護事業者の人材育成の取組状

況を求職者から見える化し、介護事業者のレベルアップ、介護職

への参入・定着促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

593 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

395 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

198 

民 (千円) 

395 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

593 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

395 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【No.４（介護分）】 
地域住民や学校の生徒に対する介護や介護

の仕事の理解促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,051 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県社会福祉協議会、境港市、鳥取県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 R7 年 12,520 人(H29 年 10,494 人) 

事業の内容 ・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 

 （小学生・保護者及び中高生に対する介護の仕事の理解促進） 

・働く介護家族等が受講しやすい時間、受講料等を設定した

「介護職員初任者研修」の開催支援（介護と仕事の両立に役

立つ情報提供） 

・介護離職防止を目的とした介護制度・サービスの理解を深め

るための企業内研修の開催支援 

・介護事業者による地域住民に対する介護の仕事の理解促進等

の取組支援 

・介護の入門的研修の開催 

アウトプット指標 ・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 2 団体 

・働く介護家族が受講しやすい「介護職員初任者研修」開催 3

課程 

・介護の理解を深める企業内研修の開催 30 回 

・地域住民に対する介護の仕事の理解促進等の取組 3 事業者 

・介護の入門的研修の開催 受講者 90 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

広報ツールやイベント開催等により、地域住民の介護や介護の仕

事に対する認知度・イメージを向上させ、介護人材のすそ野を拡

大する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,051 

基金充当

額 

公  (千円) 

0 
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基金 国（Ａ） (千円) 

6,034 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,017 

民 (千円) 

6,034 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

9,051 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,084 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」、 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした

介護の職場体験事業 

事業名 【No.５（介護分）】 
若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象

とした介護の職場体験事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

138 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 R7 年 12,520 人(H29 年 10,494 人) 

事業の内容 夏休みにおける中高生の介護の仕事体験 

アウトプット指標 中高生の体験参加者 100 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職場の見学や仕事体験により、高齢者や介護に対する理解を

深め、介護分野への進路選択を促す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

138 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

92 

基金 国（Ａ） (千円) 

92 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

46 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

138 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.６（介護分）】 
介護未経験者に対する研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,100 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県社会福祉協議会、南部箕蚊屋広域連合 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 R7 年 12,520 人(H29 年 10,494 人) 

事業の内容 ・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 

（管内住民の介護職員初任者研修の受講支援、介護の入門研修

開催支援等） 

・「介護職員初任者研修」の受講料等支援及び就業支援 

アウトプット指標 ・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援（管内住民

の介護職員初任者研修の受講支援） 10 人 

・介護職員初任者研修の受講支援 120 人 

・生活援助型研修の受講支援 60 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職員初任者研修等の受講支援により、基本的なスキルを持つ

人材を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,100 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,067 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,033 

民 (千円) 

6,067 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

9,100 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）介護に関する入門的研修の実施からマッチングまで

の一体的支援事業 

事業名 【No.７（介護分）】 
介護に関する入門的研修、生活援助従事者研

修の受講等支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,857 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県社会福祉協議会、鳥取県老人保健施設協会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 R7 年 12,520 人(H29 年 10,494 人) 

離職率 15%以内（H25-29 平均 14.3%） 

事業の内容 ・介護助手導入支援事業 

アウトプット指標 ・介護助手導入 30 事業所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

介護助手制度の導入を支援することにより、元気な高齢者等の介

護分野への新規就労の仕組みを構築し、介護サービス従事者の増

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,857 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,905 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

952 

民 (千円) 

1,905 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,857 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.８（介護分）】 
多様な人材層に対する介護人材キャリアア

ップ研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,312 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県介護福祉士会、鳥取県作業療法士会、鳥取県老人保健施設

協会、鳥取県小規模多機能型居宅介護支援事業所連絡会、介護職

員や小規模事業所のグループ、鳥取県看護協会・訪問看護事業所、

鳥取県社会福祉協議会、鳥取県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 R7 年 12,520 人(H29 年 10,494 人) 

離職率 15%以内（H25-29 平均 14.3%） 

事業の内容 ・若手介護従事者のモチベーション向上とネットワーク化を図

る研修の実施 

・介護福祉士国家国家取得に向けた「介護職員実務者研修」の受

講料支援 

・複数の介護職員や小規模事業所のグループによる取組支援 

・事業所の職員全体のレベルアップに向けた介護福祉士養成施

設教員の派遣・研修 

・介護職員等に対する喀痰吸引等研修実施委員会の開催・研修の

実施 

・介護職員等に対する喀痰吸引等研修の指導看護師等研修の実   

 施 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 

（キャリアアップ研修の開催等） 

・新卒訪問看護師の育成モデルプログラムを活用した訪問看護

師の育成支援 

・介護職員のための看取り研修の実施 

アウトプット指標 ・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 5 団体 

・介護職員実務者研修受講者 75 人 
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・若手従業者のための介護の未来創造研修 3 回 

・介護職員・小規模事業所グループによる取組 5 グループ 

・介護福祉士養成施設教員の派遣を受けての全体研修参加者 

 25 回 500 人 

・喀痰吸引等を安全に行える介護職員等 240 人 

・喀痰吸引等研修の講師となり得る看護師等の養成 60 人 

・新卒の訪問看護師 1 人 

・介護職員のための看取り研修参加者 1 回 500 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

介護事業所のキャリアアップ研修の支援等により介護職員等の

新規参入、定着を促進し、従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

31,312 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

980 

基金 国（Ａ） (千円) 

20,875 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

10,437 

民 (千円) 

19,895 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

31,312 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

9,731 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業（介護キャリア段位におけるアセッサー講習受講支

援事業） 

事業名 【No.９（介護分）】 
多様な人材層に対する介護人材キャリアア

ップ研修支援事業（介護キャリア段位におけ

るアセッサー講習受講支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

900 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県老人保健施設協会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 R7 年 12,520 人(H29 年 10,494 人) 

離職率 15%以内（H25-29 平均 14.3%） 

事業の内容 介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 

（介護キャリア段位制度アセッサー講習の受講料支援） 

アウトプット指標 ・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援  1 団体 
・アセッサー講習修了者 20 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

アセッサー講習の受講支援によりキャリアアップの仕組みを構

築し、介護職員等の新規参入、定着を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

900 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

600 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

300 

民 (千円) 

600 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

900 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１０（介護分）】 
認知症ケアに携わる人材の育成のための研

修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,708 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援チーム及び認知症地域支援

推進員の活動 全市町村 19 

事業の内容 ・認知症初期集中支援チーム員研修への受講派遣 

・認知症サポート医養成研修への受講派遣 

・認知症サポート医相互の症例検討等を行うフォローアップ研修 

・認知症地域支援推進員研修への受講派遣 

・かかりつけ医の認知症対応力向上研修及び症例検討会 

・地域で主体的に認知症予防に取り組むためリーダーの養成 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 

・歯科医師の認知症対応力向上研修 

・薬剤師の認知症対応力向上研修 

・看護職員の認知症対応力向上研修 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修、管理

者研修、開設者研修、計画作成担当者研修 

・認知症介護指導者フォローアップ研修への受講派遣 

アウトプット指標 ・認知症初期集中支援チーム員研修への受講派遣 ５人 

・認知症サポート医養成研修への受講派遣 10 人 

・認知症サポート医フォローアップ研修 １回  

・認知症地域支援推進員研修への受講派遣 ５人 

・かかりつけ医の認知症対応力向上研修及び症例検討会 ６回 

・地域の認知症予防リーダー養成 ５回 

・病院勤務の医療従事者研修２回、歯科医師、薬剤師、看護職員の認

知症対応力向上研修 各１回 
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・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修 120

人 

・認知症介護サービス事業者管理者研修 80 人 

・認知症介護サービス事業者開設者研修 15 人 

・認知症介護サービス事業者計画作成担当者研修 45 人 

・認知症介護指導者フォローアップ研修への受講派遣 ３人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症ケアに必要な知識や技術を習得させることにより、認知症

高齢者に対するサービスの質の向上を図るとともに支援体制を

整備する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,708 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,809 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,138 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,570 

民 (千円) 

5,329 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

10,708 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

5,329 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質

向上事業 

事業名 【No.１１（介護分）】 
地域包括ケアシステム構築に資する人材育

成・資質向上事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,611 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：対人援助業務のスキルアップ・機能強化 

事業の内容 ・対人援助業務のスキルアップ・機能強化研修、連携強化研修 

アウトプット指標 ・対人援助業務のスキルアップ・機能強化研修、連携強化研修 

各３回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

支援員派遣や研修会開催により、地域包括支援センター職員及び

生活支援の担い手の育成を行い、認知症高齢者等が安心して暮ら

せる支援体制を構築する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,611 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,074 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

537 

民 (千円) 

1,074 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,611 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,074 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.１２（介護分）】 
権利擁護人材育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,400 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取市、米子市、倉吉市、鳥取県社会福祉協議会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：市民後見人の配置による高齢者支援制度の構築 

全圏域 3 

事業の内容 ・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 

 （市民後見人の養成、活動支援、成年後見制度に関する広報・ 

普及啓発） 

・生活支援員の資質向上・育成のための研修 

アウトプット指標 ・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 4 団体 

・市民後見人の養成 15 人（研修受講者 55 人） 

・成年後見制度の普及シンポジウム参加者 100 人 

・生活支援員の資質向上・育成のための研修 30 人×２回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

市民後見人の養成等により、認知症高齢者等が安心して暮らせる

支援体制を構築する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,400 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

6,400 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,933 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,467 

民 (千円) 

533 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

10,400 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度導入

支援 

事業名 【No.１３（介護分）】 
新人介護職員に対するエルダー、メンター制

度導入支援 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 介護労働安定センター鳥取支部 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 R7 年 12,520 人(H29 年 10,494 人) 

離職率 15%以内（H25-29 平均 14.3%） 

事業の内容 介護の事業者団体等の労働環境・処遇の改善の取組支援  

（エルダー・メンター制度導入促進研修等） 

アウトプット指標 介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 1 団体 
アウトカムとアウトプット

の関連 

事業所へのコンサルタント派遣及びセミナー開催により、労働環

境・処遇の改善を促し、介護サービス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,333 

民 (千円) 

2,667 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.１４（介護分）】 
管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促

進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,988 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県民間介護事業者協議会、鳥取県社会福祉協議会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 R7 年 12,520 人(H29 年 10,494 人) 

離職率 15%以内（H25-29 平均 14.3%） 

事業の内容 ・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援  

（管理者等に対する労働法規、人事制度、賃金体系等研修開催） 

・介護職員が定着しやすい職場環境改善研修 

アウトプット指標 ・介護の事業者団体等の管理者等に対する雇用管理改善方策普

及 

・促進の取組支援 1 団体 研修開催回数 ４回 

・介護職員が定着しやすい職場環境改善研修参加者 200 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

管理者向けの研修や専門相談により、労働環境・処遇の改善を促

し、介護サービス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,988 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,992 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

996 

民 (千円) 

1,992 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,988 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

     （介護ロボット導入支援事業） 

事業名 【No.１５（介護分）】 
管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促

進事業（介護ロボット導入支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 介護サービス事業所 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 R7 年 12,520 人(H29 年 10,494 人) 

離職率 15%以内（H25-29 平均 14.3%） 

事業の内容 介護ロボットの導入支援 

アウトプット指標 介護ロボットの導入 30 機器以上 
アウトカムとアウトプット

の関連 

介護ロボットの導入により業務の負担軽減や効率化を図り、介護

サービス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,000   

民 (千円) 

4,000 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

6,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

     （ＩＣＴ導入支援事業） 

事業名 【No.１６（介護分）】 
管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促

進事業（ＩＣＴ導入支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 介護サービス事業所 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 R7 年 12,520 人(H29 年 10,494 人) 

離職率 15%以内（H25-29 平均 14.3%） 

事業の内容 ＩＣＴの導入支援 

アウトプット指標 ＩＣＴの導入 10 事業所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

ＩＣＴの導入により業務の負担軽減や効率化を図り、介護サービ

ス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,000 

民 (千円) 

2,000 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
 



別紙１ 
 
 
 
 

 
 
 

平成 30 年度鳥取県計画に関する 

事後評価 

 

 

 
令和２年１月 

鳥取県 
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 事後評価の実施にあたって、都道府県計画に記載した「事後評価の方法」に記載した事項につ

いて、記載どおりの手続きを行ったかどうかを記載。 

 

【医療分】 
 ☑ 行わなかった 
 平成３０年度の事後評価については、令和元年度下期開催予定の鳥取県医療審議会及

び鳥取県地域医療対策協議会で議論する。 
 
【介護分】 
☑ 行った 
（平成３０年度） 

 ・平成３１年３月１８日 鳥取県介護人材確保対策協議会において議論 
 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 事後評価の方法に記載した審議会等の意見を聞いた際に指摘された主な内容を記載するとと

もに、内容の末尾に審議会等名とその開催日時を記載すること。なお、主な内容については、審

議会等の議事概要の添付も可とする。 

 

審議会等で指摘された主な内容 
【医療分】 
－ 
※今後議論予定 

 
【介護分】 
・認証評価制度の認証事業者について、同じ法人ばかりにならないような配慮が必要。

（平成３１年３月１８日 鳥取県介護人材確保対策協議会意見） 
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２．目標の達成状況 

 
平成30年度鳥取県計画に規定した目標を再掲し、平成30年度終了時における目標の達成状況

について記載。 

 

■鳥取県全体（目標と計画期間） 

 

鳥取県においては、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護

従事者の確保と資質の向上等の課題を解決し、医療や介護が必要な者が、地域において

安心して生活できるよう以下を目標に設定する。 

 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
高齢化が進む中で医療機関が機能分担し、連携して必要な医療を適切な場所で提

供できる体制を整備する 
（ア）急性期医療だけでなく、回復期・慢性期の医療を提供 
（イ）精神科医療をはじめ、入院医療から地域生活への移行を推進 
（ウ）医療機関（医科、歯科）、訪問看護ステーション、薬局、福祉サービスを行う機

関の相互の連携を深め、災害時の連携にも対応 
 
 【定量的な目標値】 

・急性期病床から回復期病床等への病床転換 １２０床 
・慢性期機能の病床を平成 35 年までに２１８床減少 
・おしどりネット患者登録数：2,228 件（Ｈ28 年度末）→4,000 件（Ｈ30 年度末） 
・がんによる死亡者の減少：75 歳未満がん年齢調整死亡率（人口 10 万対） 

85.1（Ｈ29 年）→70.0 未満（Ｈ35 年） 
 
② 居宅等における医療の提供に関する目標 

希望すれば在宅で療養できる地域の実現に向け、在宅医療（歯科・薬科を含む。）

を推進する。 
    （ア）在宅医療を調整する拠点を整備し、在宅医療を提供する機関の連携や多職種

の連携を強化（ただし、市町村の範囲を超える事業が対象） 
    （イ）在宅医療を担う機関を整備・充実するとともに、人材を確保・育成 
    （ウ）かかりつけ医を持つこと、医療機関の機能分担、在宅医療などを住民へ啓発 
 
 【定量的な目標値】 

・訪問診療の実施件数 5,510 件（H26）→6,006 件（H32） 

※H26 の実施件数は医療施設調査（H26 年 9 月実績）に基づく。 

・訪問診療を実施する診療所・病院数 178 か所（H26）→195 か所（H32） 

・24 時間体制をとっている訪問看護ステーション数 46 か所（H29）→49 か所（H32） 

・訪問看護が実施されている県内の市町村数 19 市町村（H29）→19 市町村（H30） 
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③ 介護施設等の整備に関する目標 
地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域の実情に応じた地域密着型サービス

施設等の整備を行う。 
 

【定量的な目標値】 
・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修６０

床を整備 
・介護療養病床から介護医療院への転換整備を行う。 
・介護療養病床から介護医療院への転換に必要な準備経費の支援を行う。 

   （２施設１４６床を整備） 
 
  ④ 医療従事者の確保に関する目標 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療人材の育成・定着を進める。 
    （ア）質の高い医療人材を養成・確保 
    （イ）高度・多様化する医療に対応できる医療人材のキャリア形成 
    （ウ）就労環境の整備・改善などにより医療従事者等の負担軽減及び定着促進 
 
 【定量的な目標値】 

・病院勤務医師数：1,137 人（H29）→ 1,164 人（H30 年度） 

・病院勤務看護職員数：5,534 人（H29）→ 5,757 人（H30 年度） 

・看護学生の県内就業者数：100 人（H30 年度卒） ※57 人（H28 年度卒） 

・県内で病院内保育施設を設置している病院数：１８病院（H29）→１８病院（H30） 

・救急科医師：10.0(H28 年度)→10.5 名(H30 年度)（常勤換算後） 

・鳥取大学医学部附属病院における小児科医師数の維持：36.1 人（H30 年度） 

※26.7 人（H28 年度） 

・休日の小児救急医療体制の確保日数：休日７０日(H29)→休日７５日(H30) 

・看護実習指導者の養成：６０人（毎年度） 

 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

    鳥取県においては、介護職員の増加（１７０人）を目標とする。その際、労働市

場の動向や介護分野への定着状況を踏まえ、特に中学生・高校生等の介護や介護の

仕事に対する理解促進、介護分野への高年齢者層の参入促進及び介護職員の離職防

止等の対策を進める。 
 
  【定量的な目標値】 

  ・中高生の夏休み介護の仕事体験参加者１００人 

  ・介護助手制度の導入支援３０事業所 

・鳥取県介護人材育成事業者認証評価制度実施事業者３０事業所 

 

⑥ 計画期間 

平成３０年４月１日～平成３３年３月３１日 
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□鳥取県全体（達成状況） 

【医療分】 

１）目標の達成状況 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
・回復期病床が９７床増となった。 

・慢性期機能の病床が８床減となった。 

 平成２９年 平成３０年 増減 

高度急性期 ８８６床 ８６６床 ２０床減 

急性期 ３，０８４床 ２，９６２床 １２２床減 

回復期 １，１６０床 １，２５７床 ９７床増 

慢性期 １，８６２床 １，８５４床 ８床減 

（病床機能報告（各年7月1日現在）） 

・おしどりネット患者登録数：2,228 件（Ｈ28 年度末）→4,790 件（Ｈ30 年度末） 
・がんによる死亡者の減少： 

75 歳未満がん年齢調整死亡率（人口 10 万対）－ 
※関連事業は 2 か年事業として実施のため未評価 

    
② 居宅等における医療の提供に関する目標 
・訪問診療の実施件数：5,510 件（H26）→5,814 件（H29） 
・訪問診療を実施する診療所・病院数：178 か所（H26）→162 か所（H29） 
・24 時間体制をとっている訪問看護ステーション数： 

46 か所(H29)→54 か所（H31.1.1 現在） 
・訪問看護が実施されている県内の市町村数：19 市町村（H29）→19 市町村（H30） 

 

  ④ 医療従事者の確保に関する目標 
・病院勤務医師数：1,137 人（H29）→1,142 人（H30 年度） 
・病院勤務看護職員数：5,534 人（H29）→5,595 人（H30 年度） 
・看護学生の県内就業者数：77 人（H30 年度卒） ※57 人（H28 年度卒） 
・県内で病院内保育施設を設置している病院数：18 病院（H29）→18 病院（H30） 
・救急科医師：10.0（H28 年度）→13.5 名（H30 年度）（常勤換算後） 
・鳥取大学医学部附属病院における小児科医師数の維持：40.9 人（H30 年度） 
※26.7 人（H28 年度） 

・休日の小児救急医療体制の確保日数：休日７０日(H29)→休日７１日(H30) 
・看護実習指導者の養成３４人 

 

 ２）見解 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

 「急性期病床から回復期病床等への病床転換」については、目標には到達して

いないが、医療機関における病床転換及びそれに伴う施設設備整備に対する支

援などを通じて、急性期病床から回復期病床への転換が進み、機能強化が図ら

れていることから、病床機能分化・連携の推進に一定の効果が得られている。 
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 「慢性期機能の病床の減少」については、1,862床（H29）→1,854床（H30）と

８床の減少となっており、令和５年までの目標達成に向け、一定程度の減少が

図られている。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

 「訪問診療の実施件数」については、5,510件（H26）→5,814件（H29）であ

り、H32の目標値（6,006件）に向け順調に推移しており、目標達成の見込みで

ある。 

 「訪問診療を実施する診療所・病院数」については、H32の目標値（195か所）

に向け、178か所（H26）→162か所（H29）と数が減少している。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 
 「病院勤務医師数」については、既存医師数の減少より医師数が伸び悩んだこと

から目標には到達しなかったが、奨学生の県内定着が図れたことなどにより一

定数増加している。県内医師の年代別推移では、60 代以上の医師数が増加傾向

にあることから、離職等により既存医師が減少したと考えられる。 

 「病院勤務看護職員数」については、在宅医療提供体制の整備等将来の医療需

要を見越した体制整備、人員確保等が始まっており、病院における看護職員需

要数の伸びが緩やかになってきた。病院の需要数、看護職員確保計画に応じた

目標値の見直しが必要と考えられる。 

 「看護学生の県内就業者数」については、看護学生の県内就業者数は一定数増加

しているが、目標には達成しなかった。県内の看護師確保は、県内養成施設を卒

業した者の就業によるところが大きい。 

 「休日の小児救急医療体制の確保日数」については、平成２９年度実績（７０

日）を超える７１日であったが、目標には到達しなかった。 

 「看護実習指導者の養成」については、小規模施設からの受講など研修参加の

促進に一定の成果があったが、看護実習指導者の養成数の目標には到達しなか

った。 

 

３）改善の方向性 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
医療機関が将来の医療機能を自主的に判断するための検討材料の提供など、各圏

域地域医療構想調整会議における議論を活発化させ、連携を図りながら具体的な取

り組みについて協議し、それらに基づき必要な医療機関の病床転換・機能強化に対

する支援をしていくことで目標達成を図る。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

   「訪問診療を実施する診療所・病院数」について、実施箇所が減少した一方で、

実施件数は、5,510件（H26）→5,814件（H29）と大きく増加していることから、引

き続き訪問診療を行う医療機関等を支援するとともに、各圏域の在宅医療連携拠点

が中心となり在宅医療に取り組む医療機関の増加を図る。 
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④ 医療従事者の確保に関する目標 
医療従事者の確保・育成に向けた取り組みを継続することで、着実に医療従事者

の確保・定着を推進していく。 

 「病院勤務医師数」については、若手医師確保の取り組みとして、平成 30 年度か

ら開始した、高校生、医学生及び研修生対象に、県内医療情報・勤務情報等を提供

する「ドクターNavi」や、奨学生に対して高学年時から繰り返し地域医療への貢献

に対する理解について個別面談による意識付けを行うことで、病院勤務医師数の

増加を図る。また、既存医師数の将来推計を加味することにより、当該事業の効果

検証がより効果的に行えるよう目標値の見直しを行っていく。 

 「病院勤務看護職員数」については、病院における看護職員の需要と目標値との

間に乖離が生じていることから、病院の令和元年度に策定予定の看護職員需給推

計に基づき、目標値について実態に即した見直しを行っていく。 

 「看護学生の県内就業者数」については、県内の看護師等養成施設の卒業生が県

外の養成施設より県内就業率が高いことから、継続して県内の看護師等養成施設

の維持・確保を図るとともに、修学資金制度を活用することを通じて、目標の達成

を図る。 

 「休日の小児救急医療体制の確保日数」については、小児救急医療に携わる医師

の処遇改善を引き続き継続するとともに、医師確保に関連する事業により若手医

師の確保を図り、小児救急医療体制を充実していくことで、目標の達成を目指し

ていく。 

 「看護実習指導者の養成」については、研修期間が長期に渡ることから派遣施設

や職員の日程確保、開催地の固定化により参加が難しい人もいることなどから、

開催場所の工夫や、派遣施設側との早めのスケジュール調整など、受講者が参加

しやすい環境を整えることで、目標の達成を図る。 

 

上記以外の目標については達成した。 

 

 ４）目標の継続状況 

  ☑ 令和元年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和元年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

【介護分】 

１）目標の達成状況 

③ 介護施設等の整備に関する目標 
地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域の実情に応じた地域密着型サービス

施設等の整備を行う。 
・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修６０

床を整備 
・介護療養病床から介護医療院への転換整備を行う。 
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・介護療養病床から介護医療院への転換に必要な準備経費の支援を行う。 
   （２施設１４６床を整備） 
 
 ⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
（ア）中高生の夏休み介護の仕事体験参加者１００人 

（イ）介護助手制度の導入支援３０事業所 
（ウ）鳥取県介護人材育成事業者認証評価制度実施事業者３０事業所 
  

２）見解 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

（ア）中高生の夏休み介護の仕事体験参加者１００人 

中高生参加者は８２人で目標の８割の参加となり、中高生の介護の仕事の理解促

進につながり、概ね目標が達成できた。 

（イ）介護助手制度の導入支援３０事業所 
 介護助手導入事業所は７９事業所となり、そのうち２８事業所で６２名の元気高

齢者が介護助手として採用され、介護分野への就労促進とともに、職場環境の改善

につながり、目標を達成できた。 

（ウ）鳥取県介護人材育成事業者認証評価制度実施事業者３０事業所 
 実施事業者の２９事業所において、職場環境の改善の取組につながり、概ね目標

を達成できた。 

 
３）改善の方向性 

概ね目標について達成した。 

 

 ４）目標の継続状況 

  ☑ 平成31年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成31年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

■県東部（目標と計画期間） 

  
① 県東部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

県東部では、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従 

事者の確保と資質の向上等の課題が存在しており、これらの課題の解決に向け精力

的に取り組む。 
 

② 介護施設等の整備に関する目標 
地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域の実情に応じた地域密着型サービス施

設等の整備を行う。 
・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修６０

床を整備 
・介護療養病床から介護医療院への転換整備を行う。 
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・介護療養病床から介護医療院への転換に必要な準備経費の支援を行う。 
   （２施設１４６床を整備） 
 

③ 計画期間 

平成３０年４月１日～平成３３年３月３１日 

 

□県東部（達成状況） 

 【医療分】 

県東部の目標の達成状況は、県全体に準じる。 
 

（参考）東部圏域の医療機能ごとの病床数 

東部 平成２９年 平成３０年 増減 

高度急性期 １１５床 １０３床 １２床減 

急性期 １，３２８床 １，２３５床 ９３床減 

回復期 ３２３床 ３７８床 ５５床増 

慢性期 ９３９床 ９３９床 － 

（病床機能報告（各年7月1日現在）） 

【介護分】 

１ 介護施設等の整備に関する目標 

・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修６０

床を整備 
・介護療養病床から介護医療院への転換整備を行う。 
・介護療養病床から介護医療院への転換に必要な準備経費の支援を行う。 

   （２施設１４６床を整備） 

■県中部（目標と計画期間） 

  
① 県中部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

県中部では、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従

事者の確保と資質の向上等の課題が存在しており、これらの課題の解決に向け精力

的に取り組む。 

 

② 介護施設等の整備に関する目標 
整備計画なし 

 

③ 計画期間 

平成３０年４月１日～平成３２年３月３１日 

 

□県中部（達成状況） 

 【医療分】 

県中部の目標の達成状況は、県全体に準じる。 
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（参考）中部圏域の医療機能ごとの病床数 

中部 平成２９年 平成３０年 増減 

高度急性期 １０６床 １０６床 － 

急性期 ４９９床 ４７４床 ２５床減 

回復期 ４０９床 ４３５床 ２６床増 

慢性期 ２７５床 ２７５床 － 

（病床機能報告（各年7月1日現在）） 

 

 【介護分】 

整備計画なし 

■県西部（目標と計画期間） 

 ① 県西部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
  県西部では、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従事

者の確保と資質の向上等の課題が存在しており、これらの課題の解決に向け精力的に

取り組む。 
  

② 介護施設等の整備に関する目標 
整備計画なし 

 
③ 計画期間 

  平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 
 

□県西部（達成状況） 

 【医療分】 

県西部の目標の達成状況は、県全体に準じる。 
 

（参考）西部圏域の医療機能ごとの病床数 

西部 平成２９年 平成３０年 増減 

高度急性期 ６６５床 ６５７床 ８床減 

急性期 １，２５７床 １，２５３床 ４床減 

回復期 ４２８床 ４４４床 １６床増 

慢性期 ６４８床 ６４０床 ８床減 

（病床機能報告（各年7月1日現在）） 

  【介護分】 

整備計画なし 
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３．事業の実施状況 

 
平成30年度鳥取県計画に規定した事業について、平成30年度終了時における事業の実施状況

について記載。 

 

事業区分１：医療機能の分化・連携に関する事業 

 
 

事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【１】医療情報ネットワーク整備事業 【総事業費】 

72,393 千円 
事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院等 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想に掲げる ICT を活用した医療連携体制を構築する

ためには、前提として、県内の医療機関の患者情報等が電子的

に管理されている必要があるが、鳥取県においては４４病院中

３２病院（約３割）が電子的な患者情報の管理を行っていない。

また、「おしどりネット」への参加病院は１８病院に留まり、参

加医療機関の拡大が今後の課題となっている。 

アウトカム指標： おしどりネット患者登録数 

２，２２８件（Ｈ２８年度末）→４，０００件（Ｈ３０年度末） 

事業の内容（当初計画） 鳥取大学医学部附属病院が整備している医療機関同士の電子カ

ルテの相互参照システム「おしどりネット」の運営及び医療機

関が「おしどりネット」への参加を目的とした患者情報を電子

的に管理するシステム整備等を行うために必要な経費を補助す

る。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

「おしどりネット」の参加医療機関の拡充： 

６１機関（平成２８年度末）→８０機関（平成３０年度末） 

アウトプット指標（達成値） 「おしどりネット」の参加医療機関の拡充： 

６１機関（平成２８年度末）→６８機関（平成３０年度末） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

おしどりネット患者登録数 

２，２２８件（Ｈ２８年度末）→４，７９０件（Ｈ３０年度末） 
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（１）事業の有効性 

 「おしどりネット」の患者登録数は４，７９０件となり、病

院等の参加機関が増えたことで目標を達成した。今後、さらに

参加医療機関と患者登録数を拡大していく必要があり、「おしど

りネット」の利便性向上を図るとともに、医師会等とも協力し、

その有用性を各医療機関に広めていくことで、地域医療構想に

掲げる ICT を活用した医療連携体制を構築していく。 
（２）事業の効率性 

 「おしどりネット」の運営等について、定期的に運営協議会

を開催しており、また、基金の活用にあたっては、医療審議会、

地域医療対策協議会において合意を経ており、必要な経費に限

っている。 
その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【２】医療機関等連携ネットワーク基盤整

備事業 

【総事業費】 
24,422 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 渡辺病院、博愛病院等 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、高齢患者等の増加が見込まれる中、地域医療構想の実現

に向け、病院を中心とした入院治療から地域生活への移行を円

滑に進めるにあたり、医療機関と訪問看護ステーション等がネ

ットワーク体制を構築すること等、相互連携体制の強化が求め

られている。 

アウトカム指標：  

慢性期機能の病床を平成 35 年までに２１８床減少 

事業の内容（当初計画） 入院医療から地域生活への移行を推進するため、モバイル端末

等の活用により、医療機関等が相互に連携し、切れ目のない医

療情報連携を可能とするための医療ネットワークを構築・整備

する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

整備医療機関：１３か所 

アウトプット指標（達成値） 整備医療機関：０か所 

事業の有効性・効率性 ・慢性期機能の病床を平成 35 年までに２１８床減少（Ｈ３０：

８床減） 

（１）事業の有効性 

 各実施主体において、事業内容の見直しなどにより事業実施

に至らなかった。次年度実施に向け医療機関との調整を図りな

がら進めていく。 

（２）事業の効率性 

 － 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【３】精神科医療機関機能分化推進事業 【総事業費】 

5,940 千円 
事業の対象となる区域 県中部 

事業の実施主体 倉吉病院 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

身体合併症を有する精神疾患患者の入院については、精神病床

だけでなく、一般病床において受け入れている実態がある。 

アウトカム指標： 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病

床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：１２０床） 

事業の内容（当初計画） 精神科長期療養患者の地域移行を進め、精神科医療機関の機能

分化を図るため、外来機能等の整備、充実に対して補助する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

精神科医療機関の設備整備：１病院 

アウトプット指標（達成値） 精神科医療機関の設備整備：１病院 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病

床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：９７床） 

（１）事業の有効性 

 急性期病床から回復期病床等への転換が進んでいることか

ら、一定の成果が得られたが、目標には到達しなかった。精神

科医療機関の設備整備を支援することで、精神科医療機関の機

能強化が図られるとともに、精神科の病床以外で受け入れてい

る精神科患者の受入れにもつながる。医療機関の自主的な取組

を推進し、地域の医療機関の機能や各病床の機能を明確にし、

不足する医療機能を充実させるとともに、他の事業と総合的に

病床の機能分化・連携を進めることで、目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者

に対する補助金交付手続きを迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【４】地域医療支援病院・がん診療連携拠点

病院等の患者に対する歯科保健医療推進事

業 

【総事業費】 
489 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部 

事業の実施主体 岩美病院、県立厚生病院 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる高齢の入院患者の早期回復等を図り、

入院患者の地域生活への移行を円滑に推進するため、入院患者

に対する歯科医療（口腔ケア）の充実が必要。 

アウトカム指標： 

慢性期機能の病床を平成 35 年までに２１８床減少 

事業の内容（当初計画） 地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対する口

腔機能の向上を図るため、歯科診療に必要な設備を整備する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

歯科診療の充実に向けた設備整備:２病院 

アウトプット指標（達成値） 歯科診療の充実に向けた設備整備:２病院 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

慢性期機能の病床を平成 35 年までに２１８床減少（Ｈ３０：８

床減） 

（１）事業の有効性 

慢性期病床が８床減少しており、目標達成に向け一定の効果

が得られている。歯科診療に必要な設備の購入支援により、地

域医療支援病院等の患者に対する歯科保健医療の推進につなが

っている。医療機関の自主的な取組を推進し、地域の医療機関

の機能や各病床の機能を明確にし、不足する医療機能を充実さ

せるとともに、他の事業と総合的に病床の機能分化・連携を進

めることで、目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者

に対する補助金交付手続きを迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【５】急性期医療が不足している地域等に

おける医療提供体制強化事業 

【総事業費】 
241,042 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取市立病院、野島病院、山陰労災病院等 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

急性期医療の提供が不足している分野又は地域における医療提

供体制の強化 

アウトカム指標： 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病

床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：１２０床） 

事業の内容（当初計画） 急性心筋梗塞等の医療機能が不足している救急医療分野や在宅

移行に伴う在宅患者の急性増悪時の受入体制が不十分な地域な

どにおいて、将来各医療機関が担う予定である急性期機能を補

うための機器等を整備する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

支援医療機関数：１２病院 

アウトプット指標（達成値） 支援医療機関数：１０病院 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病

床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：９７床） 

（１）事業の有効性 

急性期病床から回復期病床等への転換が進んでいることか

ら、一定の成果が得られたが、目標には到達しなかった。将来

各医療機関が担う予定である急性期機能を補うための機器等の

整備を支援し、県内各救急医療機関医療の機能強化を図ること

で、病床の機能分化・連携につながる。医療機関の自主的な取

組を推進し、地域の医療機関の機能や各病床の機能を明確にし、

不足する医療機能を充実させるとともに、他の事業と総合的に

病床の機能分化・連携を進めることで、目標達成を図る 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者

に対する補助金交付手続きを迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【６】病床の機能分化・連携推進基盤整備事

業 

【総事業費】 
295,094 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 岩美病院、博愛病院、山陰労災病院等 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

２０２５年に向けて急性期から回復期、在宅医療に至るまで、

一連のサービスを地域において総合的に確保していくため、病

床の機能分化及び連携を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病

床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：１２０床） 

事業の内容（当初計画） 病床機能の転換に対する施設設備整備、転換した病棟への理学

療法士等の人員配置への支援を行うとともに、病床の機能分化

を推進するため、各医療機関の役割分担を明確にし、医療機関

が将来の医療機能を自主的に判断するための検討材料を提供す

るための分析調査を行う。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

病床転換及びそれに伴う施設・設備整備（５病院） 

アウトプット指標（達成値） 病床転換及びそれに伴う施設・設備整備（５病院） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病

床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：９７床） 

（１）事業の有効性 

目標には到達しなかったが、本事業の活用等を通じて、急性

期病床から回復期病床等への病床転換や機能強化が図られたこ

とから、一定程度の効果が得られた。地域医療構想調整会議に

おける協議を進め、地域の医療機関の機能や各病床の機能を明

確にしていき、不足する医療機能を充実させるとともに、他の

事業と総合的に病床の機能分化・連携を進めることで、目標達

成を図る。 
（２）事業の効率性 

 事業実施にあたっては、地域医療構想調整会議等に報告して

おり、必要な整備について行うよう努めている。 
その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【７】病床機能分化を促進するための連携

拠点等支援事業 

【総事業費】 
36,100 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県東部医師会、鳥取県中部医師会、鳥取県西部医師会等 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

○鳥取県においては、地域医療構想の達成のため、２０２５年

までに高度急性期・急性期病床から回復期病床等への大規模

な病床転換が見込まれる。 

○上記の病床転換により、今後、回復期から退院して居宅で療

養する患者が増加するとともに、慢性期から在宅医療への患

者の移行が見込まれるため、病床機能分化・連携を進める観

点から、サービス利用者である住民が地域の医療提供体制に

ついて理解し、活用する視点を持つことができるよう情報提

供等を行う拠点整備等を、病床転換等と一体的に行わなけれ

ばならない。 

アウトカム指標： 

・病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期

病床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：１２０床） 

・慢性期機能の病床を平成３５年までに２１８床減少 

事業の内容（当初計画） 地域医療構想の達成に向け、医療機能の分化・連携の推進によ

る切れ目のない医療を提供するために、地域の医療関係者が中

心となった協議会の開催、高度急性期から在宅医療まで地域の

医療提供体制についてサービス利用者である住民への理解を深

めるための情報提供・普及啓発の実施等を行う地区医師会、地

区歯科医師会等が運営する医療連携拠点等を支援する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

支援拠点数：６拠点 

アウトプット指標（達成値） 支援拠点数：６拠点 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

・病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期

病床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：９７床） 

・慢性期機能の病床を平成 35 年までに２１８床減少（Ｈ３０：

８床減） 

（１）事業の有効性 

目標には到達しなかったが、急性期病床から回復期病床等へ

の病床転換が進み、慢性期病床が減少していることから、一定

程度の効果が得られている。医療・介護資源の活用に係る検討

や、退院後や終末期の支援に係る多職種連携研修の実施、市町
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村や病院と連携したパス運用改善に係る協議会等の開催、在宅

医療、病床の機能分化に関する協議会・講演会等を開催するこ

とで、地域の医療従事者が職種を超えた連携や圏域ごとの課題

検討が進んでいる。医療機関の自主的な取組を推進し、地域の

医療機関の機能や各病床の機能を明確にし、不足する医療機能

を充実させるとともに、他の事業と総合的に病床の機能分化・

連携を進めることで、目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 

事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費

削減に努めている。 
その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【８】病床機能分化を促進するための体制

整備支援事業 

【総事業費】 
82,820 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院、三朝温泉病院、日野病院等 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

○鳥取県においては、地域医療構想の達成のため、２０２５年

までに高度急性期・急性期病床から回復期病床等への大規模

な病床転換が見込まれる。 

○上記の病床転換により、今後、回復期から退院して居宅で療

養する患者が増加するとともに、慢性期から在宅医療への患

者の移行が見込まれるため、病床機能分化・連携を進める観

点から、多様な医療看護の場において質の高い医療看護が提

供できる人材確保・養成を病床転換等と一体的に行わなけれ

ばならない。 

アウトカム指標： 

・病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期

病床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：１２０床） 

・慢性期機能の病床を平成３５年までに２１８床減少 

事業の内容（当初計画） 病院等における医療関係者のキャリアパスとして、病床機能分

化・転換に伴い多様な医療看護の場で働くことを意識した研修・

教育を支援する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

病床の機能分化・医療介護連携の推進に向けた看護師等の人材

育成数 年間２００人 

アウトプット指標（達成値） 病床の機能分化・医療介護連携の推進に向けた看護師等の人材

育成数 年間２４４人 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

・病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期

病床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：９７床） 

・慢性期機能の病床を平成 35 年までに２１８床減少（Ｈ３０：

８床減） 

（１）事業の有効性 

 目標には到達しなかったが、急性期病床から回復期病床等へ

の病床転換が進み、慢性期病床についても８床減少しているこ

とから一定程度の効果が得られている。本事業により、関係機

関における在宅医療や訪問看護への理解、関心が浸透してきて

おり、医療機関において退院前カンファレンスの実施や退院前・

後の訪問看護の実績が増加している。また、訪問診療や訪問看

護ステーション実習等により、医療機関同士が連携し、地域・
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居宅における患者のケアを担っていく必要性についても理解が

浸透しており、訪問看護師数が増加していることから、患者の

地域移行を支える体制整備が進んでいる。医療機関の自主的な

取組を推進し、地域の医療機関の機能や各病床の機能を明確に

し、不足する医療機能を充実させるとともに、他の事業と総合

的に病床の機能分化・連携を進めることで、目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 

事業実施主体が看護教育を行う鳥取大学（保健学科）であり、

企画・実施など教育のスキームが確立されており、質の高い人

材育成を円滑に実施できた。 
その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【９】医療介護連携体制整備事業 【総事業費】 

3,600 千円 
事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県薬剤師会、鳥取県中部歯科医師会等 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

○鳥取県においては、地域医療構想の達成のため、２０２５年

までに高度急性期・急性期病床から回復期病床等への大規模

な病床転換が見込まれる。 

○この回復期病床等の整備を行うには、回復期から退院して居

宅で療養する患者の増加へ対応する必要があり、そのために

は様々な専門職が連携し、質の向上を図らなければならない。 

アウトカム指標： 

・病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期

病床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：１２０床） 

・慢性期機能の病床を平成３５年までに２１８床減少 

事業の内容（当初計画） 多職種連携研修や各専門職の質の向上に資する研修、医療介護

連携を支える人材を養成するための研修の実施に必要な経費に

対する支援。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

多職種連携の強化及び各専門職の資質向上等のための研修受講

者２００人 

アウトプット指標（達成値） 多職種連携の強化及び各専門職の資質向上等のための研修受講

者８５７人 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

・病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期

病床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：９７床） 

・慢性期機能の病床を平成 35 年までに２１８床減少（Ｈ３０：

８床減） 

（１）事業の有効性 

目標には到達しなかったが、急性期病床から回復期病床等へ

の病床転換が進み、慢性期病床についても８床減少しているこ

とから一定程度の効果が得られている。 
在宅医療に関する研修や多職種連携の研修会等を行うこと

で、職種を超えて在宅における医療行為の向上が図られている。

また、関係団体等が多職種連携の強化及び各専門職の資質向上

等のための研修に力を入れており、受講者が大幅に増えている

ことにより、患者の地域移行を支える体制整備が進んでいる。 
医療機関の自主的な取組を推進し、地域の医療機関の機能や

各病床の機能を明確にし、不足する医療機能を充実させるとと
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もに、他の事業と総合的に病床の機能分化・連携を進めること

で、目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 

事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費

削減に努めている。 
その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【１０】県東部保健医療圏病床再編推進事

業 

【総事業費】 
575,188 千円 

事業の対象となる区域 県東部 

事業の実施主体 県立中央病院 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

○現在、鳥取県東部保健医療圏では、高度医療が必要な心臓病、

脳卒中の患者を集中的に受け入れる病院がないため、圏域内

の複数の急性期病院がそれぞれ当該診療機能を分担してい

る。 

○今後、平成３０年度に病棟の建替が行われる鳥取県立中央病

院に、２４時間体制で急性心筋梗塞及び脳卒中治療が可能な

「心臓病センター」「脳卒中センター」を新設し、圏域内の高

度医療機能の県立中央病院への集約化を進めることとしてい

る。（県立中央病院の建替は平成２８年度～３０年度の３か年

で実施予定） 

○このことにより、圏域内で急性期機能を担っている複数の病

院の病床機能について、急性期から回復期等への転換が進む。 

アウトカム指標： 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病

床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：１２０床） 

事業の内容（当初計画） 県立中央病院の建替費用のうち、高度医療機能（脳卒中・心臓

病）の集約化に係る施設整備に対して補助を行う。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

高度医療機能（脳卒中・心臓病）の集約化に係る施設整備 

（１箇所：県立中央病院） 

アウトプット指標（達成値） 高度医療機能（脳卒中・心臓病）の集約化に係る施設整備 

（１箇所：県立中央病院） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病

床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：９７床） 

（１）事業の有効性 

目標には到達していないが、県立中央病院の高度医療機能の

集約化（「心臓病センター」及び「脳卒中センター」の新設）を

進めることにより、圏域内における他の病院の急性期から回復

期等への転換が進んでおり、圏域全体の病床機能分化が促進さ

れた。 
※県立中央病院の建替は平成 28 年度～30 年度の３か年で実施 
（２）事業の効率性 
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可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者

に対する補助金交付手続きを迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。また、圏域内における医療機関としての

役割を整理した上で進めているため、各医療機関へ個別に支援

する以上に病床転換へ寄与することができたと考えられる。 
その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【１１】県東部保健医療圏のがん医療に係

る病床機能分化・連携促進事業 

【総事業費】 
660,000 千円 

事業の対象となる区域 県東部 

事業の実施主体 鳥取赤十字病院 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 33 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

○現在、鳥取県東部保健医療圏においては、県立中央病院、鳥

取赤十字病院を中心とした複数の病院が急性期医療を分散し

て担っている状況。 

○急性期医療のうち、「急性心筋梗塞」及び「脳卒中」について

は、平成３０年度に病棟の建替が行われる中央病院に新設さ

れる「心臓病センター」「脳卒中センター」に機能を集約する

ことにより、圏域内の病床機能分化を進めているところ。（Ｈ

２８～Ｈ３０の３か年に分割して地域医療介護総合確保基金

による補助を実施中。） 

○一方、急性期医療の中でも、「がん」については、これまで具

体的な機能分化の動きがなかったが、平成３０年度以降、鳥

取赤十字病院と中央病院の間での「がん診療の共同拠点構想」

に基づき、がんの部位別・病態別に役割分担を行い、圏域内

の機能分化をさらに押し進めることとなった。（H30.3.8 に開

催する地域医療構想調整会議において了承） 

⇒次のとおり、両病院が得意とするがん疾患・病態に機能を集

約 

・県立中央病院：呼吸器系がん、脳腫瘍、切除不能・再発深部

臓器がん等  

・鳥取赤十字病院：頭頸部がん、泌尿器系がん、乳腺がん 

⇒鳥取赤十字病院は、がん医療の機能分化（役割分担）により

急性期の機能が不要となった４８床を回復期病床（地域包括

ケア病床）に転換 

アウトカム指標： 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病

床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：１２０床） 

事業の内容（当初計画） 県東部保健医療圏におけるがん医療の機能分化（役割分担）を

進めるために必要な鳥取赤十字病院の施設整備に対して補助を

行う。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

県東部保健医療圏のがん医療の機能分化に必要な施設整備（１

個所：鳥取赤十字病院） 

アウトプット指標（達成値） 県東部保健医療圏のがん医療の機能分化に必要な施設整備（１

個所：鳥取赤十字病院）※3か年計画 
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事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病

床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：９７床） 

（１）事業の有効性 

・３カ年で事業実施 

（２）事業の効率性 

・３カ年で事業実施 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【１２】県中部保健医療圏のがん医療に係

る病床機能分化・連携促進事業 

【総事業費】 
164,983 千円 

事業の対象となる区域 県中部 

事業の実施主体 県立厚生病院 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 32 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

○鳥取県中部保健医療圏は、人口規模１０万人程度の比較的小

規模な医療圏であるが、中核病院である県立厚生病院をはじ

めとした９つの病院（精神病床のみの病院を除く。）が併存し

ている状況である。 

○また、この９病院のうち、７病院が急性期病床を有しており、

急性期の病床機能が複数の病院に分散している状況である。

（回復期病床を持つ病院は９病院中７病院であり、急性期へ

の偏った病床配置が見受けられる。） 

○中部圏域としては、地域医療構想の策定を契機に病床機能分

化・連携の取り組みを進めており、地域の中核病院である県

立厚生病院の亜急性期機能を高めることにより、在宅復帰率

の向上を目指し、平成２８年度に同院の４３床の病床転換（急

性期→回復期）を行ったところである。 

○中部圏域では３０年度以降も引き続き病床機能分化をさらに

推し進めることとし、圏域内の「がん医療」ついて、県立厚

生病院への機能集約を進めることとなった。 

 ⇒在宅医療推進のため、県立厚生病院へがん医療の機能集約

を図ることとし、同院に「がん患者支援センター」を設置

（H29.10.10 に開催された地域医療構想調整会議において了

承） 

アウトカム指標： 

・病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期

病床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：１２０床） 

・がんによる死亡者の減少： 

７５歳未満がん年齢調整死亡率（人口 10 万対） 

８５．１（Ｈ２９年）→７０．０未満（Ｈ３５年） 

事業の内容（当初計画） 県中部保健医療圏におけるがん医療の機能分化（役割分担）を

進めるために必要な県立厚生病院の施設整備に対して補助を行

う。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

県中部保健医療圏のがん医療の機能分化に必要な施設整備（１

個所：県立厚生病院） 

アウトプット指標（達成値） 県中部保健医療圏のがん医療の機能分化に必要な施設整備（１

個所：県立厚生病院）※2か年計画 
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事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

・病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期

病床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：９７床） 

・がんによる死亡者の減少：調査中 

（１）事業の有効性 

・２カ年で事業実施 

（２）事業の効率性 

・２カ年で事業実施 

その他  
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事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

 
 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【１３】訪問看護ステーションサテライト

設置事業 

【総事業費】 
3,580 千円 

事業の対象となる区域 県東部 

事業の実施主体 さとに田園クリニック 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、適切な医療サービ

スが供給できるよう在宅医療にかかる提供体制の維持が必要。 

アウトカム指標： 

訪問看護が実施されている県内の市町村数 

１９市町村（H29）→１９市町村（H30） 

事業の内容（当初計画） 高齢者や中山間地域等において、住み慣れた地域での療養生活

を支えるため、訪問看護を行うステーションのサテライトを設

置するための事務所設置等に要する経費を補助する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

訪問看護ステーションサテライト設置支援：２カ所 

アウトプット指標（達成値） 訪問看護ステーションサテライト設置支援：１か所 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

訪問看護が実施されている県内の市町村数 

１９市町村（H29）→１９市町村（H30） 

（１）事業の有効性 

 訪問看護が実施されている県内市町村数（全 19 市町村）は維

持されており、目標を達成している。中山間地域等における訪

問看護ステーションのサテライト設置を支援することで、サー

ビス提供者の負担を軽減するとともに、利用者が住み慣れた地

域での療養生活を提供できる体制の充実につながっている。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者

に対する補助金交付手続きを迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 
その他  
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事業区分３：介護施設等の整備に関する事業 

 
 

 
事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 
鳥取県地域医療介護総合確保基金（施設整

備）補助金 

【総事業費】 

154,001 千円 

事業の対象となる区域 県東部 

事業の実施主体 社会福祉法人鳥取福祉会、医療法人明和会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：住民にとって身近な日常生活圏域を単位と

して介護拠点の整備を図り、地域包括ケアシステム構築を進

める。 

事業の内容（当初計画） ・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー

保護のための改修６０床を整備 
・介護療養病床から介護医療院への転換整備を行う。 
・介護療養病床から介護医療院への転換に必要な準備経費の

支援を行う。（２施設１４６床を整備） 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー

保護のための改修６０床を整備 
・介護療養病床から介護医療院への転換整備を行う。 
（２施設１４６床を整備） 

アウトプット指標（達成

値） 

・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー

保護のための改修６０床を整備 
・介護療養病床から介護医療院への転換２施設１４６床を整

備 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： － 

（１）事業の有効性 
 特別養護老人ホームのプライバシー保護のための改修を行

い、居住環境の質の向上が図られた。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り早期に事業に着手し、事業効果を失することの

ないよう努めた。 
その他  
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事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

 
 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【１４】看護師等養成所施設・設備整備事業 【総事業費】 

404 千円 
事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 米子医療センター附属看護学校 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材

を育成・定着 

アウトカム指標： 

看護学生の県内就業者数 100 人（H30 年度卒） 

※57 人（H28 年度卒） 

事業の内容（当初計画） 看護学生の教育環境の改善を図るため、看護師等養成所の管理

運営に必要な施設整備を行う。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

整備養成所数：１か所 

アウトプット指標（達成値） 整備養成所数：１か所 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

看護学生の県内就業者数 77 人（H30 年度卒） 

※57 人（H28 年度卒） 

（１）事業の有効性 

 目標には到達していないが、看護学生の県内就業者数は一定

数増加している。県内の看護師確保は、県内養成施設の卒業者

の就業によるところが大きく、看護学生の教育環境を改善する

ことが、看護学生の県内就業者数増につながっている。養成施

設の設備整備を行うことにより、学生にとって魅力的な養成施

設としていくことで、入学生の確保を図る。 
（２）事業の効率性 

 事業実施に当たっては、事業者から提出された事業計画をヒ

アリングするなど精査している。 
その他  

 

 
 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
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事業名 【１５】病院内保育所運営事業 【総事業費】 
221,444 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 清水病院、野島病院、博愛病院、大山リハビリテーション病院、

山陰労災病院、鳥取大学医学部付属病院等 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護職員等の多くは女性であり、出産・育児を理由とした離職

が発生している。継続した医療提供体制の確保に向け、質の高

い医療・介護人材を育成・定着させていくためには、医療現場

において看護師が育児をしながら安心して働くことができる体

制を確保していく必要がある。 

アウトカム指標： 

県内で病院内保育施設を設置している病院数 

１８病院（H29）→１８病院（H30） 

事業の内容（当初計画） 子育て中の看護職員等の医療従事者が安心して働くことができ

るようにするとともに、看護職員等の離職防止及び再就業支援

を促進するため病院内保育所の運営を行う。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

病院内保育施設を運営する病院への補助（９病院） 

アウトプット指標（達成値） 病院内保育施設を運営する病院への補助（９病院） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

県内で病院内保育施設を設置している病院数 

１８病院（H29）→１８病院（H30） 

（１）事業の有効性 

 県内で病院内保育施設を設置している病院数は維持できてお

り、目標を達成した。病院内保育所を設置している県内病院に

運営費を助成し、病院内保育所の安定的な運営を確保・継続す

ることで、子育て中の看護職員等の医療従事者が安心して働く

環境が維持できている。 
（２）事業の効率性 

 運営費の一部を助成することにより、院内保育の利用者が負

担する費用を抑制することができ、利用の促進が進むとともに、

病院側も安定した院内保育の運営が可能となる。また、事業実

施に当たっては、事業者から提出された事業計画をヒアリング

するなど精査している。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【１６】救急勤務医支援事業 【総事業費】 

24,304 千円 
事業の対象となる区域 県東部・県西部 

事業の実施主体 鳥取市立病院、博愛病院等 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

救急医療機関への軽症患者の受診等で医師の負担が過重となっ

ており、救急勤務医の処遇改善や救急勤務医の増加が求められ

ている。 

アウトカム指標： 

救急科医師１０．０(平成２８年度)→１０．５名(平成３０年度) 

（常勤換算後） 

※数値は「医師数に関する調査」より 

事業の内容（当初計画） 休日・夜間に救急対応を行う医師に支払われる救急勤務医手当

の一部を補助する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

救急勤務医手当の支給件数：２，４００件 

アウトプット指標（達成値） 救急勤務医手当の支給件数：２，５７５件 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

救急科医師１０．０(平成２８年度)→１３．５名（平成３０年

度）（常勤換算後） 

（１）事業の有効性 

救急科医師数が１０．５名から１３．５名に増加しており、

目標を達成した。本事業による救急勤務医手当の支給件数も増

加しており、休日・夜間に救急対応する医師を支援するための

救急勤務医手当を補助することで、救急勤務医の処遇改善に一

定の効果がみられる。 
（２）事業の効率性 

事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費

削減に努めている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【１７】新生児医療担当医確保支援事業 【総事業費】 

1,548 千円 
事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

職務の複雑さや就労環境等が特殊なことから小児科医師の負担

が過重となっており、医師不足が懸念されていることから、負

担軽減を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

鳥取大学医学部附属病院における小児科医師数の維持 

36.1 人（平成 30 年度）※26.7 人（平成 28 年度） 

事業の内容（当初計画） ＮＩＣＵにおいて新生児を担当する医師の処遇改善を目的とし

て支給されるＮＩＣＵに入院する新生児に応じて支給される手

当（新生児担当医手当）を支給する医療機関に対して補助する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

新生児医療担当医手当支給件数 １００件 

アウトプット指標（達成値） 新生児医療担当医手当支給件数 １２５件 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

鳥取大学医学部附属病院における小児科医師数の維持 

40.9 人（平成 30 年度） 

（１）事業の有効性 

鳥取大学医学部附属病院における小児科医師数は増加してお

り、目標を達成した。医療機関に対する手当支給件数も増加し

ており、ニーズも高く一定の効果は挙がっていることから、継

続して実施していくことで処遇改善による医師確保を推進して

いく。 
（２）事業の効率性 

事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費

削減に努めている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【１８】小児救急医療支援事業 【総事業費】 

2,550 千円 
事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 山陰労災病院、博愛病院、米子医療センター 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

小児の急な傷病にいつでも対応できる地域の医療体制の構築が

求められており、通常の診療時間外の休日・夜間の小児救急医

療体制を確保する必要がある。 

アウトカム指標： 

休日の小児救急医療体制の確保日数 

休日７０日(H29)→休日７５日(H30) 

事業の内容（当初計画） 県西部区域における休日夜間の小児救急医療体制を整備するた

め、病院に対して必要な給与費等を補助する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

県西部地域で休日の小児救急医療を実施する医療機関数：１箇

所 

アウトプット指標（達成値） 県西部地域で休日の小児救急医療を実施する医療機関数：３箇

所 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

休日の小児救急医療体制の確保日数 

休日７０日(H29)→休日７１日（H30） 

（１）事業の有効性 

目標には到達していないが、本事業による休日の小児救急医

療体制の確保日数は、平成２９年度実績の７０日を超える７１

日であり、休日の小児救急医療体制の確保に向け一定の効果が

あった。 
本事業における支援、小児科医の医師確保等による継続した

救急医療体制を確保するとともに、小児電話相談窓口の周知に

よる利用促進、小児救急ハンドブックの配布など医療機関の適

正受診を周知するなど、医療機関の負担軽減を軽減していく。 
（２）事業の効率性 

事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費

削減に努めている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【１９】実習指導者養成支援事業 【総事業費】 

11,355 千円 
事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取医療センター病院、三朝温泉病院、博愛病院等 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護学生の実習受入れに必要な実習指導者の育成を行うこと

は、看護師の育成には重要であり、また、H28 年度からは、自県

において訪問看護ステーションなど病院以外（特定分野）の実

習指導者養成を行う予定であり、受講者を増やすためにも支援

は必要である。 

アウトカム指標： 

看護実習指導者の養成６０人（毎年度） 

事業の内容（当初計画） 看護学生への臨地実習指導を充実させ、質の高い看護師養成を

行うため、実習指導者養成に係る研修受講経費の助成を行う。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

施設講習会受講施設数：３０施設 

アウトプット指標（達成値） 施設講習会受講施設数：１８施設 

事業の有効性・効率性 看護実習指導者の養成３４人 

（１）事業の有効性 

目標には到達しなかったが、研修にかかる旅費及び代替賃金

を助成することで、小規模施設からの受講など研修参加の促進

に一定の成果があった。看護実習指導者の養成数の実習指導者

養成講習会の開催により看護実習施設の指導者が養成されるこ

とで、看護実習の資質向上、看護職員及び看護学生の資質向上

が図られる。また、フォローアップ研修の開催により実習指導

者としてより一層の資質向上を図ることで実習体制整備にもつ

ながる。 
（２）事業の効率性 

特定分野の研修会を県内開催とすることで参加者が受講しや

すい機会を提供しつつ、研修受講経費（旅費等）の削減に努め

ている。 
その他  
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事業区分５：介護従事者の確保に関する事業 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 
事業名 【No.２（介護分）】 

介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置

等） 

【総事業費】 

455 千円 

事業の対象となる区

域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材の確保に向け、事業者団体、職能団体、養成機関、労働

機関、行政等が一体となって対策を進めていく必要がある。 

アウトカム指標：介護人材確保の取組の充実 

事業の内容（当初計

画） 

関係機関等との役割分担・連携等を進める協議会の開催 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

協議会の開催 年３回 

アウトプット指標（達

成値） 

協議会の開催 年２回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：介護人材確保の取組の充

実、効率的な事業実施につながった。 

（１）事業の有効性 
 介護の事業者団体、職能団体、養成施設、福祉人材センター、

介護労働安定センター、労働局、県商工労働部、県教育委員会等

が出席する協議会の開催により、現状の取組や課題、重点的に取

り組むべき内容等について関係者間で情報共有し、今後の役割分

担や連携等が確認できた。 
（２）事業の効率性 
 議題に応じ関係機関や有識者にオブザーバー参加してもらう

方法により、効率的に議論ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事

業 
事業名 【No.３（介護分）】 

人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度

実施事業 

【総事業費】 

1,002 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県（介護労働安定センター鳥取支部に委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護分野への参入・定着促進のため、事業者による介護人材の育

成及び職場環改善の取組を推進する必要がある。 

アウトカム指標：事業者による介護人材の育成及び職場環境改

善の取組の推進 

事業の内容（当初計画） 介護人材の育成・定着に取り組む事業所の認証・評価制度の運用 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

認証評価制度の実施 30 事業所 

アウトプット指標（達

成値） 

認証評価制度の実施 29 事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：事業者による介護人材

の育成及び職場環境改善の取組につながっている。 

（１）事業の有効性 
 認証評価制度を創設したことにより、29 事業所による介護人

材の育成及び職場環境改善の取組につながっている。 
（２）事業の効率性 
 介護人材確保対策協議会において当制度の情報提供を行っ

た。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事

の理解促進事業 
事業名 【No.４（介護分）】 

地域住民や学校の生徒に対する介護や介護

の仕事の理解促進事業 

【総事業費】 

6,750 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県社会福祉協議会、境港市、介護事業者 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員が不足する中、地域住民や学校の生徒に介護や介護

の仕事の理解を促していく必要がある。 

アウトカム指標：地域住民や学生等の介護や介護の仕事の理

解促進 

事業の内容（当初計画） ・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 

 （小学生・保護者及び中高生に対する介護の仕事の理解促

進） 

・介護事業者による地域住民に対する介護の仕事の理解促進

等の取組支援 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 ２団

体 

・地域住民に対する介護の仕事の理解促進等取組支援 ５事 

業者 
アウトプット指標（達成

値） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 ２団 

体 

・地域住民に対する介護の仕事の理解促進等取組支援 １事 

業者 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域住民や学生、保

護者等の介護や介護の仕事に対する理解が進んだ。 

（１）事業の有効性 
 介護の事業者団体、県社協等の取組を支援することにより、

地域住民の介護や介護の仕事の理解促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事

業者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を

失することのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介

護の職場体験事業 
事業名 【No.５（介護分）】 

若者・女性・高年齢者など多様な世代を対

象とした介護の職場体験事業 

【総事業費】 

138 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護福祉士養成施設の定員割れや介護職員不足が続く中、中

高生の介護分野への進路選択を促していく必要がある。 

アウトカム指標：参加者へのアンケート調査において「参加し

てよかった、とてもよかった」と回答した者の割合 ９割以上 

事業の内容（当初計画） 夏休みにおける中高生の介護の仕事体験 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

中高生の体験参加者 100 人 

アウトプット指標（達成

値） 

中高生の体験参加者 82 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：参加者に対するアン

ケート調査結果「参加してよかった、とてもよかった」と回答

した者の割合が９割以上となった。 

（１）事業の有効性 
 現場での介護体験により、中高生の進路の一つとして認識

されることにより介護人材のすそ野の拡大につながった。 
（２）事業の効率性 
 事業者団体や県教育委員会等の協力により中高生の介護体

験を効率的に行うことができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）介護事業所でのインターンシップ・職場体験の導

入促進事業 
事業名 【No.６（介護分）】 

介護事業所でのインターンシップ・職場体 

験の導入促進事業 

【総事業費】 

675 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県社会福祉協議会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護分野への就業を検討している者の介護の仕事の疑問や

不安等を払拭し、就業につなげていく必要がある。 

アウトカム指標：インターンシップ・職場体験を活用した者

の介護分野への就業促進 

事業の内容（当初計画） ・インターンシップを受け入れる事業者への支援 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・インターンシップの受入 10 事業所 

アウトプット指標（達成

値） 

・インターンシップの受入 ５事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：インターンシップ・

職場体験を活用した者の介護分野への就業促進につながっ

た。 

（１）事業の有効性 
 インターンシップ・職場体験を実施することにより職場体

験を活用した者の介護分野への就業促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 介護事業者等の協力によるインターンシップ・職場体験を

行い、効率的な執行ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）介護に関する入門的研修の実施からマッチングまで

の一体的支援事業 
事業名 【No.７（介護分）】 

介護に関する入門的研修の実施からマッチン

グまでの一体的支援事業 

【総事業費】 

4,357 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県社会福祉協議会、鳥取県老人保健施設協会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護職員の負担軽減と人手不足の緩和・解消のため、就労を希望

する元気な高齢者等と専門職の周辺補助的業務をマッチングし

ていく必要がある。 

アウトカム指標：介護分野における元気な高齢者等の就労促進 

事業の内容（当初計画） 就労を希望する元気な高齢者等と人手不足に悩む事業所のマッ

チング 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

介護助手導入 30 事業所 

アウトプット指標（達

成値） 

介護助手導入 79 事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護事業所において介

護助手として 62 名の採用があり、介護分野における元気な高齢

者等の就労促進につながった。 

（１）事業の有効性 
 介護事業所・施設への介護助手制度の説明会、報告会の開催等

により、介護分野への元気な高齢者等の参入促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 福祉人材センターを運営する県社協への補助により、求職者

及び求人事業所をマッチングさせる無料職業紹介と一体的に、

効率的な執行ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 
事業名 【No.８（介護分）】 

多様な人材層に対する介護人材キャリアアッ

プ研修支援事業 

【総事業費】 

1,690 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県（介護労働安定センター、介護福祉士養成施設に委託、

直営） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアの実現のため、若手従事者や看取りに携わる介護

職員等の資質の向上が必要になっている。 

アウトカム指標：若手従事者のモチベーション向上、介護事業

所全体のレベルアップ、介護職員等の看取りの知識等の習得 

事業の内容（当初計画） ・若手介護従事者のモチベーション向上とネットワーク化を図 

る研修の実施 

・事業所の職員全体のレベルアップに向けた介護福祉士養成施 

設教員の派遣・研修 

・介護職員のための看取り研修の実施 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・若手従業者のための介護の未来創造研修 ３回 

・介護福祉士養成施設教員の派遣を受けての全体研修参加者 

25 回 500 人 

・介護職員のための看取り研修参加者 １回 500 人 
アウトプット指標（達成

値） 

・若手従業者のための介護の未来創造研修 ３回 

・介護福祉士養成施設教員の派遣を受けての全体研修参加者 

19 回 409 人 

・介護職員のための看取り研修参加者 １回 107 人 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：介護職員等の資質向上

につながった。 

（１）事業の有効性 
 県の事業とあわせ、介護の事業者団体、職能団体等の取組を

支援することにより、若手従事者の離職防止や介護職員等の資

質向上につながった。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事業

者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業（介護キャリア段位制度に対するアセッサー講習受講支援

事業） 
事業名 【No.９（介護分）】 

多様な人材層に対する介護人材キャリアアッ

プ研修支援事業（介護キャリア段位制度に対

するアセッサー講習受講支援事業） 

【総事業費】 

3,139 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県老人保健施設協会、鳥取県介護福祉士会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

事業者による介護職員のキャリアパスの明確化、やりがいやスキ

ルアップのモチベーションの向上等の環境整備が必要になって

いる。 

アウトカム指標：キャリア段位制度等による職場環境改善 

事業の内容（当初計画） 介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 

（介護キャリア段位制度アセッサー講習の受講料支援） 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援  ２団体 
・アセッサー講習修了者 100 人 

アウトプット指標（達

成値） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援  ２団体 
・アセッサー講習修了者 26 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：アセッサー講習修了者の

増加により介護職員の職場環境改善につながった。 

（１）事業の有効性 
 アセッサー講習の受講料支援により、アセッサー育成が促進さ

れた。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事業者

団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研

修支援事業（介護支援専門員資質向上事業） 
事業名 【No.１０（介護分）】 

多様な人材層に対する介護人材キャリアア

ップ研修支援事業（介護支援専門員資質向

上事業） 

【総事業費】 

7,644 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県介護支援専門員連絡協議会、鳥取県社会福祉協議会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアの実現に向け、介護支援専門員の資質向上が必要

となっている。 

アウトカム指標：介護支援専門員の資質向上 

事業の内容（当初計画） ・初任段階介護支援専門員支援（主任介護支援専門員の事業所

訪問による助言指導、初任段階介護支援専門員向けマニュア

ルの作成に向けた会議の開催） 

・介護支援専門員研修の実施（実務・更新・主任・主任更新） 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・初任段階介護支援専門員支援 10 事業所×3回 

・介護支援専門員研修 590 人 
アウトプット指標（達成

値） 

・初任段階介護支援専門員支援 ４事業所×3回 

・介護支援専門員研修 700 人 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護支援専門員の資質

向上につながった。 

（１）事業の有効性 
 県社協及び介護支援専門員連絡協議会による法定研修やケア

プラン点検の実施等により、地域全体の介護支援専門員の資質

向上につながった。 
（２）事業の効率性 
 法定研修を行うとともに、介護支援専門員連絡協会の事務局

を置く県社協により、効率的な実施ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）潜在介護福祉士の再就職促進事業業 
事業名 【No.１１（介護分）】 

潜在介護福祉士の再就職促進事業 
【総事業費】 

2,350 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県社会福祉協議会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

潜在介護福祉士等の介護分野への再就職を促す必要がある。 

アウトカム指標：潜在介護福祉士等の介護分野への再就職支援

体制整備 

事業の内容（当初計画） ・介護の事業者団体等の潜在介護福祉士の再就職促進の取組 

 （離職介護福祉士等届出制度の周知） 

・離職介護福祉士等届出制度等に係るシステム利用 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

県内介護事業所への届出制度の周知 5000 部 

 
アウトプット指標（達成

値） 

県内介護事業所への届出制度の周知 3000 部 

 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：離職介護福祉士等届出

制度の認知度の向上により再就職支援を行った。 

（１）事業の有効性 
 介護事業所、介護事業所を経営する法人、介護福祉士会及び

各介護事業者団体等に啓発チラシを配布するほか、ホームペー

ジ、広報誌で届出制度を紹介することにより、制度の認知度向

上につながった。 
（２）事業の効率性 
 福祉人材センターを運営する県社協に対し補助することで、

効率的に実施することができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 
事業名 【No.１２（介護分）】 

権利擁護人材育成事業 
【総事業費】 

1,800 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取市、米子市、倉吉市、鳥取県社会福祉協議会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

認知症高齢者等により判断能力が十分でない方を、身近な立

場で後見活動できる市民後見人の養成が必要になっている。 

アウトカム指標：認知症高齢者等が安心・安全に暮らせる地域

づくり 

事業の内容（当初計画） ・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 

 （市民後見人の養成、活動支援、成年後見制度に関する広報・ 

普及啓発） 

・生活支援員の資質向上・育成のための研修 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ４団体 

・市民後見人養成講座の修了者 15 人（研修受講者 55 人） 

・成年後見制度の普及シンポジウム参加者 150 人 

・生活支援員の資質向上・育成のための研修 25 人×3回 
アウトプット指標（達成

値） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ４団体 

・市民後見人養成講座の修了者 49 人（研修受講者 50 人） 

・成年後見制度の普及シンポジウム参加者 153 人 

・生活支援員の資質向上・育成のための研修 32 人×1回、 

34 人×１回 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：認知症高齢者等が安

心・安全に暮らせる地域づくりが進んだ。 

（１）事業の有効性 
 市民後見人養成やシンポジウム開催により、成年後見制度

の体制整備、理解促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 小規模市町村が単独で実施することが困難なことより、３

市において周辺市町村の住民も参加可能とし、効率的な執行

ができた。 
その他  
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

事後評価の実施にあたって、都道府県計画に記載した「事後評価の方法」に記載した事項につ

いて、記載どおりの手続きを行ったかどうかを記載。 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：おしどりネット患者登録数の増 

２，２２７件（Ｈ２８年度末）→３，２１４件（Ｈ２９年度末） 

（１）事業の有効性 

おしどりネット患者登録数は増加し、目標を達成した。ネットワーク参加

のメリット等が県内医療機関に浸透してきたこともあり、２９年度に新たに

１１機関がおしどりネットに参加しており、参加医療機関も着実に増えてい

る。ネットワークシステムへの参加機関が増加することにより、患者情報の

一元管理体制が強化され、病院間での診療連携の促進につながっている。 

（２）事業の効率性 

 医師会、鳥取大学、県でおしどりネットの運営について協議する場を持ち、

必要な改修、運営の見直しの検討などを行い、効率的な実施に努めている。 

その他  

 
 
事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 
事業名 【No.２（医療分）】 

ICT を活用した医療連携体制構築促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

400,000 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 山陰労災病院等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域医療構想に掲げる ICT を活用した医療連携体制を構築するためには、前

提として、県内の医療機関の患者情報等が電子的に管理されている必要があ

るが、鳥取県においては４４病院中１３病院（約３割）がいまだ電子的な患

者情報の管理を行っていない。 

また、「おしどりネット」への参加病院は１５病院に留まり、参加医療機関の

拡大が今後の課題となっている。 

アウトカム指標： 

おしどりネット患者登録数の増 

２，２２７件（Ｈ２８年度末）→２，４５０件（Ｈ２９年度末） 
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事業の内容 医療機関が「おしどりネット」への参加を目的として、患者情報を電子的

に管理するシステムの新規整備又は老朽化したシステムの更新整備を行う

ために必要な経費を補助する。 
アウトプット指標（当

初の目標値） 

「おしどりネット」の参加医療機関の拡充 
平成２７年度末：２９機関 → 平成２９年度末：７０機関 

アウトプット指標（達

成値） 

鳥取県内の医療情報ネットワークシステム「おしどりネット」の参加医療機

関の拡充 ２９機関（平成２７年度末）→６５機関（平成２９年度末） 
事業の有効性・効率性 アウトカム指標：おしどりネット患者登録数の増 

２，２２７件（Ｈ２８年度末）→３，２１４件（Ｈ２９年度末） 

（１）事業の有効性 

おしどりネット患者登録数は増加し、目標を達成した。２９年度に新たに

おしどりネットへ参加した１１医療機関のうち、本事業を活用して患者情報

を電子的に管理するシステムを更新した医療機関が１機関あり、おしどりネ

ットの参加促進策として一定の事業効果があった。ICT を活用した医療機関

連携の前提となる患者情報の電子管理化を支援することにより、「おしどり

ネット」への参加医療機関及び患者登録数の増加につながっている。 
（２）事業の効率性 

医師会、鳥取大学、県でおしどりネットの運営について協議する場を持ち、

必要な改修、運営の見直しの検討などを行い、効率的な実施に努めている。 
その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.３（医療分）】 
訪問看護等在宅医療推進ネットワーク基盤整備

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,921 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部 

事業の実施主体 尾﨑病院、倉吉病院 

 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、訪問看護等在宅医療のネット

ワーク体制を構築すること等、在宅医療に係る提供体制を強化することが求

められている。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：１２０床） 

事業の内容 切れ目のない医療情報連携を可能とするため、モバイル端末の活用によ

り、訪問看護等在宅医療を推進するための医療ネットワークを構築・整備

する。 
アウトプット指標（当

初の目標値） 

整備医療機関数２か所 

アウトプット指標（達

成値） 

整備医療機関数２か所 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：８８床） 

（１）事業の有効性 

急性期病床から回復期病床等への転換が進んでいることから、一定の成果

が得られたが、目標には到達しなかった。院外でも使用可能な電子カルテシ

ステムを活用するためのモバイル端末の増台等が行われたことにより、訪問

看護等在宅医療が充実し、病床の機能分化及び連携を進めることで、必要な

退院後の患者の受入れ体制の整備につながっている。医療機関の自主的な取

組を推進し、地域の医療機関の機能や各病床の機能を明確にし、不足する医

療機能を充実させるとともに、他の事業と総合的に病床の機能分化・連携を

進めることで、目標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

 事業執行に当たって、調達方法等について記載した留意事項を事業者に配

布し、調達コストの低下に努めている。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.４（医療分）】 
精神科医療機関機能分化推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

136,080 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部 

事業の実施主体 渡辺病院 

 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

身体合併症を有する精神疾患患者の入院については、精神病床だけでなく、

一般病床において受け入れている実態がある。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：１２０床） 

事業の内容 精神科長期療養患者の地域移行を進め、精神科医療機関の機能分化を図るた

め、精神科救急外来医療センターの整備に係る施設整備を行う。 
アウトプット指標（当

初の目標値） 

精神科の救急外来医療センターの整備（１箇所） 

アウトプット指標（達

成値） 

精神科の救急外来医療センターの整備（１箇所） 

事業の有効性・効率

性 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：８８床） 

（１）事業の有効性 

急性期病床から回復期病床等への転換が進んでいることから、一定の成果

が得られたが、目標には到達しなかった。地域における精神科救急のニーズ

の高まりと内容の高度化を受け、精神科救急外来医療センターを整備したこ

とにより、精神科長期療養患者の地域移行が図られていく。医療機関の自主

的な取組を推進し、地域の医療機関の機能や各病床の機能を明確にし、不足

する医療機能を充実させるとともに、他の事業と総合的に病床の機能分化・

連携を進めることで、目標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

事業執行に当たって、調達方法等について記載した留意事項を事業者に配

布し、調達コストの低下に努めている。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.５（医療分）】 
地域医療支援病院・がん診療連携拠点病院等 
の患者に対する歯科保健医療推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,425 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部 

事業の実施主体 鳥取赤十字病院、県立中央病院 

 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後、増加が見込まれる高齢の入院患者の早期回復等を図り、病床機能の分

化・連携を進めるためには、患者の口腔機能の維持・向上が必要。 

アウトカム指標： 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病床等への病床

転換を行う。（Ｈ２９：１２０床） 

（平成３０年計画） 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病床等への病床

転換を行う。（Ｈ３０：１２０床） 

事業の内容 地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対する歯科保健医療の

推進するため、歯科診療に必要な設備を整備する。 
アウトプット指標（当

初の目標値） 

充実した歯科診療を実施する地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院の確

保：２箇所 
アウトプット指標（達

成値） 

充実した歯科診療を実施する地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院の確

保：２箇所 
事業の有効性・効率

性 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：８８床） 

（１）事業の有効性 

急性期病床から回復期病床等への転換が進んでいることから、一定の成果

が得られたが、目標には到達しなかった。地域医療支援病院やがん診療連携

拠点病院等の患者に対する歯科保健医療を推進するため、歯科診療に必要な

設備整備を支援した。歯科診療に必要な機器の整備により、がん患者に対す

る歯科の診療機能の強化につながっていく。医療機関の自主的な取組を推進

し、地域の医療機関の機能や各病床の機能を明確にし、不足する医療機能を

充実させるとともに、他の事業と総合的に病床の機能分化・連携を進めるこ

とで、目標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

事業執行に当たって、調達方法等について記載した留意事項を事業者に配

布し、調達コストの低下に努めている。 

 

（平成３０年度） 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復
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期病床等への病床転換を行う。（Ｈ３０：９７床） 

（１）事業の有効性 

急性期病床から回復期病床等への転換が進んでいることから、一定の成果

が得られたが、目標には到達しなかった。歯科診療に必要な設備の購入支援

により、地域医療支援病院等の患者に対する歯科保健医療の推進につながっ

ている。医療機関の自主的な取組を推進し、地域の医療機関の機能や各病床

の機能を明確にし、不足する医療機能を充実させるとともに、他の事業と総

合的に病床の機能分化・連携を進めることで、目標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

事業執行に当たって、調達方法等について記載した留意事項を事業者に配

布し、調達コストの低下に努めている。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.６（医療分）】 
急性期医療が不足している地域等における医療

提供体制強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

282,988 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取市立病院、野島病院、山陰労災病院等 

 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

急性期医療の提供が不足している分野又は地域における医療提供体制の強化 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：１２０床） 

事業の内容 急性心筋梗塞等の医療機能が不足している救急医療分野や高齢化に伴う眼科

手術等の医療機能が不足している中山間地域等において、将来各医療機関が

担う予定である急性期機能を補うための機器等を整備する。 
アウトプット指標（当

初の目標値） 

急性期医療の提供が不足している分野又は地域における医療機関の医療提供 

体制の充実（１０か所程度） 

アウトプット指標（達

成値） 

急性期医療の提供が不足している分野又は地域における医療機関の医療提供 
体制の充実（９か所） 

事業の有効性・効率

性 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：８８床） 

（１）事業の有効性 

急性期病床から回復期病床等への転換が進んでいることから、一定の成果

が得られたが、目標には到達しなかった。将来各医療機関が担う予定である

急性期機能を補うための機器等の整備を支援し、急性期医療の提供が不足し

ている地域又は分野における医療機能を強化したことで、病床の機能分化・

連携につながる。医療機関の自主的な取組を推進し、地域の医療機関の機能

や各病床の機能を明確にし、不足する医療機能を充実させるとともに、他の

事業と総合的に病床の機能分化・連携を進めることで、目標達成を図る 

（２）事業の効率性 

事業執行に当たって、調達方法等について記載した留意事項を事業者に配

布し、調達コストの低下に努めている。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.７（医療分）】 
病床の機能分化・連携推進基盤整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,036,800 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 岩美病院、博愛病院、米子東病院等 

 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

２０２５年に向けて急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービ

スを地域において総合的に確保していくため、病床の機能分化及び連携を

進める必要がある。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：１２０床）  

事業の内容 病床転換及びそれに伴う施設・設備整備を行う。 
アウトプット指標（当

初の目標値） 

病床転換及びそれに伴う施設・設備整備（１５病院） 

アウトプット指標（達

成値） 

病床転換及びそれに伴う施設・設備整備（４病院） 

事業の有効性・効率

性 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：８８床） 

（１）事業の有効性 

 本事業を活用することにより、急性期病床から回復期病床等への病床転

換や機能強化が図られたことから、一定程度の効果が得られたが、目標には

到達しなかった。医療機関の自主的な取組を推進し、地域の医療機関の機能

や各病床の機能を明確にし、不足する医療機能を充実させるとともに、他の

事業と総合的に病床の機能分化・連携を進めることで、目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 

 事業実施にあたっては、地域医療構想調整会議等に報告しており、必要な

整備について行うよう努めている。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 
事業名 【No.８（医療分）】 

病床機能分化を促進するための連携拠点等支援事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

36,138 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県東部医師会、鳥取県中部医師会、鳥取県西部医師会等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

○鳥取県においては、地域医療構想の達成のため、２０２５年までに高度急

性期・急性期病床から回復期病床等への大規模な病床転換が見込まれる。 

○上記の病床転換により、今後、回復期から退院して居宅で療養する患者が

増加するとともに、慢性期から在宅医療への患者の移行が見込まれるため、

病床機能分化・連携を進める観点から、患者の退院、在宅への移行を円滑

に進めるための病院と在宅主治医との調整を行う拠点整備等を、病床転換

等と一体的に行わなければならない。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：１２０床） 

事業の内容 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、病院を退院し

た患者を在宅医へつなぐ調整、地域の医療・介護関係者による協議会の開催

等を行う各地区医師会、各地区歯科医師会等が運営する拠点等を支援する。 
アウトプット指標（当

初の目標値） 

地域の医療・介護関係者による協議会等の開催（１０回） 

アウトプット指標（達

成値） 

地域の医療・介護関係者による協議会等の開催（４２回） 

事業の有効性・効率

性 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：８８床） 

（１）事業の有効性 

医療・介護資源マップ活用に係る検討や、退院後や終末期の支援に係る多

職種連携研修の実施、市町村や病院と連携したパス運用改善に係る協議会等

の開催が目標回数以上の頻度で行うことができた。在宅医療、病床の機能分

化に関する協議会・講演会等を開催することで、地域の医療従事者が職種を

超えて連携することができた。医療機関の自主的な取組を推進し、地域の医

療機関の機能や各病床の機能を明確にし、不足する医療機能を充実させると

ともに、他の事業と総合的に病床の機能分化・連携を進めることで、目標達

成を図る。 

（２）事業の効率性 

事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努めて

いる。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 
事業名 【No.９（医療分）】 

病床機能分化を促進するための体制整備支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

102,528 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院、三朝温泉病院、日野病院等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

○鳥取県においては、地域医療構想の達成のため、２０２５年までに高度急性

期・急性期病床から回復期病床等への大規模な病床転換が見込まれる。 

○上記の病床転換より、今後、回復期から退院して居宅で療養する患者が増加

するとともに、慢性期から在宅医療への患者の移行が見込まれるため、病床

機能分化・連携を進める観点から、地域・居宅において患者のケアを担う専

門職の人材の確保等を含めた医療提供体制の強化を、病床転換等と一体的

に行わなければならない。 

アウトカム指標： 

慢性期機能の病床を平成３５年までに２１８床減少 

事業の内容 患者の地域移行を円滑にするために必要な体制整備を支援することにより、

病床機能分化・連携を推進する。 
アウトプット指標（当

初の目標値） 

病床の機能分化・医療介護連携の推進に向けた看護師等の人材育成数 
年間９０人 

アウトプット指標（達

成値） 

病床の機能分化・医療介護連携の推進に向けた看護師等の人材育成数 
年間１００人 

事業の有効性・効率

性 

アウトカム指標：慢性期 1,854 床(H28 年度)→1,862 床（H29 年度）８床増 

（１）事業の有効性 

慢性期機能病床が増加しており、目標には到達しなかった。本事業により、

関係機関における在宅医療や訪問看護への理解、関心が浸透してきており、医

療機関において退院前カンファレンスの実施や退院前・後の訪問看護の実績

が増加している。また、訪問診療や訪問看護ステーション実習等により、医療

機関が地域の関係機関と連携し、地域・居宅における患者のケアを担っていく

必要性についても理解が浸透していることから、訪問看護師確保に繋がる体

制の整備を図り、患者の地域移行を円滑にするために必要な体制整備の強化

につながるなど一定の効果が得られた。医療機関の自主的な取組を推進し、地

域の医療機関の機能や各病床の機能を明確にし、不足する医療機能を充実さ

せるとともに、他の事業と総合的に病床の機能分化・連携を進めることで、目

標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

事業実施主体が看護教育を行う鳥取大学（保健学科）であり、企画・実施な
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ど教育のスキームが確立されており、質の高い人材育成を円滑に実施できた。

また、事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努め

ている。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 
事業名 【No.１０（医療分）】 

医療介護連携体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,800 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県薬剤師会、鳥取県リハビリテーション専門職連絡協議会等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

○鳥取県においては、地域医療構想の達成のため、２０２５年までに高度急

性期・急性期病床から回復期病床等への大規模な病床転換が見込まれる。 

○この回復期病床等の整備を行うには、回復期から退院して居宅で療養する

患者の増加へ対応する必要があり、そのためには様々な専門職が連携し、

質の向上を図らなければならない。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：１２０床） 

事業の内容 在宅医療関係者の多職種連携研修や各専門職の質の向上に資する研修、在

宅医療・介護の連携を担うコーディネーターを育成するための研修の実施

に必要な経費に対する支援。 
アウトプット指標（当

初の目標値） 

多職種連携の強化及び各専門職の資質向上等のための研修受講者 
２００人 

アウトプット指標（達

成値） 

多職種連携の強化及び各専門職の資質向上等のための研修受講者 
６６９人 

事業の有効性・効率

性 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復

期病床等への病床転換を行う。（Ｈ２９：８８床） 

（１）事業の有効性 

 各医療機関等が多職種連携の強化及び各専門職の資質向上等のための研

修に力を入れたため、受講者が大幅に増えた。在宅医療に関する研修や多職

種連携の研修会等を行うことで、職種を超えて在宅における医療行為の向上

につながった。医療機関の自主的な取組を推進し、地域の医療機関の機能や

各病床の機能を明確にし、不足する医療機能を充実させるとともに、他の事

業と総合的に病床の機能分化・連携を進めることで、目標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

 事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努めて

いる。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 
事業名 【No.１１（医療分）】 

県東部保健医療圏病床再編推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,644,812 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部 

事業の実施主体 県立中央病院 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

○現在、鳥取県東部保健医療圏では、高度医療が必要な心臓病、脳卒中の患

者を集中的に受け入れる病院がないため、圏域内の複数の急性期病院が

それぞれ当該診療機能を分担している。 

○今後、平成３０年度に病棟の建替が行われる鳥取県立中央病院に、２４

時間体制で急性心筋梗塞及び脳卒中治療が可能な「心臓病センター」「脳

卒中センター」を新設し、圏域内の高度医療機能の県立中央病院への集

約化を進めることとしている。（県立中央病院の建替は平成２８年度～３

０年度の３か年で実施予定） 

○このことにより、圏域内で急性期機能を担っている複数の病院の病床機

能について、急性期から回復期等への転換が進む。 

アウトカム指標： 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病床等への病

床転換を行う。（Ｈ２９：１２０床） 

（平成３０年度） 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病床等への病

床転換を行う。（Ｈ３０：１２０床） 

事業の内容 県立中央病院の建替費用のうち、高度医療機能（脳卒中・心臓病）の集約

化に係る施設整備に対して補助を行う。 
アウトプット指標（当

初の目標値） 

高度医療機能（脳卒中・心臓病）の集約化に係る施設整備（１箇所： 
県立中央病院） 

アウトプット指標（達

成値） 

高度医療機能（脳卒中・心臓病）の集約化に係る施設整備（１箇所： 
県立中央病院） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病床等への病

床転換を行う。（Ｈ２９：８８床） 

（平成３０年度） 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病床等への病

床転換を行う。（Ｈ３０：９７床） 

（１）事業の有効性 

３カ年で事業実施 
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（２）事業の効率性 

３カ年で事業実施 

その他  
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事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業事業 

 

 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１２（医療分）】 
在宅医療発信事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,581 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

鳥取県地域医療構想で掲げる「希望すれば在宅で療養できる地域づく

り」を推進するためには、患者や患者の家族を含めた地域住民に県内の

在宅医療の取り組みを知ってもらい、療養の選択肢として「在宅医療」

を身近なものとして捉えていただくことが必要。 

アウトカム指標： 

訪問診療の実施件数の増 H26:5,510 件 → H35：6,500 件 

事業の内容 県内で行われている在宅医療の取組や、各地域で受けることのでき

る訪問診療、訪問看護等のサービス等を紹介する映像を作成し、県ホ

ームページでの配信や県内の医療機関・介護施設等が住民向けに開催

するシンポジウム、市民講座での公開、ＤＶＤの配布（医療機関、介

護施設等に備え付け、無料配布）等を行う。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

在宅医療の啓発活動に取り組む医療機関数（２０箇所） 

アウトプット指標（達成値） 在宅医療の啓発活動に取り組む医療機関数（－箇所） 
※ユーチューブによる配信や医師会、病院等への動画の活用、周知をお

願いしており、医療機関数として観察できていない。 
事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

訪問診療の実施件数の増 H26:5,510 件 → H35：6,500 件 

※医療施設調査の結果が公表されていないため、観察できなかった。代

替的な指標として、在宅療養支援診療所数 75 か所(H28) → 77 か

所（H29） 

（１）事業の有効性 

在宅療養支援診療所数が増加しており、在宅医療の提供体制の充実

につながっている。制作した映像については、医療従事者向けの研修会

での活用、病院の待合、ケーブルテレビでの放送など医療機関等を通じ

た周知により、医療従事者を含む県民の方が、在宅医療について関心を

持っていただくきっかけとなった。 



16 
 

（２）事業の効率性 

映像の制作に当たっては、入札を実施することにより、コストの低下

に努めるとともに、地区医師会の協力により出演いただく医療従事者

との調整が速やかに行えるなど効率的に事業実施が行えた。 

その他  
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事業区分３：介護施設等の整備に関する事業 

 
 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 
鳥取県地域医療介護総合確保基金（施設整

備）補助金 

【総事業費】 

75,178 千円 

事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 米子市 

事業の期間 平成２９年８月２８日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：地域密着型サービス施設等の定員総数の増

（平成２７～２９年度：２７０人） 

事業の内容（当初計画） ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

小規模多機能型居宅介護事業所  58 人／月分（2カ所） 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を

行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービ

ス施設等の整備等を支援することにより、地域の実情に応

じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

<県西部>373 人／月分（15 カ所）→431 人／月（17 カ所） 

アウトプット指標（達成

値） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

<県西部>373 人／月分（15 カ所）→431 人／月（17 カ所） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： － 

（１）事業の有効性 
地域密着型サービス施設等の整備により地域密着型サービ

ス施設等の定員総数が増加し、高齢者が地域において、安心

して生活できる体制の構築が図られた。 
 
（２）事業の効率性 
 可能な限り早期に事業に着手し、事業効果を失することの

ないよう努めた。 
その他  
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事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

 

 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１３（医療分）】 
周産期医療に係わる専門的スタッフの養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,490 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

鳥取大学医学部附属病院の総合周産期母子医療センター及びＮＩＣＵで

は、新生児の家族への授乳指導や育児指導等の業務を医師及び看護師が行

っており、当該業務が負担となっている。 

アウトカム指標 

鳥取大学医学部附属病院の産婦人科の医療スタッフの時間外勤務時間数

の縮減 

Ｈ２９：前年比△１０％ ※Ｈ２８：１人あたり１０８時間／年 

事業の内容 鳥取大学医学部附属病院の総合周産期母子医療センターの医療スタッフ

が行ってきた事務の一部を代行する医療ソーシャルワーカー、臨床心理

士等の確保を図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

総合周産期母子医療センターの医療スタッフの負担を軽減するための

MSW、臨床心理士、保育士の確保（各１名） 
アウトプット指標（達成

値） 

総合周産期母子医療センターの医療スタッフの負担を軽減するための

MSW（０名）、臨床心理士（１名）、保育士（０名）の確保 
事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

鳥取大学医学部附属病院の産婦人科の医療スタッフの時間外勤務時間数

の縮減 Ｈ２９：前年比１０％減 → 前年比５．６％増 

（１）事業の有効性 

 時間外勤務時間数が増加しており、目標の達成には至らなかった。同セ

ンターにおける妊婦の心理カウンセリングや多職種カンファレンスなど、

入院中の心理サポートから退院支援まで幅広い業務を行うことで、医療従

事者の負担軽減に有用との現場の声もあり、引き続き支援することで目標

達成を図りたい。 

（２）事業の効率性 

 事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努め

ている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１４（医療分）】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

50,442 千円 
事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取医療センター、倉吉病院、博愛病院等 

 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー
ズ 

（１）医療の高度化や医療安全に対する意識の高まりなど、県民ニーズ

の変化を背景に、臨床現場で必要とされる臨床実践能力と看護基礎

教育で習得する看護実践能力との間に乖離が生じ、新人看護職員の

離職理由の一因となっている。 

（２）新人看護職員を採用した県内病院の多くは新人看護職員研修事

業を実施しているが、組織的な体制づくりや研修方法、研修時間等は

各病院に任されており、研修内容に差がある。 

（３）新人採用が少ない病院や小規模病院等は、自病院で十分な新人研

修を実施しにくい状況にある。 

アウトカム指標 

新人看護職員の離職率の低下（H27:6.4%→H29:5.0%）  

（平成３０年計画） 

新人看護職員の離職率の低下（H28:4.8%→H30:4.5%） 

事業の内容 新人看護職員の早期離職防止、質の向上を図るため、国の示した「新

人看護職員研修ガイドライン」に基づき、基本的な臨床実践能力を獲

得するための研修を実施する病院等に補助する。 
また、全ての新人が必要な研修を受けることができるよう、新人看護

職員研修を自施設で完結できない医療機関の新人看護職員を受け入れ

た病院及び新人看護職員を派遣した病院に対し補助する。 
更に、病院等が行う研修の充実を図るとともに、新人育成における施

設間の格差をなくすため、新人看護職員の研修を行う教育担当者・実

地指導者に対する研修を実施する。 
アウトプット指標（当初の
目標値） 

新人看護職員研修の研修者数（約３００人） 
研修施設数（２０施設） 
（平成３０年計画） 
新人看護職員研修の研修者数：２８０人（H30） 
研修施設数：２８施設（H30） 

アウトプット指標（達成値） 新人看護職員研修の研修者数（２６１人） 
研修施設数（１７施設） 
（平成３０年計画） 
新人看護職員研修の研修者数：２８８人（H30） 
研修施設数：１９施設（H30） 
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事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

新人看護職員の離職率の低下 6.4%（H27）→4.8%（H28） 

※H29 は調査中のため、H28 の数値を記載。 

（１）事業の有効性 

 目標に達しなかったものの１７施設に助成を行い、新人看護師研修

の充実を図ることで、新人看護職員の基本的な臨床実習能力の獲得に

つながっている。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 

（平成３０年計画） 

アウトカム指標 

新人看護職員の離職率の低下 4.8%（H28）→4.7%（H30） 

（１）事業の有効性 

 目標には到達しなかったが、基準値（H28 年度）より離職率は下がっ

ていることから、一定の効果はあったといえる。新人看護師研修の充実

に向け、１９施設（２８８名）に助成を行うことで、新人看護職員の基

本的な臨床実習能力の獲得につながっている。また、公募により６施設

が受入施設となったことで、小規模施設の新人看護職員に対しても充

実した研修を行うことができた。 

受入施設を増やすことにより、小規模施設からの受講者の増加を図

り、より多くの新人が研修を受講できるようにしていくことで目標の

達成を図る。 

（２）事業の効率性 

 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１５（医療分）】 

新人助産師資質向上支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

800 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県看護協会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新人助産師に求められる基本能力や知識・技術に対する研修を行い、助産

師の資質及び実践力向上を図る必要がある。 

アウトカム指標 

新人看護職員の離職率の低下（H27:6.4%→H29:5.0%）  

事業の内容 看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点から、新人助

産師を対象とした資質向上を図るための研修等を開催するための経費に

対する支援を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

県内産科医療機関の新人助産師の研修会受講参加（３０人） 

アウトプット指標（達成

値） 

県内産科医療機関の新人助産師等の研修会受講参加（４０人） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

新人看護職員の離職率の低下 6.4%（H27）→4.3%（H29） 

（１）事業の有効性 

 新人看護職員の離職率は低下し、目標を達成した。病院単独では助産師

の研修実施が難しいため、集合研修を行うことで効率よく研修を行うこと

ができ、助産師の資質及び実践力向上が図られた。 

（２）事業の効率性 

 事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努め

ている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１６（医療分）】 

看護師等養成所運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

71,249 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取看護高等専修学校、倉吉看護高等専修学校、米子看護高等専修学校等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材を育成・定

着 

アウトカム指標 

看護学生の県内就業者数（H28:70 人→H29:80 人）  

事業の内容 看護師等養成所における教育内容の向上を図るため、養成所の運営に対

する支援を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

支援養成所数：５か所 

アウトプット指標（達成

値） 

支援養成所数：５か所 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

看護学生の県内就業者数 ７０人（H28）→ １２１人（H29） 

（１）事業の有効性 

看護学生の県内就業者数が増加し、目標を達成した。県内の看護師確保

は、県内養成施設を卒業した者の就業によるところが大きいため、養成施

設の安定・継続的な運営を図ったことが看護学生の県内就業に繋がってい

る。 

（２）事業の効率性 

養成施設の安定的な運営を確保し、看護職員を養成することが看護師の

確保に直結するため効果が高い。また、事業実施に当たっては、事業者か

ら提出された事業計画をヒアリングするなど精査している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１７（医療分）】 

看護師等養成所施設・設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,546 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取看護高等専修学校、倉吉総合看護専門学校、米子医療センター附属看

護学校 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材を育成・定

着 

アウトカム指標 

看護学生の県内就業者数（H28:70 人→H29:80 人）  

事業の内容 看護学生の教育環境の改善を図るため、看護師等養成所の管理運営に必

要な施設整備を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

整備養成所数：３か所 

アウトプット指標（達成

値） 

整備養成所数：１か所 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

看護学生の県内就業者数 ７０人（H28）→ １２１人（H29） 

（１）事業の有効性 

看護学生の県内就業者数は増加し、目標を達成した。県内の看護師確保

は、県内養成施設を卒業した者の就業によるところが大きく、看護学生の

教育環境を改善することにより、看護学生の県内就業者数増につながって

いる。 

（２）事業の効率性 

事業執行に当たって、調達方法等について記載した留意事項を事業者に

配布し、調達コストの低下に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１８（医療分）】 

病院内保育所運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

51,262 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取医療センター、清水病院、山陰労災病院等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員等の多くは女性であり、出産・育児を理由とした離職が発生して

いる。継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材を育

成・定着させていくためには、医療現場において看護師が育児をしながら

安心して働くことができる体制を確保していく必要がある。 

アウトカム指標 

出産・育児を理由とした看護職員の離職者の増加防止 

25 人（H28）→25 人（H29） 

事業の内容  子育て中の看護職員等の医療従事者が安心して働くことができるよう

にするとともに、看護職員等の離職防止及び再就業支援を促進するため

病院内保育所の運営を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

病院内保育所を設置・運営する病院数（９病院） 

アウトプット指標（達成

値） 

病院内保育所を設置・運営する病院数（９病院） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：出産・育児を理由とした看護職員の離職者の増加防止 

25 人（H28）→17 人（H29） 

（１）事業の有効性 

看護職員の離職者は減少しており、目標を達成した。病院内保育所を設

置することにより、そこに勤務する看護職員等が安心して働き続けられる

環境を整備することができるとともに、子育てによる離職防止につながっ

ている。 

（２）事業の効率性 

運営費の一部を助成することにより、院内保育の利用者が負担する費用

を抑制することができ、利用の促進が進むとともに、病院側も安定した院

内保育の運営が可能となる。また、事業実施に当たっては、事業者から提

出された事業計画をヒアリングするなど精査している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１９（医療分）】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

22,690 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 県立中央病院、県立厚生病院、山陰労災病院等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

分娩を取り扱う産科医・助産師の処遇を改善し、その確保を図る必要があ

る。 

アウトカム指標 

手当支給施設の産科・産婦人科医師数（H28：46 名→H29：48 名） 

 分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

19.2（H28）→20.0（H29） 

事業の内容 産科医・助産師に対して支給する分娩手当の一部の補助を行う。 
また、有床診療所においては、外部医師に帝王切開を依頼した場合に支

給する手当の一部を補助する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・手当支給施設数 Ｈ２８：１２施設→Ｈ２９：１３施設 

・手当支給者数  Ｈ２８：１２６人→Ｈ２９：１３０人 
アウトプット指標（達成

値） 

・手当支給施設数 Ｈ２８：１２施設→Ｈ２９：１３施設 
・手当支給者数  Ｈ２８：１２６人→Ｈ２９：１６０人 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数：46 名（H28）→47 名（H29） 

・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数： 

19.2（H28）→20.8（H29） 

（１）事業の有効性 

 手当支給施設の産科・産婦人科医師数及び分娩 1000 件当たりの分娩取

扱医療機関勤務産婦人科医師数が増加しており、概ね目標を達成した。職

務の複雑さ、責任の程度、労働の強度、就労環境その他が特殊なことから

医師不足が懸念されている産科医等の処遇改善を図っていく。 

（２）事業の効率性 

 事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努め

ている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２０（医療分）】 

助産師等待機手当支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,808 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県西部 

事業の実施主体 鳥取赤十字病院、山陰労災病院等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

時を選ばない分娩に対応するため、産科医療機関は夜間・休日においても

助産師・看護師を確保する必要があるが、他の診療科にはない勤務環境の

過酷さなどから確保が困難な状況がある。 

アウトカム指標： 

分娩を取り扱う産科医療機関数 １６施設（H28）→１７施設（H29） 

事業の内容 分娩の際の救急呼び出しに備えて、助産師・看護師が自宅等において待

機した場合に、待機１回につき手当を支給する医療機関に対し、その一

部を助成する。（なお、待機の日に実際に呼び出しのあった場合は、その

日を控除する。） 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

助産師等待機手当支給件数：２，１００件 
（平成２８年度：２，０７８件） 

アウトプット指標（達成

値） 

助産師等待機手当支給件数：２，０７０件 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

分娩を取り扱う産科医療機関数 １６施設（H28）→２１施設（H29） 

（１）事業の有効性 

 分娩を取り扱う産科医療機関数が増加し、目標を達成した。分娩に関し

ては、２４時間体制で勤務を行うことが必須で、待機が必要となる。引き

続き、勤務時間外に拘束される待機に対して、待機手当の支給を補助する

ことにより処遇改善を図る。 

（２）事業の効率性 

 事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努め

ている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２１（医療分）】 

救急勤務医支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,927 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県西部 

事業の実施主体 博愛病院、西伯病院等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

救急医療機関への軽症患者の受診等で医師の負担が過重となっており、救

急勤務医の処遇改善や救急勤務医の増加が求められている。 

アウトカム指標： 

救急科医師１０．０名（H28）→１０．５名（H29）（常勤換算後） 

※数値は「医師数に関する調査」より 

事業の内容 休日・夜間に救急対応を行う医師に支払われる救急勤務医手当の一部を

補助する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

救急勤務医手当の支給件数：２，４００件 
※Ｈ２８年度実績：２，３３２件 

アウトプット指標（達成

値） 

救急勤務医手当の支給件数：２，７９３件 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

救急科医師１０．０名（H28）→１０．５名（H29）（常勤換算後） 

（１）事業の有効性 

 救急医師の数は増加しており、目標を達成した。休日・夜間に救急対応

する医師を支援するための救急勤務医手当を補助することで、救急医療を

提供する体制、処遇改善につながっている。 

（２）事業の効率性 

 事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努め

ている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２２（医療分）】 

新生児医療担当医確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

948 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

職務の複雑さや就労環境等が特殊なことから小児科医師の負担が過重と

なっており、医師不足が懸念されていることから、負担軽減を図る必要が

ある。 

アウトカム指標 

鳥取大学医学部附属病院における小児科医師一人あたりのＮＩＣＵに

入院した新生児数の減少  

５．８１人（Ｈ２８年度）→５．５人（Ｈ２９年度） 

事業の内容 ＮＩＣＵにおいて新生児を担当する医師の処遇改善を目的として支給さ

れるＮＩＣＵに入院する新生児に応じて支給される手当（新生児担当医

手当）を支給する医療機関に対して補助する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

新生児医療担当医手当支給件数 ９５件 
（平成２８年度：９０件） 

アウトプット指標（達成

値） 

新生児医療担当医手当支給件数 ９４件 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 

鳥取大学医学部附属病院における小児科医師一人あたりのＮＩＣＵに入

院した新生児数の減少  

５．８１人（Ｈ２８年度）→６．２人（Ｈ２９年度） 

（１）事業の有効性 

 鳥取大学医学部附属病院における小児科医師一人あたりのＮＩＣＵに

入院した新生児数は増加しており、目標の達成には至らなかった。手当支

給件数は増加しており、一定の効果は挙がっていることから、継続して実

施していくことで処遇改善による医師確保を推進したい。 

（２）事業の効率性 

 事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努め

ている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２３（医療分）】 

小児救急医療支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,420 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県西部 

事業の実施主体 山陰労災病院、博愛病院、米子医療センター 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児の急な傷病にいつでも対応できる地域の医療体制の構築が求められ

ており、通常の診療時間外の休日・夜間の小児救急医療体制を確保する必

要がある。 

アウトカム指標： 

休日・夜間の小児救急医療体制の確保日数 

休日６９日、夜間５０日（H28）→休日７０日、夜間５０日（H29）  

事業の内容 県西部区域における休日夜間の小児救急医療体制を整備するため、病院

に対して必要な給与費等を補助する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

県西部地域で休日・夜間の小児救急医療を実施する医療機関数：３箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

県西部地域で休日の小児救急医療を実施する医療機関数：３箇所 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：休日・夜間の小児救急医療体制の確保日数 

休日６９日、夜間５０日（H28）→休日７０日、夜間０日（H29） 

（１）事業の有効性 

 休日の確保日数は増加したが、夜間は実施できていないことから、目標

には到達しなかった。平成３０年度からは地域の実情にあわせ、休日の小

児救急医療体制を確保することとしたい。 

（２）事業の効率性 

 事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努め

ている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２４（医療分）】 

認定看護師及び認定看護管理者養成研修受講補

助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,100 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部 

事業の実施主体 鳥取生協病院、藤井政雄記念病院等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

より質の高い組織的看護サービスの提供及び看護職員が働き続けられる

職場環境改善を図るため、認定看護管理者の養成が必要である。 

アウトカム指標： 

看護職員の離職率の低下（H27:7.4%→H28:6.9%→H29：6.5%） 

事業の内容 認定看護管理者研修（サードレベル）の受講に係る経費を助成する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

鳥取県内の認定看護管理者数の増加（Ｈ２７：１１名→Ｈ２９：２３名） 

アウトプット指標（達成

値） 

鳥取県内の認定看護管理者数の増加（Ｈ２７：１１名→Ｈ２９：１３名） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

看護職員の離職率の低下 7.4%（H27） → 7.8%（H29） 

（１）事業の有効性 

新人看護職員の離職率は低下したが、結婚や健康面での問題により退職

者が増加し、目標の達成には至らなかった。医療現場に受講を働きかける

ことで認定看護管理者数を増やし、看護師が継続して働きやすい職場環境

を整備し、目標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努め

ている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２５（医療分）】 

看護師の特定行為研修受講補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,750 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部 

事業の実施主体 鳥取赤十字病院、鳥取市立病院等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

質の高い医療の提供のため、特定行為を行うことができる看護師の育成が

必要である。 

アウトカム指標：  

鳥取県内の特定行為看護師数 ２人（H28）→７人（H29） 

事業の内容 看護師の特定行為研修の指定研修機関が実施する特定行為研修に看護師

を派遣する経費を助成する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修派遣経費助成数：５人 

アウトプット指標（達成

値） 

研修派遣経費助成数：３人 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：  

鳥取県内の特定行為看護師数 ２人（H28）→５人（H29） 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、看護師を特定行為研修に派遣する体制が整いつつ

あるが、人員が少なく、代替職員の確保が難しい訪問看護ステーション等

小規模施設は研修派遣が進んでいないため、特定行為看護師数の目標に到

達しなかった。平成３０年度から県内の指定研修機関での研修が開始され

たため、県内での受講を推奨することで目標の達成を図る。 
（２）事業の効率性 

事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努め

ている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２６（医療分）】 

実習指導者養成支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,730 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取市立病院、三朝温泉病院、博愛病院等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護学生の実習受入れに必要な実習指導者の育成を行うことは、看護師の

育成には重要であり、また、H28 年度からは、自県において訪問看護ステ

ーションなど病院以外（特定分野）の実習指導者養成を行う予定であり、

受講者を増やすためにも支援は必要である。 

アウトカム指標：看護実習指導者の養成６０人（H29）※毎年度 

事業の内容 看護学生への臨地実習指導を充実させ、質の高い看護師養成を行うた

め、実習指導者養成に係る研修受講経費の助成を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

講習会受講施設数：５０施設 

アウトプット指標（達成

値） 

講習会受講施設数：２８施設 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：看護実習指導者の養成３９人（H29） 

（１）事業の有効性 

研修にかかる旅費及び代替賃金を助成することで、小規模施設等から参

加がある研修参加の促進に一定の成果があったが、看護実習指導者の養成

数の目標には到達しなかった。利便性のよい場所での開催や、新たに実習

施設となった施設へ受講を働きかけるなどして、目標の達成を図る。 
（２）事業の効率性 

特定分野の研修会を県内開催とすることで参加者が受講しやすい機会

を提供しつつ、研修受講経費（旅費等）の削減に努めている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２７（医療分）】 

鳥取県地域医療支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,400 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県、鳥取大学医学部 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、地域医療を担う医師のキャリア形成支援や医師不足病院の支援等、

医師確保対策を総合的に推進する必要がある。 

アウトカム指標： 

病院勤務医師数の増加（H27:1114 人→H28:1116 人→H29:1118 人）  

事業の内容 地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に医師不足病院

への医師の配置等を行うため、地域医療支援センターを運営する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・医師派遣・あっせん数（～H28:60 人→H29:91 人） 

・キャリア形成プログラムの作成数（～H28:60 人→H29:91 人） 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合

（～H28:100%→H29:100%） 
アウトプット指標（達成

値） 

・医師派遣・あっせん数 91 人（H29） 
・キャリア形成プログラムの作成数 91 人（H29） 
・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合

100%（H29） 
事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

病院勤務医師数の増加 1114 人（H27）→ 1137 人（H29） 

（１）事業の有効性 

病院勤務医師数が増加し、目標を達成した。医師確保奨学金貸与者（奨

学生）が県内で返還免除要件を果たしながら、医師としてのキャリア形成

が出来るよう、大学（地域医療学講座）や大学病院（卒後臨床研修センタ

ー）等と連携しながら奨学生（医学生）の面談やキャリア形成プログラム

の作成等に取り組んだ。これにより奨学生全員のキャリア形成プログラム

の作成、医師派遣・あっせんに関与した。 
また、卒後も引き続き個々の奨学生のキャリア形成上の不安（特に専門

医取得に対する不安が大きい）を解消しながら返還免除要件が達成できる

よう、面談等きめ細かな支援を行うことにより、将来の県内医師の定着に

重要な役割を果たしている。 
（２）事業の効率性 

地域医療支援センターでは、毎年４月に奨学金貸与医師の個人台帳及び

調査票を対象者に郵送し照会を行うことで、連絡先・勤務先病院等の最新

情報や、今後の勤務義務を果たす見通し、地域医療支援センターへの相談
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希望の有無等を一括把握しており、業務の省略可を図るとともに、個人台

帳に勤務義務期間と今後の猶予期間を示すことにより、奨学生本人の自覚

を促すことにも役立てている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２８（医療分）】 

寄附講座（鳥取大学医学部地域医療学講座）

開設事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

61,444 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療に貢献する人材育成と地域医療の発展のため、地域医療の実

践と研究、教育を行うとともに、地域医療を志す医師を支援する必要が

ある。 

アウトカム指標： 

病院勤務医師数の増加（H27:1114 人→H28:1116 人→H29:1118 人）  

（平成３０年計画） 

病院勤務医師数の増加 1,137 人（H29 年）→1,164 人（H30 年度） 

事業の内容 鳥取大学が設置する地域医療学講座に寄附を行うことにより、地域医

療に貢献する人材育成と地域医療の発展のため地域医療の実践と研

究、教育を行うとともに、地域医療を志す医師を支援する。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

奨学生の県内定着者数の増加 
（H27：２１名→H28：３４名→H29:６１人） 
（平成３０年計画） 
奨学生の県内定着者数の増加 
（Ｈ27：２１名→Ｈ28：３４名→Ｈ29：３６人→Ｈ30 年度：６３人） 

アウトプット指標（達成値） 奨学生の県内定着者数の増加 
（H27：２１名→H28：３４名→H29：４９人） 
（平成３０年計画） 
奨学生の県内定着者数の増加 
（Ｈ27：２１名→Ｈ28：３４名→Ｈ29：３６人→Ｈ30 年度：５１人） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

病院勤務医師数の増加 1114 人（H27）→ 1137 人（H29） 

（１）事業の有効性 

医師確保奨学金貸与者（奨学生）について、初期臨床研修修了後は、

一般貸付枠の一部医師を除き概ね県内勤務に進んでいる。奨学生が着

実に県内定着することにより、県内医師不足の解消、及び地域偏在・診

療科偏在の寄与につながっている。 

（２）事業の効率性 

鳥取大学医学部の診療教育拠点である鳥取大学地域医療総合教育研

修センター（日野病院内）に地域医療学講座医師が出向き、普段学内の
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講義では学ぶことのできない在宅医療など、より現場に密着した研修

を実施することで、地域医療を担う人材育成を行っている。 

 

（平成３０年計画） 

アウトカム指標： 

病院勤務医師数の増加 1,137 人（H29 年）→1,142（H30 年度） 

（１）事業の有効性 
病院勤務医師数については、奨学生の県内定着等により一定程度の

増加が図られたが、既存医師数の減少より医師数が伸び悩んだことに

より、目標には到達しなかった。 
医師を養成する大学において、地域医教育をカリキュラムに組み込

むことで、学生の地域医療を担う医師に必要な知識・技術の習得とスキ

ルアップに確実に寄与している。 
引き続き、地域枠学生に対しては各種課外学習活動による地域体験

を通じた地域医療への理解を醸成していき、卒業後、着実に県内定着す

る取組を行っており、県内医師不足の解消、及び地域偏在・診療科偏在

の寄与に繋げる。また、既存医師数の将来推計を加味することにより、

当該事業の効果検証がより効果的に行えるよう目標値の見直しを行っ

ていく。 
（２）事業の効率性 
地域医療学講座では、普段学内の講義では学ぶことのできない、より

現場に密着した実践的な研修を行うため、日野病院の協力を得ること

により院内に「鳥取大学地域医療総合教育研修センター」を設置し、居

室スペースの間借りをはじめ模擬診察の実施・訪問診療への同行など、

通常より低コストでの実施に努めている。 
その他  

 

  



37 
 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２９（医療分）】 

看護教員養成支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

0 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

育児休暇職員の代替がおらず、退職教員の雇用延長で対応している等非常

に不足している県内の看護師養成所の看護教員の確保及び看護教員の資

質向上を図り、在宅医療で求められる質の高い看護師の育成に努める必要

がある。 

アウトカム指標： 

看護教員の養成：１人（H29）※毎年度 

事業の内容 看護教員の確保に向け、大学で実施する看護教員の資格取得に必要な専

門講座を受講する看護師を派遣する病院に対し、必要な経費を補助す

る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

助成する医療機関数：１機関 

アウトプット指標（達成

値） 

助成する医療機関数：０機関 
※予定していた事業者の利用がなかったため実績なし 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：看護教員の養成３人（H29） 

（１）事業の有効性 

   － 
（２）事業の効率性 
   － 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３０（医療分）】 

小児救急地域医師研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

407 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児の救急事例に対応できる高度な技術を持った医師を養成することで、

小児救急医療体制の強化を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少： 

Ｈ27 年度１７，９５１人／年→Ｈ29 年度１７，０００人／年 

事業の内容 各地区医師会に委託して、小児救急事例に対応できる小児科医の養成を

目的とした研修を開催する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

小児救急地域医師研修受講者数（１００人） 
（Ｈ２７年度実績：９６人） 

アウトプット指標（達成

値） 

小児救急地域医師研修受講者数（９２人）（Ｈ２９年度実績） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少 

１７，９５１人／年（H27 年度）→２０，４０７人／年（H29 年度） 

（１）事業の有効性 

小児救急医療機関で受け入れる小児救急患者が増加しており、目標の達

成には至らなかった。多数の医師が研修会に参加することで、小児救急事

例に対応できる小児科医の養成につながっており一定の効果があり、これ

らの研修を受けた医師が休日夜間急患診療所等において小児救急医師と

して診療することで、小児救急医療の体制が充実していく。今後、受講し

やすい研修のあり方を検討し受講者を増やすことで、小児救急医療の体制

強化を図っていく。 

（２）事業の効率性 

各地区で研修を実施し、多くの医師が受講できる機会を確保しつつ、委

託内容を精査することでコスト低下に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３１（医療分）】 

次世代医師海外留学支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,027 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

○新臨床研修制度の導入以降、県内の若手医師は減少し、将来の医療を担

う若手医師を確保するため、県内で勤務を続けることへの魅力を増大さ

せることが必要。 

○専門性を高めるためには、症例数が多く、研修の機会にも恵まれる大都

会の病院が有利となり、専門性を高めたい医師ほど、大都会の病院に勤

務する誘因が働きやすい。 

○人口が日本で最も少なく、症例数を集めることが難しい本県は、大都会

に較べて極めて不利な条件下にある中で、専門性への志向が強い医師を

確保するには、他の地域にはない誘因が必要である。 

アウトカム指標： 

 病院勤務医師数の増加（H27:1114 人→H28:1116 人→H29:1118 人） 

事業の内容 若手医師に海外留学中の生活費や渡航費用を貸し付け、県内での一定の

勤務により返済を免除する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

毎年１名への海外留学資金の貸し付け 

アウトプット指標（達成

値） 

海外留学資金を貸し付け １名 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

 病院勤務医師数の増加 1114 人（H27）→ 1137 人（H29） 

（１）事業の有効性 

病院勤務医師数の増加し、目標を達成した。本制度により、若手医師に

海外留学の資金を貸し付けて、県内に就業する動機付け（インセンティブ）

とするとともに、海外留学で得た最新医学の知見や手技を県内に導入する

ことができる。また、県内への最新医学の知見や手技の導入や若手医師に

とってのロールモデルとなる事例であり、若手医師の県内定着に寄与して

いる。 

（２）事業の効率性 

県内医師により構成する審査会を経て、貸付者を決定している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３２（医療分）】 

女性医師就業支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,487 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県内の女性医師は増加傾向にあることから、女性医師の出産・育児等に

よる休職から復職しやすい環境を整備することが必要。 

アウトカム指標： 

女性医師数の増加（H26:288 人→H28:300 人→H29:310 人）  

事業の内容 出産・育児等で一時的に業務を離れた女性医師が復職しやすい研修や就

業環境のプログラムを提供することで復職を支援し、ホームページ等を

通じて情報を提供して、若手を中心とした女性医師の就業を支援するこ

とで、若手医師の確保を図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・キャリア形成・継続のための研修会・交流会：３０人 
・医学科学生キャリア教育の実施（２回）：２１０人 

アウトプット指標（達成

値） 

・キャリア形成・継続のための研修会・交流会：２３人 
・医学科学生キャリア教育の実施：２９６人 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

女性医師数の増加 ２８８人（H26）→３０７人（H29） 

（１）事業の有効性 

概ね目標に到達しており、育児・介護等で一時的に業務を離れた医師が

復帰するための復帰研修プログラムを実施することで、業務復帰につなげ

るとともに、交流や教育を通じて女性医師や女子医学生の就業継続への意

欲を高めることにつながっている。 

（２）事業の効率性 

委託内容を精査することで、経費を削減に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３３（医療分）】 

新人看護職員研修責任者等研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,342 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 
（１）医療の高度化や医療安全に対する意識の高まりなど、県民ニーズの

変化を背景に、臨床現場で必要とされる臨床実践能力と看護基礎教育で

習得する看護実践能力との間に乖離が生じ、新人看護職員の離職理由の

一因となっている。 

（２）新人看護職員を採用した県内病院の多くは新人看護職員研修事業を

実施しているが、組織的な体制づくりや研修方法、研修時間等は各病院

に任されており、研修内容に差がある。 

（３）新人採用が少ない病院や小規模病院等は、自病院で十分な新人研修

を実施しにくい状況にある。 

アウトカム指標： 

新人看護職員の離職率の低下（H27:6.4%→H29:5.0%） 

事業の内容 新人看護職員の早期離職防止、質の向上を図るため、国の示した「新人

看護職員研修ガイドライン」に基づき、基本的な臨床実践能力を獲得す

るための研修を実施するにあたり、新人育成における施設間の格差をな

くすため、新人看護職員の研修を行う教育担当者・実地指導者に対する

研修を実施する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 
研修責任者研修の研修者数（延べ１２０人） 
実地指導者研修の研修者数（延べ３３０人） 

アウトプット指標（達成

値） 
研修責任者研修の研修者数（延べ１２９人） 
実地指導者研修の研修者数（延べ３７５人） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

新人看護職員の離職率の低下 6.4%（H27）→4.3%（H29） 

（１）事業の有効性 

 新人看護職員の離職率が低下し、目標を達成した。想定より多くの教育

担当者、実地指導者に参加いただいており、新人看護師を指導する看護師

の質の向上、早期離職防止につながっている。 
（２）事業の効率性 

 毎年実施ではなく、複数年ごとに実施する研修メニューを設けるなど無

駄を省略し、効率的な実施に努めている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３４（医療分）】 

看護教員の質の向上支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,142 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の看護師養成所における看護教育の質のばらつきが生じないよう、看

護教育の質の向上を図り、在宅医療で求められる質の高い看護師の育成に

努める必要がある。 

アウトカム指標： 

全県内看護師養成所（１０機関）の看護師国家試験等の合格率の向上

（H27:98.1％→H29:100％） 

事業の内容 看護教員を対象とした資質向上を図るための研修等を開催するための経

費に対する支援を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

全県内看護師養成所の研修会受講参加（全１０機関） 
 

アウトプット指標（達成

値） 

全県内看護師養成所の研修会受講参加（９機関） 

事業の有効性・効率性 全県内看護師養成所（１０機関）の看護師国家試験等の合格率の向上

98.1％（H27） → 99.2％（H29） 

（１）事業の有効性 

他業務との重複により参加できない養成所が１機関あったものの、看護

教育に関する研修会は全国的にも少なく、県内看護師等養成所の教員が県

内で看護教育について学習する唯一の機会となっている。目標達成には至

らなかったが、看護師国家試験等の合格率は向上しており、研修会等の開

催を支援し、継続的に開催していくことで、看護教育の質の向上に努め、

目標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

看護の専門教育を重点とした資質向上と専門性の高い看護職員の育成

を行っている教育機関である鳥取大学（保健学科）に委託することにより、

企画・運営・実施等について円滑に実施することができた。また、委託内

容を精査することで、経費を削減に努めている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３５（医療分） 】  

看護職員実習指導者養成講習会開催事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,916 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内で H27 年度に看護師養成校が２校設置されたことを踏まえ、新たな実

習施設を確保するためには実習指導者の確保は重要であり、実習指導者を

養成し、看護職員及び看護学生の資質の向上を図る必要がある。 

アウトカム指標 

看護実習指導者の養成：６０人（H29）※毎年度 

事業の内容 病院や病院以外における看護実習の充実を図るための実習指導者養成講

習会を開催するとともに、実習指導の資質向上を図り、実習の体制整備

を図るためのフォローアップ研修を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・実習指導者養成講習会（１回）３０人 
・特定分野実習指導者養成講習会（１回）３０人 
・実習指導者フォローアップ研修（１回）８０人 

アウトプット指標（達成

値） 

・実習指導者養成講習会（１回）２５人 
・特定分野実習指導者養成講習会（１回）１３人 
・実習指導者フォローアップ研修（１回）２１人 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：看護実習指導者の養成５９人（H29） 

（１）事業の有効性 

経費を補助し、毎年講習会等を開催することで実習施設における看護実

習の体制が整いつつある。また、修了者を対象者とした研修会を開催する

ことで実習の体制強化に繋がっている。概ね目標に到達しているが、継続

して受講してもらいやすいよう研修のあり方を検討するとともに、参加の

ない実習施設へ働きかけることにより目標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

公益社団法人鳥取県看護協会に委託することにより、円滑な実施と質の

高い実習指導者の養成につながっている。また、委託内容を精査すること

で、経費を削減に努めている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３６（医療分）】 

勤務環境改善支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,698 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療現場の厳しい勤務環境を改善することで、医療人材の定着及び安定的

確保を図る。 

アウトカム指標：病院勤務医師、看護師数の増加 

 病院勤務医師数の増加（H27:1114 人→H28:1116 人→H29:1118 人） 

病院勤務看護師数の増（H27:5337 人→H28:5521 人→H29:5621 人） 

事業の内容 医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ることを目指

し、PDCA サイクルを活用して勤務環境改善に向けた取組を行うための

仕組みを活用して勤務環境改善に取り組む各医療機関に対して総合的・

専門的な支援を行うため、勤務環境改善支援センターの運営を県医師会

に委託する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数 
（H27:0→H28:2→H29:4） 

アウトプット指標（達成

値） 

センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数 

０（H27）→２（H28）→３（H29） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：病院勤務医師、看護師数の増加 

 病院勤務医師数の増加：1114 人（H27）→ 1137 人（H29） 

病院勤務看護師数の増：5337 人（H27）→ 5534 人（H29） 

（１）事業の有効性 

病院勤務医師数は増加し、目標を達成した。目標には届かなかったが、

病院勤務看護師数も増加しており、一定の成果があった。センターの支援

により勤務環境改善計画を策定する医療機関数は各医療圏１病院ずつ合

計３病院となったが、センターの機能についての周知不足や、病院内の体

制が十分に整わなかったことなどにより、新たに取組む病院が増えなかっ

た。事業説明会、研修会、病院訪問等を通じて、PDCA サイクルを活用して

勤務環境改善に向けた取組を行う意義、必要性を認識する病院を増やし、

単一職種ではなく、組織全体で検討を進めるなど、計画策定を行う医療機

関を増やし、目標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

 県医師会に委託することにより、医療機関の院長などトップに働きかけ

やすいため、効率的に取組みを進められる。また、委託内容を精査するこ

とで、経費を削減に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３７（医療分）】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,774 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児医療機関の診療時間外の小児の急な病気やケガに対応する医療体制

を整備しているが、軽症患者が殺到するなど、医療関係者の負担が過重に

なっており、負担軽減が必要。一方で、小児保護者が小児の急な病気やケ

ガの対応方法や医療機関を受診するかの判断等に困るケースがあり、小児

医療機関の診療時間外に専門の医療従事者に相談できる体制が必要。 

アウトカム指標： 

小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少： 

 Ｈ27 年度１７，９５１人／年→Ｈ29年度１７，０００人／年 

事業の内容 業者に委託して、小児の急な傷病に対する電話相談ができる体制を整備

する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

小児救急医療相談件数前年比１５％増 
（Ｈ２７：３，８０７件→Ｈ２９：４，３７０件） 

アウトプット指標（達成

値） 

小児救急医療相談件数前年度比５８％増 
（Ｈ２７年度：３，８０７件→Ｈ２９：６，０５８件） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少 

１７，９５１人／年（H27 年度）→２０，４０７人／年（H29 年度） 

（１）事業の有効性 

小児救急医療機関で受け入れる小児救急患者が増加しており、目標の達

成には至らなかったが、電話相談の対応時間の延長等により、相談件数が

大幅に増加しており、一定の効果が得られた。電話相談の周知及び事業を

継続的に実施することで、保護者の不安を軽減するとともに、軽症患者が

医療機関の診療時間外に受診することを抑制していくことで、目標の達成

を図る。 

（２）事業の効率性 

事業実施に当たり、入札実施にすることにより、コストの低下に努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３８（医療分）】 

歯科衛生専門学校の学生確保のためのＰＲ活動

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,355 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

歯科衛生士について、歯科医院のほか福祉・教育分野などでの必要性が高

まる一方で、県内における歯科衛生士の不足感は大きい。県内で唯一の歯

科衛生専門学校の入学者を増やすことにより、安定的・継続的な歯科衛生

士の確保を図っていく必要がある。 

アウトカム指標： 

県立歯科衛生専門学校の入学者の増（H29:26 人→H30：28 人） 

事業の内容 鳥取県立歯科衛生専門学校のテレビスポット CM（１５秒間）を民放放

送局により放映する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

放送局：民放２局 
放送期間：３ヶ月･･･月４０本（全１２０本放送） 
放送時期：体験入学、推薦入学、一般入学の各募集時期 

（７月、９月、１２月頃） 
アウトプット指標（達成

値） 

テレビスポット（全１２０本放送） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

・県立歯科衛生専門学校の入学者の増 ２６人（H29）→２６人（H30） 

・入学志願者数２５人（H28）→３１人（H30） 

（１）事業の有効性 

入学者増の目標には到達しなかったが、現役高校生のみならず、一般の

入学志願者が増加しており、ＣＭにより体験入学に参加される方がいるな

ど、一定の成果が得られた。引き続き、ＰＲを継続することで、学校の認

知度アップを図り入学者増につなげていく。 

（２）事業の効率性 

入試の時期だけでなく、体験入学等の機会もとらえて放送することで、

より多くの方に興味を持っていただく機会を提供した。また、テレビスポ

ットは基本的に同じものを使用することで、制作にかかる経費を削減して

いる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３９（医療分）】 

Ａｉセンター設置支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

0 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 国立大学法人鳥取大学 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

２０２５年に向けて高齢化が進展していく中で、在宅での独居高齢者等

の死亡の増加が懸念されることなどを踏まえ、異状死の遺体への円滑な

対応を支援するためのＡｉ（死亡時画像診断）センターを設置し、死因

究明等の推進のための医師を養成・確保する必要がある。 

 

アウトカム指標：在宅等で検案できる医師数 

１００人（H28 年）⇒１５０人（H31 年） 

事業の内容 実施主体がＡｉセンターを設置するのに必要な設備整備を支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

Ａｉセンターの設置：１箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

事業実施にあたり基金の活用なし 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

－ 

（２）事業の効率性 

－ 

その他  
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事業区分５：介護従事者の確保に関する事業 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 
事業名 【No.２（介護分）】 

介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置

等） 

【総事業費】 

128 千円 

事業の対象となる区

域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計

画） 

関係機関等との役割分担・連携等を進める協議会の開催 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

協議会の開催 年３回 

アウトプット指標（達

成値） 

介護人材確保対策協議会の開催 年２回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：介護人材確保の取組の充

実、効率的な事業実施につながった。 

（１）事業の有効性 
 介護の事業者団体、職能団体、養成施設、福祉人材センター、

介護労働安定センター、労働局、県商工労働部、県教育委員会等

が出席する協議会の開催により、現状の取組や課題、重点的に取

り組むべき内容等について関係者間で情報共有し、今後の役割分

担や連携等が確認できた。 
（２）事業の効率性 
 既存の県附属機関に協議会を設置し、検討内容に応じ関係機関

や有識者にオブザーバー参加してもらう方法により、効率的な執

行ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事

業 
事業名 【No.３（介護分）】 

人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度

実施事業 

【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） 介護人材の育成・定着に取り組む事業所の認証・評価制度の創設 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

制度創設に向けた会議の開催 年２回、認証制度（案）の策定 

アウトプット指標（達

成値） 

介護人材確保対策協議会を活用 年１回、認証制度の策定 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：－（平成３０年度から

鳥取県介護人材育成事業者認証評価制度を運用開始） 

（１）事業の有効性 
 介護の事業者団体、職能団体、養成施設、福祉人材センター、

介護労働安定センター、労働局、県商工労働部、県教育委員会等

が出席する協議会において、認証評価制度創設に向けて連携を

強化できた。 
（２）事業の効率性 
 介護人材確保対策協議会において当制度を検討し、効率的な

執行ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介

護の職場体験事業 
事業名 【No.４（介護分）】 

地域住民や学校の生徒に対する介護や介護

の仕事の理解促進事業 

【総事業費】 

17,407 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県社会福祉協議会、ｵｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝｹｱｺﾝﾃｽﾄ実行委員会、鳥取

県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） （平成 29 年度） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 

 （中高生に対する介護の仕事の理解促進） 

・介護や介護の仕事への理解促進を図る介護技術コンテスト

の開催支援 

・ケーブルテレビを活用した介護の仕事等の紹介番組の放送 

・働く介護家族等が受講しやすい時間、受講料等を設定した

「介護職員初任者研修」の開催支援（介護と仕事の両立に

役立つ情報提供） 

・介護離職防止を目的とした介護制度・サービスの理解を深

めるための企業内研修の開催支援 

・介護の仕事に対する偏ったイメージの払拭、魅力発信を行

う広報活動、フォーラムの開催 

（平成 30 年度） 

・介護離職防止を目的とした介護制度・サービスの理解を深

めるための企業内研修の開催支援 （再掲）平成 28 年度鳥

取県計画 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

（平成 29 年度） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 1 団

体 

・介護技術コンテスト 参加者 1,000 人 
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・働く介護家族が受講しやすい「介護職員初任者研修」開催 

5 課程 

・介護の理解を深める企業内研修の開催 50 回 

・ケーブルテレビでの介護の仕事等の紹介 3 局 70 回放送 

・介護人材魅力発信フォーラムの開催 参加者 400 人 

（平成 30 年度） 

・介護離職防止を目的とした介護制度・サービスの理解を深

めるための企業内研修の開催支援 （再掲）平成 28 年度

鳥取県計画 
アウトプット指標（達成

値） 

（平成 29 年度） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 1 団

体 

・介護技術コンテスト 参加者 2,119 人 

・働く介護家族が受講しやすい「介護職員初任者研修」開催 

3 課程 

・介護の理解を深める企業内研修の開催 19 回 

・ケーブルテレビでの介護の仕事等の紹介 3 局 997 回放送 

・介護人材魅力発信フォーラムの開催 参加者 500 人 

（平成 30 年度） 
・介護の理解を深める企業内研修の開催 44 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域住民や学生等の

介護や介護の仕事に対する理解が進んだ。 

（１）事業の有効性 
 県の事業とあわせ、介護の事業者団体、県社協、実行委員会

等の取組を支援することにより、地域住民の介護や介護の仕

事の理解促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事

業者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を

失することのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 
事業名 【No.５（介護分）】 

若者・女性・高年齢者など多様な世代を対

象とした介護の職場体験事業 

【総事業費】 

75 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケア

システムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37年12,193人(H24年10,097

人) 

事業の内容（当初計画） 夏休みにおける中高生の介護の仕事体験 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

中高生の体験参加者 100 人 

アウトプット指標（達成

値） 

中高生の体験参加者 98 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：参加者に対するアン

ケート調査結果「参加してよかった、とてもよかった」と回

答した者の割合 ９割以上 

（１）事業の有効性 
 現場での介護体験により、中高生の進路の一つとして介護

職員の参入促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 事業者団体や県教育委員会等の協力による中高生体験を

行い、効率的な執行ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 
事業名 【No.６（介護分）】 

介護未経験者に対する研修支援事業 
【総事業費】 

4,559 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 南部箕蚊屋広域連合、鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケア

システムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37年12,193人(H24年10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） （平成 29 年度） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 

（管内住民の介護職員初任者研修の受講支援） 

・「介護職員初任者研修」の受講料等支援及び就業支援 

（平成 30 年度） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 

（管内住民の介護職員初任者研修の受講支援、介護の入門

教室の開催等） 

・「介護職員初任者研修」の受講料等支援及び就業支援 （再

掲）平成 28 年度鳥取県計画 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

（平成 29 年度） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 15人 

・介護職員初任者研修の受講支援 120 人 

（平成 30 年度） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援（管内

住民の介護職員初任者研修の受講支援） 10 人 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援（介護

の入門教室の開催等） 50 人 

・介護職員初任者研修の受講支援 120 人 （再掲）平成 28 

年度鳥取県計画 
アウトプット指標（達成

値） 

（平成 29 年度） 

・地域住民の介護職員初任者研修修了者数 6 人 

・介護職員初任者研修の受講支援 68 人 
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（平成 30 年度） 

・介護職員初任者研修の受講支援 54 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：基本的な介護スキル

を身に着けた人材が増加した。 

（１）事業の有効性 
 介護職員初任者研修の受講支援により、基本的な介護スキ

ルを身に付けた人材の増加につながった。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事

業者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を

失することのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチ

ング機能強化事業 
事業名 【No.７（介護分）】 

多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じ

たマッチング機能強化事業 

【総事業費】 

9,613 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県社会福祉協議会、鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） （平成 29 年度） 

・就職支援コーディネーターによる求職者、求人事業者等とのき

め細やかなマッチング 

・求職者や新卒予定者を対象とした就職フェアの実施 

・学生の進路選択を支援するための説明会等の実施 

（平成 30 年度） 

・就職支援コーディネーターによる求職者、求人事業者等とのき

め細やかなマッチング （再掲）平成 28 年度鳥取県計画 

・学生の進路選択を支援するための説明会等の実施 （再掲）平

成 27 年度鳥取県計画 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

（平成 29 年度） 

・就職支援コーディネーターの配置、相談支援 １名 

・ジョブカフェの開催 ４回 

・就職フェアを通じた就職者数 35 人 

・学生に対する就職相談会の開催等による進路選択の支援 
（平成 30 年度） 

・就職支援コーディネーターの配置、相談支援 １名 （再掲）

平成 28 年度鳥取県計画 

・学生に対する就職相談会の開催等による進路選択の支援 （再

掲）平成 27 年度鳥取県計画 
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アウトプット指標（達

成値） 

（平成 29 年度） 
・就職支援コーディネーターの配置、相談支援 １名 

・ジョブカフェの開催 ２回 

・就職フェアを通じた就職者数 12 人 
・学生に対する就職相談会の開催等による進路選択の支援 ４件 
（平成 30 年度） 

・就職支援コーディネーターの配置、相談支援 １名 

・就職フェアを通じた就職者数 17 人 

・学生に対する就職相談会の開催等による進路選択の支援 ５件 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：就職支援コーディネー

ターの相談支援を通じて介護分野へ就職決定した数 54 人 

※ハローワーク取扱分を含む 

（１）事業の有効性 
 介護事業所・施設への就業に関する相談対応や就職支援、介護

職員との意見交換会の開催等により、参入促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 福祉人材センターを運営する県社協への委託により、求職者

及び求人事業所をマッチングさせる無料職業紹介と一体的に、

効率的な執行ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修 
事業名 【No.８（介護分）】 

多様な人材層に対する介護人材キャリアアッ

プ研修支援事業 

【総事業費】 

57,224 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県作業療法士会、鳥取県老人保健施設協会、介護職員や小

規模事業所のグループ、鳥取県看護協会・訪問看護事業所、鳥

取県社会福祉協議会、鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） （平成 29年度） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 

（キャリアアップ研修の開催等） 

・介護福祉士国家取得に向けた「介護職員実務者研修」の受講料支援 

・若手介護従事者のモチベーション向上と資質向上を図る研修の開催 

・複数の介護職員や小規模事業所のグループによる取組支援 

・事業所の職員全体のレベルアップに向けた介護福祉士養成施設教員

の派遣、研修 

・介護職員等に対する喀痰吸引等研修実施委員会の開催、研修の実施 

・介護職員等に対する喀痰吸引等研修の指導看護師等研修の実施 

・在宅医療・介護の連携のための多職種連携研修等の実施 

・新卒訪問看護師の育成モデルプログラム（２年目）の作成、同プログ

ラム（１年目）を活用した訪問看護師の育成支援 

・介護施設等の介護職員を対象とした実践的な技術・知識の習得や指導

者養成のための研修の実施 

（平成 30年度） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 

（キャリアアップ研修の開催等） 

・介護福祉士国家国家取得に向けた「介護職員実務者研修」の受講料支

援 （再掲）平成 27年度鳥取県計画 

・複数の介護職員や小規模事業所のグループによる取組支援 
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・事業所の職員全体のレベルアップに向けた介護福祉士養成施設教員

の派遣、研修 （再掲）平成 30年度鳥取県計画 

・介護職員等に対する喀痰吸引等研修実施委員会の開催・研修の実施

（再掲）平成 27 年度鳥取県計画 

・介護職員等に対する喀痰吸引等研修の指導看護師等研修の実施 （再

掲）平成 27 年度鳥取県計画 

・新卒訪問看護師の育成モデルプログラムを活用した訪問看護師の育

成支援 

・介護施設等の介護職員を対象とした実践的な技術・知識の習得や指導

者養成のための研修の実施 （再掲）平成 27年度鳥取県計画 

（平成 31年度） 

・介護福祉士国家国家取得に向けた「介護職員実務者研修」の受講料支

援 

・介護職員等に対する喀痰吸引等研修実施委員会の開催・研修の実施 

・介護職員等に対する喀痰吸引等研修の指導看護師等研修の実  

 施 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

（平成 29年度） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ４団体 

・介護職員実務者研修受講者 50 人 

・若手従業者のための介護の未来創造研修 ３回 

・介護職員・小規模事業所グループによる取組 ５グループ 

・介護福祉士養成施設教員の派遣を受けての全体研修参加者 

 25 回 500 人 

・喀痰吸引等を安全に行える介護職員等 580 人 

・喀痰吸引等研修の講師となり得る看護師等の養成 95 人 

・在宅医療・介護の連携のための多職種連携研修会 ７回 

・新卒訪問看護師の育成モデルプログラム（２年目）の作成 

・新卒の訪問看護師 １人 

・介護施設等の職員の専門スキルの向上 1,500 人 

（平成 30年度） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 5 団体 

・介護職員実務者研修受講者 60 人（再掲）平成 27 年度鳥取県計画 

・介護職員・小規模事業所グループによる取組 5 グループ 

・介護福祉士養成施設教員の派遣を受けての全体研修参加者 25 回 

500 人 （再掲）平成 30年度鳥取県計画 

・喀痰吸引等を安全に行える介護職員等 550 人 （再掲）平成 27 年度

鳥取県計画 

・喀痰吸引等研修の講師となり得る看護師等の養成 95 人 （再掲）平

成 27年度鳥取県計画 

・新卒の訪問看護師 5人 

・介護施設等の職員の専門スキルの向上 1,500 人 （再掲）平成 27年

度鳥取県計画 

（平成 31年度） 

・介護職員実務者研修受講者 60 人 

・喀痰吸引等を安全に行える介護職員等 550 人 
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・喀痰吸引等研修の講師となり得る看護師等の養成 95 人 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 29 年度） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ４団体 

・介護職員実務者研修受講者 51 人 

・若手従業者のための介護の未来創造研修 ２回 

・介護職員・小規模事業所グループによる取組 ４グループ 

・介護福祉士養成施設教員の派遣を受けての全体研修参加者 

 26 回 647 人 

・喀痰吸引等を安全に行える介護職員等 195 人 

・喀痰吸引等研修の講師となり得る看護師等の養成 45 人 

・在宅医療・介護の連携のための多職種連携研修会 ６回 

・新卒訪問看護師の育成モデルプログラム（２年目）の作成 

・新卒の訪問看護師 １人 

・介護施設等の職員の専門スキルの向上 1,312 人 

（平成 30 年度） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ３団体 

・介護職員実務者研修受講者 57 人 

・介護職員・小規模事業所グループによる取組 ４グループ 

・介護福祉士養成施設教員の派遣を受けての全体研修参加者 

19 回 409 人 

・喀痰吸引等を安全に行える介護職員等 249 人 

・新卒の訪問看護師 ２人 

・介護施設等の職員の専門スキルの向上 1,331 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：介護職員等の資質向上

につながった。 

（１）事業の有効性 
 県の事業とあわせ、県社協、介護の事業者団体、職能団体等

の取組を支援することにより、介護職員等の資質向上につなが

った。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事業

者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業（介護キャリア段位制度に対するアセッサー講習受講支援

事業） 
事業名 【No.９（介護分）】 

多様な人材層に対する介護人材キャリアアッ

プ研修支援事業（介護キャリア段位制度に対

するアセッサー講習受講支援事業） 

【総事業費】 

1,140 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県老人保健施設協会、鳥取県介護福祉士会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） 介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 

（介護キャリア段位制度アセッサー講習の受講料支援） 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援  ２団体 
・アセッサー講習修了者 150 人 

アウトプット指標（達

成値） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援  ２団体 
・アセッサー講習修了者 43 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：アセッサー講習修了者の

増加により介護職員の処遇改善・職場環境改善が進んだ。 

（１）事業の有効性 
 アセッサー講習の受講料支援により、アセッサー育成が促進さ

れた。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事業者

団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研

修支援事業（介護支援専門員資質向上事業） 
事業名 【No.１０（介護分）】 

多様な人材層に対する介護人材キャリアア

ップ研修支援事業（介護支援専門員資質向

上事業） 

【総事業費】 

28,253 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県介護支援専門員連絡協議会、鳥取県社会福祉協議会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連

携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステム

の構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） ・ケアプラン点検支援（連絡協議会の介護支援専門員が保険者

に同行し助言・指導を行う） 

・初任段階介護支援専門員支援（主任介護支援専門員の事業所

訪問による助言指導） 

・介護支援専門員研修の実施（実務・更新・主任・主任更新） 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・ケアプラン点検支援 15 回 

・初任段階介護支援専門員支援 ９事業所×３回 

・介護支援専門員研修 590 人 
アウトプット指標（達成

値） 

・ケアプラン点検支援 ２回 

・初任段階介護支援専門員支援 ３回×４事業所、６回×２事

業所 

・介護支援専門員研修受講者 670 人 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護支援専門員の資質

向上につながった。 

（１）事業の有効性 
 県社協及び介護支援専門員協会による法定研修やケアプラン

点検の実施等により、地域全体の介護支援専門員の資質向上に

つながった。 
（２）事業の効率性 
 法定研修を行うとともに、介護支援専門員協会の事務局を置

く県社協により、効率的な実施ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）潜在介護福祉士の再就職促進事業業 
事業名 【No.１１（介護分）】 

潜在介護福祉士の再就職促進事業 
【総事業費】 

1,099 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県社会福祉協議会、鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） ・介護の事業者団体等の潜在介護福祉士の再就職促進の取組 

 （離職介護福祉士等届出制度施行に伴う制度周知） 

・離職介護福祉士等届出制度等に係るシステム利用 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・制度運用マニュアルの制定及び県内介護事業所への周知 

1,100 事業所 
アウトプット指標（達成

値） 

・制度運用マニュアルの制定及び県内介護事業所への周知 

615 事業所 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：離職介護福祉士等届

出制度の認知度が向上した。 

（１）事業の有効性 
 介護事業所、介護事業所を経営する法人、介護福祉士会及び

各介護事業者団体等に啓発チラシを配布するほか、ラジオＣ

Ｍ、ホームページ、広報誌で届出制度を紹介することにより、

制度の認知度向上につながった。 
（２）事業の効率性 
 福祉人材センターを運営する県社協に対し補助すること

で、効率的に実施することができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 
事業名 【No.１２（介護分）】 

認知症ケアに携わる人材の育成のための研

修事業 

【総事業費】 

15,796 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援チーム及び認知症地域

支援推進員の設置 全市町村 19(平成 30 年 4 月) 

事業の内容（当初計画） （平成 29年度） 

・認知症初期集中支援チーム員研修への受講派遣 

・認知症サポート医養成研修への受講派遣 

・認知症サポート医相互の症例検討等を行うフォローアップ研修 

・認知症地域支援推進員研修への受講派遣 

・かかりつけ医の認知症対応力向上研修及び症例検討会 

・地域で主体的に認知症予防に取り組むためのリーダーの養成 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 

・歯科医師の認知症対応力向上研修 

・薬剤師の認知症対応力向上研修 

・看護職員の認知症対応力向上研修 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修、

管理者研修、開設者研修、計画作成担当者研修 

・認知症介護指導者フォローアップ研修への受講派遣 

（平成 30年度） 

・認知症初期集中支援チーム員研修への受講派遣 

・認知症サポート医養成研修への受講派遣 （再掲）平成 27 年度

鳥取県計画 

・認知症サポート医相互の症例検討等を行うフォローアップ研修 

・認知症地域支援推進員研修への受講派遣 

・かかりつけ医の認知症対応力向上研修及び症例検討会 （再掲）

平成 27 年度鳥取県計画 

・地域で主体的に認知症予防に取り組むためリーダーの養成 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 

・歯科医師の認知症対応力向上研修 

・薬剤師の認知症対応力向上研修 
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・看護職員の認知症対応力向上研修 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修、

管理者研修、開設者研修、計画作成担当者研修 （再掲）平成 27

年度鳥取県計画 

・認知症介護指導者フォローアップ研修への受講派遣 （再掲）平

成 27 年度鳥取県計画 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

（平成 29年度） 

・認知症初期集中支援チーム員研修への受講派遣 10 人 

・認知症サポート医養成研修への受講派遣 10 人 

・認知症サポート医フォローアップ研修 1 回  

・認知症地域支援推進員研修への受講派遣 5人 

・かかりつけ医の認知症対応力向上研修及び症例検討会 13 回 

・地域の認知症予防リーダー養成 ３回 

・病院勤務の医療従事者研修 2回、歯科医師、薬剤師、看護職員

の認知症対応力向上研修 各 1回 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修 

120 人 

・認知症介護サービス事業者管理者研修 80 人 

・認知症介護サービス事業者開設者研修 15 人 

・認知症介護サービス事業者計画作成担当者研修 45 人 

・認知症介護指導者フォローアップ研修への受講派遣 2人 

（平成 30年度） 

・認知症初期集中支援チーム員研修への受講派遣 5 人 

・認知症サポート医養成研修への受講派遣 10 人 （再掲）平成 27

年度鳥取県計画 

・認知症サポート医フォローアップ研修 1 回  

・認知症地域支援推進員研修への受講派遣 5人 

・認知症地域支援推進員研修への受講派遣 5人 

・かかりつけ医の認知症対応力向上研修及び症例検討会 9 回 （再

掲）平成 27 年度鳥取県計画 

・地域の認知症予防リーダー養成 3 回 

・病院勤務の医療従事者研修 2 回、歯科医師、薬剤師、看護職員

の認知症対応力向上研修 各 1回 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修 

120 人 （再掲）平成 27年度鳥取県計画 

・認知症介護サービス事業所管理者研修 80 人 （再掲）平成 27 年

度鳥取県計画 

・認知症介護サービス事業者開設者研修 15 人 （再掲）平成 27 年

度鳥取県計画 

・認知症介護サービス事業者計画作成担当者研修 45 人 （再掲）

平成 27 年度鳥取県計画 

・認知症介護指導者フォローアップ研修への受講派遣 3人 （再 

掲）平成 27 年度鳥取県計画 
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アウトプット指標（達成

値） 

（平成 29年度） 

・認知症初期集中支援チーム員研修への受講派遣 10 人 

・認知症サポート医養成研修への受講派遣 9人 

・認知症サポート医フォローアップ研修 1 回  

・認知症地域支援推進員研修への受講派遣 5人 

・かかりつけ医の認知症対応力向上研修及び症例検討会 13 回 

・地域の認知症予防リーダー養成 3 回 

・病院勤務の医療従事者の認知症対応力向上研修 2 回 

・歯科医師の認知症対応力向上研修 1回 

・薬剤師の認知症対応力向上研修 1 回 

・看護職員の認知症対応力向上研修 1回 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修 

 125 人 

・認知症介護サービス事業者管理者研修 70 人 

・認知症介護サービス事業者開設者研修 12 人 

・認知症介護サービス事業者計画作成担当者研修 51 人 

・認知症介護指導者フォローアップ研修への受講派遣 2人 

（平成 30年度） 

・認知症初期集中支援チーム員研修への受講派遣 5 人 

・認知症サポート医養成研修への受講派遣 10 人 

・認知症サポート医フォローアップ研修 1 回  

・認知症地域支援推進員研修への受講派遣 5人 

・かかりつけ医の認知症対応力向上研修及び症例検討会 12 回 

・地域の認知症予防リーダー養成 4 回 

・病院勤務の医療従事者の認知症対応力向上研修 2 回 

・歯科医師の認知症対応力向上研修 1回 

・薬剤師の認知症対応力向上研修 1 回 

・看護職員の認知症対応力向上研修 1回 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修 

 140 人 

・認知症介護サービス事業者管理者研修 65 人 

・認知症介護サービス事業者開設者研修 11 人 

・認知症介護サービス事業者計画作成担当者研修 45 人 

・認知症介護指導者フォローアップ研修への受講派遣 3人 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：認知症初期集中支援

チーム及び認知症地域支援推進員の設置 19 市町村(平成 30

年 4 月)  

（１）事業の有効性 
 研修会の開催、中央研修への派遣等により認知症初期集中

支援チームの体制整備が図られるとともに、認知症高齢者に

対するケアの向上につながった。 
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（２）事業の効率性 
 医師会、看護協会等職能団体等に委託することにより、効率

的な執行ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質

向上事業 
事業名 【No.１３（介護分）】 

地域包括ケアシステム構築に資する人材育

成・資質向上事業 

【総事業費】 

4,492 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：地域ケア会議の実施、生活支援コーディネー

ターの配置 全市町村 19(平成 30 年 4 月) 

事業の内容（当初計画） （平成 29 年度） 

・地域包括支援センター機能強化に向けた初任者研修 

・地域ケア会議の普及・充実に向けた広域支援員・専門職の

派遣、実務者研修 

・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成研修、意見交換会、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣、

担い手育成支援（グループワーク） 

・対人援助業務のスキルアップ・機能強化研修、連携強化研修 

（平成 30 年度） 

・対人援助業務のスキルアップ・機能強化研修、連携強化研修 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

（平成 29 年度） 

・地域包括支援センター機能強化に向けた初任者研修 １回 

・地域ケア会議の広域支援員派遣 13 回、専門職の派遣 79

回、   

実務者研修 １回 

・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成研修 ３回、意見交換会 １回、 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣 ６回、担い手育成支援 19 か所 

・対人援助業務のスキルアップ・機能強化研修、連携強化研修 

各３回 

（平成 30 年度） 

・対人援助業務のスキルアップ・機能強化研修、連携強化研修 

各３回 
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アウトプット指標（達成

値） 

（平成 29 年度） 

・地域包括支援センター機能強化に向けた初任者研修 １回 

・地域ケア会議の広域支援員派遣 １回、専門職の派遣 61

回、実務者研修 １回 

・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成研修 ２回、意見交換会 ４回、ｱﾄﾞ

ﾊﾞｲｻﾞｰ派遣 ５回、担い手育成支援 ５か所 

・対人援助業務のスキルアップ・機能強化研修、連携強化研修 

３圏域×各３回 

（平成 30 年度） 

・対人援助業務のスキルアップ・基礎研修 ３圏域×各２回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：地域ケア会議の実施、

生活支援コーディネーターの配置 19市町村(平成30年4月) 

（１）事業の有効性 
 地域ケア会議広域支援員の派遣、研修会の開催等により、地

域包括支援センター職員等の資質向上につながった。 
（２）事業の効率性 
 相談支援業務のノウハウを持つ団体への委託により、効率

的な研修が実施できた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 
事業名 【No.１４（介護分）】 

権利擁護人材育成事業 
【総事業費】 

7,629 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取市、米子市、倉吉市、鳥取県社会福祉協議会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：市民後見人の配置による高齢者支援制度の

構築 全圏域３ 

事業の内容（当初計画） ・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 

 （市民後見人の養成、活動支援、成年後見制度に関する広報・ 

普及啓発） 

・生活支援員の資質向上・育成のための研修 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ３団体 

・市民後見人の養成 15 人（研修受講者 50 人） 

・成年後見制度の普及シンポジウム参加者 200 人 

・生活支援員の資質向上・育成のための研修 30 人×３回 
アウトプット指標（達成

値） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ３団体 

・市民後見人の養成 33 人（研修受講者 41 人） 

・成年後見制度の普及シンポジウム参加者 137 人 

・生活支援員の資質向上・育成のための研修 68 人 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：認知症高齢者等が安

心・安全に暮らせる地域づくりが進んだ。 

（１）事業の有効性 
 市民後見人養成やシンポジウム開催により、成年後見制度

の体制整備、利用促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 小規模市町村が単独で実施することが困難ことより、３市

において周辺市町村の住民も参加可能とし、効率的な執行が

できた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護予防の推進に資する OT、PT、ST 指導者育成事

業 
事業名 【No.１５（介護分）】 

介護予防の推進に資する OT、PT、ST 指導

者育成事業 

【総事業費】 

3,269 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 山陰言語聴覚士会、鳥取県作業療法士会、鳥取県理学療法士

会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：地域リハビリテーション活動支援事業の実

施 全市町村 19 

事業の内容（当初計画） 介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援  

（職能団体による介護予防推進のための指導者育成研修の開

催） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ３団体 

アウトプット指標（達成

値） 

介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ３団体 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域ケア会議等で効

果的な助言等を行うリハビリテーション専門職の養成が進ん

だ。 

（１）事業の有効性 
 リハビリ職能団体による研修会開催により、職種に適した

介護予防推進のための指導者育成ができた。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事

業者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を

失することのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度導入支

援 
事業名 【No.１６（介護分）】 

新人介護職員に対するエルダー、メンター制

度導入支援 

【総事業費】 

3,991 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 介護労働安定センター鳥取支部 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連

携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステム

の構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） 介護の事業者団体等の労働環境・処遇の改善の取組支援  

（エルダー・メンター制度導入促進研修等） 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 １団体 

アウトプット指標（達

成値） 

介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 １団体 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：離職率の減少（H29：

12.2%） 

H30 介護労働安定実態調査結果によるため観察できなかった。  

（１）事業の有効性 
 エルダー・メンター制度の導入促進を図ることにより、新人介

護職員の早期離職防止と定着促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 介護労働安定センターに対し補助することで、効率的に実施

することができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 
事業名 【No.１７（介護分）】 

管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促

進事業 

【総事業費】 

7,092 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 介護労働安定センター鳥取支部、鳥取県民間介護事業者協議会、

鳥取県社会福祉協議会、鳥取県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） （平成 29 年度） 

・介護の事業者団体等の勤務環境改善の取組支援 

（労働法規、人事制度、賃金体系等の各種制度の理解促進を図る

管理者向け研修） 

・介護事業所の処遇改善に繋がる取組事例等の情報共有研修会 

・介護職員が定着しやすい職場環境改善研修 

（平成 30 年度） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援  

（管理者等に対する労働法規、人事制度、賃金体系等の研修） 

・介護職員が定着しやすい職場環境改善研修 （再掲）平成 27 年

度鳥取県計画 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

（平成 29 年度） 

・介護の事業者団体等の労働環境改善の取組支援 １団体 

・介護事業所の運営等情報共有研修会 ３回 

・介護職員が定着しやすい職場環境改善研修参加者 200 人  

・事業所管理者の労働法規に関する理解促進研修会 200 人 

（平成 30 年度） 

・介護の事業者団体等の管理者等に対する雇用管理改善方策普

及・促進の取組支援 1 団体 研修開催回数 5 回 

・介護職員が定着しやすい職場環境改善研修参加者 200 人 

（再掲）平成 27 年度鳥取県計画 
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アウトプット指標（達

成値） 

（平成 29 年度） 

・介護の事業者団体等の労働環境改善の取組支援 ２団体 

・介護事業所の運営等情報共有研修会 ２回 

・介護職員が定着しやすい職場環境改善研修参加者 83 人  

・事業所管理者の労働法規に関する理解促進研修会 188 人 

（平成 30 年度） 

・介護職員が定着しやすい職場環境改善研修参加者 74 人 

・事業所管理者の労働法規に関する理解促進研修会 207 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：離職率の減少（H29：

12.2%） 

H30 介護労働安定実態調査結果によるため観察できなかった。 

（１）事業の有効性 
 介護報酬処遇改善加算取得講座や介護分野等におけるＩＣＴ

の活用事例研修会の開催により、処遇改善・職場環境改善につな

がった。 
（２）事業の効率性 
 外部講師を招へいした講座の開催等により、効率的な執行が

できた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事

業（介護ロボット導入支援事業） 
事業名 【No.１６（介護分）】 

管理者等に対する雇用管理改善方策普及・

促進事業（介護ロボット導入支援事業） 

【総事業費】 

3,079 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 介護サービス事業者 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

        離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） 介護ロボットの導入支援 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

（平成 29 年度） 

介護ロボットの導入 10 台 

（平成 30 年度） 

介護ロボットの導入 20 台 （再掲）平成 28 年度鳥取県計画 
アウトプット指標（達成

値） 

（平成 29 年度） 

介護ロボットの導入 10 台 

（平成 30 年度） 
介護ロボットの導入 42 台 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：離職率の減少（H29：

12.2%） 

H30 介護労働安定実態調査結果によるため観察できなかった。 

（１）事業の有効性 
 介護ロボットの導入支援により、働きやすい職場づくりに

つながった。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、補

助事業者に対する補助金交付手続き等迅速に行い、事業効果

を失することのないよう努めた。 
その他  
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

事後評価の実施にあたって、都道府県計画に記載した「事後評価の方法」に記載した事項

について、記載どおりの手続きを行ったかどうかを記載。 

 

【医療分】 
 ☑ 行った 
（平成２８年度実施状況） 

  ・平成３０年３月１４日 鳥取県地域医療対策協議会において議論 
  ・平成３０年３月２３日 鳥取県医療審議会において議論 
  
☑ 行った 
（平成２９年度実施状況） 

  ・平成３０年１２月１１日 鳥取県地域医療対策協議会において議論 
  ・平成３０年１２月１４日 鳥取県医療審議会において議論 
 
☑ 行わなかった 
（平成３０年度実施状況） 

平成３０年度実施事業の事後評価については、令和元年度下期開催予定の鳥取

県医療審議会及び鳥取県地域医療対策協議会で議論する予定 
 
【介護分】 
☑ 行った 
（平成２８年度実施状況） 

  ・平成２９年３月２７日 鳥取県介護人材確保対策協議会において議論 
（平成３０年度実施状況） 

  ・平成３１年３月１８日 鳥取県介護人材確保対策協議会において議論 
 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 事後評価の方法に記載した審議会等の意見を聞いた際に指摘された主な内容を記載する

とともに、内容の末尾に審議会等名とその開催日時を記載すること。なお、主な内容につい

ては、審議会等の議事概要の添付も可とする。 

 

審議会等で指摘された主な内容 
・特に指摘なし 
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２．目標の達成状況 

 
平成28年度鳥取県計画に規定する目標を再掲し、平成30年度終了時における目標の達成

状況について記載。 

 
■鳥取県全体 
１ 目標 

鳥取県においては、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介

護従事者の確保と資質の向上等の課題を解決し、医療や介護が必要な者が、地域にお

いて安心して生活できるよう以下を目標に設定する。 
 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

高齢化が進む中で医療機関が機能分担し、連携して必要な医療を適切な場所で提

供できる体制を整備する。 
（ア）急性期医療だけでなく、回復期・慢性期の医療を提供 
（イ）精神科医療をはじめ、入院医療から地域生活への移行を推進 
（ウ）医療機関（医科、歯科）、訪問看護ステーション、薬局、福祉サービスを行

う機関の相互の連携を深め、災害時の連携にも対応 
 
【定量的な目標値】 
  （平成３０年計画） 
・急性期病床から回復期病床等への病床転換 １２０床 

 
② 居宅等における医療の提供に関する目標 

   希望すれば在宅で療養できる地域の実現に向け、在宅医療（歯科・薬科を含む。）

を推進する。 
    （ア）在宅医療を調整する拠点を整備し、在宅医療を提供する機関の連携や多職種

の連携を強化（ただし、市町村の範囲を超える事業が対象） 
    （イ）在宅医療を担う機関を整備・充実するとともに、人材を確保・育成 
    （ウ）かかりつけ医を持つこと、医療機関の機能分担、在宅医療などを住民へ啓発 
 
 【定量的な目標値】 

  ・在宅療養支援診療所の数 ５か所 

  ・訪問看護師の新規雇用者数 １５人 

 
③ 介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステム構築に向けて、地域の実情に応じた地域密着型サービス
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施設等の整備を行う。 
（ア）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等への支援 
（イ）介護療養型医療施設から老人保健施設等への転換整備に対する支援 

 【定量的な目標値】     
・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修 
２０２床を整備 

   ・介護療養型医療施設から介護医療院への転換１４６床を整備 
 〈県東部〉0床（0か所）→ 146 床（2か所）（再掲）平成２７年度鳥取県計画 

 

  ④ 医療従事者の確保に関する目標 
継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療人材の育成・定着を進める。 

    （ア）質の高い医療人材を養成・確保 
    （イ）高度・多様化する医療に対応できる医療人材のキャリア形成 
    （ウ）就労環境の整備・改善などにより医療従事者等の負担軽減及び定着促進 
 

【定量的な目標値】 

  ・病院勤務医師数 H28：1,116 人 → H30 年度：1,164 人 

1088 人(H26 計画策定時点) → 1,114 人(H27 計画策定時点) 

→1,116 人(H28 計画策定時点) →1,137 人(H30 計画策定時点) 

→1,164 人(H30 年度目標) 

  ・病院勤務看護職員数 H28：5,394 人 → H30 年度：5,757 人 

5,337 人(H27 計画策定時点) → 5,394 人(H28 計画策定時点)  
→5,534 人(H30 計画策定時点)→5,757 人(H30 年度目標) 

（平成３０年計画） 
・女性医師数の増加 172 人（H29 年）→179 人（H30 年度） 
・鳥取大学医学部附属病院の産婦人科の医療スタッフの時間外勤務時間数の縮減 

前年比△１０％ ※平成 29 年度：１人あたり 114 時間／年 
・歯科衛生士の復職者数：２名以上（平成 29 年度：２名） 
・看護実習指導者の養成４０人（毎年度） 
・新人看護職員の離職率の低下 

新卒者の離職率４．５％（H30 年度）※４．８％（H28 年度） 
・４疾病における死亡数の減少（人口１０万人当たり 計５５０人） 

※平成２８年度：５５４人 
・県内臨床研修病院のマッチング者数の増加 

H29（H30 年研修開始）39 人→H30（H31 年度研修開始）43 人 
・小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少 

17,000 人／年（H28 年度：20,407 人／年） 
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 ⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
継続した介護提供体制の確保に向け、介護人材の確保と質の高い介護人材の育

成・定着を進めるとともに、地域ぐるみで高齢者を支援するため介護専門職と住民

ボランティア等の役割分担を進めていく。 
（ア）介護現場での人材の確保（就労者数の増、離職者数の減、スキルアップ） 
（イ）地域包括ケアを支える人材の養成 

 
【定量的な目標値】 

・介護事業所で働く介護職員数 H24:10,097 人 →H37:12,193 人 

・離職率 H20-24(5 年間平均):16.1% →15%以内 

 
２ 計画期間 
  平成２８年度～平成３１年度 
 
□鳥取県全体（達成状況） 

【医療分】 

平成２８年度実施状況 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

１）目標の達成状況 

地域医療構想達成のために必要な回復期病床等を２３床整備した。 

２）見解 

   病床転換及びそれに伴う施設設備整備に対する支援を行うことで、病床機能分

化・連携の推進に一定程度つながった。 

３）目標の継続状況 

  ☑ 平成29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

１）目標の達成状況 

・県内１１事業所に対して訪問診療等に必要な設備等の整備を行った。 

・訪問看護師が新たに２２人雇用された。 

 ２）見解 

   訪問看護師の養成支援や医療機関に訪問診療等に必要な施設・設備整備を行う

ことにより、在宅医療提供体制の強化に一定程度つながった。 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 平成29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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④ 医療従事者の確保に関する目標 
１）目標の達成状況 

・病院勤務医師数が 1,114 人（H27）より 2 人増加し、1,116 人となった。 
・病院勤務看護師数が 5,337 人（H27）より 57 人増加し、5,394 人となった。 

 ２）見解 

   医師の勤務環境改善の取り組みや看護職員確保のための看護師養成所等への支

援により、医療人材の育成・定着に一定程度つながった。 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 平成29年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成29年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

平成２９年度実施状況 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

１）目標の達成状況 

・地域医療構想達成のために必要な回復期病床等が８８床整備された。 

 平成２８年度 平成２９年度 増減 

高度急性期 ８９６床 ８８６床 １０床減 

急性期 ３，１６１床 ３，０８４床 ７７床減 

回復期 １，０７２床 １，１６０床 ８８床増 

慢性期 １，８５４床 １，８６２床 ８床増 

（病床機能報告（各年7月1日現在）） 

２）見解 

目標値には到達していないが、病床転換及びそれに伴う施設設備整備に対する

支援を行うことで、回復期等への転換は進んでおり、病床機能分化・連携の推進

に一定程度つながっている。 

 ３）改善の方向性 

医療機関が将来の医療機能を自主的に判断するための検討材料の提供など、各

圏域地域医療構想調整会議における議論を活発化させ、連携を図りながら具体的

な取り組みについて協議していく。 

４）目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

１）目標の達成状況 

・在宅療養支援診療所数が６２（H24）より１５増加し、７７（H29）となっ

た。 

・県内１５事業所に対して訪問診療等に必要な設備等の整備を行った。 
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・訪問看護師が新たに２５人雇用された。 

２）見解 

訪問看護師の養成支援や医療機関に訪問診療等に必要な施設・設備整備を行う

ことにより、在宅医療提供体制の強化に一定程度つながっている。 

３）改善の方向性 

在宅医療を担う医療機関等への支援を継続することで、在宅医療の提供体制の

整備を推進していく。 

４）目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 
１）目標の達成状況 

・病院勤務医師数が 1,116 人（H28）より 21 人増加し、1,137 人（H29）となった。 
・病院勤務看護師数が 5,394 人（H28）より 140 人増加し、5,534 人（H29）とな

った。 
 ２）見解 

   医師の勤務環境改善の取り組みや看護職員確保のための看護師養成所等への支

援により、医療人材の育成・定着に一定程度つながった。 

 ３）改善の方向性 

医療従事者の確保に向けた取り組みを継続することで、着実に医療従事者の確

保・定着を推進していく。 

４）目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

平成３０年度実施状況 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

１）目標の達成状況 

・回復期病床が９７床増となった。 

 平成２９年 平成３０年 増減 

高度急性期 ８８６床 ８６６床 ２０床減 

急性期 ３，０８４床 ２，９６２床 １２２床減 

回復期 １，１６０床 １，２５７床 ９７床増 

慢性期 １，８６２床 １，８５４床 ８床減 

（病床機能報告（各年7月1日現在）） 

２）見解 

目標には到達していないが、医療機関における病床転換及びそれに伴う施設設
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備整備に対する支援を行うことなどを通じて、急性期病床から回復期病床等への

転換が進むとともに、機能強化が図られていることから、病床機能分化・連携の

推進に一定の効果が得られている。 

 ３）改善の方向性 

医療機関が将来の医療機能を自主的に判断するための検討材料の提供など、各

圏域地域医療構想調整会議における議論を活発化させ、連携を図りながら具体的

な取り組みについて協議し、それらに基づき必要な医療機関の病床転換・機能強

化に対する支援をしていくことで目標達成を図る。 

４）目標の継続状況 

  ☑ 令和元年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和元年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 
１）目標の達成状況 

・女性医師数の増加：172 人（H29 年）→171 人（H30 年度） 
・鳥取大学医学部附属病院の産婦人科の医療スタッフの時外勤務時間数の縮減： 

前年比△１０％（１人あたり 98.7 時間／年）※平成 29 年度：114 時間／年 
・歯科衛生士の復職者数：０名（平成 29 年度：２名） 

※代替指標：歯科衛生士への復帰希望者数：３名 
・看護実習指導者の養成３４人 
・新人看護職員の離職率の低下：４．７％（H30 年度）※４．８％（H28 年度） 
・４疾病における死亡数の減少（人口１０万人当たり 計５５２人）（H29.10） 

※平成２８年度：５５４人 
 → 鳥取県人口動態調査（30 年調査結果が未公表のため 29 年調査結果による。） 
・県内臨床研修病院のマッチング者数の増加： 

H29（H30 年研修開始）39 人→H30（H31 年度研修開始）41 人 
・小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少： 

17,866 人／年（H30 年度）※20,407 人／年（H28 年度） 
 ２）見解 

 「女性医師数」については、出産・育児等に係る休暇取得者が一定数みられた

ことから減少しており、目標には到達していない。病院勤務医師数に占める女

性医師数は、H28 年（158 人）と比べると、H29 は 172 人、H30 は 171 人と

増加しており、これまでの取り組みなどを通じて一定の効果が得られている。 
 「鳥取大学医学部附属病院の産婦人科の医療スタッフの時外勤務時間数の縮

減」については、１人あたり 114 時間／年（平成 29 年度）から 98.7 時間／年

（平成 30 年度）に削減しており、目標を達成した。 
 「歯科衛生士の復職者数」については、歯科衛生士として再就職に前向きな者

が３名いるものの、就職には至っていないため、目標には到達していない。 
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 「看護実習指導者の養成」については、目標である４０人には到達しなかった

が、養成数は３４人であり、概ね目標達成されたものと考える。「新人看護職員

の離職率の低下」については、目標には到達できなかったが、基準値（４．８％）

より離職率が低下している。鳥取県の新卒看護職員の離職率は全国平均 7.5％
（H29）と比べてもかなり低い水準である。主な離職理由として、「健康」31％、

「進学・他分野への転向」19％、「結婚・転居」19％など本人に起因するものと

なっており、一定数の離職はやむを得ないと考えられる。 
 「４疾病における死亡数の減少」については、H30 鳥取県人口動態調査の結果

が公表されていないため、目標の達成を確認できなかった。H29 の調査結果で

は、人口 10 万人あたり５５４人（H28）→５５２人（H29）となり、減少して

いる。 
 「県内臨床研修病院のマッチング者数」については、初期臨床研修医数が２名

増加したものの、県外出身者の中には地元での初期臨床研修を希望する者も多

くいることから増加数が伸び悩み、目標には到達しなかった。 
 「小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少」については、目標には到

達していないが、20,407 人／年（H28 年度）、19,823 人／年（H29 年度）から

17,866 人／年（H30 年度）と減少しており、一定の効果が得られている。 
 

 ３）改善の方向性 

医療従事者の確保に向けた取り組みを継続することで、着実に医療従事者の確

保・定着を推進していく。 

 「女性医師数」については、県内病院における女性医師が働きやすい職場環境

を整備の継続及び、出産・育児等による休職者に対応した就業支援により、女

性医師の就業を支援し、目標の達成を図る。 
 「歯科衛生士の復職者数」については、事業周知を図ることで参加者を増やす

とともに、すぐに仕事復帰に至らないケースもあるため、再就職希望者に対す

る継続的なフォローアップを行うことで仕事復帰につなげ、目標の達成を図る。 
 「看護実習指導者の養成」については、開催場所（参加者の利便性）や、長期

研修のため早めに派遣施設と調整することなどで受講者を確保し、目標の達成

を図る。 
 「新人看護職員の離職率の低下」については、医療事故への不安や責任を理由

とする離職がなかったため、引き続き看護教育の充実を図り、実務に適用でき

る人材育成を進める。また、一定数の離職が発生することはやむを得ず、年度

により若干のバラツキがあるなど、離職率の低下には一定の限界があるため、

目標の見直しを検討していく。 
 「４疾病における死亡数の減少」については、平成 28 年度より死亡数が減少し

ているが、短期的に効果がでるものではないため、継続的に実施していくこと

で、医療機関の連携強化、医師等の医療従事者の資質向上を支援していく。 
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 「県内臨床研修病院のマッチング者数の増加」については、県外出身者を中心

に県外医療機関での初期臨床研修を希望する医学生が一定数みられることか

ら、引き続き指導医増加による県内臨床研修病院の魅力向上に加え、県と県内

臨床研修病院が連携した取り組みによる本県の初期臨床研修の魅力向上を図る

とともに、奨学生に対する地域医療への貢献義務について個別面談による意識

付けなど県内定着に向け臨床研修環境・体制の充実を図るにより、目標の達成

を図る。 
 「小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少」については、子育て世帯

に対する効果的な周知方法を検討し、小児電話相談窓口の周知による利用促進、

かかりつけ医を持つことの普及と併せ、小児救急ハンドブックの配布など医療

機関の適正受診を周知することで、目標の達成を図る。 
４）目標の継続状況 

  ☑ 令和元年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和元年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

【介護分】 

③ 介護施設等の整備に関する目標 
１）目標の達成状況 

（ア）地域密着型サービス施設等の整備への助成 

  ・認知症対応型デイサービスセンター 

（平成 28 年度） 

   実施主体と空き家の元所有者との間で調整がつかず事業中止 

（イ）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等への支援 

（平成 28 年度） 

既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修 
１８４床を整備した。 

２）見解 

既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等への支援を行うことで、居住

環境の改善につながった。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
（ア）介護現場での人材の確保（就労者数の増、離職者数の減、スキルアップ） 
１）目標の達成状況 

・介護事業所で働く介護職員数 

H26:10,136人 → H27:10,900人（+764人） → H28:10,667（△233人） 

（出典：介護サービス施設・事業所実態調査） 

・離職率 

H20-24(5年間平均)16.1% →H25-H29（5年間平均）14.3% 
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（出典：介護労働実態調査） 

 ２）見解 

介護の認知度・イメージアップに向けた広報、職場体験、キャリアアップ研修

の支援、労働環境・処遇の改善に向けた専門職派遣により、介護人材確保に一定

程度つながった。 

（イ）地域包括ケアを支える人材の養成 
１）目標の達成状況 

 認知症サポート医10名、地域包括ケア推進リーダー4名、介護予防推進リーダー

4名を養成した。 

 ２）見解 

研修会の開催、専門職の派遣等により、地域の多様な人材の育成に一定程度つな

がった。 

 

【医療分】 

■県東部（目標と計画期間） 

１ 県東部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
県東部では、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従事

者の確保と資質の向上等の課題が存在しており、これらの課題の解決に向け精力的に

取り組む。 
２ 計画期間 
  平成２８年度～平成３０年度 
□県東部（達成状況） 

 県東部の達成状況は、県全体に準じる。 

 

【介護分】 

■県東部（目標と計画期間） 

○介護施設等の整備 
（イ）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等への支援 
（平成 28 年度） 

・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修 
８４床を整備 

 計画期間：平成２８年度～平成３１年度 

■県東部（達成状況） 

○介護施設等の整備 
（イ）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等への支援 
（平成 28 年度） 

・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修 
７６床を整備 
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 計画期間：平成２８年度～平成３１年度 

【医療分】 

■県中部（目標と計画期間） 

１ 県中部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
県中部では、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従事

者の確保と資質の向上等の課題が存在しており、これらの課題の解決に向け精力的に

取り組む。 
２ 計画期間 
  平成２８年度～平成３０年度 
□県中部（達成状況） 

 県中部の達成状況は、県全体に準じる。 

 

【介護分】 

■県中部（目標と計画期間） 

○介護施設等の整備 
 整備計画なし 

 

□県中部（達成状況） 

○介護施設等の整備 
 整備計画なし 
 
【医療分】 

■県西部（目標と計画期間） 

１ 県西部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
県西部では、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従事

者の確保と資質の向上等の課題が存在しており、これらの課題の解決に向け精力的に

取り組む。 
２ 計画期間 
  平成２８年度～平成３０年度 
□県西部（達成状況） 

 県西部の達成状況は、県全体に準じる。 

 

【介護分】 

■県西部（目標と計画期間） 

○介護施設等の整備 
（ア）地域密着型サービス施設等の整備への助成 
（平成 28 年度） 

・認知症対応型デイサービスセンター  
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180 人／月分（18 カ所）→192 人／月（19 カ所） 

（イ）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等への支援 
（平成 28 年度） 

・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修 
１１８床を整備 

 計画期間：平成２８年度～平成３１年度 

□県西部（達成状況） 

○介護施設等の整備 
（ア）地域密着型サービス施設等の整備への助成 
（平成 28 年度） 

・認知症対応型デイサービスセンター  
 実施主体と空き家の元所有者との間で調整がつかず事業中止 

（イ）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等への支援 
（平成 28 年度） 

・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修 
１０８床を整備 

 計画期間：平成２８年度～平成３１年度 
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３．事業の実施状況 

 

事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【No.1（医療分）】 

医療情報ネットワーク整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,067 千円 

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

スタッフや施設など医療資源には限りがある一方で、今後増加が見込ま

れる医療需要に対応するため、医療機関が連携して効率的な医療提供を

進める体制を強化し、病床機能の分化・連携を進めることが必要。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から

回復期病床等への病床転換を行う。（平成３０年度までに３６０床） 

事業の内容 鳥取大学医学部附属病院が整備している医療機関同士の電子カルテの

相互参照システム「おしどりネット」を運営するとともに、参加医療機

関の拡大等のためのシステム改修を行う。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

鳥取県内の医療情報ネットワークシステム「おしどりネット」の参加医

療機関の拡充  
平成２７年度末：２９機関 → 平成３０年度末：７０機関 

アウトプット指

標（達成値） 

鳥取県内の医療情報ネットワークシステム「おしどりネット」の参加医

療機関の拡充 
２９機関（平成２７年度末）→５４機関（平成２８年度） 

事業の有効性・効

率性 

（１）事業の有効性 
ネットワークシステムへの参加機関が増加することにより、患者情

報の一元管理体制が強化され、病院間での診療連携の促進につながる

ものと考えられる。 
（２）事業の効率性 

患者情報の一元管理体制が強化されることにより、各病院間の情報

共有が円滑に行われるようになり、診療連携の効率化につながったも

のと考える。 
その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 
事業名 【No.２（医療分）】 

地域医療支援病院・がん診療連携拠点病院等 

の患者に対する歯科保健医療推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,922 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県東部 

事業の実施主体 鳥取赤十字病院、鳥取市立病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

今後、増加が見込まれる高齢の入院患者の早期回復等を図り、病床機

能の分化・連携を進めるためには、患者の口腔機能の維持・向上が必

要。 

アウトカム指標： 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病床等へ

の病床転換を行う。（平成３０年度までに３６０床） 

事業の内容 地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対する歯科保

健医療の推進するため、歯科診療に必要な設備を整備する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

充実した歯科診療を実施する地域医療支援病院やがん診療連携拠点

病院の確保：２箇所 
アウトプット指標

（達成値） 

充実した歯科診療を実施する地域医療支援病院やがん診療連携拠点

病院の確保：２箇所 

事業の有効性・効

率性 

（１）事業の有効性 
歯科診療に必要な機器の整備（２箇所）により、がん患者に対す

る歯科の診療機能の強化につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に

対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよ

う努めた。 
その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 
事業名 【No.３（医療分）】 

急性期医療が不足している地域等における医療提

供体制強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

294,807 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 県立中央病院、野島病院、日野病院等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

急性期医療の提供が不足している分野又は地域における医療提供体

制の強化 

アウトカム指標： 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病床等へ

の病床転換を行う。（平成３０年度までに３６０床） 

事業の内容 急性心筋梗塞等の医療機能が不足している救急医療分野や高齢化に

伴う眼科手術等の医療機能が不足している中山間地域等において、将

来各医療機関が担う予定である急性期機能を補うための機器等を整

備する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

急性期医療の提供が不足している分野又は地域における医療機関の

医療提供体制の充実（１０か所程度） 
アウトプット指標

（達成値） 

急性期医療の提供が不足している地域又は分野における医療提供体

制を強化するため、１０病院に対して、大動脈内バルーンポンプ、超

音波診断装置等を整備した。 

事業の有効性・効率

性 

（１）事業の有効性 

急性期医療の提供が不足している地域又は分野における医療機

能の強化につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に

対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよ

う努めた。 
その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 
事業名 【No.４（医療分）】 

病床の機能分化・連携推進基盤整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

223,910 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 岩美病院、北岡病院、高島病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

２０２５年に向けて急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連の

サービスを地域において総合的に確保していくため、病床の機能分化

及び連携を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床から回復期病床等へ

の病床転換を行う。（平成３０年度までに３６０床） 

事業の内容 病床転換及びそれに伴う施設・設備整備を行う。 
アウトプット指標

（当初の目標値） 

病床転換及びそれに伴う施設・設備整備（３病院） 

アウトプット指標

（達成値） 

（平成２８年度） 

・病床転換及びそれに伴う施設・設備整備（３病院） 

（平成２９年度） 

・病床転換及びそれに伴う施設・設備整備（３病院） 

事業の有効性・効

率性 

平成２８年度 
（１）事業の有効性 
慢性期病床、地域包括ケア病床の整備に必要な支援を行ったことに

より、病床の機能分化の推進につながった。 
（２）事業の効率性 
可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対

する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努

めた。 
 
平成２９年度 
アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な回復期機能の病床整備

（平成２９年度：８８床） 
（１）事業の有効性 
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 本事業を活用することにより、急性期病床から回復期病床等への病

床転換や機能強化が図られたことから、一定程度の効果が得られた

が、目標には到達しなかった。医療機関の自主的な取組を推進し、地

域の医療機関の機能や各病床の機能を明確にし、不足する医療機能を

充実させるとともに、他の事業と総合的に病床の機能分化・連携を進

めることで、目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 
 事業実施にあたっては、地域医療構想調整会議等に報告しており、

必要な整備について行うよう努めている。 
その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 
事業名 【No.５（医療分）】 

病床機能分化を促進するための連携拠点等支援

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

38,940 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県東部医師会、鳥取県中部医師会、鳥取県西部医師会等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

○鳥取県においては、地域医療構想の達成のため、２０２５年まで

に高度急性期・急性期病床から回復期病床等への大規模な病床転

換が見込まれる。 

○上記の病床転換により、今後、回復期から退院して居宅で療養す

る患者が増加するとともに、慢性期から在宅医療への患者の移行

が見込まれるため、病床機能分化・連携を進める観点から、患者

の退院、在宅への移行を円滑に進めるための病院と在宅主治医と

の調整を行う拠点整備等を、病床転換等と一体的に行わなければ

ならない。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床

から回復期病床等への病床転換を行う。（平成３０年度までに３６

０床） 

事業の内容 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、病院

を退院した患者を在宅医へつなぐ調整、地域の医療・介護関係者に

よる協議会の開催、在宅医療に関する普及啓発活動等を行う各地区

医師会、各地区歯科医師会等が運営する拠点等を支援する。 
アウトプット指標

（当初の目標値） 

地域の医療・介護関係者による協議会等の開催（１０回） 
 

アウトプット指標

（達成値） 

地域の医療・介護関係者による協議会等の開催（３３回） 
病床の機能分化に係る研修会（４回） 
地域住民への普及啓発活動（１回） 
在宅歯科研修会等（１２回） 

事業の有効性・効率

性 

（１）事業の有効性 

 在宅医療、病床の機能分化に関する協議会・講演会等を開催する

ことで、地域の医療従事者が職種を超えて連携することができた。 

（２）事業の効率性 

 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に

対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよ

う努めた。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 
事業名 【No.６（医療分）】 

病床機能分化を促進するための人材育成等支援

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

57,477 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院、三朝温泉病院、日野病院等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

○鳥取県においては、地域医療構想の達成のため、２０２５年まで

に高度急性期・急性期病床から回復期病床等への大規模な病床転

換が見込まれる。 

○上記の病床転換より、今後、回復期から退院して居宅で療養する

患者が増加するとともに、慢性期から在宅医療への患者の移行が

見込まれるため、病床機能分化・連携を進める観点から、地域・

居宅において患者のケアを担う専門職の人材の確保等を含めた医

療提供体制の強化を、病床転換等と一体的に行わなければならな

い。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床

から回復期病床等への病床転換を行う。（平成３０年度までに３６０

床） 

事業の内容 ○在宅生活志向をもつ専門職の人材育成を行う鳥取大学医学部附属

病院に対する人材育成研修の実施費用の支援等。 
 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

病床機能分化を促進するための人材の増加：平成２８年度からの５

年間で１３０人 
アウトプット指標

（達成値） 

病床機能分化を促進するための人材の増加：３０人（平成２８年度） 

事業の有効性・効

率性 

（１）事業の有効性 

本事業により、関係機関における在宅医療や訪問看護への理解、

関心を深めるとともに、訪問看護ステーション実習等により、訪

問看護師確保に繋がる体制の整備を図り、今後の在宅医療推進の

連携強化に繋がる。 
（２）事業の効率性 

事業実施主体が看護教育を行う鳥取大学（保健学科）であり、

企画・実施など教育のスキームが確立されており、質の高い人材

育成を円滑に実施できた。 
その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 
事業名 【No.７（医療分）】 

医療介護連携のための多職種連携研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,430 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県薬剤師会、鳥取県理学療法士会等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

○鳥取県においては、地域医療構想の達成のため、２０２５年まで

に高度急性期・急性期病床から回復期病床等への大規模な病床転

換が見込まれる。 

○この回復期病床等の整備を行うには、回復期から退院して居宅で

療養する患者の増加へ対応する必要があり、そのためには様々な

専門職が連携し、質の向上を図らなければならない。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病床

から回復期病床等への病床転換を行う。（平成３０年度までに３６０

床） 

事業の内容 在宅医療関係者の多職種連携研修や各専門職の質の向上に資する研

修、在宅医療・介護の連携を担うコーディネーターを育成するため

の研修の実施に必要な経費に対する支援。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

多職種連携の強化及び各専門職の資質向上等のための研修受講者 

２００人 
アウトプット指標

（達成値） 

多職種連携の強化及び各専門職の資質向上等のための研修受講者 

２３１人 
在宅医療介護委員会 １０９人 
在宅歯科医療に関する研修会 ８７２人 

事業の有効性・効

率性 

（１）事業の有効性 

在宅医療に関する研修や多職種連携の研修会等を行うことで、

職種を超えて在宅における医療行為の向上につながった。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に

対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのない

よう努めた。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 
事業名 【No.８（医療分）】 

医療介護施設連携ネットワーク整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

0 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県中部 

事業の実施主体 倉吉病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

○病院と介護施設においては患者の行き来が多いが、患者情報に

ついては病院、介護施設それぞれ別のシステムで管理している

ため、情報共有がうまくできていない。 

○医療と介護の連携を進め、医療と介護の一体的な患者サービス

を行い、病床の機能分化・連携を進めるためには、病院と介護

施設との間で患者情報の共有を図り、診療・介護を円滑に行う

ことが必要。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病

床から回復期病床等への病床転換を行う。（平成３０年度までに

３６０床） 

事業の内容 病院と介護施設を情報ネットワークで結ぶ連携基盤システムの

整備 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

医療介護施設連携ネットワーク整備（１か所） 

アウトプット指標（達

成値） 

（平成２８年度）未実施 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

－ 

（２）事業の効率性 

－ 

その他  

 
  



   

22 
 

 
事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 
事業名 【No.９（医療分）】 

県東部保健医療圏病床再編推進事業  

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,100,000 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部 

事業の実施主体 県立中央病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

○現在、鳥取県東部保健医療圏では、高度医療が必要な心臓病、脳

卒中の患者を集中的に受け入れる病院がないため、圏域内の複

数の急性期病院がそれぞれ当該診療機能を分担している。 

○今後、平成３０年度に病棟の建替が行われる鳥取県立中央病院

に、２４時間体制で急性心筋梗塞及び脳卒中治療が可能な「心

臓病センター」「脳卒中センター」を新設し、圏域内の高度医療

機能の県立中央病院への集約化を進めることとしている。（県立

中央病院の建替は平成２８年度～３０年度の３か年で実施予

定） 

○このことにより、圏域内で急性期機能を担っている複数の病院

の病床機能について、急性期から回復期等への転換が進む。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な回復期機能の病床

を３０年度までに３６０床整備する。 

事業の内容 県立中央病院の建替費用のうち、高度医療機能（脳卒中・心臓病）

の集約化に係る施設整備に対して補助を行う。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

高度医療機能（脳卒中・心臓病）の集約化に係る施設整備（１箇

所：県立中央病院） 

アウトプット指標

（達成値） 

平成２８年度～３０年度の３か年で実施予定 

事業の有効性・効率

性 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な回復期機能の病床

整備（平成２９年度：８８床） 

（１）事業の有効性 

３カ年で事業実施 
（２）事業の効率性 

３カ年で事業実施 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 
事業名 【No.１０（医療分）】 

救急医療機関機能分化推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

370,209 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

○現在、鳥取県では県単独のドクターヘリがなく、県東部におい

ては主に兵庫県の公立豊岡病院ドクターヘリが、県西部におい

ては主に島根県ドクターヘリがそれぞれ高度救急搬送を担って

おり、搬送患者の受け入れについても、県内及び兵庫県北部・

島根県西部の救急医療機関がそれぞれで分担しているが、県中

部の中山間地域を中心に、ドクターヘリによる搬送が手薄な地

域がある。 

○今後、平成２９年度に、鳥取大学医学部附属病院を基地病院と

する県単独のドクターヘリを導入し、高度救急医療体制を強化・

集約化することとしている。 

○このことにより、ドクターヘリによる救急搬送患者の受け入れ

先を鳥取大学附属病院に集約することができ、これまで分散し

て急性期患者の受け入れを担ってきた他の救急医療機関の病床

機能分化（急性期から回復期等への転換）が進む。 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病

床から回復期病床等への病床転換を行う。（平成３０年度までに３

６０床） 

事業の内容 ドクターヘリ導入にあたって必要となる格納庫及び格納庫のセキ

ュリティ対策のための電動ゲート、外柵等の整備 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

ドクターヘリ格納庫の整備（１か所） 

アウトプット指標（達

成値） 

（平成２８年度）未実施 
（平成２９年度）ドクターヘリ格納庫の整備（１か所） 
（平成３０年度）ドクターヘリ格納庫の整備（１か所） 

事業の有効性・効率性 （平成２８年度） 

（１）事業の有効性  

－ 

（２）事業の効率性 

－ 

（平成２９年度） 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病
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床から回復期病床等への病床転換を行う。（平成２９年度：８８床） 

（１）事業の有効性 

急性期病床から回復期病床等への転換が進んでいることから、

一定の成果が得られた。ドクターヘリの運航に必要な設備等の整

備を支援し、ドクターヘリを運行することで、これまで分散して

急性期患者の受入を担ってきた他の救急医療機関の病床機能分化

が進んでいく。医療機関の自主的な取組を推進し、地域の医療機

関の機能や各病床の機能を明確にし、不足する医療機能を充実さ

せるとともに、他の事業と総合的に病床の機能分化・連携を進め

ることで、目標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

設備整備等に当たり、入札を実施することでコストの低下に努

めた。 

（平成３０年度） 

アウトカム指標：病床機能の分化・連携を進めるため、急性期病

床から回復期病床等への病床転換を行う。（平成３０年度：９７床） 

（１）事業の有効性 

 急性期病床から回復期病床等への転換が進んでいることから、

一定の成果が得られたが、目標には到達しなかった。格納庫等の

整備を行うことでドクターヘリの就航を開始することでき、高度

救急医療の体制強化とともに、他の救急医療機関の病床機能分化

（急性期から回復期等への転換）の促進につながった。 

（２）事業の効率性 

 設備整備等に当たり、入札を実施することでコストの低下に努

めた。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 
事業名 【No.１１（医療分）】 

周産期医療高度化施設設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

185,376 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

県内における高度な診療を要するリスクの高い分娩については、鳥

取県保健医療計画において総合周産期母子医療センターを中心と

した地域の医療連携体制により取り組みを強化することとしてお

り、地域医療構想においても、この方向性を踏まえた対策の方向性

が示される予定。今後、施設・設備の整備によりハイリスク分娩の

受け入れ体制を強化することで、鳥大病院と産科医療機関との機能

分担を一層進展させる。 

アウトカム指標：周産期死亡率を平成３０年度までに全国平均並に

引き下げる。（H26 全国値 3.7 鳥取県 4.4 （出産千対）） 

事業の内容 鳥取大学医学部附属病院総合周産期母子医療センターの施設・機器

整備を行う。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

総合周産期母子医療センターの施設・機器整備（１か所：鳥取大学

医学部附属病院） 
アウトプット指標

（達成値） 

（平成２８年度）未実施 
（平成２９年度）総合周産期母子医療センターの施設・機器整備（鳥

取大学医学部附属病院） 
事業の有効性・効率

性 

アウトカム指標：周産期死亡率を平成３０年度までに全国平均並に

引き下げる。（H26 全国値 3.7 鳥取県 4.4 （出産千対）） 

→（（H29 全国値 3.5 鳥取県 2.5 （出産千対））） 

平成２９年度 

(1)事業の有効性 

周産期死亡率が全国平均以下となり目標を達成した。ハイリスク

分娩の受け入れ体制を強化したことで、鳥大病院と産科医療機関と

の機能分担が進展するものと考える。 

(2)事業の効率性 

設備整備等に当たり、入札を実施することでコストの低下に努め

ている。 

その他  
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事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.１２（医療分）】 

在宅医療推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

74,956 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 尾﨑病院、藤井政雄記念病院、博愛病院等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、適切な医療サービス

が供給できるよう在宅医療にかかる提供体制の強化が必要。 

アウトカム指標： 

自宅等での療養患者の増（平成３０年度までに１，０００人） 

※現状 約６，３００人 

事業の内容 訪問看護・在宅医療の充実、精神科在宅復帰等を推進するため、

訪問診療、訪問看護、リハビリテーション等に必要な施設・設備

整備を行う。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

在宅医療の提供体制の充実を図る医療機関の確保（１５カ所） 

アウトプット指標（達

成値） 

（平成２８年度） 
在宅医療の提供体制の充実を図る医療機関の確保（１１カ所） 
（平成２９年度） 
在宅医療の提供体制の充実を図る医療機関の確保（１５カ所） 

事業の有効性・効率性 （平成２８年度） 
（１）事業の有効性 

訪問診療等に必要な車両その他機器整備の購入支援により、

県内各事業所における在宅医療体制の充実につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失すること

のないよう努めた。 
（平成２９年度） 
アウトカム指標：自宅等での療養患者の増（平成３０年度までに

１，０００人）→「必要病床数等推計ツール」での最新値が公表

されていないため観察できていない。 
代替的な指標として、在宅療養支援診療所数 75 か所(H28) → 
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77 か所（H29）、訪問看護ステーション数 56 か所（H28）→57
か所（H29） 
 
（１）事業の有効性 

在宅療養支援診療所数、訪問看護ステーション数について、

一定程度の増加しており、在宅患者を受け入れるための提供体

制の充実が図られてきている。 
（２）事業の効率性 

事業執行に当たって、調達方法等について記載した留意事項

を事業者に配布し、調達コストの低下に努めている。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.１３（医療分）】 

在宅歯科診療設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,311 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県西部 

事業の実施主体 米子医療センター 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、在宅でのＱＯＬの維

持・向上を図るためには、歯科を含めた在宅医療の提供体制の充

実が必要 

アウトカム指標： 

自宅等での療養患者の増（平成３０年度までに１，０００人） 

※現状 約６，３００人 

事業の内容 在宅歯科医療を実施する医療機関に対して在宅歯科医療の実施

に必要となる在宅歯科医療機器等の整備を支援する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

在宅歯科医療の提供体制の充実を図る医療機関の確保（３カ所） 

アウトプット指標（達

成値） 

（平成２８年度） 

在宅歯科医療の提供体制の充実を図る医療機関の確保（１カ所） 

（平成２９年度） 

在宅歯科医療の提供体制の充実を図る医療機関の確保（１カ所） 

事業の有効性・効率性 （平成２８年度） 
（１）事業の有効性 

在宅歯科診療を実施する医療機関の訪問歯科診療に必要な

機器の整備を支援することで、地域における在宅歯科診療の普

及・体制強化につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失すること

のないよう努めた。 
（平成２９年度） 
アウトカム指標：自宅等での療養患者の増（平成３０年度までに

１，０００人）→「必要病床数等推計ツール」での最新値が公表

されていないため観察できていない。 
代替的な指標として、在宅療養支援歯科診療所数 51 か所(H28) 
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→ 63 か所（H29） 
（１）事業の有効性 

在宅療養支援歯科診療所数が、一定程度の増加しており、歯

科を含めた在宅医療の提供体制の充実が図られてきている。 
（２）事業の効率性 

事業執行に当たって、調達方法等について記載した留意事項

を事業者に配布し、調達コストの低下に努めている。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.１４（医療分）】 

運転適性相談等における認知症等早期発見

対応推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,890 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県警察本部 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢化の一層の進展に伴い、認知症等高齢者への医療・介護サー

ビスの提供が社会的問題となっている。居宅での生活を長く続け

るため、高齢運転者が必ず訪れる免許センターにおける相談対応

により、認知症を含めた病気を有する方への早期発見・受診勧奨

が必要となっている。 

アウトカム指標： 

自宅等での療養患者の増（平成３０年度までに１，０００人） 

※現状 約６，３００人 

事業の内容 運転免許センターに看護師を運転適性相談員として配置し、認知

機能の低下が疑われる者等に対し専門相談を実施し、医療機関へ

の受診勧奨等を行う。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

受診勧奨件数（７９０件） 

アウトプット指標（達

成値） 

 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.１５（医療分）】 

在宅医療ＰＲ事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

850 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県薬剤師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

在宅医療を推進するために、地域住民や在宅医療に係る多職種の

関係者に在宅医療についての理解を深めてもらう必要がある。 

アウトカム指標： 

自宅等での療養患者の増（平成３０年度までに１，０００人） 

※現状 約６，３００人 

事業の内容 地域住民や地域包括ケア・在宅医療に関る多職種の関係者に、薬

剤師の役割や介入の効果を啓蒙するための冊子・ポスターを作成

する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

ポスター700 枚、冊子 2 万部の配布による県民及び医療関係者の

在宅医療に関する理解向上。（平成２７年度：実績なし） 
アウトプット指標（達

成値） 

ポスター700 枚、冊子 2 万部の配布。 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

薬剤師の在宅訪問について、地域の住民、患者やその家族、

地域包括ケア・在宅医療に携わる多職種の方への薬剤師の役割

や介入の効果を啓蒙することができた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失すること

のないよう努めた。 

その他 H28：０円 

H29：370,209 千円 
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事業区分３：介護施設等の整備に関する事業 
 
事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【No.１（介護分）】 

鳥取県地域医療介護総合確保基金（施設整

備）補助金  

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

149,960 千円 
事業の対象となる区域 県東部・県西部 

事業の実施主体 米子市、社会福祉法人あすなろ会、社会福祉法人真誠会、社会

福祉法人尚仁福祉会、社会医療法人明和会医療福祉センター 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：住民にとって身近な日常生活圏域を単位とし

て介護拠点の整備を図り、地域包括ケアシステム構築を進め

る。  

事業の内容（当初計画） ①既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等への支援
を行う。（２０２床を整備） 

②介護療養型医療施設等から介護医療院への転換整備に対す

る助成を行う。（１４６床を整備） （再掲）平成２７年度

鳥取県計画 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス

施設等の整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介

護サービス提供体制の整備を促進する。 

・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保

護のための改修（２０２床整備） 

・介護療養型医療施設から介護医療院へ転換するための改修

（１４６床整備） （再掲）平成２７年度鳥取県計画 

アウトプット指標（達成

値） 

○既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー

保護のための改修 184 床を整備 

<県東部>  76 床（1カ所） 

<県西部> 108 床（2カ所） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

観察できなかった 

観察できた      →  指標： 

（１）事業の有効性 
特別養護老人ホームのプライバシー保護のための改修を行

い、居住環境の質の向上が図られた。 
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（２）事業の効率性 
可能な限り早期に事業に着手し、事業効果を失することのな

いよう努めた。 
その他  
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事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１６（医療分）】 

周産期医療に係わる専門的スタッフの養成

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,300 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

鳥取大学医学部附属病院の総合周産期母子医療センター及びＮ

ＩＣＵでは、新生児の家族への授乳指導や育児指導等の業務を医

師及び看護師が行っており、当該業務が負担となっている。 

アウトカム指標： 

鳥取大学医学部附属病院の産婦人科の医療スタッフの時間外勤

務時間数の縮減（前年比△１０％ ※現状値 １人あたり１００

時間／年） 

（平成３０年計画）  

前年比△１０％ ※平成 29 年度：１人あたり 114 時間／年 

事業の内容 鳥取大学医学部附属病院の総合周産期母子医療センターの医療

スタッフが行ってきた事務の一部を代行する医療ソーシャルワ

ーカー、臨床心理士等の確保を図る。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

総合周産期母子医療センターの医療スタッフの負担を軽減する

ための MSW、臨床心理士、保育士の確保。（各１名） 
（平成３０年度） 
総合周産期母子医療センターの医療スタッフの負担を軽減する

ための臨床心理士の確保。（１名） 
アウトプット指標（達

成値） 

総合周産期母子医療センターに臨床心理士１名を配置する予定

で１名の応募があったが、実施計画を遂行するのに十分な経験が

なく採用を見送らざるを得なかったため、計画を遂行できず未実

施。 
（平成３０年度） 
総合周産期母子医療センターの医療スタッフの負担を軽減する

ための臨床心理士の確保。（１名） 
事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

   － 

（２）事業の効率性 
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   － 

（平成３０年度） 

鳥取大学医学部附属病院の産婦人科の医療スタッフの時外勤務

時間数の縮減 

1 人あたり 98.7 時間／年 ※前年比△１０％：103 時間／年 

（１）事業の有効性 

臨床心理士を確保することにより、医療スタッフの時間外が減

少しており目標を達成した。他の業務に専念できるなど業務負担

の軽減につながっているとの現場の声があるなど、一定の効果が

みられる。 

（２）事業の効率性 

可能な限り早期に事業に着手し、事業効果を失することのない

よう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１７（医療分）】 

歯科衛生士復職支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,919 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県西部 

事業の実施主体 鳥取県西部歯科医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

歯科衛生士の不足状況の改善にあたり、結婚、出産により職を離

れた者の復職を支援する必要があるが、そのためには復職に不安

を抱える歯科衛生士等の技術面での支援及び相談体制の整備が

必要。（参考：西部歯科医師会が西部地区の歯科診療所に調査を

行ったところ、半数近くの診療所が自院の歯科衛生士は十分でな

いと回答した。） 

アウトカム指標： 

歯科衛生士の復職者数：３名（平成２７年度：０名） 

（平成３０年計画） 

・歯科衛生士の復職者数：２名以上（平成２９年度：２名） 

事業の内容 出産・育児等の理由で離職した未就業歯科衛生士の復職支援セン

ターの整備。 

アウトプット指標 ○歯科衛生士復職支援講習会開催：２回（平成２７年度：２回） 
○講習会参加人数：７人（平成２７年度：７人） 
（平成３０年度） 
○歯科衛生士復職支援講習会開催：１回 
○講習会参加人数：１２人 

アウトプット指標（達

成値） 

（平成２８年度） 
○歯科衛生士復職支援講習会開催：１回（平成２７年度：２回） 
○講習会参加人数：１０人（平成２７年度：７人） 
（平成２９年度） 
○歯科衛生士復職支援講習会開催：１回 
○講習会参加人数：１２人 
（平成３０年度） 
〇歯科衛生士復職支援講習会開催：１回 
〇講習会参加人数：１１人 
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事業の有効性・効率性 （平成２８年度） 

（１）事業の有効性 

復職時の不安要因として、医療機器等の進歩による技能への

対応が挙げられる。復職支援講習会に参加したことで、不安を

解消し、自信回復に繋げることができた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失すること

のないよう努めた。 

（平成２９年度） 

アウトカム指標： 

歯科衛生士の復職者数：４名（平成２７年度：０名） 

（１）事業の有効性 

歯科衛生士の復職者数が増加し、目標を達成した。復職時の不

安要因として、医療機器等の進歩による技能への対応が挙げられ

るが、復職支援講習会に参加したことで、不安を解消し、自信回

復に繋げることができた。 

（２）事業の効率性 

 事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削

減に努めている。 

（平成３０年度） 

歯科衛生士の復職数：０人 

（１）事業の有効性  

実習を盛り込んだ講習会の開催等を通じて、不安解消の一助と

なり、例年復職につながっている。就業には至っていないが、今

回参加者のうち３名の復帰希望者がいる。 

復職を希望する参加者に対し、フォローアップしていくことで

復職につなげていく。 

（２）事業の効率性 

事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削

減に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１８（医療分）】 

新人看護職員研修事業 
【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,397 千円 
事業の対象となる医
療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取医療センター、野島病院、山陰労災病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護
ニーズ 

（１）医療の高度化や医療安全に対する意識の高まりなど、県民
ニーズの変化を背景に、臨床現場で必要とされる臨床実践能力と
看護基礎教育で習得する看護実践能力との間に乖離が生じ、新人
看護職員の離職理由の一因となっている。 
（２）新人看護職員を採用した県内病院の多くは新人看護職員研
修事業を実施しているが、組織的な体制づくりや研修方法、研修
時間等は各病院に任されており、研修内容に差がある。 
（３）新人採用が少ない病院や小規模病院等は、自病院で十分な
新人研修を実施しにくい状況にある。 
アウトカム指標：新人看護職員の離職率の低下 
（H27:6.4%→H29:5.0%） 

事業の内容 新人看護職員の早期離職防止、質の向上を図るため、国の示した
「新人看護職員研修ガイドライン」に基づき、基本的な臨床実践
能力を獲得するための研修を実施する病院等に補助する。 
また、全ての新人が必要な研修を受けることができるよう、新人
看護職員研修を自施設で完結できない医療機関の新人看護職員を
受け入れた病院及び新人看護職員を派遣した病院に対し補助す
る。 
更に、病院等が行う研修の充実を図るとともに、新人育成におけ
る施設間の格差をなくすため、新人看護職員の研修を行う教育担
当者・実地指導者に対する研修を実施する。 

アウトプット指標 新人看護職員研修の研修者数（約３００人） 
研修施設数（２０施設） 

アウトプット指標（達

成値） 

新人看護職員研修の研修者数（約２３８人） 
研修施設数（１７施設） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

新人看護職員の基本的な臨床実習能力の獲得が図られた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者

に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することの

ないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.１９（医療分）】 

新人助産師資質向上支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

180 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県看護協会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新人助産師に求められる基本能力や知識・技術に対する研修を

行い、助産師の資質及び実践力向上を図る必要がある。 

アウトカム指標：新人看護職員の離職率の低下 

（H27:6.4%→H29:5.0%） 

事業の内容 看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点か

ら、新人助産師を対象とした資質向上を図るための研修等を開

催するための経費に対する支援を行う。 

アウトプット指標 県内産科医療機関の新人助産師の研修会受講参加（３０人） 
アウトプット指標（達成

値） 

県内産科医療機関の新人助産師の研修会受講参加（４６人） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

新人助産師の資質及び実践力向上が図られた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２０（医療分）】 

看護師等養成所運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

72,597 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取看護高等専修学校、倉吉看護高等専修学校、米子看護高等専

修学校等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材を

育成・定着 

アウトカム指標：看護学生の県内就業者数 

（H28:70 人→H29:80 人） 

事業の内容 看護師等養成所における教育内容の向上を図るため、養成所の運

営に対する支援を行う。 

アウトプット指標 看護学生の養成者数（1 学年：225 人） 
アウトプット指標（達

成値） 

看護学生の養成者数（1 学年：179 人） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

本事業により看護師等養成所にかかる運営費を補助するこ

とにより、安定的な養成所運営に寄与し、継続的な看護師の養

成、確保につながっている。 

（２）事業の効率性 

早期に補助金の交付決定及び概算払いすることにより、運営

にかかる経費の支出が円滑に行えるように努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２１（医療分）】 

看護教育教材整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

28,561 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取赤十字病院、野島病院、米子高等看護専修学校等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護現場で働く者として臨床現場で行われる最新の知識・技術や

図書に触れ学ぶことが必要。 

アウトカム指標：看護職員の離職率の低下 

（H27:7.4%→H28:6.9%） 

（平成３０年度） 

・新人看護職員の離職率の低下 

新卒者の離職率４．５％（H30 年度）※４．８％（H28 年度） 

事業の内容 看護基礎教育を充実させるため、医療機関及び看護師養成所の図

書・教材の整備を行う。 

アウトプット指標 10 病院、3 養成所を上限に補助する。 
（平成３０年計画） 
・支援養成施設数：４か所 

アウトプット指標（達成

値） 

10 病院、3 養成所で実施。 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

医療機関において図書・教材の整備を行い、看護基礎教育を

充実が図られた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失すること

のないよう努めた。 

（平成３０年度） 

・新人看護職員の離職率の低下 

新卒者の離職率：４．７%（H30 年度） 

（１）事業の有効性 

離職率の目標は達成できなかったが、責任・医療事故への不安

を理由にした離職者はゼロであったので、当該事業で看護基礎教

育を充実させたことにより、実務に適応できる人材の育成が図ら
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れている。 

医療事故への不安や責任を理由とする離職がなかったため、引

き続き看護教育の充実を図り、実務に適用できる人材育成を進め

る。また、一定数の離職が発生することはやむを得ず、年度によ

り若干のバラツキがあるなど、離職率の低下には一定の限界があ

るため、目標の見直しを検討していく。 

（２）事業の効率性 

補助対象を養成所に限定することで、養成所の機材及び図書の

整備を集中的に行うことができた。医療系図書については、常に

最新のものをそろえておく必要があり、学校経費のみでは対応で

きない部分を支援することができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２２（医療分）】 

看護師等養成所施設・設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,483 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取看護高等専修学校、倉吉総合看護専門学校、米子医療センタ

ー附属看護学校等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材を

育成・定着 

アウトカム指標：看護学生の県内就業者数 

（H28:70 人→H29:80 人） 

事業の内容 看護学生の教育環境の改善を図るため、看護師等養成所の管理

運営に必要な施設整備を行う。 

アウトプット指標 看護学生の養成者数（1 学年：225 人） 
アウトプット指標（達成

値） 

看護学生の養成者数（１学年：179 人） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

  本事業により看護師等養成所にかかる施設・設備整備費を

補助することにより、教育環境を改善し、看護職員の資質の向

上につながっている。 

（２）事業の効率性 

  可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する補助金交付を迅速に行い、事業効果を失すること

のないように努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２３（医療分）】 

病院内保育所運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

79,993 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県中部・県西部 

事業の実施主体 清水病院、鳥取大学医学部附属病院等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材

を育成・定着 

アウトカム指標：看護職員の離職理由に占める「出産・育児」

の割合の低下（H27:3.8%→H28:3.0%） 

事業の内容  子育て中の看護職員等の医療従事者が安心して働くことが

できるようにするとともに、看護職員等の離職防止及び再就業

支援を促進するため病院内保育所の運営を行う。 

アウトプット指標 病院内保育所を設置・運営する病院数（７病院） 
アウトプット指標（達成

値） 

病院内保育所運営事業の実施（６病院） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

  本事業により病院内保育所の運営費を補助することによ

り、継続的な保育所運営に寄与し、看護師等の離職防止、再

就業支援が図られている。 

（２）事業の効率性 

  多くの病院で保育所運営を専門業者へ外部委託し、効率的

な運営を行うよう努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２４（医療分）】 

医師等環境改善事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

200,665 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鹿野温泉病院、倉吉病院、養和病院等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医師・看護師にとって、事務作業が負担となり、診療等の業務に

支障をきたしている。 

アウトカム指標：医師の時間外勤務の縮減（前年比△１０％ ※

現状値 １人あたり約５００時間／年） 

事業の内容 医師、看護師の業務サポートを行う医療クラークの人員の増加に

対する補助を行う。 

アウトプット指標 医療クラークの雇用：Ｈ２７：２４人→Ｈ２８：３４人 
アウトプット指標（達

成値） 

医療クラークの雇用：Ｈ２７：２４人→Ｈ２８：５９人→Ｈ２９：

７９人 
事業の有効性・効率性 （平成２８年度） 

（１）事業の有効性 

医師、看護師が行う業務のうち、代行可能な部分について、

作業補助車に業務を代行してもらうことで、医師、看護師の事

務負担を減らし、業務軽減を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者

に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することの

ないよう努めた。 

（平成２９年度） 

アウトカム指標：医師の時間外勤務の縮減（前年比△１０％ ※

現状値 １人あたり約５００時間／年）→ 前年比△２０．４％

（１人あたり３９８時間／年） 

（１）事業の有効性 

 医師の時間外勤務が減少しており一定の効果があがっている。

医師、看護師が行う業務のうち、代行可能な部分について、作業

補助者に業務を代行してもらうことで、医師、看護師の事務負担

を減らし、業務軽減を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

 事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削

減に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２５（医療分）】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,138 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 県立中央病院、県立厚生病院、山陰労災病院等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

分娩を取り扱う産科医・助産師の処遇を改善し、その確保を図

る必要がある。 

アウトカム指標：分娩を取り扱う産科医療機関数 １７施設 

（参考：平成２７年 １６施設）  

事業の内容 産科医・助産師に対して支給する分娩手当の一部の補助を行

う。 
また、有床診療所においては、外部医師に帝王切開を依頼した

場合に支給する手当の一部を補助する。 

アウトプット指標 ○分娩手当支給件数（助産師）：２，５００件 
（平成２７年度：２，４０９件） 
○分娩手当支給件数（医師）：３，０００件 
（平成２７年度：２，８８６件） 
 

アウトプット指標（達成

値） 

○分娩手当支給件数（助産師）：１，３０２件 
○分娩手当支給件数（医師）：２，５５８件 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

  職務の複雑さ、責任の程度、労働の強度、就労環境その他

が特殊なことから医師不足が懸念されている産科医等の処

遇改善につながった。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２６（医療分）】 

助産師等待機手当支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,940 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県西部 

事業の実施主体 鳥取赤十字病院、山陰労災病院等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

時を選ばない分娩に対応するため、産科医療機関は夜間・休日に

おいても助産師・看護師を確保する必要があるが、他の診療科に

はない勤務環境の過酷さなどから確保が困難な状況がある。 

アウトカム指標： 

分娩を取り扱う産科医療機関数 １７施設  

（参考：平成２７年 １６施設） 

事業の内容 分娩の際の救急呼び出しに備えて、助産師・看護師が自宅等にお

いて待機した場合に、待機１回につき手当を支給する医療機関に

対し、その一部を助成する。（なお、待機の日に実際に呼び出し

のあった場合は、その日を控除する。） 

アウトプット指標 助産師等待機手当支給件数：１，５００件 
（平成２７年度：１，４１１件） 

アウトプット指標（達成

値） 

助産師等待機手当支給件数：２，０７８件 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

分娩に関しては、２４時間体制で勤務を行うことが必須で、

待機が必要となる。勤務時間外に拘束される待機に対して、待

機手当の支給を補助することにより処遇改善につながった。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失すること

のないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２７（医療分）】 

救急勤務医支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

37,058 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県西部 

事業の実施主体 鳥取生協病院、西伯病院等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

救急医療機関への軽症患者の受診等で医師の負担が過重とな

っており、救急勤務医の処遇改善や救急勤務医の増加が求めら

れている。 

アウトカム指標： 

救急科医師１０．５名（Ｈ２７年度：１０．２名（常勤換算後）） 

※数値は「医師数に関する調査」より 

事業の内容 休日・夜間に救急対応を行う医師に支払われる救急勤務医手当

の一部を補助する。 

アウトプット指標 救急勤務医手当の支給件数（１，６００件） 
※Ｈ２７年度実績：１，６１９件 

アウトプット指標（達成

値） 

救急勤務医手当の支給件数（２，３３２件） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

  休日・夜間に救急対応する医師を支援するための救急勤務

医手当を補助することで、救急医療を提供する体制、医師の

処遇改善につながった。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２８（医療分）】 

新生児医療担当医確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

681 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

職務の複雑さや就労環境等が特殊なことから小児科医師の負担

が過重となっており、医師不足が懸念されていることから、負

担軽減を図る必要がある。 

アウトカム指標：鳥取大学医学部附属病院における小児科医師

一人あたりのＮＩＣＵに入院した新生児数の減少 ６．９７人

（平成２７年度：７．７４人） 

事業の内容 ＮＩＣＵにおいて新生児を担当する医師の処遇改善を目的とし

て支給されるＮＩＣＵに入院する新生児に応じて支給される手

当（新生児担当医手当）を支給する医療機関に対して補助する。 

アウトプット指標 新生児医療担当医手当支給件数 １３０件 
（平成２７年度：１１７件） 

アウトプット指標（達成

値） 

新生児医療担当医手当支給件数 ９０件 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

夜間にも関わらず呼び出し等がある小児科医の処遇を改善

し、小児科医の負担軽減につながった。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.２９（医療分）】 

小児救急医療支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,086 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県西部 

事業の実施主体 鳥取県西部広域行政管理組合 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児の急な傷病にいつでも対応できる地域の医療体制の構築が

求められており、通常の診療時間外の休日・夜間の小児救急医療

体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：休日・夜間の小児救急医療体制の確保日数：休

日６８日、夜間５０日 

（Ｈ２７年度実績：休日６９日、夜間５１日） 

事業の内容 県西部区域におけて小児救急病院群輪番制により小児救急医療

を実施する。 

アウトプット指標 県西部地域で休日・夜間の小児医療体制を構築：輪番で１箇所 
（Ｈ２７年度実績：輪番で１箇所） 

 
アウトプット指標（達成

値） 

県西部地域で休日・夜間の小児医療体制を構築：輪番で１箇所 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

医師、看護師等の医療従事者の処遇改善を行うことにより、

小児救急医療体制の構築が図られた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失すること

のないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３０（医療分）】 

認定看護管理者研修参加支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

477 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部 

事業の実施主体 県立中央病院、藤井政雄記念病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

より質の高い組織的看護サービスの提供及び看護職員が働き続

けられる職場環境改善を図るため、認定看護管理者の養成が必

要である。 

アウトカム指標：看護職員の離職率の低下 

（H27:7.4%→H28:6.9%） 

事業の内容 認定看護管理者研修（サードレベル）の受講に係る経費を助成

する。 

アウトプット指標 鳥取県内の認定看護管理者数の増加 
（Ｈ２７：１１名→Ｈ２８：１７名） 

アウトプット指標（達成

値） 

認定看護管理者の配置促進 
・認定看護管理者研修への参加者：１名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

認定看護管理者の配置を促進することにより、質の高い組

織的看護サービスの提供及び看護職員が働き続けられる職場

環境改善が図られた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３１（医療分）】 

女性医師就業環境整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,542 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県西部 

事業の実施主体 鳥取赤十字病院、鳥取大学医学部附属病院等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県内の女性医師は増加傾向にあることから、女性医師が働きや

すい環境を整備することが必要。 

アウトカム指標：女性医師数の増加（H26:288 人→H28:300 人） 

（平成３０年計画） 

・女性医師数の増加 172 人（H29 年）→179 人（H30 年度） 

事業の内容 女性医師が働きやすい環境整備を促進することにより、就業の継

続、復職を支援するため、女性医師の就業環境の改善、充実に必

要なハード事業の実施経費を補助する。 

アウトプット指標 女性医師の就業環境整備（新設 3 箇所） 
（平成３０年度） 
・女性医師の就業環境整備：２箇所 

アウトプット指標（達

成値） 

女性医師の就業環境整備（新設 3 箇所） 
（平成３０年度） 
・女性医師の就業環境整備：１箇所 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

県内に残ることが少ない女性医師の県内への定着を進めるた

めに、女性専用で使える施設や女性の活用が多い施設・設備を整

備することで、女性の働きやすい職場づくりの一助となった。 

（２）事業の効率性 

様式を定めている応募書類は、総て課のホームページよりダウ

ンロードできるようにして、応募者の書類作成への便宜を図っ

た。 

（平成３０年度） 

女性医師数の増加 172 人（H29 年）→171 人（H30 年度） 

（１）事業の有効性 

「女性医師数」については、出産・育児等に係る休暇取得者が

一定数みられたことから減少しており、目標には到達していな

い。病院勤務医師数に占める女性医師数は、H28 年（158 人）と

比べると、H29 は 172 人、H30 は 171 人と増加しており、これま
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での取り組みなどを通じて一定の効果が得られている。女性医師

が働きやすい就業環境を整備することにより就業継続及び復職

支援につながる。 

県内病院のニーズに基づき女性医師が働きやすい就業環境を

整備するとともに、出産・育児等による休職者に対応した就業支

援することで、病院勤務医師数に占める女性医師の増加を図る。 

（２）事業の効率性 

女性医師のニーズを踏まえての整備であり、可能な限り事業の

早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対する基金交付手

続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３２（医療分）】 

看護教員養成支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,967 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部 

事業の実施主体 県立中央病院、鳥取看護高等専修学校 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

育児休暇職員の代替がおらず、退職教員の雇用延長で対応してい

る等非常に不足している県内の看護師養成所の看護教員の確保及

び看護教員の資質向上を図り、在宅医療で求められる質の高い看

護師の育成に努める必要がある。 

アウトカム指標：全県内看護師養成所（１０機関）の看護師国家

試験等の合格率の向上（H27:98.1％→H28:100％） 

事業の内容 看護教員養成のための看護教員養成講習会受講に係る経費に対す

る支援を行う。 

アウトプット指標 看護教員養成講習会受講者数（３名） 
アウトプット指標（達

成値） 

（平成２８年度）看護教員養成講習会受講者数（３名） 
（平成２９年度）看護教員養成講習会受講者数（３名） 

事業の有効性・効率性 （平成２８年度） 

（１）事業の有効性 

看護師等養成施設の看護教員の技能向上を図った。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者

に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することの

ないよう努めた。 

（平成２９年度） 

アウトカム指標：全県内看護師養成所（１０機関）の看護師国家

試験等の合格率の向上（H27:98.1％→H29:99.2％） 

（１）事業の有効性 

 全県内看護師養成所（１０機関）の看護師国家試験等の合格率

が向上しており、概ね目標を達成した。受講にかかる旅費及び代

替賃金を助成することで、研修への参加促進が図られており、看

護教員の養成・確保につながっている。 

（２）事業の効率性 

 補助内容を見直すことにより、事業費の削減に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３３（医療分）】 

実習指導者養成支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,437 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取市立病院、三朝温泉病院、米子医療センター等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護学生の実習受入れに必要な実習指導者の育成を行うこと

は、看護師の育成には重要であり、また、H28 年度からは、自県

において訪問看護ステーションなど病院以外（特定分野）の実習

指導者養成を行う予定であり、受講者を増やすためにも支援は

必要である。 

アウトカム指標：講習会受講施設の増加（H27:27 施設→H28:45

施設） 

事業の内容 看護学生への臨地実習指導を充実させ、質の高い看護師養成を

行うため、実習指導者養成に係る研修受講経費の助成を行う。 

アウトプット指標 看護実習指導者の養成（約６０人） 
アウトプット指標（達成

値） 

看護実習指導者の養成（約４４人） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

質の高い看護師養成を行うため、看護学生への臨地実習指導

の充実を図った。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失すること

のないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３４（医療分）】 

認定看護師養成研修受講補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,879 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 県立中央病院、倉吉病院、西伯病院等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

熟練した看護技術と知識を持ち、水準の高い看護実践が出来る認

定看護師を積極的に育成し、県内の看護現場における看護の質の

向上を図る必要がある。 

アウトカム指標：看護職員の離職率の低下 

（H27:7.4%→H28:6.9%） 

事業の内容 認定看護師養成研修の受講に係る経費を助成する。 

アウトプット指標 鳥取県内の認定看護師数の増加 
（Ｈ２７：１３１名→Ｈ２８：１４６名） 

アウトプット指標（達成

値） 

認定看護師の増（１４人） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

水準の高い看護実践が出来る認定看護師が育成され、県内の

看護現場における看護の質の向上が図られた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失すること

のないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３５（医療分）】 

地域医療連携研修会開催支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

30,932 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取赤十字病院、県中部医師会、鳥取大学医学部附属病院等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療計画において、４疾病６事業については、地域において切れ目

のない医療提供体制の構築により、県民が安心して医療を受けら

れるようにすることが求められているにもかかわらず、病院、診療

所、訪問看護ステーション、福祉サービスを行う機関の連携が進ん

でいない。 

アウトカム指標： 

４疾病における死亡数の減少（人口１０万人当たり 計５５０人） 

 （平成２８年度：５５４人） 

内訳：がん（悪性新生物）３５９．５人、糖尿病１４．７人、急性

心筋梗塞５８．８人、脳卒中（脳血管疾患）１２１人 

事業の内容 ４疾病６事業に関して、地域の医療機関連携のもと実施する資質

向上等のための研修会等の開催に対し、補助する。 

アウトプット指標 地域医療連携研修会の開催（２０回） 
アウトプット指標（達

成値） 

（平成２８年度）地域医療連携研修会の開催（５１回） 
（平成２９年度）地域医療連携研修会の開催（４１回） 
（平成３０年度）地域医療連携研修会の開催（３０回） 

事業の有効性・効率性 （平成２８年度） 

（１）事業の有効性 

４疾病６事業に係る研修会を行うことで、より専門的な知識の

習得、若手医師のスキルアップ、地域の医療関係者の資質向上に

つながった。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者

に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのな

いよう努めた。 

（平成２９年度） 

アウトカム指標：４疾病における死亡数の減少（人口１０万人当た

り 計１８０人）人口１０万人当たり５４名増加 

内訳：がん 11 人減、糖尿病 増減なし、心筋梗塞 94 名増 
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脳卒中 29 人減 

（１）事業の有効性 

医療機関連携のもと実施する研修会を行うことで、より専門的

な知識の習得、若手医師のスキルアップ、地域の医療関係者の資質

向上につながっている。目標達成には至らなかったが、継続的に実

施していくことで、関係機関の連携強化、医療従事者の資質向上を

図り、切れ目のない医療提供体制の構築を進めていく。 

（２）事業の効率性 

補助率など補助内容を見直すことにより、事業費の削減を図っ

た。 

（平成３０年度） 

４疾病における死亡数の減少（人口１０万人当たり 計５５２人） 

※鳥取県年齢別推計人口（平成 29 年 10 月１日現在）による。 

（平成２８年度：５５４人） 

 

（１）事業の有効性 

目標には到達しなかったが、平成 28 年度より死亡数が減少して

いる。医療機関が連携して研修会を実施することで、より専門的な

知識の習得、若手医師のスキルアップ、関連職種の連携、地域の医

療関係者の資質向上につながっている。 

短期的に効果がでるものではないため、継続的に実施していく

ことで、医療機関の連携強化、医療従事者の資質向上を図り、切れ

目のない医療提供体制の構築を進めていく。 

（２）事業の効率性 

事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削

減に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３６（医療分）】 

鳥取県地域医療支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,264 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県、鳥取大学医学部 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、地域医療を担う医師のキャリア形成支援や医師不足病院

の支援等、医師確保対策を総合的に推進する必要がある。 

アウトカム指標：病院勤務医師数の増加 

（H27:1114 人→H28:1118 人） 

事業の内容 地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に医師

不足病院への医師の配置等を行うため、地域医療支援センター

を運営する。 

アウトプット指標 奨学生の県内定着者数の増加（Ｈ２７：２１名→Ｈ２８：３４

名） 
アウトプット指標（達成

値） 

①医師派遣・あっせん数･･･３１名 
②キャリア形成プログラムの作成数･･･３１ 
③地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師

数の割合･･･１００％ 
事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

本事業の実施により、地域医療を担う医師のキャリア形成

支援や医師不足病院の支援等、医師確保対策の総合的な推進

を行った。 

（２）事業の効率性  

－ 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３７（医療分）】 

寄附講座（鳥取大学医学部地域医療学講座）

開設事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

27,200 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療に貢献する人材育成と地域医療の発展のため、地域医

療の実践と研究、教育を行うとともに、地域医療を志す医師を

支援する必要がある。 

アウトカム指標：病院勤務医師数の増加 

（H27:1114 人→H28:1118 人） 

事業の内容 鳥取大学が設置する地域医療学講座に寄附を行う。 

アウトプット指標 奨学生の県内定着者数の増加 

（Ｈ２７：２１名→Ｈ２８：３４名） 
アウトプット指標（達成

値） 

奨学生の県内定着者数の増加（Ｈ２８：３１名） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

本事業のミッションである下記３項目について、地域医療

学講座として積極的に取組みを行った。 

○地域医療に貢献する人材の育成 

  地域医療に関連した講義・臨床実習カリキュラムの充実に

向けて、６年間を通じた地域医療教育プログラムを導入する

など、積極的に取り組んだ。 

○地域医療に関連する診療支援 

  地域の医療機関及び診療教育拠点における実習教育に関連

する診療支援や、地域保健・医療・福祉の連携に取り組んだ。 

○地域医療に関する研究 

  地域医療体制、臨床疫学、地域医療教育及び地域医療に貢

献する人材育成などに関する複数の研究を行った。 

（２）事業の効率性 

鳥取大学が設置する地域医療学講座に寄附を行うことによ

り、高等教育機関による人的・知的資源を活用し、より効率的

な事業実施ができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３８（医療分）】 

大学等における科目履修等に対する支援 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,179 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

育児休暇職員の代替がおらず、退職教員の雇用延長で対応して

いる等非常に不足している県内の看護師養成所の看護教員の

確保及び看護教員の資質向上を図り、在宅医療で求められる質

の高い看護師の育成に努める必要がある。 

アウトカム指標：全県内看護師養成所（１０機関）の看護師国

家試験等の合格率の向上（H27:98.1％→H28:100％） 

事業の内容 看護教員養成のための大学における科目履修等に係る経費に

対する支援を行う。 

アウトプット指標 看護教員養成者数（１名） 
アウトプット指標（達成

値） 

看護教員養成者数（１名） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

大学院で教育に関する４単位を履修するとともに、看護学

専攻の学生に対する講義、演習、実習指導を通して教育力の

育成を図った。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失する

ことのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.３９（医療分）】 

臨床研修指導医講習会開催事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,745 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

将来の医療を担う若手医師を確保するため、県内で臨床研修を

受ける研修医を増やす必要があり、ソフト面も含めた教育環境

の整備が必要。 

アウトカム指標：県内臨床研修病院のマッチング者数の増加 

H26（H27 研修開始）:30 人→H29（H30 研修開始）:41 人 

（平成３０年年度） 

H29（H30 年研修開始）39 人→H30（H31 年度研修開始）43 人 

事業の内容 研修医の教育を担う指導医を育成する講習会を開催する。 

アウトプット指標 新規指導医の増加 
（Ｈ２７：４３２名→Ｈ２８：４６２名→Ｈ２９：４９２名） 
（平成３０年度）新規指導医の増加２５人 

アウトプット指標（達成

値） 

（２８年度）指導医数４６５名 
（２９年度）指導医数４８７名 
（３０年度）新規指導医の増加：２８名 

事業の有効性・効率性 （平成２８年度） 

（１）事業の有効性 

研修医の指導には指導医講習会の受講が必須であるため、

本事業により指導医の有資格者を増やし、より多くの研修医

の受け容れが可能となり、県全体での定員（平成 30 年度）を

２人増加した。指導医一人あたりの研修医数を減らせるため、

指導医の負担軽減にもつながっている。 

（２）事業の効率性 

通常 3日間で予定されている講習会を、1日あたりの時間数

を増やして土日の 2 日間で開催して、参加者の利便性を高め

た。 

（平成２９年度） 

アウトカム指標：県内臨床研修病院のマッチング者数の増加 

H26（H27 研修開始）:30 人→H29（H30 研修開始）:39 人 

（１）事業の有効性 

県内臨床研修病院のマッチング者数は増加しており、目標も
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ほぼ達成できた。研修医の指導には、指導医講習会の受講が必

須であり、本事業により指導医の有資格者を増やすことができ

た。指導医が増加したことで、指導医一人あたりの研修医数が

減少による指導医の負担軽減にもつながっている。 

（２）事業の効率性 

通常３日間で予定されている講習会を、２日間で開催するこ

とで、参加者の利便性向上を図りつつ、業務の縮減を図った。 

 

（平成３０年度） 

アウトカム指標 

県内臨床研修病院のマッチング者数の増加： 

H29（H30 年研修開始）39 人→H30（H31 年度研修開始）41 人 

（１）事業の有効性 

県外出身者の中には地元での初期臨床研修を希望する者も多

くいるなどの理由からマッチング者数が伸び悩み、目標には到

達しなかったが、初期臨床研修医数が２名増加しており、一定

の成果がみられる。 

県内で初期臨床研修医を行った医師は、その後の県内での専

門研修プログラム登録や地域医療への従事等による県内定着に

つながっている。初期臨床研修を担う指導医の増加・養成によ

る初期臨床研修の充実することで、県内病院での臨床研修を行

う研修医の増加及び将来の医療を担う若手医師の確保につなが

る。 

本事業の実施による指導医増加による県内臨床研修病院の魅

力向上に加え、県と県内臨床研修病院が連携した取り組みによ

る本県の初期臨床研修の魅力向上を図るとともに、奨学生に対

する地域医療への貢献義務について個別面談による意識付け等

により、初期臨床研修医数の増加を図る。 

（２）事業の効率性 

委託内容を精査することでコスト削減に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.４０（医療分）】 

臨床研修医セミナー開催事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,272 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

将来の医療を担う若手医師を確保するため、県内で臨床研修を

受ける研修医を増やす必要があり、ソフト面も含めた教育環境

の整備が必要。 

アウトカム指標：県内臨床研修病院のマッチング者数の増加 

（H26 研修開始:34 人→H29 研修開始:41 人）  

（平成３０年度） 

H29（H30 年研修開始）39 人→H30（H31 年度研修開始）43 人 

事業の内容 著名な講師を招いてセミナーを開催し、講演・質疑応答する。 

アウトプット指標 セミナーへの参加者数：50 名 
アウトプット指標（達成

値） 

（２８年度）セミナーへの参加者数：43 名 
（２９年度）セミナーへの参加者数：84 名 
（３０年度）セミナーへの参加者数：74 名 

事業の有効性・効率性 （２８年度） 

（１）事業の有効性 

大雪*のために県東部・中部地区の病院からの参加者が無か

ったにも関わらず、43 名の参加者があった。（大雪*：開催日

の夕方から翌々日まで、県内のＪＲは運行を停止した） 

セミナーは予定した時間を 30 分程度超過して終了したが、

セミナー終了後の意見交換でも講師を囲んで研修医が盛んに

意見交換をしていた。 

（２）事業の効率性 

大学と連携して、同じ講師について大学の主催により別の

演題で前日にセミナーを行った。旅費を大学と折半すること

で経費抑制に努めた。 

（２９年度） 

アウトカム指標：県内臨床研修病院のマッチング者数の増加 

（H26 研修開始:34 人→H29 研修開始:39 人 

（１）事業の有効性 

県内臨床研修病院のマッチング者数は増加しており、目標も

ほぼ達成できた。著名な講師によるセミナーの開催により、臨
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床研修医の知識の習得や手技向上に資することができた。 

（２）事業の効率性 

 委託内容を精査することでコスト削減に努めている。 

（３０年度） 

アウトカム指標：県内臨床研修病院のマッチング者数の増加 

H29（H30 年研修開始）39 人→H30（H31 年度研修開始）41 人 

（１）事業の有効性 

県外出身者の中には地元での初期臨床研修を希望する者も多

くいるなどの理由からマッチング者数が伸び悩み、目標には到

達しなかったが、初期臨床研修医数が２名増加しており、一定

の成果がみられる。 

県内で初期臨床研修医を行った医師は、その後の県内での専

門研修プログラム登録や地域医療への従事等による県内定着に

つながっている。初期臨床研修の充実することで、県内病院で

の臨床研修を行う研修医の増加及び将来の医療を担う若手医師

の確保につながる。 

本事業の実施による臨床研修環境・体制の充実による県内臨

床研修病院の魅力向上に加え、引き続き、県と県内臨床研修病

院が連携した取り組み、奨学生に対する地域医療への貢献義務

について個別面談による意識付け等を行い、本県の初期臨床研

修環境・体制の魅力向上を図り、初期臨床研修医数の増加を図

る。 

（２）事業の効率性 

 委託内容を精査することでコスト削減に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.４１（医療分）】 

小児救急地域医師研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

880 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

小児の救急事例に対応できる高度な技術を持った医師を養成す

ることで、小児救急医療体制の強化を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少： 

１６，５００人／年（現行値：１７，３５４人／年） 

※数値は小児救急医療体制の取組現況調査より（Ｈ２８年度に平

成２６年度実績の調査を行うため、現行値はＨ２６年度データ） 

（平成３０年度） 

１７，０００人／年（H28 年度：２０，４０７人／年） 

事業の内容 各地区医師会に委託して、小児救急事例に対応できる小児科医の

養成を目的とした研修を開催する。 

アウトプット指標 小児救急地域医師研修受講者数（１００人） 
（Ｈ２７年度実績：９６人） 

アウトプット指標（達

成値） 

小児救急地域医師研修受講者数（H２８：１１０人） 
（Ｈ２９年度実績：９２人） 
（Ｈ３０年度実績：８０人） 

事業の有効性・効率性 （２８年度） 

（１）事業の有効性 

研修会を実施することで、小児救急事例に対応できる小児科

医の養成を行うことができた。また、これらの研修を受けた医

師が休日夜間急患診療所等において小児救急医師として診療

することにつながった。 

（２）事業の効率性 

小児救急事例に対応できる小児科医が休日夜間急患診療所

において診療することができる体制を整備することで、二次救

急医療施設の小児科医師の負担軽減につながった。 

（３０年度） 

小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少 

１７，８６６人／年（H３０年度） 
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（１）事業の有効性 

目標には到達していないが、小児救急医療機関の受け入れ小児

救急患者が H29 年度実績（19,823 人／年）と比較しても減少し

ていることから、一定の効果があったといえる。 

本研修会で受講した医師が休日夜間急患診療所等において小

児救急医師として診療していることから、各地区医師会と協力の

もと継続的に実施していくことで、小児救急医療体制の確保につ

なげていく。 

（２）事業の効率性 

各地区医師会が実施することで、対象となる医師に効果的に周

知を図ることができる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.４２（医療分）】 

次世代医師海外留学支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,927 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新臨床研修制度の導入以降、県内の若手医師は減少し、将来の

医療を担う若手医師を確保するため、県内で勤務を続けること

への魅力を増大させることが必要。 

アウトカム指標：県内臨床研修病院のマッチング者数の増加 

（H26 研修開始:34 人→H29 研修開始:41 人） 

事業の内容 若手医師に海外留学中の生活費や渡航費用を貸し付け、県内で

の一定の勤務により返済を免除する。 

アウトプット指標 毎年１名への海外留学資金の貸し付け 
アウトプット指標（達成

値） 

海外留学者 1 名に資金を貸し付けた 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

本年度の貸し付けは昨年度内に審査を行ったが、２人の応

募があった。（28 年度貸し付け分は 4 人の応募）。都市部の病

院と較べて、症例数を稼ぐことが難しく、留学のためのグラン

トを得る機会の少ない地方の病院勤務医であっても、留学を

容易にしている。他県の関心も高く、事業内容について問い合

わせがあった。 

（２）事業の効率性 

様式を定めている応募書類は、総て課のホームページより

ダウンロードできるようにして、応募者の書類作成への便宜

を図った。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.４３（医療分）】 

女性医師就業支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,701 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県内の女性医師は増加傾向にあることから、女性医師の出産・

育児等による休職から復職しやすい環境を整備することが必要。 

アウトカム指標： 

女性医師数の増加（H26:288 人→H28:300 人） 

（平成３０年度） 

女性医師数の増加 172 人（H29 年）→179 人（H30 年度） 

事業の内容 出産・育児等で一時的に業務を離れた女性医師が復職しやすい研

修や就業環境のプログラムを提供することで復職を支援し、ホー

ムページ等を通じて情報を提供して、若手を中心とした女性医師

の就業を支援することで、若手医師の確保を図る。 

アウトプット指標 研修会の実施（1 回／年） 
アウトプット指標（達成

値） 

研修会を 1 回実施した。 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

研修会では女性医師同士で課題を共有することで、支え合い

による心理的な補強につながった。 

（２）事業の効率性 

学会に合わせてセミナー形式で研修会を開催して、参加者の

利便性の向上を図った。 

 

（平成３０年度） 

女性医師数の増加 172 人（H29 年）→171 人（H30 年度） 

（１）事業の有効性 

目標には到達しなかったが、、病院勤務医師数に占める女性医

師数は、H28 年 158 人、H29 年 172 人、H29 年度 164 人、H30 年度

171 人と概ね増加傾向にあることから、これまで実施してきた女

性医師の就業環境整備事業及び就業支援事業の成果が見られ始

めたものと考える。 

復職に向けた研修会や交流会には、女性医師、医師及び関係者

あわせて４３名の参加があり、参加者からは「先輩医師の経験や
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女性医師の現状を知るよい機会になった」、「先輩の女性医師と交

流する機会がもっと欲しい」などの声があり、女性医師、医学生

の就業継続に向けたキャリアパスや育児、介護等で一時的に業務

を離れた女性医師の復職に向けた意欲向上につながっている。 

県内病院における女性医師が働きやすい就業環境を整備する

とともに、出産・育児等による休職者に対応した就業支援を行う

ことで、病院勤務医師数に占める女性医師の増加を図る。 

（２）事業の効率性 

鳥取大学内に設置されたワーク・ライフ・バランス支援センタ

ーへの委託であり、対象である医学生へアプローチしやすく、ま

た、研修会開催にあたっては、県医師会と共催するなど、経費を

かけずに県内の女性医師、医師及び関係者に広く周知を図ってい

る。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.４４（医療分）】 

看護教員の質の向上支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,142 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の看護師養成所における看護教育の質のばらつきが生じな

いよう、看護教育の質の向上を図り、在宅医療で求められる質

の高い看護師の育成に努める必要がある。 

アウトカム指標：全県内看護師養成所（１０機関）の看護師国

家試験等の合格率の向上（H27:98.1％→H28:100％） 

事業の内容 看護職員を対象とした資質向上を図るための研修等を開催する

ための経費に対する支援を行う。 

アウトプット指標 全県内看護師養成所の研修会受講参加（全１０機関） 
アウトプット指標（達成

値） 

全県内看護師養成の研修会受講参加（９機関） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

県内の看護師等養成所における看護教員の実践能力を高

め、もって看護教育の質の向上を図る。 

（２）事業の効率性 

委託先である鳥取大学（保健学科）は、教育機関として、教

養豊かな人材を育成しており、保健学科等おいては附属病院

等の医療機関と連携し、看護の専門教育を重点とした資質向

上と専門性高い看護職員の育成を行っている教育機関である

ことから企画・運営・実施等について円滑に実施できた。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.４５（医療分）】 

看護職員実習指導者養成講習会開催事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,707 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内で H27 年度新たに看護師養成校設置となることを踏まえ、

新たな実習施設を確保するためには実習指導者の確保は重要で

あり、実習指導者を養成し、看護職員及び看護学生の資質の向

上を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

講習会受講施設の増加（H27:27 施設→H28:45 施設） 

（平成３０年計画） 

看護実習指導者の養成４０人（毎年度） 

事業の内容 病院や病院以外における看護実習の充実を図るための実習指導

者養成講習会を開催するとともに、実習指導の資質向上を図り、

実習の体制整備を図るためのフォローアップ研修を行う。 

アウトプット指標 看護実習指導者の養成（約６０人） 
（平成３０年計画） 
・実習指導者養成講習会受講者：２５人 
・特定分野実習指導者養成講習会受講者：１５人 

アウトプット指標（達成

値） 

看護実習指導者の養成（９１人） 
（平成３０年計画） 
・実習指導者養成講習会受講者：２２人 
・特定分野実習指導者養成講習会受講者：１２人 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

実習指導者養成講習会の開催により看護実習施設の指導者

を養成し、看護実習の資質向上を図るとともに、看護職員及び

看護学生の資質向上を図る。またフォローアップ研修の開催

により実習指導者としてより一層の資質向上を図ることで実

習の体制整備に繋がる。 

（２）事業の効率性 

事業の委託先である公益社団法人鳥取県看護協会は、鳥取

県看護研修センターを拠点に看護専門教育を重点とした資質

向上と地域社会における医療及び公衆衛生の普及に努めるこ
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とを目的とした看護職能団体であり、円滑な実施と質の高い

実習指導者の養成をすることができた。 

 

（３０年度） 

アウトカム指標：看護実習指導者の養成３４人 

（１）事業の有効性 

「看護実習指導者の養成」については、目標（４０人）には到

達しなかったが、養成数は３４人であり、概ね目標達成された

ものと考える。看護実習施設の実習指導者を養成することによ

り、看護実習の質が向上し、看護職員及び看護学生の資質向上

につながる。実習指導者養成講習会の開催により、実習指導者

の養成が進んでいることから、一定の効果が得られている。ま

た、実習指導者としてより一層の資質向上を図るため、フォロ

ーアップ研修も行っている。 

実習指導者養成講習会の開催については、開催場所（参加者

の利便性）や、長期研修のため早めに派遣施設と調整すること

などで受講者を確保し、目標の達成を図る。 

（２）事業の効率性 

 事業者へのヒアリング、委託内容を精査することにより経費

削減に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.４６（医療分）】 

勤務環境改善支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,805 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療現場の厳しい勤務環境を改善することで、医療人材の定着

及び安定的確保を図る。 

アウトカム指標：病院勤務医師、看護師数の増加 

 病院勤務医師数の増加（H27:1114 人→H28:1118 人） 

病院勤務看護師数の増（H27:5337 人→H28:5521 人） 

 

事業の内容 医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ること

を目指し、PDCA サイクルを活用して勤務環境改善に向けた取

組を行うための仕組みを活用して勤務環境改善に取り組む各

医療機関に対して総合的・専門的な支援を行うため、勤務環境

改善支援センターの運営を県医師会に委託する。 

アウトプット指標 医療機関での勤務環境改善事業の取り組みへの支援 
（新規取り組み機関：１病院/年） 

アウトプット指標（達成

値） 

医療機関での勤務環境改善事業の取り組みへの支援 
（Ｈ２８年度新規取り組み機関：１病院） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

事業説明会、研修会、病院訪問等を通じて、PDCA サイク

ルを活用して勤務環境改善に向けた取組を行う意義、必要性

を認識する病院が増え、単一職種ではなく、病院組織として

の検討など取組みが始まりつつある。 

（２）事業の効率性 

県医師会に委託することにより、医療機関の院長等トップ

の理解が得られ、効率的に取組みを推進できる体制が整って

きたと考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.４７（医療分）】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,588 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

小児医療機関の診療時間外の小児の急な病気やケガに対応する

医療体制を整備しているが、軽症患者が殺到するなど、医療関係

者の負担が過重になっており、負担軽減が必要。一方で、小児保

護者が小児の急な病気やケガの対応方法や医療機関を受診する

かの判断等に困るケースがあり、小児医療機関の診療時間外に

専門の医療従事者に相談できる体制が必要。 

アウトカム指標： 

小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少 

１６，５００人／年（現行値：１７，３５４人／年） 

※数値は小児救急医療体制の取組現況調査より（Ｈ２８年度に

平成２６年度実績の調査を行うため、現行値はＨ２６年度デー

タ） 

（平成３０年度） 

１７，０００人／年（H28 年度：２０，４０７人／年） 

事業の内容 業者に委託して、小児の急な傷病に対する電話相談ができる体

制を整備する。 

アウトプット指標 小児救急医療相談件数前年比１０％増 
（Ｈ２７：約３，８００件→Ｈ２８：４，２００件） 

アウトプット指標（達

成値） 

小児救急医療相談件数 
４，０１５件(H28)→６，０５８件(H29)→６，３５２件(H30) 

事業の有効性・効率性 （２８年度） 

（１）事業の有効性 

小児の急な病気やけがについて、医師又は看護師による電話

相談を行うことで、保護者の安心につながるとともに、軽症患

者が医療機関の診療時間外に受診することを抑制した。 

（２）事業の効率性 

専門の業者に委託することで、保護者が医師又は看護師から

専門的なアドバイスを受けることができた。 
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（３０年度） 

小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少 

１７，８６６人／年（H３０年度） 

（１）事業の有効性 

目標には到達していないが、小児救急医療機関の受け入れ小

児救急患者が H29 年度実績（19,823 人／年）と比較しても減少

していることから、一定の効果があったといえる。また、小児救

急医療相談は、事業周知やニーズの高まりにより、年々相談件数

が増加しており、小児の急な病気やけがについて、医師又は看護

師から専門的なアドバイスを受けることで、保護者の安心、軽症

患者が医療機関の診療時間外に受診することの抑制につながっ

ている。 

子育て世帯に対する効果的な周知方法を検討し、小児電話相

談窓口の周知による利用促進など医療機関の適正受診を周知す

ることで、目標の達成を図る。 

（２）事業の効率性 

専門業者に委託することで、時間外における医療機関等の対

応の軽減につながっている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.４８（医療分）】 

医療機関の適正受診に係る情報発信 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,732 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

救急医療機関に軽症患者が殺到するなど、医療関係者の負担が過

重になっており、負担軽減が必要。 

アウトカム指標： 

小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少 

１６，５００人／年（現行値：１７，３５４人／年） 

※数値は小児救急医療体制の取組現況調査より（Ｈ２８年度に平

成２６年度実績の調査を行うため、現行値はＨ２６年度データ） 

（平成３０年度） 

１７，０００人／年（H28 年度：２０，４０７人／年） 

事業の内容 （１）保育園等において、小児の急な傷病に対する対処方法や適

切な医療機関の受診等について、出前講座を実施する。 
（２）小児救急ハンドブックや医療機関の適切な受診を促すリー

フレット等を作成・配布する。 

アウトプット指標 （１）出前講座実施回数（５回） 
（２）ハンドブック、リーフレットの配布数 

・ハンドブック５，０００冊 
・リーフレット１７万枚 

アウトプット指標（達

成値） 

（２８年度） 
（１）出前講座実施回数（２回） 
（２）ハンドブック、リーフレットの配布数 

・ハンドブック１６，７１０冊 
・リーフレット２１万９千枚 

（２９年度） 
（１）出前講座実施回数（４回） 
（２）ハンドブック、リーフレットの配布数 

・ハンドブック１８，７１０冊 
・リーフレット２２万２，４６０枚 

（３０年度） 
（１） 出前講座実施回数（３回） 
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（２） ハンドブック、リーフレットの配布数 
・ハンドブック ４，８００冊 
・リーフレット ５，８００枚 

事業の有効性・効率性 （２８年度） 

（１）事業の有効性 

出前講座の開催や小児救急ハンドブックの配布により、家庭

内での事前トリアージを実施することができた。 

（２）事業の効率性 

医療機関の適正受診について啓発することで、軽症患者が二

次救急医療機関を受診することを抑制した。 

（２９年度） 

アウトカム指標： 

小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少： 

２０，４０７人／年（現行値：１７，３５４人／年） 

（１）事業の有効性 

小児救急医療機関で受け入れる小児救急患者は増加しており、

目標の達成には至らなかった。医療従事者の負担軽減を図るため

にも、医療機関の適正受診について、まず、県民の方に広く知っ

ていただくことが重要であり、そのためにも継続的に啓発してい

くことが必要となる。出前講座、電話相談などの実施とあわせて、

軽症患者が二次救急医療機関の受診することの抑制を図ってい

く。 

（２）事業の効率性 

 事業実施に当たり、入札実施にすることにより、コストの低下

に努めた。 

（３０年度） 

アウトカム指標： 

小児救急医療機関の受け入れ小児救急患者の減少 

１７，８６６人／年（H３０年度） 

（１）事業の有効性 

目標には到達していないが、小児救急医療機関の受け入れ小児

救急患者が H29 年度実績（19,823 人／年）と比較しても減少し

ていることから、一定の効果があったといえる。出前講座の開催

やリーフレットの配布により、特にお子さんがいる御家庭に対し

て、医療機関の適正受診についての啓発、子どもがケガや病気に

かかった際の症状に応じた対応に役立てていただくことで、軽症

患者が二次救急医療機関を受診することの抑制につながってい

る。 

継続的な出前講座の実施、子育て世帯に対する効果的な周知方

法を検討し、かかりつけ医を持つことの普及と併せ、小児救急ハ

ンドブックの配布など医療機関の適正受診を周知することで、目

標の達成を図る。 

（２）事業の効率性 
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事業実施に当たり、効果的な配布先の検討による部数の見直し

や、入札実施にすることにより、コストの低下に努めた。 

その他  
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事業区分５：介護従事者の確保に関する事業 
 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 
事業名 【No.２（介護分）】 

介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置

等） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

251 千円 

事業の対象となる区

域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計

画） 

関係機関等との役割分担・連携等を進める協議会の開催 年３回 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

協議会の開催 年３回 

アウトプット指標（達

成値） 

（平成 28 年度） 

介護人材確保対策協議会の開催 年３回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 介護の事業者団体、職能団体、養成施設、福祉人材センター、

介護労働安定センター、労働局、県商工労働部、県教育委員会等

が出席する協議会の開催により、現状の取組や課題、重点的に取

り組むべき内容等について関係者間で情報共有し、今後の役割分

担や連携等が確認できた。 
（２）事業の効率性 
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 既存の県附属機関に協議会を設置し、検討内容に応じ関係機関

や有識者にオブザーバー参加してもらう方法により、効率的な執

行ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事

業 
事業名 【No.３（介護分）】 

人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度

実施事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

0 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） 介護人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度の創設 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

制度創設に向けた会議の開催 年２回 

アウトプット指標（達

成値） 

（平成 28 年度） 

介護人材確保対策協議会を活用 年１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 介護の事業者団体、職能団体、養成施設、福祉人材センター、

介護労働安定センター、労働局、県商工労働部、県教育委員会等

が出席する協議会において、認証評価制度創設に向けて連携を

強化できた。 
（２）事業の効率性 
 介護人材確保対策協議会において当制度を検討し、効率的な

執行ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介

護の職場体験事業 
事業名 【No.４（介護分）】 

地域住民や学校の生徒に対する介護や介護

の仕事の理解促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

42,149 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県社会福祉協議会、ｵｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝｹｱｺﾝﾃｽﾄ実行委員会、鳥取

県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） （平成 28 年度） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 

 （広報ツールの制作等） 

・介護技術コンテストの開催支援 

・働く介護家族が受講しやすい「介護職員初任者研修」開催

の支援（時間帯・料金の工夫、仕事との両立に向けた情報

提供） 

・介護の理解を深める企業内研修の開催支援 

・ケーブルテレビを活用した介護の仕事等の紹介 

・介護人材魅力発信フォーラムの開催 

（平成 30 年度） 

・働く介護家族が受講しやすい「介護職員初任者研修」開催

の支援（時間帯・料金の工夫、仕事との両立に向けた情報

提供） 

・介護の理解を深める企業内研修の開催支援 （再掲）平成

29 年度鳥取県計画 

・介護人材魅力発信イベントの開催 
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アウトプット指標（当初

の目標値） 

（平成 28 年度） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 ２団

体 

・介護技術コンテストの開催支援 参加者 2,000 人 

・働く介護家族が受講しやすい「介護職員初任者研修」開催

の支援 10 コース 

・介護の理解を深める企業内研修の開催支援 60 回 

・ケーブルテレビでの介護の仕事等の紹介 ３局 100 回放送 

・介護人材魅力発信フォーラムの開催 参加者 400 人 

（平成 30 年度） 

・働く介護家族が受講しやすい「介護職員初任者研修」開催 

3 課程 

・介護の理解を深める企業内研修の開催 50 回 （再掲）平成

29 年度鳥取県計画 

・介護人材魅力発信イベントの開催 参加者 400 人 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 28 年度） 

・中高生対象介護魅力発信ＤＶＤ制作 

・介護技術コンテスト開催（選手 117 人、ｺﾝﾃｽﾄ見学・講演

聴講の一般来場者約 3,236 名） 

・働く介護家族が受講しやすい「介護職員初任者研修」の開

催の支援 3 コース 

・介護の理解を深める企業内研修の開催支援 31 回 

・ケーブルテレビを活用した介護の仕事等の紹介 ３局 135

回放送 

・介護人材魅力発信フォーラムの開催 参加者 311 人 

（平成 30 年度） 
・働く介護家族が受講しやすい「介護職員初任者研修」の開催

の支援 2 コース 
・介護の理解を深める企業内研修の開催 44 回 

・介護人材魅力発信イベントの開催 参加者 450 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 県の事業とあわせ、介護の事業者団体、県社協、実行委員会

等の取組を支援することにより、地域住民の介護や介護の仕

事の理解促進につながった。 
（２）事業の効率性 
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 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事

業者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を

失することのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 
事業名 【No.５（介護分）】 

若者・女性・高年齢者など多様な世代を対

象とした介護の職場体験事業 

【総事業費 

（計画期間の総

額）】 

81 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケア

システムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） 夏休みにおける中高生の介護の仕事体験 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

中高生の体験参加者 100 人 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 28 年度） 

中高生の体験参加者 92 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 現場での介護体験により、中高生の進路の一つとして介護

職員の参入促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 ボランティア育成・体験のノウハウを持つ県社協に委託す

るとともに、事業者団体や県教育委員会等の協力による中高

生体験を行い、効率的な執行ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 
事業名 【No.６（介護分）】 

介護未経験者に対する研修支援事業 
【総事業費 

（計画期間の総

額）】 

4,283 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 南部箕蚊屋広域連合、鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケア

システムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37年12,193人(H24年10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） （平成 28 年度） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 

（管内住民の介護職員初任者研修の受講支援等） 

・介護職員初任者研修の受講支援等 

（平成 30 年度） 

・介護職員初任者研修の受講支援等 （再掲）平成 29 年度鳥

取県計画 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

（平成 28 年度） 

・介護の事業者団体等の介護人材参入促進の取組支援 35人 

・介護職員初任者研修の受講支援等 120 人 

（平成 30 年度） 

・介護職員初任者研修の受講支援 120 人 （再掲）平成 29

年度鳥取県計画 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 28 年度） 

・地域住民の介護職員初任者研修修了者数 6 人 

・介護職員初任者研修の受講支援 61 人 

（平成 30 年度） 
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・介護職員初任者研修の受講支援 50 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 介護職員初任者研修の受講支援により、基本的な介護スキ

ルを身に付けた人材の増加につながった。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事

業者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を

失することのないよう努めた。 
その他  

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチ

ング機能強化事業 
事業名 【No.７（介護分）】 

多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じ

たマッチング機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,831 千円 

事業の対象となる区域 県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） 鳥取県社会福祉協議会に就職支援コーディネーター（仮称）を配

置し、きめ細やかなマッチングを行う。 
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アウトプット指標（当

初の目標値） 

（平成 28 年度） 
就職支援コーディネーターの配置、相談支援 １名 
ジョブカフェの開催 ２回 
（平成 30 年度） 
就職支援コーディネーターの配置、相談支援 １名 （再掲）平

成 29 年度鳥取県計画 

アウトプット指標（達

成値） 

（平成 28 年度） 
就職支援コーディネーターの配置、相談支援 １名 
ジョブカフェの開催 ２回 
（平成 30 年度） 

就職支援コーディネーターの配置、相談支援 １名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 介護事業所・施設への就業に関する相談対応や就職支援、介護

職員との意見交換会の開催等により、参入促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 福祉人材センターを運営する県社協への委託により、求職者

及び求人事業所をマッチングさせる無料職業紹介と一体的に、

効率的な執行ができた。 
その他  

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修 
事業名 【No.８（介護分）】 

多様な人材層に対する介護人材キャリアアッ

プ研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総

額）】 

8,251 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県作業療法士会、鳥取県老人保健施設協会、介護職員や小

規模事業所のグループ、鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護
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連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） ・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 

（キャリアアップ研修の開催等） 

・介護職員、小規模事業所グループの取組支援 

・介護職員の事業所全体レベルアップに向けた介護福祉士養成

施設講師の派遣 

・新卒訪問看護師の育成モデルプログラムの作成 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ４団体 

・介護職員、小規模事業所グループの取組支援 10 団体 

・介護職員の事業所全体レベルアップ（介護福祉士養成施設か

ら講師派遣） 100 人 

・新卒訪問看護師の育成モデルプログラムの作成  

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 28 年度） 

・介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ４団体 

・介護職員・小規模事業所グループの取組支援 ４団体 

・介護職員の事業所全体レベルアップ（介護福祉士養成施設か

ら講師派遣） 参加者 664 人 

・新卒訪問看護師の育成モデルプログラムの作成 

・小規模事業所や介護職員グループのキャリアアップ 1 グループ 

・介護職員の事業所全体レベルアップ研修 28 回、受講者 664 人 

・小規模多機能型居宅介護職員向け多職種連携研修 受講者 18人 

・作業療法士に対するチームケアリーダー育成 研修 3回、のべ 38人 

・老人保健施設の在宅復帰率向上研修 51 名 

・リハビリテーションクリティカルパスを通じた研修 受講者 90 人 

・認知症グループホームネットワークづくりを通じた人材育成 122 名 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 県の事業とあわせ、県社協、介護の事業者団体、職能団体等

の取組を支援することにより、介護職員等の資質向上につなが

った。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事業
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者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業（介護キャリア段位制度に対するアセッサー講習受講支援

事業） 
事業名 【No.９（介護分）】 

多様な人材層に対する介護人材キャリアアッ

プ研修支援事業（介護キャリア段位制度に対

するアセッサー講習受講支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,198 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県老人保健施設協会、鳥取県介護福祉士会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） 介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ２団体 

（介護キャリア段位におけるアセッサー講習の受講料支援） 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

アセッサー講習修了者 282 人 

アウトプット指標（達

成値） 

（平成 28 年度） 

アセッサー講習修了者 95 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 アセッサー講習の受講料支援により、アセッサー育成が促進さ

れた。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事業者

団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 
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その他  

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ

研修支援事業（介護支援専門員資質向上事業） 
事業名 【No.１０（介護分）】 

多様な人材層に対する介護人材キャリアア

ップ研修支援事業（介護支援専門員資質向

上事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,729 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県介護支援専門員連絡協議会、鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） ・ケアプラン点検支援（保険者に同行し助言・指導を行う） 

・初任段階介護支援専門員支援（事業所訪問による助言指導） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・ケアプラン点検支援 30 回 

・初任段階介護支援専門員支援 10 事業所 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 28 年度） 

・ケアプラン点検支援 6 回 

・初任段階介護支援専門員支援 6 事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 県社協及び介護支援専門員協会による法定研修やケアプラ

ン点検の実施等により、地域全体の介護支援専門員の資質向

上につながった。 
（２）事業の効率性 
 法定研修を行うとともに、介護支援専門員協会の事務局を
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置く県社協により、効率的な実施ができた。 

その他  

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 
事業名 【No.１１（介護分）】 

認知症ケアに携わる人材の育成のための研

修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,071 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援チーム及び認知症地域

支援推進員の設置 全市町村 19(平成 30 年 4 月) 

事業の内容（当初計画） ・認知症初期集中支援チーム員研修への受講派遣 

・認知症サポート医養成研修への受講派遣 

・認知症サポート医フォローアップ研修 

・病院勤務の医療従事者（看護師等）、歯科医師、薬剤師の認知症

対応力向上研修 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・認知症初期集中支援チーム員研修への受講派遣 5 人 

・認知症サポート医養成研修への受講派遣 10 人 

・認知症サポート医フォローアップ研修 1 回 48 人 

・病院勤務の医療従事者（看護師等）研修 2回、歯科医師、薬剤

師の認知症対応力向上研修 各 1回 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修 83

人 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 28年度） 

・認知症初期集中支援チーム員研修への受講派遣 10 人 

・認知症サポート医養成研修への受講派遣 10 人 

・認知症サポート医フォローアップ研修 1 回 15 人 
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・病院勤務の医療従事者（看護師等）研修 2回、歯科医師、薬剤

師の認知症対応力向上研修 各 1回 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修 83

人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 研修会の開催、中央研修への派遣等により認知症初期集中

支援チームの体制整備が図られるとともに、認知症高齢者に

対するケアの向上につながった。 
（２）事業の効率性 
 医師会、看護協会等職能団体等に委託することにより、効率

的な執行ができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質

向上事業 
事業名 【No.１２（介護分）】 

地域包括ケアシステム構築に資する人材育

成・資質向上事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,304 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：地域ケア会議の実施、生活支援コーディネー

ターの配置 全市町村 19(平成 29 年 4 月) 

事業の内容（当初計画） ・地域包括支援センター機能強化に向けた初任者研修、連携

強化研修等 

・地域ケア会議の普及・充実に向けた広域支援員・専門職の

派遣、実務者研修 

・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成研修、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・地域包括支援センター機能強化に向けた初任者研修、連携

強化研修等 ７回 

・地域ケア会議の広域支援員派遣 3 回、専門職の派遣 60

回、実務者研修 3 回 

・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成研修 2 回、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣 4 回 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 28年度） 

・地域包括支援センター機能強化に向けた初任者研修、連携強化研修

等 10 回 

・地域ケア会議の広域支援員派遣 3 回、専門職の派遣 45 回、実務者

研修 3 回 

・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成研修 3 回、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣 12 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  
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（１）事業の有効性 
 地域ケア会議広域支援員の派遣、研修会の開催等により、地

域包括支援センター職員等の資質向上につながった。 
（２）事業の効率性 
 相談支援業務のノウハウを持つ団体への委託により、効率

的な研修が実施できた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 
事業名 【No.１３（介護分）】 

権利擁護人材育成事業 
【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,537 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取市、米子市 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：市民後見人の配置による高齢者支援制度の

構築 全圏域 3 

事業の内容（当初計画） ・市民後見人の養成、活動支援 

・成年後見制度に関する広報 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・市民後見人の養成 15 人（研修受講者 30 人） 

・成年後見制度の普及シンポジウム参加者 300 人 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 28 年度） 

・市民後見人の養成 6 人（研修受講者 28 人） 

・成年後見制度の普及シンポジウム参加者 100 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 市民後見人養成やシンポジウム開催により、成年後見制度

の体制整備、利用促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 小規模市町村が単独で実施することが困難ことより、２市

において周辺市町村の住民も参加可能とし、効率的な執行が

できた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護予防の推進に資する OT、PT、ST 指導者育成事

業 
事業名 【No.１４（介護分）】 

介護予防の推進に資する OT、PT、ST 指導

者育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,867 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 山陰言語聴覚士会、鳥取県作業療法士会、鳥取県理学療法士

会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：地域リハビリテーション活動支援事業の実

施 全市町村 19 

事業の内容（当初計画） 介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援  

（職能団体による介護予防推進のための指導者育成研修の開

催） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ３団体 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 28 年度） 

介護の事業者団体等の資質の向上の取組支援 ３団体 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 リハビリ職能団体による研修会開催により、職種に適した

介護予防推進のための指導者育成ができた。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事

業者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を

失することのないよう努めた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 
事業名 【No.１５（介護分）】 

管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促

進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

855 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人) 

離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） ・介護の事業者団体等の勤務環境改善の取組支援 

（管理者向け研修、社会保険労務士の派遣指導） 

・介護報酬処遇改善加算取得講座の開催 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・管理者向け研修１回、社会保険労務士の派遣指導６事業所 

・介護報酬処遇改善加算取得講座の開催５回 

アウトプット指標（達

成値） 

（平成 28 年度） 

・管理者向け研修１回、社会保険労務士の派遣指導３事業所 

・介護報酬処遇改善加算取得講座の開催６回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 管理者向け研修、社会保険労務士の派遣や介護報酬処遇改善

加算取得講座の開催等により、処遇改善・職場環境改善につなが

った。 
（２）事業の効率性 
 外部講師を招へいした講座の開催等により、効率的な執行が

できた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事

業（介護ロボット導入支援事業） 
事業名 【No.１６（介護分）】 

管理者等に対する雇用管理改善方策普及・

促進事業（介護ロボット導入支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,429 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 介護サービス事業者 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 年 10,097

人)        離職率 15%以内（H20-24 平均 16.1%） 

事業の内容（当初計画） 介護ロボットの導入支援 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

（平成 28 年度） 

介護ロボットの導入 20 台 

（平成 30 年度） 

介護ロボットの導入 20 台 （再掲）平成 29 年度鳥取県計画 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 28 年度） 

介護ロボットの導入 6 台 

（平成 30 年度） 
介護ロボットの導入 42 台 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

観察できた      →  指標：  

（１）事業の有効性 
 介護ロボットの導入支援により、働きやすい職場づくりに

つながった。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、補
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助事業者に対する補助金交付手続き等迅速に行い、事業効果

を失することのないよう努めた。 
その他  
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 事後評価の実施にあたって、都道府県計画に記載した「事後評価の方法」に記載した事項

について、記載どおりの手続きを行ったかどうかを記載。 

 

【医療分】 
  ☑ 行った 
（実施状況） 
・平成２８年１１月２１日 鳥取県地域医療対策協議会 
・平成２８年１１月２２日 鳥取県医療審議会 

（平成２８年度） 

☑ 行った 
（実施状況） 
・平成３０年３月１４日 鳥取県地域医療対策協議会 
・平成３０年３月２３日 鳥取県医療審議会 

 

（平成３０年度） 

☑ 行っていない 
（実施状況） 

平成３０年度の事後評価については、令和元年度下期開催予定の鳥取県医療審議会

及び鳥取県地域医療対策協議会で議論する予定。 
 

【介護分】 
 ☑ 行った 
（実施状況） 

  ・平成２９年３月２７日 鳥取県介護人材確保対策協議会において議論 
  （平成３０年度） 

・平成３１年３月１８日 鳥取県介護人材確保対策協議会において議論 
 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 事後評価の方法に記載した審議会等の意見を聞いた際に指摘された主な内容を記載する

とともに、内容の末尾に審議会等名とその開催日時を記載すること。なお、主な内容につい

ては、審議会等の議事概要の添付も可とする。 

 

審議会等で指摘された主な内容 
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・特に指摘なし 
 

２．目標の達成状況 

 
平成27年度鳥取県計画に規定する目標を再掲し、平成30年度終了時における目標の達成

状況について記載。 

 

■鳥取県全体（目標と計画期間） 

１．目標 
鳥取県においては、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護

従事者の確保と資質の向上等の課題を解決し、医療や介護が必要な者が、地域におい

て安心して生活できるよう以下を目標に設定する。 
【医療分】 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

高齢化が進む中で医療機関が機能分担し、連携して必要な医療を適切な場所で提

供できる体制を整備する 
（ア）急性期医療だけでなく、回復期・慢性期の医療を提供 
（イ）精神科医療をはじめ、入院医療から地域生活への移行を推進 
（ウ）医療機関（医科、歯科）、訪問看護ステーション、薬局、福祉サービスを行う 

機関の相互の連携を深め、災害時の連携にも対応 
 
【定量的な目標値】 
  「３．計画に基づき実施する事業」の各事業の「事業の目標」に記載のとおり。 
 
② 居宅等における医療の提供に関する目標 

   希望すれば在宅で療養できる地域の実現に向け、在宅医療（歯科・薬科を含む。）

を推進する。 
    （ア）在宅医療を調整する拠点を整備し、在宅医療を提供する機関の連携や多職種

の連携を強化（ただし、市町村の範囲を超える事業が対象） 
    （イ）在宅医療を担う機関を整備・充実するとともに、人材を確保・育成 
    （ウ）かかりつけ医を持つこと、医療機関の機能分担、在宅医療などを住民へ啓発 
 
 【定量的な目標値】 

  ・訪問看護師の新規雇用者数 ２０人 

  ・訪問看護ステーションの新規サテライト設置数 ３箇所 

 （平成３０年計画） 

・在宅療養支援歯科診療所数（H29：63 か所 → H32：67 か所） 
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③ 医療従事者の確保に関する目標 
継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療人材の育成・定着を進める。 

    （ア）質の高い医療人材を養成・確保 
    （イ）高度・多様化する医療に対応できる医療人材のキャリア形成 
    （ウ）就労環境の整備・改善などにより医療従事者等の負担軽減及び定着促進 
 
 【定量的な目標値】 

・病院勤務医師数 H27：1,114 人 → H30：1,130 人 

 1088 人(H26 計画策定時点) → 1,114 人(H27 計画策定時点) 

→ 1,130 人(H30 年度目標) 

・看護師県内就業者数 560 人増（H27→H30） 

（平成３０年計画） 

・病院勤務医師数 H29：1,137 人 → H30 年度：1,164 人 

・看護学生の県内就業者数 100 人（H30 年度卒）※57 人（H28 年度卒） 

・全県内看護師養成所の看護師国家試験等の合格率の向上 

99.2％（H29)→99.5％（H30） 

・新人看護職員の離職率の低下 

新卒者の離職率４．５％（H30 年度）※４．８％（H28 年度） 

・看護教員養成講習会受講済者３人（毎年度） 

・鳥取県内の特定行為看護師数 年間５人以上の増 

・県立歯科衛生専門学校の入学者の増 

２６人（H30 年度入学）→２８人（H31 年度入学） 

 
【介護分】 
③ 介護施設等の整備に関する目標 
地域包括ケアシステム構築に向けて、地域の実情に応じた地域密着型サービス施設

等の整備を行う。 
（ア）地域密着型サービス施設等の整備への助成 
（イ）（ア）の開設準備経費等への支援 
（ウ）介護療養型医療施設等から老人保健施設等への転換整備に対する支援 

 
【定量的な目標値】 
  ・地域密着型特別養護老人ホーム 

    〈県西部〉 97 人 (4 か所) → 126 人 (5 か所) 

  ・認知症高齢者グループホーム  

    〈県東部〉288 人 (23 か所) → 315 人(26 か所) 
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    〈県中部〉432 人 (27 か所) → 468 人(29 か所) 

    〈県西部〉507 人 (34 か所) → 579 人(38 か所) 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所  

    〈県中部〉200 人/月分(8 か所) → 229 人/月分(9 か所) 

    〈県西部〉275 人/月分(12 か所) → 391 人/月分(16 か所)   

  ・介護療養型医療施設から介護医療院への転換 146 床（2か所）を整備 

 〈県東部〉0床（0か所） → 146 床（2か所） （再掲）平成２８年度鳥取県計    

 画 

 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

継続した介護提供体制の確保に向け、介護人材の確保と質の高い介護人材の育成・ 
定着を進めるとともに、地域ぐるみで高齢者を支援するため介護専門職と住民ボラ

ンティア等の役割分担を進めていく。 
（ア）介護現場での人材の確保（就労者数の増、離職者数の減、スキルアップ） 
（イ）地域包括ケアを支える人材の養成 

 
【定量的な目標値】 

・介護事業所で働く介護職員数 H24:10,097 人 →H37:12,193 人 

・離職率 H20-24(5 年間平均):16.1% →15%以内 

 
２．計画期間 
  平成２７年度～平成３１年度 
 
□鳥取県全体（達成状況） 

【医療分】 
① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
１）目標の達成状況 

地域医療構想の達成のために必要な回復期病床等を約８０床整備した。 
 ２）見解 

病床転換及びそれに伴う施設設備整備に対する支援を行うことで、病床機能分

化・連携の推進に一定程度つながった。 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 
② 居宅等における医療の提供に関する目標 
１）目標の達成状況 

 （平成 27 年度） 
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  ・訪問看護師が新たに約２０人雇用された。 

  ・訪問看護ステーションの新規サテライトが１か所設置された。 

 （平成 28 年度） 

  ・訪問看護師を新たに２２人雇用された。 

 ２）見解 

訪問看護師の養成支援や訪問看護ステーション等の施設設備整備に対する支援を

行うことにより、在宅医療提供体制の強化に一定程度つながった。 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

平成３０年度実施状況 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

１）目標の達成状況 

・在宅療養支援歯科診療所数（H29：63か所 → H30：66か所） 

２）見解 

 「在宅療養支援歯科診療所数」については、63か所（H29）→66か所（H30）で

あり、H32の目標値（67か所）に向け順調に推移しており、目標達成の見込みで

ある。 

４）目標の継続状況 

  ☑ 令和元年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和元年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 
④ 医療従事者の確保に関する目標 
１）目標の達成状況 

  ・病院勤務医師数   H27：1,114 人 → H28：1,118 人 
  ・病院勤務看護職員数 H27：5,337 人 → H28：5,521 人 
 ２）見解 

   医師の勤務環境改善の取り組みや看護職員確保のための看護師養成所等への支援

により、医療人材の育成・定着に一定程度つながった。 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

平成３０年度実施状況 

④ 医療従事者の確保に関する目標 
１）目標の達成状況 

・病院勤務医師数：1,137 人（H29）→1,142 人（H30 年度） 
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（関連指標） 

※ 医師派遣・あっせん数：91 人（～H29 年度）→115 人（H30 年度） 

※ キャリア形成プログラムの作成数：91 人（～H29 年度）→115 人（H30 年度） 

※ 地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合： 

100% （H30 年度） 

・看護学生の県内就業者数：77 人（H30 年度卒）※57 人（H28 年度卒） 

・全県内看護師養成所の看護師国家試験等の合格率の向上： 

99.2％（H29)→96.1％（H30） 

・新人看護職員の離職率の低下 

新卒者の離職率４．７％（H30 年度）※４．８％（H28 年度） 

・看護教員養成講習会受講済者：２人 

・鳥取県内の特定行為看護師数：８人増 

・県立歯科衛生専門学校の入学者の増 

２６人（H30 年度入学）→３０人（H31 年度入学） 

 
 ２）見解 

 「病院勤務医師数」については、既存医師数の減少より医師数が伸び悩んだこ

とから目標には到達しなかったが、奨学生の県内定着が図れたことなどにより

一定数増加している。県内医師の年代別推移では、60代以上の医師数が増加傾

向にあることから、離職等により既存医師が減少したと考えられる。 

 「看護学生の県内就業者数」については、看護学生の県内就業者数は一定数増加

しているが、目標には達成しなかった。県内の看護師確保は、県内養成施設を卒

業した者の就業によるところが大きいが、支援養成所のうち准看護師養成所３校

の卒業生が退学等により少なかったことによる。 

 「全県内看護師養成所の看護師国家試験等の合格率の向上」は、全国の看護師

国家試験合格率は昨年より1.6％減少し、県内看護師養成所も同様に合格率がさ

がっており、目標の達成には至らなかった。 

 「新人看護職員の離職率の低下」については、目標には到達できなかったが、基

準値（４．８％）より離職率が低下している。鳥取県の新卒看護職員の離職率は

全国平均 7.5％（H29）と比べてもかなり低い水準である。主な離職理由として、

「健康」31％、「進学・他分野への転向」19％、「結婚・転居」19％など本人に

起因するものとなっており、一定数の離職はやむを得ないと考えられる。 

 「看護教員養成講習会受講済者」については、想定していた県立病院２病院中１

病院から研修派遣（教員１人分）がなかったことにより、目標に到達しなかった。

病院常勤看護師は、産休・育休・時短職員が多く、長期にわたる県外派遣が可能

な職員が少ない状況にあり、さらに認定看護師・特定行為研修等への派遣を優先

していることから、教員養成講習会への派遣が難しい。 

 「鳥取県内の特定行為看護師数」については、県内の特定行為看護師数が８名増
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加し、目標を達成した。 

 「県立歯科衛生専門学校の入学者」については、平成３１年度入学者数は３０人

となり目標を達成した。 

 

 ３）改善の方向性 

医療従事者の確保・育成に向けた取り組みを継続することで、着実に医療従事者

の確保・定着を推進していく。 

 「病院勤務医師数」については、若手医師確保の取り組みとして、平成 30 年度

から開始した、高校生、医学生及び研修生対象に、県内医療情報・勤務情報等を

提供する「ドクターNavi」や、奨学生に対して高学年時から繰り返し地域医療へ

の貢献に対する理解について個別面談による意識付けを行うことで、病院勤務医

師数の増加を図る。また、既存医師数の将来推計を加味することにより、当該事

業の効果検証がより効果的に行えるよう目標値の見直しを行っていく。 

 「看護学生の県内就業者数」については、県内の看護師等養成施設の卒業生が県

外の養成施設より県内就業率が高いことから、継続して県内の看護師等養成施設

の維持・確保を図るとともに、修学資金制度を活用することを通じて、目標の達

成を図る。 

 「全県内看護師養成所の看護師国家試験等の合格率の向上」については、全養成

所の研修参加、研修企画の見直しなど看護教育の質の向上に努めることで、目標

の達成を目指す。 

 「新人看護職員の離職率の低下」については、受入施設を増やすことにより、小

規模施設からの受講者の増加を図り、より多くの新人が研修を受講できるように

していくことで目標の達成を図る。また、一定数の離職が発生することはやむを

得ず、年度により若干のバラツキがあるなど、離職率の低下には一定の限界があ

るため、目標の見直しを検討していく。 

 「看護教員養成講習会受講済者」については、家庭の事情等により県外研修派遣

が難しい看護職員でも看護教員の資格を得られやすくするため、県内大学院での

単位取得等の活用を進めていくことで、目標の達成を図る。 

 

４）目標の継続状況 

  ☑ 令和元年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和元年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

【介護分】 

③ 介護施設等の整備に関する目標 
１）目標の達成状況 

地域の実情に応じた地域密着型サービス施設等を整備した。 
（平成 28 年度） 
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 ・認知症高齢者グループホーム  

  〈県東部〉18 人 (2 か所)  

  〈県中部〉18 人 (1 か所)  

  〈県西部〉36 人 (2 か所)  

 ・小規模多機能型居宅介護事業所  

  〈県中部〉29 人/月分(1 か所) 

  〈県西部〉54 人/月分(2 か所) 

（平成 29 年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

   〈県西部〉 97 人 (4 か所) → 126 人 (5 か所) 

・認知症高齢者グループホーム  

〈県中部〉450 人 (28 か所) → 468 人(29 か所) 

〈県西部〉525 人 (35 か所) → 561 人(37 か所) 

 ・小規模多機能型居宅介護事業所  

   〈県西部〉344 人/月分(14 か所) → 398 人/月分(16 か所) 

（平成 30 年度） 

・認知症高齢者グループホーム  

〈県東部〉306 人 (26 か所) → 315 人(27 か所) 

 

 ２）見解 

地域密着型サービス施設等の整備への助成及びそれに伴う開設準備経費等への支

援を行うことで、高齢者が地域において安心して生活できる住まいの確保等に一定

程度つながった。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
（ア）介護現場での人材の確保（就労者数の増、離職者数の減、スキルアップ） 
１）目標の達成状況 

・介護事業所で働く介護職員数 

 H26:10,136人 → H27:10,900人（+764人） → H28:10,667（△233人） 

（出典：介護サービス施設・事業所実態調査） 

・離職率 

H20-24(5年間平均)16.1% →H25-H29（5年間平均）14.3% 

（出典：介護労働実態調査） 

 ２）見解 

介護の認知度・イメージアップに向けた広報、職場体験、キャリアアップ研修の

支援、労働環境・処遇の改善に向けた専門職派遣により、介護人材確保に一定程度

つながった。 

（イ）地域包括ケアを支える人材の養成 
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１）目標の達成状況 

 （平成27年度） 

認知症サポート医10名、地域包括ケア推進リーダー11名、介護予防推進リーダー

11名等を養成した。 

 ２）見解 

研修会の開催、専門職の派遣等により、地域の多様な人材の育成に一定程度つな

がった。 

【医療分】 

■県東部（目標と計画期間） 

１．県東部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
県東部では、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従事者

の確保と資質の向上等の課題が存在しており、これらの課題の解決に向け精力的に取

り組む。 
２．計画期間 
  平成２７年度～平成３０年度 
□県東部（達成状況） 

 県東部の達成状況は、県全体に準じる。 

 

【介護分】 

■県東部（目標と計画期間） 

○介護施設等の整備 

（ア）地域密着型サービス施設等の整備への助成 

（イ）（ア）の開設準備経費等への支援 

（平成28年度） 

 ・認知症高齢者グループホーム  288 人 (23 か所) → 306 人(25 か所) 

（平成 30 年度） 

・認知症高齢者グループホーム 306 人 (26 か所) → 315 人(27 か所) 

   計画期間：平成２７年度～平成３１年度 

■県東部（達成状況） 

○介護施設等の整備 

（平成28年度） 

 ・認知症高齢者グループホーム  288 人 (23 か所) → 306 人(25 か所) 

（平成 30 年度） 

・認知症高齢者グループホーム 306 人 (26 か所) → 315 人(27 か所) 

【医療分】 

■県中部（目標と計画期間） 

１．県中部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
県中部では、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従事者
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の確保と資質の向上等の課題が存在しており、これらの課題の解決に向け精力的に取

り組む。 
２．計画期間 
  平成２７年度～平成３０年度 
□県中部（達成状況） 

 県中部の達成状況は、県全体に準じる。 

 

【介護分】 

■県中部（目標と計画期間） 

○介護施設等の整備 
（ア）地域密着型サービス施設等の整備への助成 
（イ）（ア）の開設準備経費等への支援 
  ・認知症高齢者グループホーム  

    432 人 (27 か所) → 468 人(29 か所) 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所  

    200 人/月分(8 か所) → 229 人/月分(9 か所) 

  ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

    0 人/月(0 か所) → 50 人/月(2 か所) 

 計画期間：平成２７年度～平成３１年度 

□県中部（達成状況） 

○介護施設等の整備 

（平成28年度） 

 ・認知症高齢者グループホーム  432人 (27か所) → 450人(28か所) 

（基金による整備実績のほか、既存施設の定員変更等による増減も含む。） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  200人/月分(8か所) → 249人/月分(9か所) 

 （定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所については、市の公募に応じた事業者が

無かったため未実施。） 

（平成 29 年度） 

・認知症高齢者グループホーム  450 人 (28 か所) → 468 人(29 か所) 

 

【医療分】 

■県西部（目標と計画期間） 

１．県西部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
県西部では、医療機関の役割分担と連携、在宅医療・介護の確保、医療・介護従事者

の確保と資質の向上等の課題が存在しており、これらの課題の解決に向け精力的に取

り組む。 
２．計画期間 
  平成２７年度～平成３０年度 
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□県西部（達成状況） 

 県西部の達成状況は、県全体に準じる。 

 
【介護分】 

■県西部（目標と計画期間） 

【介護分】 
○介護施設等の整備 
（ア）地域密着型サービス施設等の整備への助成 
（イ）（ア）の開設準備経費等への支援 

・地域密着型特別養護老人ホーム  97 人 (4 か所) → 126 人 (5 か所) 

  ・認知症高齢者グループホーム  507 人 (34 か所) → 579 人(38 か所) 

・小規模多機能型居宅介護事業所 275 人/月分(12 か所)→ 391 人/月分(16 か所) 

 計画期間：平成２７年度～平成３１年度 

 

□県西部（達成状況） 

○介護施設等の整備 

（平成28年度） 

 ・認知症高齢者グループホーム  507人 (34か所) → 525人(35か所) 

※基金による整備実績のほか、既存施設の定員変更等による増減も含む。 

 ・小規模多機能型居宅介護事業所 275人/月分(12か所) → 344人/月分(14か所) 

※基金による整備実績のほか、既存施設の定員変更等による増減も含む。 

（平成 29 年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム  97 人 (4 か所) → 126 人 (5 か所) 

・認知症高齢者グループホーム  525 人 (35 か所) → 561 人(37 か所) 

・小規模多機能型居宅介護事業所 344 人/月分(14 か所) → 398 人/月分(16 か所) 

 

３．事業の実施状況 

平成27年度鳥取県計画に規定した事業について、平成30年度終了時における事業の実施 

状況を記載。 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 
事業名 【１】医療情報ネットワーク整備事業 【総事業費】 

208,386 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 
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☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

スタッフや施設など医療資源には限りがある一方で、今後増

加が見込まれる医療需要に対応するため、医療機関が連携し

て効率的な医療提供を進める体制の強化が必要。 

アウトカム指標：一般・療養病床の１日平均在院患者数の減

（Ｈ２７～Ｈ２８で▲１６０人） 

事業の内容（当初計画） 鳥取大学医学部附属病院が整備している医療機関同士の電子

カルテの相互参照システム「おしどりネット」について、参加

医療機関の拡大及び災害時のバックアップ機能の追加等のシ

ステム改修を行う。（参加医療機関の拡大：県内３機関を想

定。） 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

鳥取県内の医療情報ネットワークシステム「おしどりネット」

の参加医療機関の拡充（１１機関 → ２５機関（26 計画（27
年度末時点））→２８機関（27 計画（28 年度末時点）） 

アウトプット指標（達成

値） 

鳥取県内の医療情報ネットワークシステム「おしどりネット」

の参加医療機関の拡充 
（平成 28 年度）５４機関参加 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
ネットワークシステムへの参加機関が増加することによ

り、患者情報の一元管理体制が強化され、病院間での診療連

携の促進につながるものと考えられる。 
（２）事業の効率性 

患者情報の一元管理体制が強化されることにより、各病

院間の情報共有が円滑に行われるようになり、診療連携の

効率化につながったものと考える。 
その他  

 
事業の区分 【１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【２】モバイル端末の活用による訪問看護

等在宅医療を推進するための医療ネット

ワークを構築整備 

【総事業費】 
6,577 千円 

事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 養和病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ 今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、訪問看護等在宅
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ーズ 医療のネットワーク体制を構築すること等、在宅医療に係る

提供体制を強化することが求められている。 

アウトカム指標：病院・診療所以外での死亡割合 

事業の内容（当初計画） 切れ目のない医療情報連携を可能とするため、モバイル端末

の活用により、訪問看護等在宅医療を推進するための医療ネ

ットワークを構築・整備する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

モバイル端末を活用した地域医療連携システムの構築（県西

部区域に１か所） 
モバイル端末を活用した地域医療連携システムにより訪問看

護等在宅医療を推進する医療機関の増加（１か所） 

アウトプット指標（達成

値） 

県西部区域でモバイル端末を活用した地域医療連携システム

により訪問看護等在宅医療を推進する医療機関が増加（１か

所） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
県西部区域の医療機関（１箇所）にシステムを導入したこ

とにより、患者及び利用者の情報を多職種でタイムリーに

共有できるようになり、在宅医療の推進、在宅とでの死亡割

合の増加に貢献した。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
 

その他  

 
 
事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 
事業名 【３】地域医療支援病院・がん診療連携拠点

病院等の患者に対する歯科保健医療推進事

業 

【総事業費】 
10,997 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県西部 

事業の実施主体 岩美病院、山陰労災病院等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ 今後、増加が見込まれる高齢の患者に対して、介護予防、疾病
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ーズ 予防の観点から、患者の口腔機能の向上が求められている。 

アウトカム指標：自分の歯を有する者の割合 

８０歳台で２０歯以上：４０％ 

６０歳台で２４歯以上：６０％ 

事業の内容（当初計画） 地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対する

歯科保健医療の推進するため、歯科診療に必要な設備を整備

する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

充実した歯科診療を実施する地域医療支援病院やがん診療連

携拠点病院の確保：２か所 

アウトプット指標（達成

値） 

充実した歯科診療を実施する地域医療支援病院やがん診療連

携拠点病院の確保：３か所 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
歯科診療に必要な機器の整備（３か所）により、がん患者

に対する歯科の診療機能の強化につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
 

その他  

 
 
 
 
 
 
事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 
事業名 【４】急性期医療充実設備整備事業 

 

【総事業費】 
211,493 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取市立病院、野島病院、山陰労災病院等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

急性期医療の提供が不足している分野又は地域における医療

提供体制の強化 

アウトカム指標：急性期医療の提供が不足している地域又は
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分野における医療提供体制の強化  

事業の内容（当初計画） 脳卒中等の医療機能が不足している救急医療分野や高齢化に

伴う眼科手術等の医療機能が不足している中山間地域等にお

いて、将来各医療機関が担う予定である急性期機能を補うた

めの機器を整備する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

急性期医療の提供が不足している地域又は分野における医療

提供体制の強化 
アウトプット指標（達成

値） 

急性期医療の提供が不足している地域又は分野における医療

提供体制を強化するため、６病院に対して、超音波診断装置、

超音波白内障手術装置等を整備した。 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

急性期医療の提供が不足している地域又は分野における

医療機能の強化につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
 

その他  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 
事業名 【５】病床の機能分化・連携推進基盤整備事

業 
 

【総事業費】 
426,012 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取医療センター、鹿野温泉病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
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背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進展に伴う医療需要の増加が見込まれる中で、効率

的で質の高い医療提供体制の確保のために、病床の機能の分

化及び連携の推進が必要 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な回復期機能の

病床整備 

事業の内容（当初計画） 急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地

域において総合的に確保することを目的として、病床の機能

分化、連携を推進するため、病床転換及びそれに伴う施設・設

備整備を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

病床転換及びそれに伴う施設・設備整備による医療機能の分

化・連携の推進 

アウトプット指標（達成

値） 

急性期病床から回復期病床等への転換 約８０床 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
慢性期病床、地域包括ケア病床の整備に必要な支援を行

ったことにより、病床の機能分化の推進につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
 

その他  

 
 
 
 
 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【６】在宅医療連携拠点事業 

 

【総事業費】 
30,229 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県東部医師会、鳥取県中部医師会、鳥取県西部医師会 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
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背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療、保健、介護（福祉）による包括的かつ継続的な在宅医療

の提供体制を構築するために、多職種の医療従事者の連携が

必要。 

アウトカム指標：病院・診療所以外での死亡割合 

事業の内容（当初計画） 地域の医療・介護関係者による協議の場の開催、在宅医療に関

する普及啓発活動等を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地区医師会が主体となって在宅医療の連携拠点を運営し、地

域における医療、保健、介護（福祉）の包括的かつ継続的な在

宅医療の提供体制を構築（３地区） 
アウトプット指標（達成

値） 

○在宅医療の連携拠点を整備：３か所 
○在宅医療に関する協議会・講演会等の開催：２８回 
○地域連携パス推進に関する協議会等の開催：１１回 
○在宅医療に係る貸出用機器整備：１か所 
○在宅医療先進地視察：１回 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

  在宅医療に関する協議会・講演会等を開催することで、地

域の医療従事者が職種を超えて連携することができた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 

その他  

 
 
 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【７】在宅医療に係る医療連携体制の運営

支援事業 
【総事業費】 

5,566 千円 
事業の対象となる区域 県東部 

事業の実施主体 鳥取市立病院 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
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背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療を推進するために、医療機関と医療・介護従事者、在

宅患者の間の調整を担う役割が必要。 

アウトカム指標：病院・診療所以外での死亡割合 

事業の内容（当初計画） 地域ケア病棟を中心とした在宅患者の退院調整、急変時の入

院受入等、医療連携体制の運営や地域の医療・介護従事者との

情報交換会の開催を行う。さらに、地域住民への啓発活動とし

て講演会を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅患者の退院調整や急変時の入院受入整備等に資する病院

との医療連携を行う拠点となる医療機関の整備（１箇所） 

アウトプット指標（達成

値） 

在宅患者の退院調整や急変時の入院受入整備等に資する病院

との医療連携を行う拠点となる医療機関の整備（１箇所） 

・院内多職種専門チームを統括する専任ＭＳＷの配置：１名 

・在宅医療に関する市民医療講演会の開催：１回 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

専任のＭＳＷを配置することで、医療機関内外の在宅医

療連携の円滑化及び在宅復帰促進を図ることができた。ま

た、講演会を通じて在宅医療について地域住民に普及・啓発

することができた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
 

その他  

 
 
 
 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【８】医療・介護情報の連携体制構築事業 【総事業費】 

3,786 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
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□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療ニーズ及び介護ニーズのある高齢者が自宅等で生活を継

続できるよう、医療・介護の多職種による連携は急務である。 

アウトカム指標：各圏域における入退院調整率の向上 

事業の内容（当初計画） 高齢者の入院から介護に至る医療及び介護関係者の情報共

有、連携体制を構築するための会議を開催する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

医療・介護関係者の会議（県全体１回、圏域ごと１回ずつ） 

アウトプット指標（達成

値） 

医療・介護関係者の会議（圏域ごと１回以上）、フォーラムの

開催（県全体１回） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
本事業により、退院調整状況を把握し、西部圏域において

は病院とケアマネ間の入退院調整ルールを運用開始するな

ど、関係者の連携を進めることができた。 
（２）事業の効率性 

可能な限り早期に事業に着手し、事業効果を失することの

ないよう努めた。 

その他  

 
 
 
 
 
 
 
 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【９】在宅医療の人材育成基盤を整備する

ための研修事業 
【総事業費】 

2,446 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県理学療法士会、鳥取県作業療法士会、鳥取県言語聴覚士

会等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
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□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療の推進のために、在宅医療関係者の資質向上や多職

種間の連携が不可欠である。 

アウトカム指標：在宅医療に係る多職種の医療従事者の連携 

事業の内容（当初計画） 在宅医療関係者の多職種連携研修や各専門職の質の向上に資

する研修、在宅医療・介護の連携を担うコーディネーターを育

成するための研修の実施に必要な経費に対する支援を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修会の開催等による在宅医療の他職種連携強化及び各専門

職の資質向上 200 人 

アウトプット指標（達成

値） 

在宅医療の人材育成に係る研修会・協議会の開催：５回（参加

人数 243 人） 

在宅医療関連施設の見学：１回 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

地域包括ケアを担う多職種間の連携及び相互理解が強化

され、各専門職の在宅医療に関する知識や能力が向上する

ことで、円滑でより良い地域包括ケアの実現及び質の高い

在宅医療提供の一助となった。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
 

その他  

 
 
 
 
 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【１０】訪問看護師養成研修参加支援事業 【総事業費】 

3,544 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取赤十字病院、垣田病院等 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
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□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療推進体制の確保に向け、在宅医療を担う訪問看護師

の育成及び確保が必要 

アウトカム指標：看護職員（訪問看護ステーション従事者）の

増（201 人(平成 26 年末)） 

事業の内容（当初計画） 訪問看護の人材育成及び人材確保を推進するため、訪問看護

師の養成研修に看護師を参加させる機関が派遣期間中の代替

職員の確保のために要する経費を支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

訪問看護師養成研修への参加支援 ２０人分 

アウトプット指標（達成

値） 

訪問看護師養成研修への参加支援 １３人分（１０機関） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業により、訪問看護師養成講習会参加への意識が高

まり、訪問看護師の養成につながった。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 

その他  

 
 
 
 
 
 
 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【１１】在宅医療推進のための看護師育成

支援事業 
【総事業費】 

29,927 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 



   

22 
 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療推進体制の確保に向け、在宅医療を担う訪問看護師

の育成及び確保が必要 

アウトカム指標：看護職員（訪問看護ステーション従事者）の

増（201 人(平成 26 年末)） 

事業の内容（当初計画） 在宅生活志向をもつ看護人材育成を行う鳥取大学医学部附属

病院に対して、訪問看護等人材育成研修の実施に必要な経費

に対する支援を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

訪問看護等人材育成研修を通じた訪問看護師の育成（研修参

加者７０人） 
アウトプット指標（達成

値） 

訪問看護等人材育成研修を通じた訪問看護師の育成（教育 
コース（３コース）の開始、研修受講者７２人） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業により、関係機関における在宅医療や訪問看護へ

の理解、関心を深めるとともに、訪問看護ステーション実習

等により、訪問看護師確保に繋がる体制の整備を図り、今後

の在宅医療推進の連携強化に繋がる。 
（２）事業の効率性 

事業実施主体が看護教育を行う鳥取大学（保健学科）であ

り、企画・実施など教育のスキームが確立されており、質の

高い人材育成を円滑に実施できた。 
 

その他  

 
 
 
 
 
 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【１２】精神科訪問看護ステーションのサ

テライト設置支援事業 
【総事業費】 

3,001 千円 
事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 養和病院訪問看護ステーション仁風荘 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 
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□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

精神患者の地域移行が進む中、在宅等でも必要な精神科医療

を受けられる体制の充実が必要。 

アウトカム指標：精神病床の１日平均在院患者数の減 

（Ｈ２７～Ｈ２９で▲５０人） 

事業の内容（当初計画） 他市町村又は医療機関から遠距離の精神の訪問看護を必要と

する実態に対応するため、精神科の訪問看護を行うステーシ

ョンのサテライトを設置する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

精神科の訪問看護を受けることのできる地域を拡大するた

め、訪問看護ステーションのサテライトを１か所設置する。 

アウトプット指標（達成

値） 

精神科の訪問看護ステーションのサテライトを１か所開設し

た。開設したサテライトの運営を軌道に乗せるための支援を

平成２８年度まで実施予定。 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
精神科の訪問看護ステーションのサテライトを開設する

ことでこれまで精神科の訪問看護が不十分であった地域へ

も訪問看護の提供量を増やすことが可能となった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
 

その他  

 
 
 
 
 
 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【１３】重度障がい児者地域移行支援等設

備整備事業 
【総事業費】 

35,749 千円 
事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 県立総合療育センター 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
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□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域で暮らす重度障がい児に医療ニーズが生じた場合は、入

院、短期入所、生活介護などを通じてそのニーズに応じた医療

提供を行い、地域生活を支援する必要がある。 

アウトカム指標：地域で暮らす障がい児・者の増加 

事業の内容（当初計画） 重度障がい児者の地域移行を実施する総合療育センターに対

して、地域移行の推進に必要となる医療機器の整備を支援す

る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

重度障がい児の地域移行を実施する療育機関の設備整備の支

援（１か所） 

アウトプット指標（達成

値） 

県立総合療育センターの設備整備の支援 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

重度障がい児の地域移行の重要な役割を担う県立総合療

育センターの機能向上を図ることで、重度障がい児が安心

して地域で生活できるようになる。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
 

その他  

 
 
 
 
 
 
 
 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【１４】運転適性相談等における認知症等

早期発見対応推進事業 
【総事業費】 

5,151 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県警察本部 
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事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の一層の進展に伴い、認知症罹患者への医療・介護サー

ビスの提供が社会的問題となっている。居宅での生活を長く

続けるため、多くの高齢者が必ず訪れる免許センターにおけ

る相談対応により、認知症を含めた病気を有する方への早期

発見・受診勧奨が必要となっている。 

アウトカム指標：運転適性相談件数の増加 

事業の内容（当初計画） 運転免許センターに専門職（看護師、保健師等の医療機関の有

資格者）を配置し、認知機能の低下が疑われる者等に対し専門

相談を実施し、医療機関への受診勧奨等を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

認知症等の早期発見、対応等を行うための認知症運転適性相

談の実施（９００件） 

アウトプット指標（達成

値） 

運転適性相談件数 839 件（前年 698 件 20.2％の増加） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業により、運転適性相談が前年 698 件から 839 件と 

20.2％増加し、認知症等病気を有する方へ受診勧奨を行い、

在宅での生活の維持に繋げる事ができた。 

（２）事業の効率性 

鳥取大学医学部教授が開発の監修・指導を行った「認知症

スクリーニング機器」を活用し、また、地域包括支援センタ

ーと連携した相談対応により、相談の効率化が図られた。 

その他  

 
 
 
 
 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【１５】ＮＩＣＵからの地域移行支援事業 【総事業費】 

5,996 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 
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事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

NICU 利用児や小児の対応において、現在の訪問看護制度は保

健請求に制限があり、保険適応外では高額になるため、利用が

進み難い状況がある。 

アウトカム指標：乳幼児に対応した訪問看護事業所の促進を

図る。（２事業所の参加） 

事業の内容（当初計画） ＮＩＣＵ等に入院した就学前の子どもで、入院中に訪問看護

師の支援が必要と医療機関等が判断した場合、その訪問看護

師派遣費用を訪問看護事業所に対して助成を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

訪問看護師派遣費用の助成件数 ２７年度：２０件 

アウトプット指標（達成

値） 

訪問看護師派遣費用の助成件数 ２７年度：２２件 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

NICU に入院した児童が訪問看護を利用してスムーズに退

院し、在宅生活までスムーズに移行した。 

訪問看護事業所が入院時から積極的に重症心身障害児に

関わるきっかけとなり、退院前から保護者や医療機関と上

手く連携が取れた。 

（２）事業の効率性 

訪問看護事業所を含め、保護者や医療機関と上手く連携

が図れたことにより、乳幼児の地域生活移行の一助となっ

た。 

その他  

 
 
 
 
 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【１６】訪問看護ステーション支援事業 【総事業費】 

3,680 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県看護協会 
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事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な医療・介

護サービスが供給できるよう訪問看護ステーションの実態を

把握し、求められる支援を提供する必要がある。 

アウトカム指標：訪問看護ステーションへのコンサルテーシ

ョンの実施 

事業の内容（当初計画） 鳥取県全域の訪問看護ステーションを対象とした就労環境の

整備・改善のための相談業務・コンサルテーションを実施する

体制整備を支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

訪問看護ステーション勤務看護師の離職率（H25:13%）を看

護職の平均離職率である 8％に近づける。 

アウトプット指標（達成

値） 

訪問看護ステーション勤務看護師の離職率が 7.4％となった。 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業により県内の訪問看護ステーションの実態が明確

化された。 

（２）事業の効率性 

  可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 

その他  

 
 
 
 
 
 
 
 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（２）在宅医療（歯科）を推進するために必要な事業 等 
事業名 【１７】在宅歯科診療設備整備事業 【総事業費】 

19,575 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 
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事業の実施主体 鳥取市立病院、鳥取県中部歯科医師会、米子医療センター等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、在宅でのＱＯＬの

維持・向上を図るためには、歯科を含めた在宅医療の提供体制

の充実が必要 

アウトカム指標：在宅での死亡割合 

（平成３０年計画） 

・在宅療養支援歯科診療所数（H29：63 か所→H32：67 か所） 

事業の内容（当初計画） 在宅歯科医療を実施する医療機関に対して在宅歯科医療の実

施に必要となる在宅歯科医療機器等の整備を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅歯科医療の実施のために必要な医療機器等の充実（県内

４か所） 

アウトプット指標（達成

値） 

○訪問歯科診療用機器整備：４か所 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
在宅歯科診療を実施する医療機関の訪問歯科診療に必要

な機器の整備を支援することで、地域における在宅歯科診

療の普及・体制強化につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
 
（平成３０年度） 
アウトカム 
在宅療養支援歯科診療所数（H29：63 か所→H30：66 か所） 
・在宅療養支援歯科診療所数は H30 年度末時点で 66 か所と

なっており、目標達成に向け順調に増加している。 
（１）事業の有効性 
訪問歯科診療に必要な機器整備の購入支援により、県内各

診療所等における在宅歯科診療体制の充実につながった。 
（２）事業の効率性 
 基準額を設定することで、効率的な事業執行を行った。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（３）在宅医療（薬剤）を推進するために必要な事業 等 
事業名 【１８】在宅医療（薬科）研修事業 【総事業費】 

500 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県薬剤師会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療を推進するために、在宅医療に取り組んだ経験のな

い薬局に対する支援が必要である。 

アウトカム指標：在宅患者訪問薬剤管理指導届出施設の増 

事業の内容（当初計画） 通院が困難な在宅患者を訪問して薬歴管理、服薬指導、服薬支

援、薬剤服用状況及び薬剤保管状況の確認等の薬学的管理指

導を行う訪問薬剤管理指導に取り組んだ経験のない薬局に対

する、在宅医療への導入研修の実施を支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

薬局に対する在宅医療への導入研修の実施（１回以上） 

アウトプット指標（達成

値） 

医療材料勉強会の開催：１回（参加人数５３名） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

  在宅医療に取り組む薬局が増加し、薬剤師の在宅医療で

のスキルアップにつながった。また、地域住民や、地域包括

ケアや在宅医療に携わる他職種の方に、薬剤師の役割や介

入の効果を啓蒙することができ、在宅医療推進の一助とな

った。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（３）在宅医療（薬剤）を推進するために必要な事業 等 
事業名 【１９】在宅医療（薬科）研修設備整備事業 【総事業費】 

13,847 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県薬剤師会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅・施設療養により通院困難となっている患者の増加

に伴い、訪問薬剤管理指導へのニーズが高まることが予想さ

れており、在宅訪問業務に対応できる薬局・薬剤師の育成が求

められている。 

アウトカム指標：在宅患者訪問薬剤管理指導届出施設の増 

 

事業の内容（当初計画） 通院が困難な在宅患者を訪問して薬歴管理、服薬指導、服薬支

援、薬剤服用状況及び薬剤保管状況の確認等の薬学的管理指

導を行う訪問薬剤管理指導に取り組んだ経験のない薬局に対

して、研修を行うための無菌調剤施設を備えた専用車両を整

備する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

無菌調剤施設を備えた専用車両（１台） 

アウトプット指標（達成

値） 

モバイルファーマシーの整備（１台） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
モバイルファーマシーの整備により、訪問薬剤管理指導

を行う薬剤師を確保する環境が整い、地域における在宅医

療の体制強化につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
 

その他  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【１】 

鳥取県地域医療介護総合確保基金（施設整備）

補助金  

【総事業費】 
738,509 千円 

事業の対象となる区域 
県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取市、倉吉市、米子市、境港市、社会医療法人明和会医療福祉センタ

ー 

事業の期間 平成 27 年 7 月 1 日～平成 32 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：住民にとって身近な日常生活圏域を単位として介護拠

点の整備を図り、地域包括ケアシステム構築を進める。 

事業の内容（当初計画） ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム      29 人（1カ所） 

 認知症高齢者グループホーム       135 人（9カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所          145 人／月分（5 カ所） 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  50 人／月（2 カ所） 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な需用費、使用料及び賃借料、備品

購入費等に対して助成を行う。  

③介護療養型医療施設等から介護医療院への転換整備に対する助成を

行う。（１４６床を整備） （再掲）平成２８年度鳥取県計画 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 

○地域密着型特別養護老人ホーム 

 〈県西部〉 97 人 (4 か所) → 126 人 (5 か所) 

○認知症高齢者グループホーム  

 〈県東部〉288 人 (23 か所) → 315 人(26 か所) 

 〈県中部〉432 人 (27 か所) → 468 人(29 か所) 

 〈県西部〉507 人 (34 か所) → 579 人(38 か所) 

○小規模多機能型居宅介護事業所  

 〈県中部〉200 人/月分(8 か所) → 229 人/月分(9 か所) 

 〈県西部〉275 人/月分(12 か所) → 391 人/月分(16 か所) 

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 〈県中部〉0人/月(0 か所) → 50 人/月(2 か所) 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 30 年度） 

・認知症高齢者グループホーム  
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〈県東部〉306 人 (26 か所) → 315 人(27 か所) 

（平成 29 年度） 

○地域密着型特別養護老人ホーム 

 〈県西部〉 97 人 (4 か所) → 126 人 (5 か所) 

○認知症高齢者グループホーム  

 〈県中部〉450 人 (28 か所) → 468 人(29 か所) 

 〈県西部〉525 人 (35 か所) → 561 人(37 か所) 

○小規模多機能型居宅介護事業所  

 〈県西部〉344 人/月分(14 か所) → 398 人/月分(16 か所) 

（平成 28 年度） 

○認知症高齢者グループホーム： 

 〈県東部〉288 人 (23 か所) → 306 人(25 か所) 

 〈県中部〉432 人 (27 か所) → 450 人(28 か所) 

 〈県西部〉507 人 (34 か所) → 525 人(35 か所) 

○小規模多機能型居宅介護事業所の増： 

〈県中部〉200 人/月分(8 か所) → 249 人/月分(9 か所) 

 〈県西部〉275 人/月分(12 か所) → 344 人/月分(14 か所) 

※基金による整備実績のほか、既存施設の定員変更等による増減も含む 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
地域密着型サービス施設等の整備により地域密着型サービス施設等

の定員総数が増加し、高齢者が地域において、安心して生活できる体制

の構築が図られた。 
（２）事業の効率性 
可能な限り早期に事業に着手し、事業効果を失することのないよう努

めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（１）医師の地域偏在対策のための事業 等 
事業名 【２０】鳥取県地域医療支援センター運営

事業 
 

【総事業費】 
56,155 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県、鳥取大学医学部 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、地域医療を担う医師のキャリア形成支援や医師不足病

院の支援等、医師確保対策を総合的に推進する必要がある。 

アウトカム指標：医師不足の解消 

（平成３０年度） 

・病院勤務医師数：1,137 人（H29）→1,164 人（H30 年度） 

・医師派遣・あっせん数：91 人（～H29 年度）→117 人（H30

年度） 

・キャリア形成プログラムの作成数 91 人（～H29 年度）→117

人（H30 年度） 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医

師数の割合：100%（～H29 年度）→100%（ H30 年度） 

事業の内容（当初計画） 地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に

医師不足病院への医師の配置等を行うため、地域医療支援セ

ンターを運営する。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

奨学金貸与医師へのキャリア形成支援や勤務先医療機関棟

についての助言等を行う。（５２人） 
 

アウトプット指標（達成

値） 

奨学金貸与者へのキャリア形成支援や勤務先医療機関等に

ついての助言等を行った。（医師２５人、学生４９人） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業により、奨学金貸与者に対するキャリア形成支援体

制が強化された。 

（２）事業の効率性 

特になし 

（平成３０年度） 

アウトカム 
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・病院勤務医師数：1,137 人（H29）→1,142 人（H30 年度） 

・医師派遣・あっせん数：91 人（～H29 年度）→115 人（H30

年度） 

・キャリア形成プログラムの作成数：91 人（～H29 年度）→

115 人（H30 年度） 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医

師数の割合:100%（～H29 年度）→100% （H30 年度） 

（１）事業の有効性 

病院勤務医師数は、奨学生の県内定着等により一定程度の

増加が図られたが、既存医師数の減少より医師数が伸び悩ん

だことにより、目標には到達しなかった。一方で「医師派遣・

あっせん数」、「キャリア形成プログラムの作成数」、「地域枠

卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の

割合」は概ね目標を達成しており、一定の成果がでている。 

本事業は、医師を養成している大学と連携して行うこと

で、今後の地域医療を担う医学生及び若手医師に対して、適

宜、面談やアドバイスなど個々のキャリア形成上の不安を解

消しながら、きめ細かな支援を行うことが可能となってお

り、将来の県内医師の定着に重要な役割を果たしている。 

若手医師確保の取り組みとして、平成 30 年度から開始し

た、高校生、医学生及び研修生対象に、県内医療情報・勤務

情報等を提供する「ドクターNavi」や、奨学生に対して高学

年時から繰り返し地域医療への貢献に対する理解について

個別面談による意識付けを行うことで、病院勤務医師数の増

加を図る。また、既存医師数の将来推計を加味することによ

り、当該事業の効果検証がより効果的に行えるよう目標値の

見直しを行っていく。 

（２）事業の効率性 

大学と連携することで、大学が有する専門人材・ノウハウ

を活用することで、各種医療制度や医療教育等に関する必要

な情報の入手、学生及び若手医師の生活・勤務状況を把握し、

効率的に事業を行うことができている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（２）診療科の偏在対策、医科・歯科連携のための事業 等 
事業名 【２１】産婦人科待機医師確保支援事業 

 
【総事業費】 

3,780 千円 
事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 山陰労災病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

産婦人科医師不足に伴い、産婦人科医の休養日を確保するこ

とが困難な状況になっている。 

アウトカム指標：山陰労災病院の産婦人科医師数  

事業の内容（当初計画） 産婦人科医師不足を補うため、休日の産婦人科医師待機を外

部に依頼する経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

産科医、救急医、新生児医療担当医等の確保 
休日に勤務する産婦人科医師が不足し、診療に支障をきたし

ている病院の支援（１病院） 

アウトプット指標（達成

値） 

休日の産婦人科医師待機を外部に依頼することで、休養日が

確保され、病院の支援につながった。 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

  産婦人科医師不足を解消する一助となった。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（２）診療科の偏在対策、医科・歯科連携のための事業 等 
事業名 【２２】医科・歯科連携人材養成研修事業 【総事業費】 

0 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 県歯科医師会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

－ 

アウトカム指標：－ 

事業の内容（当初計画） 医科・歯科連携を推進するため、がん患者、糖尿病患者等と歯

科との関連に係る研修会を開催し、疾病予防・疾病の早期治療

等に有用な医科・歯科の連携に関する研修会の実施にかかる

支援を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

医科・歯科連携を推進する人材育成のための研修開催（東部・

中部・西部で各１回） 
 

アウトプット指標（達成

値） 

補助制度を活用する予定であった事業者が事業を取り止めた

ため、２７年度においては未実施。 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

－ 

（２）事業の効率性 

－ 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（２）診療科の偏在対策、医科・歯科連携のための事業 等 
事業名 【２３】災害時医療提供体制推進事業 【総事業費】 

2,236 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

災害医療は、それを担う人材を絶えず確保しておく必要があ

ることから、人材の育成及び資質の維持・向上を図る必要があ

る。 

アウトカム指標：災害時の医療体制の強化 

事業の内容（当初計画） 災害医療は、それを担う人材を絶えず確保しておく必要があ

ることから、人材の育成及び資質の維持・向上を図り、もって

災害時の医療提供体制の推進・強化を図るため、災害医療コー

ディネーター等を対象とした研修等を開催する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修受講による災害医療コーディネーターの資質の維持・向

上 ２６人 

アウトプット指標（達成

値） 

災害医療コーディネーター研修受講者（２４人） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業により人材の育成及び資質の維持・向上が図られ、

もって災害時の医療提供体制の推進・強化をにつながった。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 

その他  

 
 
 
 
 
 



   

39 
 

 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（２）診療科の偏在対策、医科・歯科連携のための事業 等 
事業名 【２４】周産期医療に係わる専門的スタッ

フの養成事業 
【総事業費】 

2,540 千円 
事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県の周産期医療の最後の砦として厳しい労働環境の中で勤

務する総合周産期母子医療センターの医療スタッフの負担軽

減を図り、県内で必要な周産期医療の提供体制を確保してい

くことが必要。 

アウトカム指標：周産期死亡率の減 

事業の内容（当初計画） 鳥取大学医学部附属病院の総合周産期母子医療センターの医

療スタッフが行ってきた事務の一部を代行する医療ソーシャ

ルワーカー、臨床心理士等の確保を図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

総合周産期母子医療センターの医療スタッフの負担を軽減す

るための MSW、臨床心理士、保育士の確保。（各１名） 

アウトプット指標（達成

値） 

総合周産期母子医療センターにおいて MSW、臨床心理士、保

育士を確保した。（各１名） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
MSW、臨床心理士、保育士を確保することで、総合周産

期母子医療センターの医療スタッフの負担軽減を図ること

ができ、県内の周産期医療体制の維持につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 
 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（３）女性医療従事者支援のための事業 等 
事業名 【２５】鳥取県立歯科衛生専門学校学生確

保事業 
【総事業費】 

4,855 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県（鳥取県歯科医師会へ委託） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

近年の定員割れに加えて、平成２７年４月開校の医療系学校

との学生の取り合い等、これまで以上に学生確保に力を入れ

る必要がある。 

アウトカム指標：歯科衛生士の増加 

（平成３０年計画） 

県立歯科衛生専門学校の入学者の増 

２６人（H30 年度入学）→２８人（H31 年度入学） 

事業の内容（当初計画） 県民の歯と口腔の健康づくりをサポートできる歯科衛生士の

育成のため、鳥取県立歯科衛生専門学校の学生確保のための

PR 活動を実施する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

鳥取県立歯科衛生専門学校の学生確保（一学年定員３６名の

確保） 
アウトプット指標（達成

値） 

鳥取県立歯科衛生専門学校の学生確保（一学年定員３６名の

確保） 

２４名入学（平成 28 年度）→２６名入学（平成 29 年度入学） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本校オープンキャンパスへの参加者が増加するとともに、

学生の一定数の確保につながった。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 

（平成３０年度） 

アウトカム指標 

県立歯科衛生専門学校の入学者の増 

２６人（H30 年度入学）→３０人（H31 年度入学） 

（１）事業の有効性 

平成３１年度入学者数は３０人となり目標を達成した。本
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校オープンキャンパスへの参加者が増加するとともに、学生

の一定数の確保につながっている。 

（２）事業の効率性 

補助対象のテレビスポットとともに、地方広報誌への定期

的な記事掲載や西部地区での職業体験の実施など、より効果

的なＰＲに努めた。 

その他  

 
 
 
 
 
 
  



   

42 
 

 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 
事業名 【２６】認定看護管理者研修参加支援事業 【総事業費】 

4,500 千円 
事業の対象となる区域 県東部 

事業の実施主体 県立中央病院、鳥取医療センター、鳥取市立病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

より質の高い組織的看護サービスの提供及び看護職員が働き

続けられる職場環境改善を図るため、認定看護管理者の養成

が必要である。 

アウトカム指標： 

（平成３０年計画） 

・新人看護職員の離職率の低下 

新卒者の離職率４．５％（H30 年度）※４．８％（H28 年度） 

事業の内容（当初計画） 認定看護管理者の配置を促進することにより、質の高い組織

的看護サービスの提供及び看護職員が働き続けられる職場環

境改善を図るため、認定看護管理者の養成に係る経費の助成

を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

認定看護管理者の配置促進 
（認定看護管理者研修への参加者 １０人） 

アウトプット指標（達成

値） 

認定看護管理者の配置促進 
（認定看護管理者研修への参加者 ３人） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

認定看護管理者の配置を促進することにより、質の高い組

織的看護サービスの提供及び看護職員が働き続けられる職場

環境改善が図られた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 

（平成３０年度） 

アウトカム指標 

○新人看護職員の離職率の低下  

新卒者の離職率４．７％（H30 年度） 



   

43 
 

（１）事業の有効性 

目標には到達しなかったが、基準値（H28 年度）より離職率

は下がっていることから、一定の効果はあったといえる。 

補助対象がサードレベルであり、長期参加が難しい管理職

にもかかわらず、毎年１名以上参加を継続しており、現在 15

名が認定管理者となっている。 

認定管理者を継続して増やしていくことで、質の高い組織

的看護サービスの提供及び看護職員が働き続けられる職場環

境改善につなげ、目標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 
事業名 【２７】看護職員災害ボランティア研修開

催支援事業 
【総事業費】 

746 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県看護協会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

災害に対応可能な看護活動の体制づくりを行う必要がある。 

アウトカム指標：災害対応可能なナースの育成 

事業の内容（当初計画） １．災害看護活動の体制作りと連携強化 
全国災害看護担当者会議への参加 

２．災害看護に関する会員の資質向上 
・衛星通信研修(災害医療と看護-基礎編) 
・災害支援ナース育成研修(養成編) 
・災害医療研修への参加 

３．看護職 OB 等による、災害時地域ボランティア組織の立

ち上げおよびネットワークの構築 
 ・連絡会各 3 地区 2 回実施＝6 回、研修会 1 回（ﾎﾞﾗﾝﾃィｱ

講師) 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

災害時の看護職員ボランティアの確保 
災害看護研修の受講による看護師の災害医療に関する技能向

上３０人 
アウトプット指標（達成

値） 

災害支援ナースの登録数の増 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

 本事業により、災害支援ナースの数が増加し、災害に備 

える体制が強化できた。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 
事業名 【２８】認定看護師養成研修事業 【総事業費】 

7,794 千円 
事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

特定の看護分野において、より質の高い看護を実践できる認

定看護師の育成が必要。 

アウトカム指標 

・県内の看護現場における看護の質の向上 

（平成３０年度） 

・新人看護職員の離職率の低下 

新卒者の離職率４．５％（H30 年度）※４．８％（H28 年度） 

事業の内容（当初計画） 鳥取大学医学部附属病院看護師キャリアアップセンターが行

う認定看護師教育課程の実施に必要な経費に対する支援を行

う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

県内の認定看護師の増（１０人程度） 

アウトプット指標（達成

値） 

認定看護師（乳がん看護分野）の増（３人） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

 水準の高い看護実践が出来る認定看護師が育成され、県内

の看護現場における看護の質の向上が図られた。 

（２）事業の効率性 

 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 

 

（平成３０年度） 

アウトカム指標 

○新人看護職員の離職率の低下：新卒者の離職率４．７％（H30

年度） 

（１）事業の有効性 
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 目標には到達しなかったが、基準値（H28 年度）より離職率

は下がっていることから、一定の効果はあったといえる。 

認定看護師研修を８名が受講しており、水準の高い看護実

践が出来る認定看護師の育成・増加を引き続き進めていくこ

とで、県内の看護現場における看護の質の向上につなげてい

くことで、目標達成を図る。 

 

（２）事業の効率性 

 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業

者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失するこ

とのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 
事業名 【２９】看護職員の質の向上支援事業 【総事業費】 

1,745 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県（鳥取大学へ委託） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の看護師養成所における看護教育の質のばらつきが生 

じないよう、看護教育の質の向上を図り、在宅医療で求め 

られる質の高い看護師の育成に努める必要がある。 

アウトカム指標： 

全県内看護師養成所（１０機関）の看護師国家試験等の合格

率（１００％） 

（平成３０年計画） 

全県内看護師養成所の看護師国家試験等の合格率の向上 

99.2％（H29）→99.5％（H30） 

事業の内容（当初計画） 鳥取大学にて 2 日間程度の研修を受講する。全体会及び教

育課程毎に分けた部会の二部構成で実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

修対象者（５年未満教員） ３０人受講 
 

アウトプット指標（達成

値） 

研修対象者 ３８人受講 
 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業により、看護教育のスキルを会得し看護教育の理

解が深まり、看護教員における看護の質の向上が図れた。 

（２）事業の効率性 

事業実施を、看護教育を行う鳥取大学（保健学科）に委 
託することにより、企画・実施など質の高い人材育成を円滑

に実施できた。 
 

（平成３０年度） 

全県内看護師養成所（１０機関）の看護師国家試験等の合格

率 96.1％（H30） 

（１）事業の有効性 
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全国の看護師国家試験合格率は昨年より 1.6％減少し、県

内看護師養成所も同様に合格率が下がっている状況であ

り、目標には到達しなかった。 

看護教育に関する研修会は全国的にも少なく、県内看護

師等養成所の教員が県内で看護教育について学習する唯一

の機会となっており、看護教員の実践能力の向上につなが

り、看護教育の質の向上に寄与している。 

研修会への全養成所の参加、研修企画の見直しなど看護

教育の質の向上に努めることで、目標の達成を目指す。 

（２）事業の効率性 

事業実施を、看護教育を行う鳥取大学（保健学科）に委託

することにより、企画・実施など質の高い人材育成を円滑に

実施できた。また、委託内容を精査することで、経費を削減

に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 
事業名 【３０】看護補助者の活用のための看護師

管理者研修事業 
【総事業費】 

200 千円 
事業の対象となる区域 県東部、県西部 

事業の実施主体 鳥取赤十字病院、米子医療センター等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材

を育成・定着 

アウトカム指標：看護職員の増（5,724 人(平成 27 年末)） 

事業の内容（当初計画） 看護補助者を効果的に活用して看護師の負担軽減を図るた

め、県内病院の約半数に相当する２０病院で管理者への研修

を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護管理者の看護補助者活用能力の向上のための研修実施

（県内病院の約半数に相当する２０病院） 

アウトプット指標（達成

値） 

看護管理者の看護補助者活用能力の向上のための研修実施

（１病院） 
 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

看護管理者が医療現場で看護補助者をより効果的に活用

するための知識や方法について理解を深め、看護補助者を

活用する仕組みや体制を構築する能力を身につけること等

により、提供する医療の質の向上、医療安全の確保が図られ

た。 

（２）事業の効率性 

  可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 

 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３１】薬剤師不足に対応するための自動

錠剤供給機整備事業 
【総事業費】 

3,490 千円 
事業の対象となる区域 県東部 

事業の実施主体 岩美病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療の質の向上及び医療安全の確保の観点から、薬剤管理指

導等、病棟における薬剤師の活用が望まれており、調剤業務に

おける薬剤師の負担軽減が求められている。 

アウトカム指標：薬剤師の不足数の減 

事業の内容（当初計画） 薬剤師の業務負担の軽減を図るための自動錠剤供給機を導入

する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病院薬剤師の業務負担軽減 
自動錠剤供給機の整備により薬剤師が不足している病院を支

援する。（１か所） 

アウトプット指標（達成

値） 

自動錠剤供給機の整備（１か所） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
自動錠剤供給機の整備（１か所、１台）により薬剤師が不

足している病院の職員の負担軽減つながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【３２】病児・病後児等保育運営事業 【総事業費】 
0 千円 

事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材

を育成・定着 

アウトカム指標：看護職員の増（5,724 人(平成 27 年末)） 

事業の内容（当初計画） 病児・病後児保育の環境整備により医療従事者の離職防止の

推進を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病児・病後児等保育施設の整備、運営（１か所）（事業番号３

６とあわせて実施） 
アウトプット指標（達成

値） 

補助制度を活用する予定であった事業者が事業を取り止めた

ため、２７年度においては未実施。 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
－ 

（２）事業の効率性 
－ 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【３３】病院内保育所運営事業 【総事業費】 
24,738 千円 

事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 山陰労災病院、博愛病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材

を育成・定着 

アウトカム指標：看護職員の増（5,724 人(平成 27 年末)） 

事業の内容（当初計画） 子育て中の看護職員や女性医師等が安心して働くことができ

るようにするとともに、県内の看護職員等の離職防止を図る

ための病院内保育所の運営を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

子育て中の看護職員や女性医師が安心して働くことができる

環境の確保（県内２か所） 

アウトプット指標（達成

値） 

病院内保育所運営事業の実施（６病院） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業により病院内保育所の運営費を補助することによ

り、継続的な保育所運営に寄与し、看護師等の離職防止、再

就業支援が図られている。 

（２）事業の効率性 

  多くの病院で保育所運営を専門事業者へ外部委託し、効

率的な運営を行うよう努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【３４】病院内保育所施設設備整備事業 【総事業費】 
6,302 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県西部 

事業の実施主体 鳥取赤十字病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材

を育成・定着 

アウトカム指標：看護職員の増（5,724 人(平成 27 年末)） 

事業の内容（当初計画） 院内で雇用している医療従事者の働きやすさの確保や離職防

止を推し進めるため、病院内保育所に係る所要の施設・設備整

備を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

病院内保育所の定員数の増（２２人増） 

アウトプット指標（達成

値） 

病院内保育所の定員数の増（１２人増） 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業により病院内保育所が設置され、看護師等の離職

防止、再就業支援が図られている。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【３５】病児・病後児等保育施設設備整備事

業 
【総事業費】 

7,504 千円 
事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材

を育成・定着 

アウトカム指標：看護職員の増（5,724 人(平成 27 年末)） 

事業の内容（当初計画） 院内で雇用している医療従事者の働きやすさの確保や離職防

止を推し進めるため、２４時間保育及び病児・病後児保育を実

施するための施設・設備整備を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

病児・病後児等保育施設の整備、運営（１か所）（事業番号３

３とあわせて実施） 
 

アウトプット指標（達成

値） 

補助制度を活用する予定であった事業者が事業を取り止めた

ため、２７年度においては未実施。 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
－ 

（２）事業の効率性 
－ 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 【３６】新生児医療担当医確保支援事業 【総事業費】 

1,009 千円 
事業の対象となる区域 県西部 

事業の実施主体 鳥取大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

職務の複雑さや就労環境等が特殊なことから、小児科医師不

足が懸念されている。 

アウトカム指標：鳥取大学医学部附属病院における小児科医

師数（38.4 人(H27.1.1)→36.7 人(H28.1.1)） 

事業の内容（当初計画） ＮＩＣＵにおいて新生児を担当する医師の処遇改善を目的と

して支給されるＮＩＣＵに入院する新生児に応じて支給され

る手当（新生児担当医手当）を支給する医療機関に対して補助

する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

新生児医療担当医の処遇改善による周産期医療体制の確保

（新生児医療担当医手当を支給件数 １００件） 

アウトプット指標（達成

値） 

新生児医療担当医手当支給件数 １１７件 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

新生児医療担当医の処遇改善を図ることにより、小児科

医の確保の一助となった。 

（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事

業者に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 【３７】看護師等養成所運営事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

387,666 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取看護高等専修学校、倉吉看護高等専修学校、米子看護高等専

修学校、鳥取市医療看護専門学校、米子医療センター附属看護学

校 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

継続した医療提供体制の確保に向け、質の高い医療・介護人材を

育成・定着 

アウトカム指標：平成３０年計画 

看護学生の県内就業者数 100 人（H30 年度卒）※57 人（H28 年度

卒）  

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所における教育内容の向上を図るため、養成所の

運営に対する支援を行う。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

支援養成所数：５か所 

アウトプット指標（達成値） 支援養成所数：５か所 
 

 

事業の有効性・効率性 

アウトカム指標：看護学生の県内就業者数 77 人（H30 年度卒） 
（１）事業の有効性 
目標には到達していないが、看護学生の県内就業者数は一定数

増加している。県内の看護師確保は、県内養成施設を卒業した者

の就業によるところが大きいため、養成施設の安定・継続的な運

営を図ることで看護学生の県内就業に繋がっている。 
「看護学生の県内就業者数」については、県内の看護師等養成

施設の卒業生が県外の養成施設より県内就業率が高いことから、

継続して県内の看護師等養成施設の維持・確保を図るとともに、

修学資金制度などを活用することを通じて、目標の達成を図る。 
（２）事業の効率性 
可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者

に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのな

いよう努めた。 
その他 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 【３８】医師等環境改善事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

158,995 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 尾﨑病院、藤井政雄記念病院、境港総合病院等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師・看護師にとって、事務作業が負担となり、診療等の業務に

支障をきたしている 

アウトカム指標： 

・病院勤務医師数 H29：1,137 人 → H30 年度：1,164 人 

事業の内容（当初計画） 医師等の業務サポートを行う医療クラークの人員の増加に対す

る補助を行う。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

医療クラークの雇用：５０人（H30） 

アウトプット指標（達成値） 医療クラークの雇用：５６人（H30） 
 

 

事業の有効性・効率性 

アウトカム指標： 
病院勤務医師数 H29：1,137 人 → H30 年度：1,142 人 
（１）事業の有効性 
病院勤務医師数については、一定程度の増加が図られたが、既

存医師数の減少より医師数が伸び悩んだため、目標には到達しな

かった。医師等の処遇改善を図るため、各医療機関に必要な医療

クラーク雇用（５６人）への補助を行うことで、医師等の負担軽

減に寄与している。 
本事業の活用周知を図るとともに、若手医師確保の取り組みと

して、平成 30 年度から開始した、高校生、医学生及び研修生対

象に、県内医療情報・勤務情報等を提供する「ドクターNavi」や、

奨学生に対して高学年時から繰り返し地域医療への貢献に対す

る理解について個別面談による意識付けを行うことで、病院勤務

医師数の増加を図る。また、既存医師数の将来推計を加味するこ

とにより、当該事業の効果検証がより効果的に行えるよう目標値

の見直しを行っていく。 
（２）事業の効率性 
可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者

に対する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのな
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いよう努めた。 
その他 

 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 【３９】次世代医師海外留学支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,428 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部・県中部・県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

○新臨床研修制度の導入以降、県内の若手医師は減少し、将来の

医療を担う若手医師を確保するため、県内で勤務を続けること

への魅力を増大させることが必要。 

○平成３０年度から始まる新たな専門医制度では、症例数が多

く、研修の機会にも恵まれる大都会の病院が有利となり、専門

性を高めたい医師ほど、大都会の病院に勤務する誘因が働きや

すい。 

○人口が日本で最も少なく、症例数を集めることが難しい本県

は、大都会に較べて極めて不利な条件下にあり、専門性への志

向が強い医師を確保するには、他の地域にはない誘因が必要で

ある。 

○都市部と異なり、本県内の病院では症例の種類や数が多くない

ため、選考に当たって論文業績が大きく影響するグラント（奨

学金）を得るには不利であり、留学する機会が狭められている。

地方でへき地医療を担ってきた医師が専門の道を志した場合

でも、都市部の医師より不利にならない条件で留学が可能とな

る環境を整えることで、本県の地域医療を担う医師を確保した

い。 

アウトカム指標： 

・病院勤務医師数 H29：1,137 人 → H30 年度：1,164 人 

事業の内容（当初計画） 若手医師に海外留学中の生活費や渡航費用を貸し付け、県内で

の一定の勤務により返済を免除する。 
※専門医の取得後、医師免除取得１５年までの臨床医師を対象

に、留学期間の２倍の期間の県内勤務を義務づけることで、留

学経験を有す中堅医師の県内定着を図る。更に、県内での伝達
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講習会の開催を義務づけることで、県内の医療水準の向上を図

る。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

毎年１名への海外留学資金の貸し付け 

アウトプット指標（達成値） １名への海外留学資金の貸し付け 
 

 

事業の有効性・効率性 

アウトカム指標： 
病院勤務医師数 H29：1,137 人 → H30 年度：1,142 人 
（１）事業の有効性 
病院勤務医師数については、奨学生の県内定着等により一定程

度の増加が図られたが、既存医師数の減少より医師数が伸び悩ん

だため、目標には到達しなかった。 
若手医師に海外留学の資金を貸し付けて、県内に就業する動機

付けとするとともに、海外留学で得た知見や手技を県内に導入す

ることができる。また、県内への最新医学の知見や手技の導入や

若手医師にとってのロールモデルとなる事例であり、若手医師の

県内定着に寄与している。 
若手医師確保の取り組みとして、平成 30 年度から開始した、

高校生、医学生及び研修生対象に、県内医療情報・勤務情報等を

提供する「ドクターNavi」や、奨学生に対して高学年時から繰り

返し地域医療への貢献に対する理解について個別面談による意

識付けを行うことで、病院勤務医師数の増加を図る。また、既存

医師数の将来推計を加味することにより、当該事業の効果検証が

より効果的に行えるよう目標値の見直しを行っていく。 
（２）事業の効率性 
県内医師により構成する審査会を経て、貸付者を決定してい

る。 
その他 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 【４０】看護師の特定行為研修受講補助事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,500 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部、県西部 

事業の実施主体 県立中央病院、鳥取大学医学部附属病院等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

質の高い医療の提供のため、特定行為を行うことができる看護師

の育成が必要である。 

アウトカム指標： 

鳥取県内の特定行為看護師数 年間５人以上の増 

事業の内容（当初計画） 看護師の特定行為研修の指定研修機関が実施する特定行為研修

に看護師を派遣する経費を助成する。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

研修派遣経費助成数：６人（H30） 

アウトプット指標（達成値） 研修派遣経費助成数：８人（H30） 
 

 

事業の有効性・効率性 

アウトカム指標：特定行為研修修了者数（特定行為看護師数） 
４人(H29 年度末)→１２人(H30 年度末) 
（１）事業の有効性 
県内の特定行為看護師数が８名増加し、目標を達成した。本事

業を活用し水準の高い看護実践が出来る特定行為看護師が育成

されており、県内の看護現場における看護の質の向上に期待でき

る。 
（２）事業の効率性 
病院協会看護部会や看護協会と連携を図り、看護管理者等を対

象とする研修会で特定行為の制度等についての説明及び本事業

の活用を促すことで、費用をかけず効果的に事業周知を図ってい

る。 
その他 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

（４１）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 看護教員養成支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,754 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県東部 

事業の実施主体 県立中央病院、鳥取市医療看護専門学校 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

育児休暇職員の代替がおらず、退職教員の雇用延長で対応してい

る等非常に不足している県内の看護師養成所の看護教員の確保

及び看護教員の資質向上を図り、在宅医療で求められる質の高い

看護師の育成に努める必要がある。 

アウトカム指標：看護教員養成講習会受講済者３人（毎年度） 

事業の内容（当初計画） 看護教員養成及び確保のため、看護教員養成講習会受講に係る

経費、大学で実施する看護教員の資格取得に必要な専門講座を

受講する看護師を派遣する病院に対して必要な経費について補

助する。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

・看護教員養成講習会受講者数：３人  
・助成する医療機関数：２機関  

アウトプット指標（達成値） ・看護教員養成講習会受講者数：２人  
・助成した医療機関（学校）数：２機関  

 

 

事業の有効性・効率性 

アウトカム指標：看護教員養成講習会受講済者２人 
（１） 事業の有効性 
目標には達していないものの、本事業により看護教員養成講習

会受講済者が２人増え、それぞれ県内の看護師等養成所に従事し

ていることから、看護教員養成及び確保に一定の効果があった。 
家庭の事情等により県外研修派遣が難しい看護職員でも看護

教員の資格を得られやすくするため、県内大学院での単位取得等

の活用を進めていくことで、目標の達成を図る。 
（２）事業の効率性 
看護職員等養成施設連絡会や施設指導時に教員確保状況につ

いて確認し、本事業の活用を促すことで周知を図り効率的に実施

している。 
その他 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 
事業名 【１】介護人材確保対策連携強化事業（協

議会設置等）  
【総事業費】 

114 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 7 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） 介護人材確保に向けた関係機関、団体との連携・協働の推進

（協議会の開催） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

関係機関等との役割分担・連携等を進める協議会の開催 年

３回 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 27 年度） 

介護人材確保対策協議会の開催 年１回 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 介護の事業者団体、職能団体、養成施設、福祉人材センタ

ー、介護労働安定センター、労働局、県商工労働部、県教育委

員会等が出席する協議会の開催により、現状の取組や課題、重

点的に取り組むべき内容等について関係者間で情報共有し、

今後の役割分担や連携等が確認できた。 
（２）事業の効率性 
 既存の県附属機関に協議会を設置し、検討内容に応じ関係

機関や有識者にオブザーバー参加してもらう方法により、効

率的な執行ができたと考える。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実

施事業 
事業名 【２】人材育成等に取り組む事業所の認証

評価制度実施事業  
【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 7 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケ

アシステムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） 介護人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度の制度設

計の着手 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

制度創設に向けた会議の開催 年２回 

アウトプット指標（達成値） （平成 27 年度） 

介護人材確保対策協議会の開催 年１回 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 介護の事業者団体、職能団体、養成施設、福祉人材センタ

ー、介護労働安定センター、労働局、県商工労働部、県教育

委員会等が出席する協議会において、認証評価制度創設に

向けて連携を強化できた。 
（２）事業の効率性 
 介護人材確保対策協議会において当制度を検討し、効率

的な執行ができたと考える。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕

事の理解促進事業 
事業名 【３】地域住民や学校の生徒に対する介護

や介護の仕事の理解促進事業 
【総事業費】 
12,434 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県老人福祉施設協議会、社会福祉法人鳥取県社会福祉

協議会、公益財団法人総合健康推進財団、オールジャパンケ

アコンテスト実行委員会、ケアメンサミット in とっとり実

行委員会、鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケ

アシステムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） （平成 27 年度） 

・中学生とその親を対象とした介護職に対するイメージ調査 

・中学生による介護ロボット装着体験 

・学校の進路担当職員向け介護の仕事説明会 

・介護の魅力発信事業（ＤＶＤ制作、職場説明プログラム作成） 

・地域住民や小中学校の生徒に対する介護教室 

・介護サービスの質の向上支援事業（介護技術コンテスト、講演会） 

・ケーブルテレビを活用した介護家族の負担軽減、介護の仕事紹介事

業 

（平成 28 年度） 

・ケアメンサミット in とっとり～介護退職ゼロ作戦フォーラムの開催 

（平成 30 年度） 

・介護サービスの質の向上支援事業（介護技術コンテスト、講演会） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

（平成 27 年度） 

・中学生と親に対する介護職イメージの把握（３地区調査 150～300

人） 

・介護ロボット装着体験による介護や介護職に対する理解促進（中
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学校３校） 

・進路担当職員向け説明会開催による介護や介護職に対する理解促

進（３地区） 

・地域住民や学童クラブ等対象の介護教室による介護や介護の仕事

理解促進（5か所、参加者 150 名） 

・介護技術コンテスト開催による介護や介護の仕事の理解促進事業

（来場者 2,000 名） 

・中高生対象介護魅力発信ＤＶＤ及び介護職場広報プログラム映像

制作、ケーブルテレビを活用による介護や介護の仕事の理解促進 

（平成 28 年度） 

・仕事と介護が両立できるよう、男性介護者への支援について理解促進

（来場者 500 名） 

（平成 30 年度） 

・介護技術コンテスト開催による介護や介護の仕事の理解促進事業（来

場者 1,000 名） 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 27年度） 

・中学生と親に対する介護職イメージの把握（３校、48 家庭回答） 

・介護ロボット装着体験（中学校３校、教員・生徒約 200 人参加） 

・進路担当職員向け説明会開催（３地区、高校 14校参加） 

・介護技術コンテスト開催（選手 120 人、ｺﾝﾃｽﾄ見学・講演聴講の一

般来場者約 2,500 名） 

・ケーブルテレビによる広報（15分番組制作、３局 59回放送） 

・中高生対象介護魅力発信ＤＶＤ制作 ※平成 28年度完成、配布 

（平成 28年度） 

・介護の魅力発信事業（ＤＶＤ制作、職場説明プログラム作成） 

・ケーブルテレビを活用した介護家族の負担軽減、介護の仕事紹介事

業 

・ケアメンサミット inとっとり 延べ来場者 769 名 

（平成 30年度） 

・介護技術コンテスト開催（選手 111 人、ｺﾝﾃｽﾄ見学・講演聴講の一

般来場者約 2,500 名） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 県の事業とあわせ、介護の事業者団体、県社協、実行委員

会等の取組を支援することにより、地域住民の介護や介護

の仕事の理解促進につながっていると考えられる。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、

事業者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効
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果を失することのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした

介護の職場体験事業 
事業名 【４】若者・女性・高齢者など多様な世代

を対象とした介護の職場体験事業 
【総事業費】 

688 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会、鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケ

アシステムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） ・シニアの介護ボランティア体験（H27 年度） 

・夏休みにおける中高生の介護の仕事体験 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・シニアの介護ボランティア体験参加者 １００名 

・中高生の介護職場体験参加者 １００名 

アウトプット指標（達成

値） 

(平成 27 年度) 

・シニアの介護ボランティア体験参加者 １７名 

・中高生の介護職場体験参加者 ９５名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 シニア層や中高生の現場での介護体験により、シニアの

活動や中高生の進路の一つとして介護職員の参入促進につ

ながっていると考えられる。 
（２）事業の効率性 
 ボランティア育成・体験のノウハウを持つ県社協に委託

するとともに、事業者団体や県教育委員会等の協力による

中高生体験を行い、効率的な執行ができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 
事業名 【５】助け合いによる生活支援の担い手の

養成事業 
【総事業費】 

1,196 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会 

事業の期間 平成 27 年 7 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケ

アシステムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） あなたの生涯現役を応援します事業（シニアボランティア

の育成） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

シニアボランティアの育成 ８０人 

 

アウトプット指標（達成

値） 

シニアボランティアの育成 ２３人 

 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 シニアボランティアの育成により、元気高齢者が地域の

担い手として要支援者を支える地域づくりにつながってい

ると考えられる。 
（２）事業の効率性 
 ボランティア育成・体験のノウハウを持つ県社協への委

託により効率的な執行ができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 
事業名 【６】介護未経験者に対する研修支援事業 【総事業費】 

463 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 南部箕蚊屋広域連合、鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケ

アシステムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） ・住民対象の介護職員初任者研修資格取得支援 

・子育て世代等の参入促進（短時間勤務者への研修支援）

（H27 年度） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・地域住民の介護職員初任者研修修了者数 45 人 

・短時間労働者の介護職員初任者研修の修了 50 人 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 27 年度） 

・地域住民の介護職員初任者研修修了者数 ８人 

・短時間労働者の介護職員初任者研修の修了 １人 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 介護職員初任者研修の受講支援により、基本的な介護ス

キルを身に付けた人材の増加につながった。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、

事業者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効

果を失することのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッ

チング機能強化事業 
事業名 【７】多様な人材層（若者・女性・高齢者）

に応じたマッチング機能強化事業 
【総事業費】 

9,986 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連

携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステム

の構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097 人) 

事業の内容（当初計画） （平成 27 年度） 

・就職フェアの実施 

・進路選択学生支援事業 

（平成 28 年度） 

・就職フェアの実施 

・進路選択学生支援事業 

（平成 30 年度） 

・就職フェアの実施 

・進路選択学生支援事業 （再掲）平成 29 年度鳥取県計画 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

（平成 27 年度） 

・就職フェアを通じた就職者数 100 人 

・高校生の就職相談会の開催等による進路選択の支援 

（平成 28 年度） 

・就職フェアを通じた就職者数 100 人 

・高校生の就職相談会の開催等による進路選択の支援 

（平成 30 年度） 

・就職フェアを通じた就職者数 35 人 

・高校生の就職相談会の開催等による進路選択の支援 （再掲）

平成 29 年度鳥取県計画 
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アウトプット指標（達

成値） 

（平成 27 年度） 

・就職フェアを通じた就職者数 37 人（参加者 141 人） 

・高校生の就職相談会の開催等 

進路ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ 3 地区 7名、職場見学ﾂｱｰ 2 地区 11 名 

（平成 28 年度） 

・就職フェアを通じた就職者数 25 人（参加者 90 人） 

・高校生の就職相談会の開催等 

進路ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ 1 地区 4名、職場見学ﾂｱｰ 2 地区 4名 

（平成 30 年度） 

・就職フェアを通じた就職者数 17 人（参加者 105 人） 

・高校生の就職相談会の開催等 

進路ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ 2 地区 10 名、職場見学ﾂｱｰ 4 地区 10 名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 介護事業所のプレゼンや採用担当者との個別面談コーナーを

設置した就職フェアの開催等により、参入促進につながった。 
（２）事業の効率性 
 福祉人材センターを運営する県社協への委託により、求職者

及び求人事業所をマッチングさせる無料職業紹介と一体的に、

効率的な執行ができた。 

その他  

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修 
事業名 【８】多様な人材層に対する介護人材キャリ

アアップ研修 
【総事業費】 
66,015 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会、鳥取県老人保健施設協会、

介護職員や小規模事業所のグループ、鳥取県小規模多機能型居

宅介護事業所連絡会、一般社団法人鳥取県作業療法士会、鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 
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アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097 人) 

事業の内容（当初計画） （平成 27 年度） 

・介護人材育成強化事業（介護技術研修） 

・在宅強化型老人保健施設への転換を通じた教育支援事業 

・介護職員等の喀痰吸引等研修事業、 ・介護職員、小規模事業所グループ

の支援 

・介護職場で働く看護職員研修事業、 ・介護専門職研修事業 

・介護職員の事業所全体レベルアップ事業 

・小規模多機能型居宅介護事業所職員向け多職種連携研修事業 

・作業療法士に対するチームケアリーダー育成研修事業 

・リハビリテーションクリティカルパスを通じた人材育成事業 

（平成 28 年度） 

・介護職員等の喀痰吸引等研修事業、 ・介護専門職研修事業 

（平成 30 年度） 

・介護職員実務者研修受講料支援事業 （再掲）平成 29 年度鳥取県計画 

・介護職員等の喀痰吸引等研修事業 （再掲）平成 29 年度鳥取県計画 

・介護専門職研修事業 （再掲）平成 29 年度鳥取県計画 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

（平成 27 年度） 

・指導的職員への介護技術研修受講者 160 人 

・喀痰吸引等を安全に行うことができる介護職員等の養成 1,300 人 

・喀痰吸引等研修の講師となり得る看護師等の養成 160 人 

・小規模事業所や介護職員グループのキャリアアップ ５グループ 

・介護職場の看護職員の育成 50 人、介護職の専門的スキルの向上 3,000

人 

・介護職員の事業所全体レベルアップ研修 100 人 

・小規模多機能型居宅介護事業所職員向け多職種連携研修受講者 100 人 

・作業療法士に対するチームケアリーダーの育成 50 人 

・老人保健施設の在宅復帰率向上研修やリハビリテーションクリティカルパ

スを通じた介護職員のキャリアアップ 

（平成 28 年度） 

・喀痰吸引等を安全に行うことができる介護職員等の養成 1,300 人 

・喀痰吸引等研修の講師となり得る看護師等の養成 160 人 

・介護職の専門的スキルの向上 3,000 人 

（平成 30 年度） 

・介護職員実務者研修受講者 60 人（再掲）平成 29 年度鳥取県計画 

・喀痰吸引等を安全に行うことができる介護職員等の養成 550 人 （再掲）

平成 29 年度鳥取県計画 

・喀痰吸引等研修の講師となり得る看護師等の養成 95 人 （再掲）平成 29
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年度鳥取県計画 

・介護職の専門的スキルの向上 1,500 人 

アウトプット指標（達

成値） 

（平成 27年度） 

・指導的職員への介護技術研修 2 回、受講者 44 人 

・喀痰吸引等を安全に行うことができる介護職員等の養成 205 人 
・喀痰吸引等研修の講師となり得る看護師等の養成 69 人 
・小規模事業所や介護職員グループのキャリアアップ 1 グループ 
・介護職場の看護職員研修 2 回、受講者 39 人 
・介護職の専門的スキル向上研修 51 回、受講者のべ 1,569 人 
・介護職員の事業所全体レベルアップ研修 8 回、受講者 188 人 
・小規模多機能型居宅介護職員向け多職種連携研修 受講者 46 人 
・作業療法士に対するチームケアリーダー育成 研修 3 回、のべ 221 人 
・老人保健施設の在宅復帰率向上研修やリハビリテーションクリティカ

ルパスを通じた研修 受講者 95 人 
（平成 28年度） 

・介護職の専門的スキル向上研修 38 回、受講者 1,331 人 
・喀痰吸引等を安全に行うことができる介護職員等の養成 199 人 
・喀痰吸引等研修の講師となり得る看護師等の養成 62 人 
（平成 30年度） 

・介護職の専門的スキル向上研修 41 回、受講者 1,236 人 
・喀痰吸引等を安全に行うことができる介護職員等の養成 249 人 
・介護職員実務者研修受講者 57 人 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 県の事業とあわせ、県社協、介護の事業者団体、職能団体等の

取組を支援することにより、介護職員等の資質向上につながっ

た。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、事業

者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効果を失す

ることのないよう努めた。 

その他  

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ

研修 

キャリア段位制度に対するアセッサー育成に関する事業 
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事業名 【９】多様な人材層に対する介護人材キャ

リアアップ研修（キャリア段位制度に対

するアセッサー育成に関する事業） 

【総事業費】 
263 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県老人保健施設協会、鳥取県介護福祉士会 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケ

アシステムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） アセッサーを育成する事業所に講習受講料の支援 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

アセッサーを育成する事業所 40 施設 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 27 年度） 

アセッサーを育成する事業所 9 施設 (ｱｾｯｻｰ 10 名養成) 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 アセッサー講習の受講料支援により、アセッサー育成が

促進された。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、

事業者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効

果を失することのないよう努めた。 

その他  

 

 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ

研修 

介護支援専門員資質向上事業 
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事業名 【１０】多様な人材層に対する介護人材キ

ャリアアップ研修（介護支援専門員支援事

業） 

【総事業費】 
49,875 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県介護支援専門員連絡協議会、社会福祉法人鳥取県社

会福祉協議会、鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケ

アシステムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） （平成 27 年度） 

・初任段階介護支援専門員支援事業 

・介護支援専門員連絡協議会によるケアプラン点検支援事

業 

・ケアプラン点検支援事業、 ・介護支援専門員研修実施

事業 

（平成 28 年度） 

・介護支援専門員研修実施事業 

（平成 30 年度） 

・初任段階介護支援専門員支援事業 （再掲）平成 30 年度

鳥取県計画 

・介護支援専門員研修実施事業 （再掲）平成 30 年度鳥取

県計画 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

（平成 27 年度） 

・ケアプラン点検による介護支援専門員のキャリアアップ 

・初期段階の介護支援専門員の実務能力の向上 ６０人 

・介護支援専門員の能力の保持、向上 ８３０人 

・必要な知識・技能を有する介護支援専門員の養成 ６００人 

・地域包括ケアの中心となるための介護支援専門の知識及び技術を向

上、保持 １４０人 

（平成 28 年度） 

・介護支援専門員の能力の保持、向上 ８３０人 

・必要な知識・技能を有する介護支援専門員の養成 ６００人 
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・地域包括ケアの中心となるための介護支援専門の知識及び技術を向

上、保持 １４０人 

（平成 30 年度） 

・初期段階の介護支援専門員の実務能力の向上 １０事業所×３回 

（再掲）平成 30 年度鳥取県計画 

・介護支援専門員研修 ５９０人 （再掲）平成 30 年度鳥取県計画 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 27年度） 

・初期段階の介護支援専門員の実務能力の向上 基礎研修 46 人 

・介護支援専門員の能力の保持、向上 更新研修 168 人 

・必要な知識・技能を有する介護支援専門員の養成 実務研修 268

人 

・地域包括ケアの中心となるための介護支援専門の知識及び技術を

向上、保持 主任研修 50 人 

（平成 28年度） 

・介護支援専門員の能力の保持、向上 更新研修 193 人 

・必要な知識・技能を有する介護支援専門員の養成 実務研修 107

人 

・地域包括ケアの中心となるための介護支援専門の知識及び技術を

向上、保持 主任研修 50 人 

（平成 30年度） 

・介護支援専門員の能力の保持、向上 更新研修 251 人 

・必要な知識・技能を有する介護支援専門員の養成 実務研修 303

人 

・地域包括ケアの中心となるための介護支援専門の知識及び技術を

向上、保持 主任研修 主任更新 146 人 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 県社協及び介護支援専門員協会による法定研修やケアプ

ラン点検の実施等により、地域全体の介護支援専門員の資

質向上につながった。 
（２）事業の効率性 
 法定研修を行うとともに、介護支援専門員協会の事務局

を置く県社協により、効率的な実施ができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）潜在有資格者の再就業支援 

（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 
事業名 【１１】潜在介護福祉士の再就業促進事業 【総事業費】 

194 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケ

アシステムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） 介護福祉士等の潜在有資格者の再就業に係る制度の調査・

研究 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

潜在介護福祉士の再就業促進 

アウトプット指標（達成

値） 

再就業促進に向けた調査回答数：介護事業所の人事・採用担

当者 47/120 人、介護福祉士 48/120 人 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 離職した介護福祉士の再就業を促す「福祉有資格者登録

制度」等について事業所や有資格者からの意見・要望を聞

き、制度の周知状況、介護現場に再就職する際の支援ニーズ

等が把握できた。 
（２）事業の効率性 
 福祉人材センターを運営する県社協への委託により、効

率的な調査が実施できた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事

業 
事業名 【１２】認知症ケアに携わる人材の育成の

ための研修事業 
【総事業費】 

15,972 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 7 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケ

アシステムの構築」を図る。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援チーム及び認知症地

域支援推進員の設置 平成 29 年度末までに全市町村 

事業の内容（当初計画） （平成 27 年度） 

・病院勤務の医療従事者（看護師、理学療法士等）研修 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修、認知症サポート医養成研修、

認知症サポート医フォローアップ研修 

・認知症対応型サービスにおける研修（開設者・管理者・計画作成担

当者）、認知症介護指導者フォローアップ研修 

・認知症初期集中支援チーム員研修 

・認知症地域支援推進員研修 

（平成 28 年度） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修 

・認知症対応型サービスにおける研修（開設者・管理者・計画作成担

当者）、認知症介護指導者フォローアップ研修 

・認知症初期集中支援チーム員研修、 ・認知症地域支援推進員研修 

（平成 30 年度） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修、認知症サポート医養成研修 

（再掲）平成 29 年度鳥取県計画 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修（再

掲）平成 29 年度鳥取県計画 

・認知症対応型サービスにおける研修（開設者・管理者・計画作成担当
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者）、認知症介護指導者フォローアップ研修 （再掲）平成 29 年度鳥取

県計画 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

（平成 27 年度） 

・病院勤務の医療従事者研修修了者 140 名 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者 80 名、認知症サポート医

養成 10 名、認知症サポート医フォローアップ研修 20 名 

・認知症対応型サービスにおける開設者研修 30 名、管理者研修 160 名、

計画作成担当者研修 95 名、認知症介護指導者フォローアップ研修 5

名 

・認知症初期集中支援チーム並びに認知症地域支援推進員を平成 29 年

度末までに全市町村に設置 

（平成 28 年度） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者 80 名 

・認知症対応型サービスにおける開設者研修 30 名、管理者研修 160 名、

計画作成担当者研修 95 名、認知症介護指導者フォローアップ研修 5

名 

・認知症初期集中支援チーム並びに認知症地域支援推進員を平成 29 年

度末までに全市町村に設置 

（平成 30 年度） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修及び症例検討会 9 回、認知症サポ

ート医養成研修への受講派遣 10 名  （再掲）平成 29 年度鳥取県計画 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修 120 人 

（再掲）平成 29 年度鳥取県計画 

・認知症対応型サービスにおける開設者研修 15 名、管理者研修 80 名、

計画作成担当者研修 45 名、認知症介護指導者フォローアップ研修 3

名 （再掲）平成 29 年度鳥取県計画 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 27年度） 

・病院勤務の医療従事者研修修了者 161 名 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者 38名、認知症サポート

医養成 10 名、認知症サポート医フォローアップ研修 21 名・認知症

対応型サービスにおける開設者研修 15 名、管理者研修 75 名、計画

作成担当者研修 29名、認知症介護指導者フォローアップ研修 2名 

（平成 28年度） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者 26名 

・認知症対応型サービスにおける開設者研修 18 名、管理者研修 82

名、計画作成担当者研修 46 名、認知症地域支援推進員 5名、認知

症介護指導者フォローアップ研修 3名 

（平成 30年度） 
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・認知症サポート医養成研修への受講派遣 9人 

・かかりつけ医の認知症対応力向上研修及び症例検討会 12 回 

・認知症介護職員及び認知症介護サービス事業者向け基礎研修 

 140 人 

・認知症介護サービス事業者管理者研修 65 人 

・認知症介護サービス事業者開設者研修 11 人 

・認知症介護サービス事業者計画作成担当者研修 45 人 

・認知症介護指導者フォローアップ研修への受講派遣 3人 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 研修会の開催、中央研修への派遣等により認知症初期集

中支援チームの体制整備が図られるとともに、認知症高齢

者に対するケアの向上につながっていると考えられる。 
（２）事業の効率性 
 医師会、看護協会等職能団体等に委託することにより、効

率的な執行ができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資

質向上事業 
事業名 【１３】地域包括ケアシステム構築に資す

る人材育成・資質向上事業 
【総事業費】 

2,298 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 米子市、鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケア

システムの構築」を図る。 

アウトカム指標：地域ケア会議の実施、生活支援コーディネ

ーターの配置 全市町村 

事業の内容（当初計画） ・米子市における地域ケア会議活用推進事業（研修）（H27

年度） 

・地域ケア会議活用推進事業（広域支援員・専門職の派

遣、実務者研修） 

・地域包括支援センター支援事業（新任職員研修、連携強

化研修等） 

・生活支援コーディネーター養成研修 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・地域包括支援センター職員の資質向上 

・地域包括支援センター及び関係多職種のネットワーク構築 

・生活支援コーディネーターの養成４人、 指導者の養成３

人 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 27 年度） 

・地域包括支援センター職員の資質向上  

 初任者研修 受講者 43 人、 

 地域ｹｱ会議への広域支援員・専門職派遣 のべ 51 回、 

地域ｹｱ会議実務者研修 受講者 55 人 

・地域包括支援センター及び関係多職種のネットワーク構築

研修 3 地区、受講者 381 人 

・生活支援コーディネーターの養成研修 受講者 68 人、 

指導者養成の中央研修 受講者 2人 
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事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 地域ケア会議広域支援員の派遣、研修会の開催等により、

地域包括支援センター職員等の資質向上につながった。 
（２）事業の効率性 
 相談支援業務のノウハウを持つ団体への委託により、効率

的な研修が実施できた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 
事業名 【１４】権利擁護人材育成事業 【総事業費】 

10,477 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取市、倉吉市、米子市 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケ

アシステムの構築」を図る。 

アウトカム指標：市民後見人配置による高齢者支援 各圏域

（東・中・西部）  

事業の内容（当初計画） （平成 27 年度） 

・鳥取市市民後見人養成事業 

・米子市市民後見推進事業 

（平成 30 年度） 

・鳥取市市民後見人養成事業 （再掲）平成 30 年度鳥取県

計画 

・米子市市民後見人養成事業 （再掲）平成 30 年度鳥取県

計画 

・倉吉市市民後見人養成事業 （再掲）平成 30 年度鳥取県計

画 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

（平成 27 年度） 

・市民後見人の養成 15 人 

・成年後見制度の普及シンポジウム参加者 300 人 

（平成 30 年度） 

・市民後見人の養成 15 人（研修受講者 55 人） （再掲）平

成 30 年度鳥取県計画 

・成年後見制度の普及シンポジウム参加者 150 人 （再掲）

平成 30 年度鳥取県計画 
アウトプット指標（達成

値） 

（平成 27 年度） 

・市民後見人の養成 49 人 
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・成年後見制度の普及シンポジウム参加者 125 人 

（平成 30 年度） 

・市民後見人の養成 49 人 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 市民後見人養成やシンポジウム開催により、成年後見制度

の体制整備、利用促進につながったと考えられる。 
（２）事業の効率性 
 小規模市町村が単独で実施することが困難ことより、２市

において周辺市町村の住民も参加可能とし、効率的な執行が

できた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護予防の推進に資する OT、PT、ST 指導者育成

事業 
事業名 【１５】介護予防の推進に資する OT、

PT、ST 指導者育成事業 
【総事業費】 

4,090 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 一般社団法人鳥取県作業療法士会、一般社団法人鳥取県理

学療法士会、一般社団法人山陰言語聴覚士協会（鳥取県言語

聴覚士会） 

事業の期間 平成 27 年 7 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケ

アシステムの構築」を図る。 

アウトカム指標：地域リハビリテーション活動支援事業の

実施 全市町村 

事業の内容（当初計画） ・生活行為向上マネジメント（リハビリテーション）スキ

ルアップ研修 

・理学療法士を対象とした地域包括ケア・介護予防推進リ

ーダー研修会 

・言語聴覚士を対象とした地域ケア会議・講師派遣養成講

座（H27 年度） 

・介護予防推進に資する療法士指導者育成事業 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・生活行為向上マネジメント（リハビリテーション）研修 

300 人 

・理学療法士の地域包括ケア推進リーダーの養成 100 人 

・理学療法士の介護予防推進リーダーの養成 100 人 

・理学療法士会の講師、指導者の養成 2 人 

・言語聴覚士の地域ケア会議助言者・講師の養成 50 人 

・介護予防の推進に資する療法士指導者の育成 50 人 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成 27 年度） 

・生活行為向上マネジメント研修 5 回、のべ 210 人参加 

・理学療法士の地域包括ケア推進リーダーの養成 11 人 

・理学療法士の介護予防推進リーダーの養成 11 人 



   

86 
 

・理学療法士会の講師、指導者の養成 2 人 

・言語聴覚士の地域ケア会議助言者・講師の養成 18 人 

・介護予防の推進に資する療法士指導者の育成研修 3 回、

のべ 165 人参加 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 リハビリ職能団体による研修会開催により、職種に適し

た介護予防推進のための指導者育成ができた。 
（２）事業の効率性 
 可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう、

事業者団体に対する基金交付手続き等迅速に行い、事業効

果を失することのないよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化 

（小項目）新人介護職員に対するエルダー・メンター制度等

導入支援事業 
事業名 【１６】新人介護職員に対するエルダー・

メンター制度等導入支援事業 
【総事業費】 

3,988 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・

介護連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケ

アシステムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097

人) 

事業の内容（当初計画） 働きやすい職場づくりに向けた階層別研修事業 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

働きやすい職場づくりのための階層別研修受講者 330 人 

アウトプット指標（達成

値） 

働きやすい職場づくりのための階層別研修受講者  

４ｺｰｽ 330 人 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 初任者、中堅職員、チームリーダー、管理職員を対象とし

た階層別研修の開催により、働きやすい職場づくりにつな

がったと考えられる。 
（２）事業の効率性 
 福祉人材センターを運営する県社協への委託により、効

率的な執行ができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 
事業名 【１７】管理者等に対する雇用管理改善方策

普及・促進事業 
【総事業費】 

8,925 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会、鳥取県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護連携

の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシステムの

構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097 人) 

事業の内容（当初計画） （平成 27 年度） 

・女性が安心して働くための雇用管理改善方策普及・促進事業 

・定着しやすい職場づくりに向けた職場環境改善研修事業 

（平成 28 年度） 

・定着しやすい職場づくりに向けた職場環境改善研修事業 

（平成 30 年度） 

・定着しやすい職場づくりに向けた職場環境改善研修事業 （再

掲）平成 29 年度鳥取県計画 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

（平成 27 年度） 

・キャリア支援員の事業所訪問による支援 200 事業所 

・定着しやすい職場づくりに向けた職場環境改善研修参加者 

400 人 

（平成 28 年度） 

・定着しやすい職場づくりに向けた職場環境改善研修参加者 

400 人 

（平成 30 年度） 

・定着しやすい職場づくりに向けた職場環境改善研修参加者 

200 人 （再掲）平成 29 年度鳥取県計画 

アウトプット指標（達

成値） 

（平成 27 年度） 

・キャリア支援員の事業所訪問による支援  2 事業所 

・定着しやすい職場づくりに向けた職場環境改善研修参加者 
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139 人 

（平成 28 年度） 

・定着しやすい職場づくりに向けた職場環境改善研修参加者 

204 人 

（平成 30 年度） 

・定着しやすい職場づくりに向けた職場環境改善研修参加者 74

人 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 社会保険労務士派遣による専門相談の実施、職場づくり研修

会等により、職場環境改善につながったと考えられる。 
（２）事業の効率性 
 福祉人材センターを運営する県社協の実施により、効率的な

執行ができた。 

その他  

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）ボランティアとシルバー人材センター等の連携強化

事業 
事業名 【１８】「新たな介護を支える“結(ゆい)”

ボランティア(仮称)」創出モデル事業 
【総事業費】 

2,759 千円 

事業の対象となる区域 県東部、県中部、県西部 

事業の実施主体 鳥取県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けら

れるよう、介護従事者の確保・勤務環境改善、在宅医療・介護

連携の推進、地域の多様な人材の育成等、「地域包括ケアシス

テムの構築」を図る。 

アウトカム指標：介護職員数 H37 年 12,193 人(H24 10,097 人) 

事業の内容（当初計画） 介護施設でのボランティア活動に関する基礎講座､体験活動、

受入施設との意見交換 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護施設ボランティア基礎講座参加者 120 人(３回)、 

受入施設５ 
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アウトプット指標（達成

値） 

介護施設ボランティア基礎講座参加者 25 人(３回)、 

受入施設６ 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 ボランティア育成と体験活動支援により、参加者に介護のや

りがいや魅力を伝えることができたと考えられる。 
（２）事業の効率性 
 福祉人材センターを運営する県社協への委託により、効率的

な執行ができた。 

その他  
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

☑ 行った 
（実施状況） 
〇２６年度実施事業 
・平成２７年１０月２７日 鳥取県地域医療対策協議会 

 ・平成２７年１０月２９日 鳥取県医療審議会 
〇２７年度実施事業 
・平成２８年１１月２１日 鳥取県地域医療対策協議会 
・平成２８年１１月２２日 鳥取県医療審議会 

〇２８年度実施事業 
・平成３０年３月１４日 鳥取県地域医療対策協議会において議論 

 ・平成３０年３月２３日 鳥取県医療審議会において議論 
○平成２９年度実施 

  ・平成３０年１２月１１日 鳥取県地域医療対策協議会において議論 

  ・平成３０年１２月１４日 鳥取県医療審議会において議論 

 

☑ 行わなかった 
（平成３０年度） 
平成３０年度の事後評価については、令和元年度下期開催予定の鳥取県医療審議会

及び鳥取県地域医療対策協議会で議論する予定。 
 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

・特に指摘なし 
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２．目標の達成状況 

 
平成26年度鳥取県計画に規定する目標を再掲し、平成30年度終了時における目標の達成状

況について記載。 

 

■鳥取県全体 
① 鳥取県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

鳥取県においては、以下に記載する医療介護総合確保区域の課題を解決し、医療や

介護が必要な者が、地域において安心して生活できるようにすることを目標とす

る。 
    ○医療機関の役割分担と連携 

○在宅医療・介護の確保 
（平成３０年計画） 
・訪問診療の実施件数 H26：5,510 件 → H32：6,006 件 
※H26 の実施件数は医療施設調査（H26 年 9 月実績）に基づく。 

○医療従事者の確保と資質の向上 
・病院勤務医師数  H26：1,088 人 → H30：1,130 人 

      ・病院勤務看護師数  H26：5,337人 → H30：5,897人 
（平成３０年計画） 
・病院勤務医師数   H29：1,137 人 → H30 年度：1,164 人 
・病院勤務看護職員数 H29：5,534 人 → H30 年度：5,757 人 
・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 47 名(H29)→50 名(H30) 
・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

20.0（H29）→21.0（H30） 
・分娩を取り扱う産科医療機関数の維持 21 施設（H29）→21 施設(H30) 
・新人看護職員の離職率の低下 

新卒者の離職率４．５％（H30年度）※４．８％（H28年度） 

□鳥取県全体（達成状況） 

１）目標の達成状況 

○鳥取県内の医療情報ネットワークシステム「おしどりネット」の参加医療機 

関が１８機関増加した。 

１１機関（25年度）→１６機関（26年度）→２９機関（27年度） 

○在宅医療推進のための看護師育成支援事業連絡協議会を立ち上げ、在宅医療

を担う関係機関の連携強化を進めるとともに、訪問看護師を養成するための

教育コースを２７年度から実施するための体制を整えた。（26年度） 

○鳥取県医療勤務環境改善支援センターを鳥取県医師会に設置し、県内の医療 

機関の勤務環境の状況を把握し、改善に結びつける体制が整った。（26年
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度） 

    ○病院勤務医師数が1,088人から1,116人に増加した。 

     1,088人（H26）→1,114人（H27）→1,116人（H28） 

    〇医療の質の向上、医療従事者の負担軽減のため、電子カルテシステムの更

新・導入等による医療従事者間の情報共有化を図る体制づくりを進めた。

（26年度から29年度） 

    〇訪問看護ステーションの維持及び体制強化のため、事業所に訪問看護師の待

機手当を補助することにより、訪問看護師の処遇改善を図った。（26年度か

ら28年度） 

    （支援した訪問看護ステーション数） 

８事業所（26年度）→２０事業所（27年度）→２６事業所（28年度） 

 ２）見解 

地域における医療情報ネットワークシステムの構築、在宅医療推進のための体

制 

整備、医療従事者の勤務環境改善のための仕組みづくり等が一定程度進んだ。 

 ３）目標の継続状況 

    ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

    □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

（平成３０年度実施状況） 

１）目標の達成状況 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

・訪問診療の実施件数が５，５１０件（H26）より３０４件増加し、５，８１４件

（H29）となった。 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

・病院勤務医師数：1,137人（H29）→1,142人（H30年度） 

・病院勤務看護職員数：5,534人（H29）→5,595人（H30年度） 

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 47名(H29)→46名(H30) 

・分娩1000件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

20.0（H29）→20.8（H30） 

・分娩を取り扱う産科医療機関数の維持 21施設（H29）→21施設(H30) 

・新卒者の離職率は、４．８％（H28年度）から０．１％減少し、４．７％（H30 

年度）となった。 

 

２）見解 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

 「訪問診療の実施件数」については、5,510件（H26）→5,814件（H29）と増加し

ており、H32の目標値（6,006件）に向け順調に推移しており、目標達成の見込み
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である。 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

 「病院勤務医師数」については、既存医師数の減少より医師数が伸び悩んだこと

から目標には到達しなかったが、奨学生の県内定着が図れたことなどにより一定

数増加している。県内医師の年代別推移では、60代以上の医師数が増加傾向にあ

ることから、離職等により既存医師が減少したと考えられる。 

 「病院勤務看護職員数」については、在宅医療提供体制の整備等将来の医療需要

を見越した体制整備、人員確保等が始まっており、病院における看護職員需要数

の伸びが緩やかになってきた。病院の需要数、看護職員確保計画に応じた目標値

の見直しが必要と考えられる。 

 「手当支給施設の産科・産婦人科医師数」については、手当支給施設が減少

（H29：13→H30：12）したことに伴い医師数も減少したため、目標に到達できな

かった。 

 「分娩1000件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数」については、20.8 

で、目標（21.0）には到達しなかったが、概ね目標どおり増加している。 

 「分娩を取り扱う産科医療機関数」については、施設数（21施設）を維持（21施

設できており、目標を達成した。 

 「新人看護職員の離職率の低下」については、目標には到達できなかったが、基準

値（４．８％）より離職率が低下している。鳥取県の新卒看護職員の離職率は全国

平均 7.5％（H29）と比べてもかなり低い水準である。主な離職理由として、「健

康」31％、「進学・他分野への転向」19％、「結婚・転居」19％など本人に起因す

るものとなっており、一定数の離職はやむを得ないと考えられる。  

 

３）改善の方向性 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

医療従事者の確保・育成に向けた取り組みを継続することで、着実に医療従事者

の確保・定着を推進していく。 

 「病院勤務医師数」については、若手医師確保の取り組みとして、平成 30 年度か

ら開始した、高校生、医学生及び研修生対象に、県内医療情報・勤務情報等を提供

する「ドクターNavi」や、奨学生に対して高学年時から繰り返し地域医療への貢献

に対する理解について個別面談による意識付けを行うことで、病院勤務医師数の

増加を図る。また、既存医師数の将来推計を加味することにより、当該事業の効果

検証がより効果的に行えるよう目標値の見直しを行っていく。 

 「病院勤務看護職員数」については、病院における看護職員の需要と目標値との

間に乖離が生じていることから、病院の令和元年度に策定予定の看護職員需給推

計に基づき、目標値について実態に即した見直しを行っていく。 

 「手当支給施設の産科・産婦人科医師数」・「分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療

機関勤務産婦人科医師数」については、該当医療機関に制度周知を図り、多くの施
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設に産科医等の医師の処遇改善に活用いただくことで、目標達成を図る。 

 「新人看護職員の離職率の低下」については、受入施設を増やすことにより、小規

模施設からの受講者の増加を図り、より多くの新人が研修を受講できるようにし

ていくことで目標の達成を図る。また、一定数の離職が発生することはやむを得

ず、年度により若干のバラツキがあるなど、離職率の低下には一定の限界がある

ため、目標の見直しを検討していく。 

 

４）目標の継続状況 

  ☑ 令和元年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和元年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

■県東部（目標と計画期間） 

 ① 県東部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
県東部では、以下に記載する課題が存在しており、これらの課題の解決に向けて

精力的に取り組む。 
    ○医療機関の役割分担と連携 

○在宅医療・介護の確保 
② 計画期間 

平成２６年度～平成３０年度 
 

□県東部（達成状況） 

  １）目標の達成状況 

    県東部の達成状況は、県全体に準じる。 

２）目標の継続状況 

   ☑ 令和元年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

   □ 令和元年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

■県中部（目標と計画期間） 

 ① 県中部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
県中部では、以下に記載する課題が存在しており、これらの課題の解決に向けて

精力的に取り組む。 
○医療機関の役割分担と連携 
○在宅医療・介護の確保 

② 計画期間 
平成２６年度～平成３０年度 
 

□県中部（達成状況） 

  １）目標の達成状況 



   

6 
 

    県中部の達成状況は、県全体に準じる。 

２）目標の継続状況 

   ☑ 令和元年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

   □ 令和元年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 
■県西部（目標と計画期間） 

 ① 県西部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
県西部では、以下に記載する課題が存在しており、これらの課題の解決に向けて

精力的に取り組む。 
    ○医療機関の役割分担と連携 

○在宅医療・介護の確保 
② 計画期間 

平成２６年度～平成３０年度 
 

□県西部（達成状況） 

  １）目標の達成状況 

    県西部の達成状況は、県全体に準じる。 

２）目標の継続状況 

   ☑ 令和元年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

   □ 令和元年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【１】医療情報ネットワーク整備事業 

 
【総事業費】 
183,902 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 鳥取県内の医療情報ネットワークシステム「おしどりネット」の参加医

療機関の拡充（１１機関を１６機関へ拡充） 
 

事業の達成

状況 
「おしどりネット」の参加医療機関が１８機関増加。 
（１１機関（平成２５年度末）→２９機関（平成２７年度末）） 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
ネットワークシステムへの参加機関が増加することにより、患者

情報の一元管理体制が強化され、病院間での診療連携の促進につな

がるものと考えられる。 
（２）事業の効率性 
   患者情報の一元管理体制が強化されることにより、各病院間の情

報共有が円滑に行われるようになり、診療連携の効率化につながっ

たものと考える。 
 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【２】訪問看護等在宅医療推進ネットワーク基盤整備事

業 
【総事業費】 
6,372 千円 

事業の対象

となる区域 
県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 モバイル端末を活用した地域医療連携システムの構築（県西部区域に１

箇所） 
 

事業の達成

状況 
平成２６年度において、地域医療連携システムの構築ためシステム開発

業者へ発注を行い、平成２７年度に完成、運用開始した。 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
   システムが導入されると、患者及び利用者の情報を多職種でタイ

ムリーに共有できるようになり、在宅医療の推進につながるものと

考えられる。  
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対

する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう

努めた。 
 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【３】精神科医療機関機能分化推進事業 【総事業費】 

120,000 千円 
事業の対象

となる区域 
県中部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 県中部区域における社会復帰リハ病棟等の整備、精神科救急の外来医療

センターの整備による精神科の患者の地域移行の促進 
 

事業の達成

状況 
補助制度を活用する予定であった当初の事業者が事業を取り止めたため

平成２６年度においては未実施であったが、別事業者が事業実施したこ

とにより、平成２７年度に精神科救急外来医療センターの整備・充実が

図られた。 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
－ 

（２）事業の効率性 
   － 
 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【４】地域医療支援病院・がん診療連携拠点病院等の患

者に対する歯科保健医療推進事業 
【総事業費】 
8,580 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 県東部区域及び県西部区域における地域医療支援病院、がん診療連携拠

点病院等のがん患者の歯科診療の充実 
 

事業の達成

状況 
（２６年度）歯科診療ユニット等の整備数：２病院 
（２７年度）－ 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
   歯科診療に必要な機器の整備により、がん患者に対する歯科の診

療機能の強化につながった。 
（２）事業の効率性 
   可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対

する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう

努めた。 
 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【５】急性期医療充実設備整備事業 

 
【総事業費】 
10,572 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 医療機器の充実による急性期医療機能の強化（各区域１箇所ずつ） 
 

事業の達成

状況 
（２６年度） 
○外科用Ｘ線ＴＶシステムの整備：１病院 
○患者監視装置の整備：１病院 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
急性期病院の医療機器整備が進んだことにより、県内の急性期医

療機能の強化につながった。 
（２）事業の効率性 
   可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対

する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう

努めた。 
その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【６】病床の機能分化・連携推進基盤整備事業 

 
【総事業費】 
282,020 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１５日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 病床転換及びそれに伴う施設・設備整備による医療機能の分化・連携の

推進（県内３箇所） 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度～平成２７年度） 
○慢性期病床への転換（３８床）に伴う電動ベッド等の整備：１病院 
○回復期病床への転換（４２床）に伴うリハビリ器具の整備：１病院 
（平成２７年度） 
○地域包括ケア病床への転換（１８床）に伴う電動ベッド等の整備： 

１病院 
（平成２８年度） 
○慢性期病床への転換（２３床）に伴う改築：１病院 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
   回復期及び慢性期病床の整備に必要な支援を行ったことにより、

急性期から回復期への病床転換の促進につながった。 
（２）事業の効率性 
   可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対

する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう

努めた。 
 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【７】在宅医療連携拠点事業 【総事業費】 
9,317 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 地区医師会（各区域１箇所ずつ）、医療機関（県内１箇所）、市町村（県内

１箇所）が主体となった在宅医療の連携拠点の整備 
 

事業の達成

状況 
（２６年度） 
・在宅医療の連携拠点を整備：２箇所 
・在宅医療に関する協議会・講演会等の開催：６回 
・地域連携パス策定に関する協議会等の開催：５回 
・在宅医療に係る貸出用機器整備：１箇所 
（２７年度）－ 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
   在宅医療、地域連携パス策定等に関する協議会等の開催により、

医療と介護に携わる人材の連携が促進され、在宅医療従事者間の連

携が促進した。 
（２）事業の効率性 
   可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対

する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう

努めた。 
 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【８】新任訪問看護師同行訪問事業 【総事業費】 
900 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年７月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 養成する新任訪問看護師：延５０人 

事業の達成

状況 
（２６年度） 
○訪問看護師の新規雇用：３人（常勤）増加 
○同行訪問による新任訪問看護師への指導：３人 
（２７年度）－ 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
新任訪問看護師の同行訪問指導により、訪問看護師の育成・定着に

つながった。 
また、週２４時間以上勤務する訪問看護師を新たに雇用し増員が

図られることにより、地域への訪問看護サービス提供体制が強化さ

れた。 
（２）事業の効率性 
   公益社団法人鳥取県看護協会を通じた間接補助により、訪問看護

ステーションへの周知、働きかけなども含め、効率的な執行ができ

たと考える。 
 

その他 訪問看護は、高齢者等の在宅生活を支える欠かせないサービスであり、

同事業により訪問看護師の増員がさらに図られるよう、翌年度の事業の

実施にあたっては、年度当初から支援を行うこととする。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【９】訪問看護師養成研修参加支援事業 【総事業費】 
0 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 訪問看護師の研修派遣体制の整備（県内１箇所） 

事業の達成

状況 
事業未実施 
（２６年度）－ 
（２７年度）－ 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
－ 

（２）事業の効率性 
－ 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【１０】在宅医療推進のための看護師養成支援事業 【総事業費】 

9,258 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 看護師の訪問看護ステーションへの出向システムの構築 

事業の達成

状況 
（平成 26 年度） 
○在宅医療推進のための協議会を立ち上げ、関係機関との連携体制を構

築した。 
○在宅医療や訪問看護への理解、関心を高めるため、ホームページ開設、

関係機関に対する啓発活動を行うとともに、県民及び関係者に対する

講演会を開催した。（参加者：１３０名程度） 
○２７年度から開設する教育コース（３コース）のプログラム内容の検

討及びスタッフ確保等受入れ体制を整備した。 
（平成 27 年度） 
○教育コース（３コース）が開始し、７２名が受講した。 
○集合研修、個人課題、訪問看護ステーション実習等により、受講者の

訪問看護に対する意識が高まった。 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
関係機関における在宅医療や訪問看護への理解、関心を深め、今後

の在宅医療推進の連携強化に繋がった。 
教育コース開設により、若手看護師及び病院看護師における従来

の急性期看護志向から、在宅医療・訪問看護の在宅志向への意識を高

め、訪問看護師確保に繋がる体制の整備を図った。 
（２）事業の効率性 
   事業実施主体が看護教育を行う鳥取大学（保健学科）であり、企

画・実施など教育のスキームが確立されており、質の高い人材育成

を円滑に実施できる。 
 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【１１】認知症クリティカルパス推進事業 【総事業費】 
3,212 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 認知症クリティカルパスの作成及びパスの運用体制の整備（県東部区域

及び県中部区域に１箇所ずつ） 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○認知症クリティカルパス作成・改定委員会等の開催：２回 
○認知症クリティカルパス作成：東部医療圏 
（平成２７年度） 
○認知症クリティカルパス作成・改定委員会等の開催：２回 
○認知症クリティカルパス作成：東部・中部医療圏 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
  認知症クリティカルパスの作成等により、医療介護の連携がスムー

スとなり、認知症ケア体制の充実強化につながった。 
（２）事業の効率性 
  可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す 
る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め 
た。 
 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【１２】重度障がい児者地域移行支援事業 【総事業費】 
112,971 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 ・重度障がい児者の医療型ショートステイ病床の確保（各区域で１床ず

つ） 
・重度障がい児者へのリハビリテーションの充実（各区域で１事業所ず

つ） 
・医療的ケアが必要な重度障がい児者の地域移行等のモデルの構築 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○重度障がい児者の医療型ショートステイ病床の確保数：３床（３医療 
機関） 

○重度障がい児者へのリハビリテーションの充実：７事業所 
○医療的ケアが必要な重度障がい児者の地域移行等のモデルの構築：２

医療機関 
（平成２７年度） 
○重度障がい児者の医療型ショートステイ病床の確保数：３床（３医療 
機関） 

○重度障がい児者へのリハビリテーションの充実：７事業所 
○医療的ケアが必要な重度障がい児者の地域移行等の事業継続：２ 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
医療機関が重度障がい児者を受け入れるために年間を通して病床

を確保することができ、ショートステイを行うことによって利用者

及びその家族への安心感の提供、支援の充実を行うことができた。 
医療的ケアが必要な重度障がい児者の地域移行等のモデル事業で

は、生活介護事業所の職員が医療機関の理学療法士から直接リハビ

リ等の方法を教わるなど、地域移行等のモデルの構築が進んだ。 
（２）事業の効率性 

・医療型ショートステイに対応できるヘルパー事業所が県内では少な

いため、確保した病床を有効に活用し、充実した施策が求められる。 
・生活介護事業所については、理学療法士等の指導内容に差があった

ため、体制を構築していく上でバランスを改善していくことが求め

られる。 
その他 多くの対象者や事業所に参加していただくため周知が必要。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【１３】在宅医療推進事業 【総事業費】 
177,262 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 訪問診療、訪問看護、リハビリテーション等に必要な施設・設備整備に

よる在宅医療の充実 
（平成３０年計画） 
・訪問診療の実施件数 5,510 件（H26）→6,006 件（H32） 
※H26 の実施件数は医療施設調査（H26 年 9 月実績）に基づく。 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○車両整備：５台 
○訪問看護ステーション専用室の整備：１箇所 
○その他機器整備等：３箇所 
（平成２７年度） 
○車両整備：１５台 
○訪問看護ステーション専用室の整備：１箇所 
○その他機器整備等：１１箇所 
（平成２８年度） 
○通所リハビリテーションの整備：１箇所 
○薬局開設者への無菌調剤処理を可能とする機器の整備：７箇所 
（平成３０年度） 
○訪問診療の実施件数 5,814 件（H29） 
※医療施設調査（H29 年 9 月実績） 
※H30 実績は未発表 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
訪問診療等に必要な車両その他機器整備の購入支援により、県内

各事業所における在宅医療体制の充実につながった。 
（２）事業の効率性 
   可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対

する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう

努めた。 
（平成３０年度） 
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（１）事業の有効性 
訪問診療の実施件数は、基準値（H26）から 304 件増加しており、目

標達成に向け着実に増加していることから、訪問診療等に必要な車両そ

の他機器整備の購入支援により、県内各事業所における在宅医療体制の

充実に一定の効果があったといえる。 
（２）事業の効率性 
基準額の引き下げを行い、事業の費用対効果を高めた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 
事業名 【１４】中山間地訪問看護ステーションサテライト設置

支援事業 
【総事業費】 
6,696 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年７月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 中山間地域の訪問看護ステーションのサテライトの設置（各区域１箇所

ずつ） 
 

事業の達成

状況 
（２６年度） 
○サテライト型訪問看護ステーションの設置：２か所増加（東部・中部） 
○サテライト設置による看護師の負担軽減：利用者１４人分 
（２７年度）－ 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
サテライト型訪問看護ステーションを設置したことにより、特に

高齢化の進展が著しい中山間地に訪問看護サービスを提供できるよ

うな体制の整備が整い始めた。 
（２）事業の効率性 
   公益社団法人鳥取県看護協会を通じた間接補助により、訪問看護

ステーションへの周知、働きかけなども含め、効率的な執行ができ

たと考える。 
 

その他 平成２７年４月から、サテライトで概ね本体事業所と同様のサービス

提供が行えるようになったことから、翌年度の事業の実施にあたっては、

さらに設置が進むよう看護協会とともに働きかけを行う。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 



   

22 
 

 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（２）在宅医療（歯科）を推進するために必要な事業 等 
事業名 【１５】在宅歯科医療拠点・支援体制整備事業 【総事業費】 

33,041 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 歯科医療機器等の貸出し機能を有する在宅歯科医療連携室の整備（各区

域１箇所ずつ） 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○地域歯科医療連携室の設置：４箇所 
○ホームページ開設：1 箇所 
○地域歯科医療連携室運営のための歯科衛生士配置：３人 
（平成２７年度） 
○地域歯科医療連携室の設置：４箇所 
○地域歯科医療連携室運営のための歯科衛生士配置：４人 
○在宅歯科医療の推進に係る研修会・会議等の開催：９回 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
   県内４箇所で地域歯科医療連携室が設置されたことで、各地域に

おける在宅歯科医療希望者の歯科診療所の照会・相談、在宅歯科医

療を実施しようとする医療機関に対する支援体制の充実につながっ

た。 
（２）事業の効率性 
   可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対

する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう

努めた。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（２）在宅医療（歯科）を推進するために必要な事業 等 
事業名 【１６】在宅歯科診療設備整備事業 【総事業費】 

5,529 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 在宅歯科医療の実施のために必要な医療機器等の充実（県内３箇所） 

事業の達成

状況 
（２６年度） 
○訪問歯科診療用機器整備：２箇所 
○訪問診療用車両整備：１箇所 
（２７年度）－ 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
   在宅歯科診療を実施する医療機関の訪問歯科診療に必要な車両、

機器等の整備を支援することで、地域における在宅歯科診療の普及・

体制強化につながった。 
（２）事業の効率性 
   可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対

する基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう

努めた。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（２）在宅医療（歯科）を推進するために必要な事業 等 
事業名 【１７】在宅歯科医療人材確保支援事業 【総事業費】 

1,750 千円 
事業の対象

となる区域 
県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 在宅歯科医療の多職種連携強化及び各専門職の資質向上（県西部区域） 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○在宅歯科医療講習会の開催：２回 
○講習会参加人数：１８６人 
（平成２７年度） 
○在宅歯科医療講習会の開催：２回 
○講習会参加人数：９１人 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
在宅歯科診療を実施する医療機関の歯科医師、歯科衛生士等を対象

とした講習会が２回開催され、各職種の連携強化及び資質向上につな

がった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（３）在宅医療（薬剤）を推進するために必要な事業 等 
事業名 【１８】在宅医療（薬科）の研修充実に向けたシステム

整備等事業 
【総事業費】 

5,936 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 鳥取県薬剤師会及び各区域の支部に接続するテレビ会議システムの更新

整備による在宅医療の研修等の活性化 
 

事業の達成

状況 
（２６年度） 
県内３地区を拠点とするテレビ会議システムを整備し、在宅医療介護委

員会等に活用した。 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
訪問薬剤管理指導に取り組もうとする医療機関の在宅医療に関する

知識の向上を目的とした研修体制を充実させるため、研修に必要な機

器を整備したことで、今後の訪問調剤の普及につながっていくものと

考える。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（１）医師の地域偏在対策のための事業 等 

事業名 【１９】鳥取県地域医療支援センター運営事業 【総事業費】 
7,095 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 地域医療に従事する医師のキャリア形成（奨学金貸与者（１９５名）等

が対象） 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○鳥取県医師確保奨学金貸与者への面談を実施し、臨床研修・勤務等に

関する助言を行った。 
○鳥取県地域医療支援センターに専従職員（非常勤職員）を１名配置し、

奨学金貸与医師のキャリア形成支援のために必要な領域別専門研修プ

ログラムの情報収集・整理を行った。 
○指導医講習会を県内２会場で実施。県内の指導医養成を促進し、初期

臨床研修指導体制の充実を図った。 
（平成２７年度） 
○鳥取県医師確保奨学金貸与者への面談を実施し、臨床研修・勤務等に

関する助言を行った。 
○鳥取県地域医療支援センターに専従職員（特命教授、非常勤職員）を

各１名配置し、医師不足調査の実施、県医師確保奨学金貸与者データ

ベースの作成、専門医の取得に必要な診療科別専門研修プログラムの

立案への参画など活動を行った。 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
鳥取県（医療政策課内）と鳥取大学（医学部附属病院内）に設置され

た鳥取県地域医療支援センターを通じ、鳥取県医師確保奨学金貸与者

等の支援が図られた。 
（２）事業の効率性 

大学、自治体立病院、医師会、市町等の関係機関が参画する運営委員

会において、業務内容及びキャリア形成支援等について検討すること

により、効果的な事業の執行、適切な運営を見込むことが出来る。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（１）医師の地域偏在対策のための事業 等 

事業名 【２０】鳥取大学地域医療総合教育研修センター運営支援

事業 
【総事業費】 

4,800 千円 
事業の対象

となる区域 
県西部 

事業の期間 平成２６年５月２０日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 自治体立病院（日野病院組合日野病院）における実地による医学部生の

教育の充実 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○日野病院内に鳥取大学が設置した「地域医療総合教育研修センター」

における医学生への実地教育に必要な施設・備品を整備。 
○当該センター配置教員（医師）が行う外来診療に係る看護師を配置。 
（平成２７年度） 
○鳥取大学所属医師が外来診療（総合診療）を行うことにより診療の充

実が図られるとともに、大学の講義では補うことのできない地域医療

の現場で学部教育を行うことにより、将来の地域医療を担う医学生の

教育の充実が図られた。 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
将来の地域医療を担う人材の育成に加え、当該センター配置教員（医

師）の配置により、地域住民（患者）の利便性向上と日野病院常勤医の

負担軽減が図られた。 
（２）事業の効率性 

事業実施主体は地域の中核病院であり、また、医学生への実地教育

は鳥取大学（医学部医学科）のカリキュラムとして実施されるもので

あり、地域医療を担う人材の育成を円滑に実施できる。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（２）診療科の偏在対策、医科・歯科連携のための事業 等 

事業名 【２１】小児救急地域医師研修事業 【総事業費】 
902 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年８月７日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 
事業の目標 小児救急医療の研修の開催を通じた専門性の高い医療従事者の確保（各

区域で各１回ずつ研修会を開催し、東部２５名、中部４０名、西部２０

名程度を対象。） 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○小児救急医療に関する研修会の開催：３回 
○研修会参加人数：東部３９人、中部２５人、西部３８人 
（平成２７年度） 
○小児救急医療に関する研修会の開催：３回 
○研修会参加人数：東部３１人、中部３０人、西部３５人 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
小児救急医療に関する研修会が３回開催され、地域の小児救急医療

体制の強化及び小児救急医療に携わる医師等の専門職の質の向上につ

ながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（３）女性医療従事者支援のための事業 等 

事業名 【２２】歯科衛生士復職支援事業 【総事業費】 
3,308 千円 

事業の対象

となる区域 
県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 
事業の目標 出産・育児等の理由で離職した未就業歯科衛生士の復職支援センターの

整備（県西部区域） 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○復職支援センターを設置：１箇所 
○歯科衛生士復職支援講習会開催：１回 
○講習会参加人数：９人 
（平成２７年度） 
○復職支援センターを設置：１箇所 
○歯科衛生士復職支援講習会開催：２回 
○講習会参加人数：７人 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
復職を希望する未就業歯科衛生士等を対象とした講習会の開催によ

り、復職に不安を抱える歯科衛生士等の技術面での支援及び相談体制

の充実につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【２３】新人看護職員の卒後臨床研修事業 【総事業費】 
51,805 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 臨床研修等を通じた新人看護職員の早期離職の防止及び質の向上（研修

対象者数：約２５０人） 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○ 新人看護職員研修を実施：２０医療機関（受講者数 計２６６名） 
○ 新人看護職員受入研修を実施：２医療機関（受入者数 計９名） 
（平成２７年度） 
○ 新人看護職員研修を実施：１８医療機関（受講者数 計２７３名） 
○ 新人看護職員受入研修を実施：３医療機関（受入者数 計１７名） 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
厚生労働省のガイドラインに沿った新人看護職員研修を実施するこ

とにより、看護の質の向上、新人看護職員の早期離職防止、更には新人

看護職員の指導を担う中堅看護職員の負担軽減に非常に役立った。 
（２）事業の効率性 

新人看護職員研修を自施設で完結することが困難な医療機関が新人

看護職員受入研修を活用することで、効率的な研修実施に繋がってい

る。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 
事業名 【２４】新人助産師資質向上支援事業 【総事業費】 

8,287 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 研修会の開催を通じた新人助産師の実践能力向上 
（平成３０年計画） 
新人看護職員の離職率の低下 
新卒者の離職率４．５％（H30 年度）※４．８％（H28 年度） 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○ 新人助産師研修に必要な備品等の購入（胎児超音波教育ユニット、産

科シミュレーター、テレメータアクト） 
○ 新人助産師教育担当者研修会への参加（開催日：H27.1.31、開催地：

日本助産師会（東京都）、参加者：５名） 
（平成２７年度） 
○新人助産師を対象とした新人助産師集合研修を３日間開催した。 
（参加者：延５０名） 
○加えて、新人フォローアップ研修会を１日開催し、実践力の向上を図

った。（参加者：１６名） 
（平成３０年度） 
○新人看護職員の離職率の低下 
新卒者の離職率４．７％（H30 年度）※４．８％（H28 年度） 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
研修会に係る実習用備品の整備及び教育担当職員のスキルアップに

より、新人助産師の資質及び実践力向上のための環境整備が進んだ。 
（２）事業の効率性 

日頃より様々な研修を主催し、ノウハウの蓄積のある鳥取県看護協

会が本研修を実施することにより、より効率的で質の高い研修を実施

することが可能である。 
 
（平成３０年度） 
（１）事業の有効性 
目標値は達成できなかったが、基準値（H28 年度）より離職率は下が
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っていることから、一定の効果はあったといえる。助産師を対象とした

集合研修を５回開催（参加者：延１４２名）し、新人助産師以外にも参

加者の幅を持たせることで、より多くの助産師に研修の機会を提供する

ことができ、助産師の資質及び実践力向上につながっている。 
（２）事業の効率性 
日頃より様々な研修を主催し、ノウハウの蓄積のある鳥取県看護協会

が本研修を実施することにより、より効率的で質の高い研修を実施する

ことが可能である。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 
事業名 【２５】認定看護師養成研修事業 【総事業費】 

392 千円 
事業の対象

となる区域 
県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 
事業の目標 県内の認定看護師の増（１０名程度） 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○ 認定看護師養成研修（認定看護教育課程（乳がん看護））を開催： 
Ｈ２６．９．１～Ｈ２７．３．９（１２２日間）、講師数５２名 

○ 認定看護師養成研修の修了者：４名（４医療機関） 
（平成２７年度） 
○ 認定看護師養成研修（認定看護教育課程（乳がん看護））を開催： 
Ｈ２７．９．１～Ｈ２８．３．７（１２１日間）、講師数４３名 

○ 認定看護師養成研修の修了者：３名（３医療機関） 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
特定看護分野において、熟練した看護技術と専門知識を用いて看護

を実践できる能力や、自らの実践力を自立的に向上させることができ

る能力を有する看護実践者の育成に寄与した。 
（２）事業の効率性 

乳がん看護認定看護師教育課程は全国で２施設しか開講されていな

い中で、２０１４年度からは鳥取大学医学部附属病院キャリアアップ

センターにて同講座を開講しているところ。これまで遠方でしか受講

できなかった教育課程を地元で受講できることは、県内看護師にとり

経済的、精神的な負担軽減に繋がっている。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 
事業名 【２６】看護職員研修充実に向けたシステム整備事業 【総事業費】 

4,182 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 鳥取県看護協会及び同会米子事務所に接続するテレビ会議システムの整

備による看護教育研修等の活性化 
 

事業の達成

状況 
（２６年度） 
県内２地区を基点とするテレビ会議システムを設置し、新人看護教育研

修等に活用した。 
（２７年度）－ 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
看護教育研修に必要な機器（テレビ会議システム）の整備により、よ

り多くの看護師に対して研修の実施が可能となり、看護教育体制の充

実・強化につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【２７】看護職員の離職防止・復職支援事業 【総事業費】 
4,111 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 
事業の目標 ・看護職員の離職防止のための「こころの相談」窓口の設置（県東部区

域及び県西部区域に１箇所ずつ） 
・潜在看護師の復職 
 

事業の達成

状況 
○ 県東部地域では産業心理相談員による相談を１か所で、県西部地域で

は臨床心理士による１か所で行い、それぞれのべ 15 人、35 人の面談

を行った。 
○ 県西部地域では看護師の再就職支援セミナーを３回開催し、のべ 10
人が参加した。社会と医療の動向について解説し、注射採血など基本

的な手技について再確認するとともに、胃瘻や褥瘡予防、医療機器の

取り扱いについても体験した。 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
県東部地域では、月２回の決められた日に産業心理相談員が来所し、

予約により相談者に合わせた時間設定で相談したことから、不安要素

が解消されて業務のスキルアップにもつながっている。 
県西部地域では、新規採用者全員に対して面談し、管理職に対して

も面談するなど、職場全体で問題解決を図る取り組みを行った。 
（２）事業の効率性 

県西部地域では電話相談も組み込むことで相談者が相談できる時間

を幅広く確保するとともに、費用を抑えた。 
離職防止のセミナーは、病院の職員が講師を務めることで費用を必

要な機器整備のみに止めた。 
 

その他 相談体制の整備は離職防止に有効と考えられることから、翌年度の事

業の実施にあたっては、より多くの医療機関での取り組みを進めていく。 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【２８】看護師等養成所運営事業 【総事業費】 
98,593 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 准看護師養成施設の教育内容の向上（各区域１箇所ずつ） 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○准看護師養成所 卒業生 ７１人（県内就業３６人、進学３５人） 
（平成２７年度） 
○准看護師養成所 卒業生 ７５人（県内就業４６人、進学２５人） 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
鳥取県内の准看護師養成所（３校）に、その運営費を補助することに

より、看護師養成施設の安定的な運営に寄与し、看護職員の確保につ

ながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 
事業名 【２９】看護職員実習指導者養成講習会開催事業 【総事業費】 

18,699 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 看護実習指導者の養成（約６０人） 

事業の達成

状況 
実習指導者養成講習会受講者 ４７名（H25 年度から 5 名増） 
 年 2 回を開催し、そのうち 1 回を従来から各施設から要望のあった中

部圏域での開催を実施。中部、西部圏域の受講者が増加。 
 H27 年度に看護師養成校２校開設により、新規の実習施設となる施設

から参加者があった。 
○年２回講習会開催を行い、４０名が受講した。 
○また、実習指導者の資質向上を図るため、実習指導者フォローアップ

研修（１日）を開催した。（参加者：４１名） 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
県内で H27 年度新たに看護師養成校設置となることを踏まえ、新た

な実習施設を確保するためには実習指導者の確保は重要であり、講習

会開催により実習指導者を養成することで、実習指導者としての確保

はもとより、看護職員及び看護学生の資質の向上につながった。 
（２）事業の効率性 

看護の専門教育を実施している看護協会へ委託したことで、企画・

実施が円滑に実施でき、また内容も充実し質の高い人材育成が図れた

と考える。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３０】看護教育実習環境改善施設設備整備事業 【総事業費】 
15,710 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 
事業の目標 受入れ施設の実習環境の改善、整備による看護師の確保 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○看護教育実習に必要な教材の購入：１箇所 
（平成２７年度） 
○看護教育実習に必要な施設の整備：１箇所 
○看護教育実習に必要な教材等の購入：８箇所 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
患者サービスおよび医療の質の向上には、優秀な人材の採用はもと

より、実習生受入れ時における教育と研修が非常に重要であるが、当

事業によりこれら実習環境体制の整備が進みつつある。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 
事業名 【３１】看護教育教材整備事業 【総事業費】 

37,985 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 ・看護師等養成所における教育内容の向上 
・病院等における看護職員の教育内容の向上 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○看護職員の養成に必要な図書・教材の購入：４施設 
（平成２７年度） 
○看護職員の養成に必要な図書・教材の購入：５施設、２養成所 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
准看護師養成機関として授業に必要な備品のうち、不足していた備

品の新規購入、及び老朽化した備品の更新を行うことが出来た。 
また、看護職員の実践能力養成に必要なシミュレーターの整備など、

看護職員の質の向上を図るための体制整備が進んだ。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 
事業名 【３２】看護職員募集支援事業 【総事業費】 

1,428 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 
事業の目標 県内医療機関で勤務する看護職員の増 

 
事業の達成

状況 
○県東部地域の２病院で取り組み、１病院はパンフレットを作成して２

日間・のべ３人で県外の看護師養成学校を訪問して説明を行った。（助

成は県外施設分のみを対象とした） 
○１病院では、新聞広告や新聞の折り込みで看護師の募集を宣伝し、看

護師の確保を図った。 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
パンフレットを作成することが看護師養成学校を訪問するきっかけ

となり、面会して直接説明することで、病院の看護の実態を伝えるこ

とができた。特に病院職員と就職担当の先生が顔の見える関係を築け

たことで、先生から「安心して学生を送り出すことができる」との感想

をいただき、今後の看護師確保に手応えを感じている。 
（２）事業の効率性 

広告の利用に際しては、媒体を比較してより費用対効果が高い手段

を検討するなど、費用の抑制を図った。 
 

その他  県外の看護師養成学校を直接訪問することで、各校での県内出身者の

在籍状況や県内への就職検討状況を把握でき、就職の働きかけに有効だ

った。 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３３】看護師等養成所初度設備整備事業 【総事業費】 
13,683 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 新しい看護職員養成施設（鳥取市医療看護専門学校）の開設（平成２７

年４月予定） 
 

事業の達成

状況 
（２６年度） 
○鳥取市医療看護専門学校開設（平成２７年４月） 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
看護学校を開設するために必要な設備整備等を行い、新たな看護師

養成所が開設された。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３４】看護師等養成所施設・設備整備事業 【総事業費】 
25,461 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
☑継続 ／□ 終了 
 

事業の目標 看護師等養成所の教育環境の改善による県内進学者の確保の促進 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○鳥取看護高等専修学校で生徒用椅子と教室照明を更新した。 
（平成２７年度） 
○鳥取看護高等専修学校で男子更衣室の整備を行った。 
○倉吉看護高等専修学校で外壁塗装等の整備を行った。 
○鳥取看護高等専修学校で生徒用椅子、ワイヤレスアンプ・マイク、ア

コーディオンスクリーンを更新した。 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
鳥取看護高等専修学校の教育環境の改善が図られ、学生の確保に寄

与した。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３５】看護師宿舎施設整備事業 【総事業費】 
17,102 千円 

事業の対象

となる区域 
県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１日～平成２８年８月３１日 

□継続 ／☑終了 
 

事業の目標 看護師宿舎の個室整備による看護職員の定着促進（県西部区域に１箇所） 

事業の達成

状況 
事業者が事業を取り止めたため、未実施。 
（２６年度）－ 
（２７年度）－ 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
   － 
（２）事業の効率性 
   － 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 
事業名 【３６】看護職員就労環境改善体制整備事業 【総事業費】 

21,772 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□ 継続 ／☑終了 

事業の目標 看護職員の就労環境の改善（県内５箇所） 

事業の達成

状況 
○１病院でペースト食など嚥下等の障がいに対応した注入食を調整する

部屋を整備した。 
○同じ病院で、利用者の安全確保と看護職員の負担軽減をはかるため、

入浴に困難を抱える人に対応した機械浴室３室をすべて改修した。 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
注入食の準備では、病棟ごとに用意していた注入食を施設整備され

た１か所で調整することで、衛生面での安全性を高めるとともに、看

護職員の労力の軽減に繋げた。 
掘り込みの浴槽を廃止し、高い位置にある機械の浴槽に切り替える

ことで、溺れる危険性を減少させるとともに、腰痛防止など看護職員

の負担軽減につなげた。 
手すりを整備し、床材の変更を浴室だけでなく廊下も含めて行うこ

とで転倒防止と転倒後の負傷防止をはかり、利用者の安全を確保する

とともに看護職員の負担軽減となった。 
（２）事業の効率性 

集中して大規模改修を行うことで、費用の増嵩を抑えた。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３７】歯科衛生士・歯科技工士養成所施設・設備等

整備事業 
【総事業費】 

29,858 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／☑終了 

 
事業の目標 歯科衛生士、歯科技工士養成施設の教育内容の充実 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○教材の購入：１箇所 
○ＣＡＤ／ＣＡＭを使用しての技工を行うための設備整備：１箇所 
（平成２７年度～平成２８年度） 
○歯科技工士養成施設の校舎の修繕：１箇所 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
歯科衛生士、歯科技工士養成施設の教育設備、教材購入等を支援す

ることで、養成施設の教育内容の充実及び質の高い医療を提供できる

歯科衛生士、歯科技工士の育成に寄与した。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【３８】勤務環境改善支援センター運営事業 【総事業費】 
13,368 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／☑終了 

事業の目標 勤務環境改善センターの設置（県内１箇所） 
（平成３０年計画） 
・病院勤務医師数   H29：1,137 人→H30 年度：1,164 人 
・病院勤務看護職員数 H29：5,534 人→H30 年度：5,757 人 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○鳥取県医療勤務環境改善支援センターを設置：１箇所 
（平成２７年度） 
○セミナー開催、勤務環境改善モデル事業の実施等 
（平成３０年度） 
○病院勤務医師数   H29：1,137 人→H30 年度：1,142 人(H31.1) 
○病院勤務看護職員数 H29：5,534 人→H30 年度：5,595 人 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
鳥取県医療勤務環境改善支援センターを鳥取県医師会に設置し、県内

の医療機関の勤務環境の状況を把握し、改善に結びつける体制が整った。 
（２）事業の効率性 
医師会、看護協会、病院協会、薬剤師会等医療従事者の関係機関の参

画により、ある程度の事業効果を見込むことが出来る。 
 
（平成３０年度） 
（１）事業の有効性 
病院勤務医師数については、既存医師数の減少により医師数が伸び悩

んだことから、目標には到達しなかったが、奨学生の県内定着等により

一定程度の増加が図られた。また、病院勤務常勤看護職員数についても

目標を達成しなかったが、産休・育休代替等の非常勤職員も含めると

6,047 人（H30）が従事している。 
鳥取県医療勤務環境改善支援センターを鳥取県医師会に設置すること

で、県内の医療機関の勤務環境の状況を把握し、改善に結びつける体制

が整った。PDCA サイクルを活用して勤務環境改善に向けた取組を行う
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医療機関への支援については、平成 30 年度における新規支援医療機関は

なかったが、継続的に取り組んでいる３病院に対して支援し、WLB に関

する取り組み（計画的年次有給休暇取得、業務マニュアルの作成）が院

内全職種への拡大、有給休暇取得率が 40％台から 53％へ増加するなど、

勤務環境改善につながっている。また、直接支援に入っていない医療機

関についても、トップマネジメント研修会や働き方改革関連法案説明会

に（約半数の病院）管理職が参加するなど、勤務環境改善への意識が高

まりつつあり、一定の成果がみられる。 
「病院勤務医師数」については、若手医師確保の取り組みとして、平

成 30 年度から開始した、高校生、医学生及び研修生対象に、県内医療情

報・勤務情報等を提供する「ドクターNavi」や、奨学生に対して高学年

時から繰り返し地域医療への貢献に対する理解について個別面談による

意識付けを行うことで、病院勤務医師数の増加を図る。また、既存医師

数の将来推計を加味することにより、当該事業の効果検証がより効果的

に行えるよう目標値の見直しを行っていく。 
「病院勤務看護職員数」については、病院における看護職員の需要と

目標値との間に乖離が生じていることから、病院の令和元年度に策定予

定の看護職員需給推計に基づき、目標値について実態に即した見直しを

行っていく。 
（２）事業の効率性 
医師会、看護協会、病院協会、薬剤師会等医療従事者の関係機関の参

画により、事業の周知にも協力が得られるなど、効率的に事業を実施し

ている。また、委託内容を精査することで、経費を削減に努めている。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 【３９】病院内保育所運営事業 【総事業費】 

20,434 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／☑終了 

 
事業の目標 子育て中の看護職員や女性医師が安心して働くことができる環境の確保

（県内７箇所） 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○県内５病院が院内保育所運営事業を実施した。 
（平成２７年度） 
○県内６病院が院内保育所運営事業を実施した。 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
病院内保育所の運営費（保育士等人件費）に対し補助を行うことに

より、医療従事者の離職防止及び再就業を促進した。 
（２）事業の効率性 

病院内保育所の運営にあたっては、民間事業者へ外部委託を行うな

どし、効率的な運営を行っている。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 【４０】病児・病後児等保育施設設備整備・運営事業 【総事業費】 

11,439 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 病児・病後児保育の環境整備による医療従事者の離職防止の推進 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○鳥取大学医学部附属病院が病児・病後児等保育施設の運営を実施した。 
○博愛病院が病児・病後児保育施設の設備整備を実施した。 
（平成２７年度） 
○博愛病院が病児・病後児保育施設の施設整備を実施した。  

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
院内の病児・病後児保育施設の運営費及び設備整備費を補助するこ

とにより、医療従事者の離職防止及び再就業を促進した。 
（２）事業の効率性 

病児・病後児保育施設の運営にあたっては、民間事業者へ外部委託

を行うなどし、効率的な運営を行っている。  
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４１】医療機関の電子カルテシステム導入促進事業 【総事業費】 
596,836 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 電子カルテシステム若しくは部門システムの導入又は改修による医療従

事者の負担軽減 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
電子カルテの部門システムとして医療用画像データマネジメントシス

テムを導入（２箇所） 
（平成２７年度） 
電子カルテの部門システムとして放射線動画システム等を導入（６箇

所） 
（平成２８年度） 
電子カルテシステムの更新整備等（８箇所） 

（平成２９年度） 
電子カルテシステムの更新整備（１箇所）※28 年度繰越分 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
電子カルテシステムの導入等により、医療従事者間の情報共有化に

よる医療の質の向上及び、業務の省力化、効率化につながった。 
（２）事業の効率性 

事業執行に当たって、調達方法等について記載した留意事項を事業

者に配布し、調達コストの低下に努めている。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 【４２】医師等環境改善事業 【総事業費】 

46,270 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 
事業の目標 医師、看護師の負担軽減による勤務環境の改善 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
・医療クラークの雇用：１４人 

（平成２７年度） 
・医療クラークの雇用：２４人 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
医師、看護師の業務サポートを行う医療クラークの人員の増加によ

り、医療従事者の業務省力化、効率化、並びに勤務環境改善につながっ

た。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 【４３】看護職員労働環境改善事業 【総事業費】 

86,958 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 
事業の目標 看護職員の負担軽減、労働環境の改善（県内６箇所） 

事業の達成

状況 
○東部地区１施設、中部地区１施設、西部地区４施設の計６施設でのべ

61 台の新しい電動ベッドを導入し、手動ベッドから電動ベッドへの切

り替えはかった。 
○併せて、必要に応じてベッドサイドリフトなど、所要の整備を行った。 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
新しい電動ベッドの導入により、リモコン操作が可能となることか

ら、ベッドの操作にかかる労力が格段に軽減された。 
新しいベッドサイドレールの導入で指や衣類がはさまる可能性が減

り、利用者の健康に資するとともに、看護師の精神的な負担軽減につ

ながった。 
（２）事業の効率性 

助成の活用することでまとまった数の電動ベッドを導入するきっか

けとなり、１台当たりの単価を下げることが期待できる。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 【４４】産科医等確保支援事業 【総事業費】 

112,392 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 分娩手当等の支給による産科医等の確保（県内１０箇所） 
（平成３０年計画） 
○手当支給施設の産科・産婦人科医師数 48 名(H29)→50 名(H30) 
○分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数： 

20.0（H29）→21.0（H30） 
事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○分娩手当支給件数（助産師）：２，５３０件 
○分娩手当支給件数（医師）：１，９６３件 

（平成２７年度） 
○分娩手当支給件数（助産師）：２，４０９件 
○分娩手当支給件数（医師）：２，８８６件 

（平成３０年度） 
○手当支給施設の産科・産婦人科医師数 48 名(H29)→46 名(H30) 
○分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数： 

20.0（H29）→20.8（H30） 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
県内１０箇所の産科医療機関において分娩手当の支給を支援し、医師、

助産師の確保につながった。 
（２）事業の効率性 
可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対する

基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努めた。 
 
（平成３０年度） 
（１）事業の有効性 
手当支給施設が減少したことに伴い手当支給施設の産科・産婦人科医

師数医師数も減少したため、目標に到達できなかったが、12 施設への補

助を行うことで、産科医等の処遇改善に寄与している。また、「分娩 1000
件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数」については、20.8 で

目標（21.0）には到達しなかったが、概ね目標どおり増加しており、一定
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の成果がみられる。 
該当医療機関に制度周知を図り、多くの施設に産科医等の医師の処遇

改善に活用いただくことで、目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 
事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努

めている。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 【４５】助産師等待機手当支援事業 【総事業費】 

12,126 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 助産師及び分娩に係る業務に従事する看護師の処遇改善による周産期医

療体制の確保 
（平成３０年計画） 
分娩を取り扱う産科医療機関数の維持：21 施設(H29)→21 施設(H30) 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
助産師等待機手当支給件数：１，６６７件 

（平成２７年度） 
助産師等待機手当支給件数：１，４１１件 

（平成３０年度） 
分娩を取り扱う産科医療機関数の維持：21 施設(H29)→21 施設(H30) 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
県内６箇所の産科医療機関において助産師等待機手当の支給を支援

し、助産師、看護師の処遇改善等につながった。 
（２）事業の効率性 
可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対する

基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努めた。 
（平成３０年度） 
（１）事業の有効性 
分娩を取り扱う産科医療機関数を維持できており目標を達成した。分

娩に関しては、２４時間体制で勤務を行うことが必須であり、待機が必

要となる。周産期医療の確保に向け、勤務時間外に拘束される待機に対

して、待機手当の支給を補助することにより助産師、看護師の処遇改善

に寄与している。 
（２）事業の効率性 
事業者へのヒアリング、補助内容を精査することにより経費削減に努

めている。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
事業名 【４６】帝王切開術待機医師確保事業 【総事業費】 

1,150 千円 
事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 分娩を扱う有床診療所等においてより一層の安全を担保する上での帝王

切開術待機医師、麻酔科医師の確保 
 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○帝王切開術実施件数：１０３件 
（平成２７年度） 
○帝王切開術支援手当支給件数：１４６件 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
帝王切開手術１０３件について、帝王切開手術のために待機する医

師に対する報償費の補助を実施することで、帝王切開手術の待機を行

う医師の確保につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４７】救急勤務医支援事業 【総事業費】 
17,872 千円 

事業の対象

となる区域 
県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 
事業の目標 西部区域における救急医の処遇改善による二次救急医療体制の確保 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
○救急勤務医手当支給件数：１，６１６件 
（平成２７年度） 
○救急勤務医手当支給件数：１，６１９件 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
休日・夜間に救急対応する救急医に対して支払われる救急勤務医手

当を補助することで、処遇改善及び人材確保につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４８】新生児医療担当医確保支援事業 【総事業費】 
0 千円 

事業の対象

となる区域 
県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 新生児医療担当医の処遇改善による周産期医療体制の確保 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
・補助制度を活用する予定であった事業者が事業を取り止めたため、

未実施。 
（平成２７年度） 
・ＮＩＣＵにおける新生児取扱件数：１１７件 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
  新生児医療担当医の処遇改善を図ることにより、小児科医の確保の

一助となった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４９】訪問看護師待機手当支援事業 【総事業費】 
18,977 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 
事業の目標 看護師の処遇改善による県内の訪問看護の実施体制の強化 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
訪問看護ステーション 8 事業所（看護職員 32 名）が待機手当を支給 
（平成２７年度） 
訪問看護ステーション 20 事業所（看護職員 103 名）が待機手当を支給 
（平成２８年度） 
訪問看護ステーション 26 事業所（看護職員 109 名）が待機手当を支給 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
事業所の待機手当の補助により訪問看護師の処遇改善が図れ、訪問

看護師のモチベーションを維持し、365 日 24 時間対応体制がとれる訪

問看護ステーションの維持のための訪問看護師の確保に寄与した。 
（２）事業の効率性 

訪問看護ステーションの運営を病院が行っている施設もあり、申請・

実績報告に関する業務がスムーズに出来た施設もみられた。 
 

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【５０】小児救急医療支援事業 【総事業費】 
6,258 千円 

事業の対象

となる区域 
県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 県西部区域における小児救急病院群輪番制の確保 

事業の達成

状況 
（平成２６年度） 
休日の小児救急医療体制の確保：６８日 
夜間の小児救急医療体制の確保：５０日 

（平成２７年度） 
休日の小児救急医療体制の確保：６９日 
夜間の小児救急医療体制の確保：５１日 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
輪番制方式による休日・夜間の小児救急患者の受け入れ体制の維持

等に必要な費用を補助することで、小児救急患者受け入れ体制の確保

につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
    

その他  
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 
 

事業名 【５１】小児救急電話相談事業 【総事業費】 
7,535 千円 

事業の対象

となる区域 
県東部、県中部、県西部 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 
事業の目標 休日、夜間における小児救急医療担当医の負担軽減 

事業の達成

状況 
小児救急電話相談体制を確保した。 
Ｈ２６年度相談件数：３，３４０件 
Ｈ２７年度相談件数：３，８０７件 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
小児患者の保護者向けの電話相談を行うことで、地域の小児科医の

負担軽減及び休日、夜間小児救急医療体制の強化につながった。 
（２）事業の効率性 

可能な限り事業の早期又は適時の着手が図られるよう事業者に対す

る基金交付手続き迅速に行い、事業効果を失することのないよう努め

た。 
 

その他  
 
 

 

 

 

 

 


